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国内排出量取引推進事業 2,800地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 1

カーボン・オフセット推進事業 250地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 4

(新) グリーン・ニューディール促進のためのオフセット・クレジット制度活用推進
事業

200
地球環境局地球温暖化対策課、市
場メカニズム室

6

環境政策における環境税を含む税制のグリーン化検討経費 29総合環境政策局環境経済課 9

温室効果ガス排出量見える化及び排出抑制等指針策定事業 290地球環境局地球温暖化対策課 10

世界に貢献する環境経済の政策研究 450総合環境政策局環境計画課 12

(新) グリーン・ニューディール等国際環境政策動向分析費 32地球環境局総務課、環境保全対策課環境協力室 14

温室効果ガス排出・吸収目録関連業務 152地球環境局地球温暖化対策課 16

目標達成計画に関するＰＤＣＡ実施費 99地球環境局地球温暖化対策課 18

(新) 家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務 86地球環境局地球温暖化対策課 20

低炭素社会国際研究ネットワーク事業 187地球環境局総務課研究調査室 22

低炭素社会づくりのための中・長期目標達成ロードマップ策定費 203地球環境局総務課研究調査室、地球温暖化対策課 24

地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観測事業拠出金 185地球環境局総務課研究調査室 27

気候変動影響・適応に関する情報収集・評価・対策事業 83地球環境局総務課研究調査室 29

気候変動影響モニタリング・評価ネットワーク構築等経費 454地球環境局総務課研究調査室 31

(新) 衛星による地球環境監視推進費 52地球環境局総務課研究調査室 34

環境研究総合推進費 5,420
総合環境政策局総務課環境研究技術
室、地球環境局総務課研究調査室

36

(新) サプライチェーンにおける排出量算定事業費　 31地球環境局地球温暖化対策課 39

環境表示の信頼性確保のための検証事業費 300総合環境政策局環境経済課 41

環境に配慮した事業活動促進のための社会・市場評価基盤整備事業 46総合環境政策局環境経済課 44

環境金融普及促進事業 196総合環境政策局環境経済課 46

(新) 再生可能エネルギー二酸化炭素削減効果検証費 30地球環境局地球温暖化対策課 49

フロン等対策推進調査費 156地球環境局環境保全対策課フロン等対策推進室 51

低公害車普及事業 170水・大気環境局自動車環境対策課 53

(新) 地域産学官連携環境先端技術普及モデル策定事業　 351総合環境政策局総務課環境研究技術室 55

エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業 850総合環境政策局環境経済課 57

環境配慮型経営促進事業に係る利子補給事業 400総合環境政策局環境経済課 60

エコ燃料実用化地域システム実証事業費 2,800地球環境局地球温暖化対策課 62

(新) 温泉施設における温暖化対策事業 90自然環境局自然環境整備担当参事官室 65

(新) 航空機バイオ燃料導入推進事業 30地球環境局地球温暖化対策課 67

(新) 洋上風力発電実証事業 100地球環境局地球温暖化対策課 69

地球温暖化対策技術開発等事業 3,852地球環境局地球温暖化対策課 71

(新) 地方公共団体実行計画実施推進事業費 117総合環境政策局環境計画課 74

(新) 市民参画型小水力発電推進事業 400地球環境局地球温暖化対策課 76

低炭素地域づくり面的対策推進事業 2,390
総合環境政策局環境計画課、環境
影響評価課環境影響審査室

78

クールシティ推進事業 223
水・大気環境局大気環境課大気生活環境室、
土壌環境課地下水・地盤環境室 83

国連持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の10年促進事業 268総合環境政策局環境経済課環境教育推進室 85

環境影響評価技術調査費 70総合環境政策局環境影響評価課 88

(新) 火力発電所リプレイス促進モデル事業等 69総合環境政策局環境影響評価課環境影響審査室 90

廃棄物処理施設の基幹的設備改良支援（循環型社会形成推進交付金の制度拡
充）

－
廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策
課

199

(新) アジア・コベネフィット・フォーラム構築事業 106水・大気環境局総務課 93

(新) 国連大学拠出金（コベネフィット型都市開発情報整備費） 100水・大気環境局総務課 95

(新) 中国における大気汚染対策協力事業 19水・大気環境局大気環境課 97

(新) アジア３Ｒ事業化・制度化モデル事業推進費 135廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 99

平成22年度環境省予算概算要求・要望主要新規事項等の概要

１．低炭素革命の実現に向けて

担当局（部）課（室）名 頁平 成 22 年 度
要 求 ･ 要 望 額事　　　　　　　　　項
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担当局（部）課（室）名 頁平 成 22 年 度
要 求 ･ 要 望 額事　　　　　　　　　項

(新) 持続可能な資源利用に関するアジア太平洋地域共同研究拠出金 100廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 101

京都メカニズムを利用した途上国等における公害対策等と温暖化対策のコベネ
フィット実現支援等事業

1,718
地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズ
ム室、水・大気環境局総務課、土壌環境課
地下水・地盤環境室

102

(新) 国際再生可能エネルギー機関分担金 52地球環境局総務課 106

(新) アジア諸国等における土壌環境保全協力推進費 20水・大気環境局土壌環境課 108

(新) 違法伐採木材市場排除方策検討費 12地球環境局環境保全対策課 110

(新)
アジア太平洋地域における「環境モデル都市」「環境モデル島」の構築支援費

90地球環境局環境保全対策課環境協力室 112

(新) 生物多様性日本基金（仮称）の創設 1,000自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 115

地球規模生物多様性モニタリング推進事業関係経費 751自然環境局生物多様性センター 117

自然環境保全基礎調査費 400自然環境局生物多様性センター 120

国連大学拠出金(国際SATOYAMAｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ構想推進事業) 150自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 122

海洋生物多様性情報整備及び保全戦略策定事業費 50自然環境局自然環境計画課、生物多様性センター 124

(新) 国際生物多様性年関連経費 314自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 126

(新) 地方円卓会議推進事業　 42自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 129

(新)

生物多様性条約第１０回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締約国会議関
係経費

1,443自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室 131

遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 123自然環境局自然環境計画課 139

(新) 原生的な自然環境の危機対策事業 20自然環境局自然環境計画課 143

希少野生動物野生順化特別事業費 116自然環境局野生生物課 145

(新) 希少猛禽類等保護方策検討調査費 30自然環境局野生生物課 147

(新) 外来種防除促進のための実務者会合費 30自然環境局野生生物課外来生物対策室 149

特定外来生物防除等推進事業 349自然環境局野生生物課外来生物対策室 151

国立公園内生物多様性保全対策費 137自然環境局国立公園課 153

国立公園等における大型獣との共生推進費 106自然環境局国立公園課 155

海域の国立・国定公園保全管理強化事業費 135自然環境局国立公園課 157

(新) 国立公園等における協働型管理運営推進事業 100自然環境局国立公園課 159

自然公園等事業費（公共） 13,396自然環境局自然環境整備担当参事官室 161

鳥獣保護管理に係る人材育成事業　 69自然環境局野生生物課鳥獣保護業務室 163

野生鳥獣感染症対策事業費 111自然環境局野生生物課、鳥獣保護業務室 165

国指定鳥獣保護区における環境学習・保全調査拠点整備 437自然環境局野生生物課鳥獣保護業務室 167

動物愛護管理推進費 197自然環境局総務課動物愛護管理室 170

(新) 皇居外苑濠水環境改善事業（自然公園等事業費（公共）の一部） 13,396の内数自然環境局総務課皇居外苑管理事務所 172

(新) 都市内の森林による生物多様性の確保推進事業費 40自然環境局自然環境計画課 174

(新) 未利用循環資源の活用戦略策定事業 30廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 176

　 廃棄物処理・リサイクル事業連携促進３Ｒ高度化事業 146廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 178

(新) 産業廃棄物処理業経営基盤安定化・振興対策検討費 44廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 181

使用済製品等の総合的なリユース促進事業費 53廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 183

食品リサイクル推進事業費 44廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 186

使用済電気電子機器の有害物質適正処理及びレアメタルリサイクル推進事業費
149廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 187

(新) 自動車リサイクル推進事業費 24廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室 190

循環型社会推進等経費 444
廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進
室、産業廃棄物課、廃棄物対策課 193

循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く。） 54,723廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 199

廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策費 102
廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課適正処理･
不法投棄対策室 206

(新) 国連廃棄物リサイクル会議開催経費　 78廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室 209

産業廃棄物行政情報システム構築事業費 52廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 211

特別管理廃棄物処理基準設定費 35
廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課適正処理･
不法投棄対策室 212

２．生物多様性の保全と持続可能な利用による自然共生社会の実現に向けて

３．循環型社会づくりに向けて

( 2 )



担当局（部）課（室）名 頁平 成 22 年 度
要 求 ･ 要 望 額事　　　　　　　　　項

(新) 移動式廃棄物処理施設に係る基準設定検討事業　 21廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 215

衛星画像を使った不法投棄等の未然防止等対策 101
廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課適正処理･
不法投棄対策室 217

(新) 処理困難なＰＣＢ廃棄物の適正処理モデル事業 50廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 219

廃棄物処理施設等における水銀等排出状況・長期保管方策調査 25廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 220

微小粒子状物質（ＰＭ２．５）総合対策費 200水・大気環境局大気環境課、自動車環境対策課 222

有害大気汚染物質等対策推進費 298水・大気環境局大気環境課 224

総量削減計画改訂調査 49水・大気環境局自動車環境対策課 226

ダイオキシン類総合対策費 180水・大気環境局総務課ダイオキシン対策室 228

(新) 国際共同研究によるPM・オゾン等広域大気汚染対策検討費 34地球環境局環境保全対策課 231

自動車環境性能評価法国際標準化等推進費 80水・大気環境局総務課環境管理技術室 233

(新) 大気環境常時監視リファレンスセンター（仮称）整備事業 50水・大気環境局大気環境課 236

(新) 海岸漂着物処理推進経費 20地球環境局環境保全対策課 238

漂流・漂着ゴミに係る削減方策調査費 257地球環境局環境保全対策課 240

(新) 海中ごみ等の陸上における処理システムの検討　 18廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課 243

水生生物保全に係る環境基準策定費 78水・大気環境局水環境課 245

(新) 底層DO等を用いた水質環境評価事業 200水・大気環境局水環境課 247

(新) 湖沼水質保全施策枠組み再構築事業 30水・大気環境局水環境課 249

(新) 海域の物質循環健全化計画策定事業 102水・大気環境局水環境課閉鎖性海域対策室 251

(新) 浄化槽整備区域設定支援事業費 30廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課浄化槽推進室 253

循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分） 20,772廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課浄化槽推進室 255

(新) 土壌汚染の自主調査に関する状況把握及び促進支援検討業務 20水・大気環境局土壌環境課 257

(新) 土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の技術的能力確保・向上業務 92水・大気環境局土壌環境課 260

(新) 微生物によるバイオレメディエーションの普及促進に係る技術指針策定費 20水・大気環境局総務課環境管理技術室 262

地下浸透による地下水汚染対策推進費 30水・大気環境局土壌環境課地下水・地盤環境室 264

農薬による生物多様性への影響評価事業 50水・大気環境局土壌環境課農薬環境管理室 267

(新) 農薬の大気経由による影響評価事業 154水・大気環境局土壌環境課農薬環境管理室 270

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査） 5,500環境保健部環境安全課環境リスク評価室 273

既存化学物質等安全性点検・評価事業 316環境保健部企画課化学物質審査室 275

アジア・太平洋地域等における化学物質管理制度国際調和推進事業 60環境保健部企画課化学物質審査室 277

化学物質環境安全性総点検調査等調査研究費　 531環境保健部環境安全課 279

POPs（残留性有機汚染物質）監視事業費 309環境保健部環境安全課 281

(新) 水銀規制に関する条約制定対応 72環境保健部環境安全課 283

(新) ナノ材料の環境影響未然防止方策検討事業　 70環境保健部環境安全課 285

水俣病総合対策関係経費等 11,471環境保健部企画課特殊疾病対策室 287

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急
措置事業費

110環境保健部環境安全課環境リスク評価室 289

有機ヒ素化合物の汚染源周辺地域における高濃度汚染対策 284環境保健部環境安全課環境リスク評価室 291

一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査 265環境保健部企画課石綿健康被害対策室 293

石綿関連疾患に係る医学的所見の解析調査・還元等事業 85環境保健部企画課石綿健康被害対策室 295

４．安全・安心な社会づくりに向けた環境保全の取組

( 3 )



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

１．事業の概要 

○排出量取引の国内統合市場の試行的実施（以下「試行実施」という。）に

ついて、着実かつ円滑な運営等を行う。 

○試行実施の参加類型の一つでもある自主参加型国内排出量取引制度第4期

～第6期を着実かつ円滑に運営するとともに、排出量モニタリング・検証シス

テムを一層効率化するための方法論改善等を図る。 

○義務型の国内排出量取引制度について、制度案及び諸論点の検討、経済影

響分析、海外の制度の情報収集・分析、海外への情報発信等を行う。 

○以上により、将来的な国内排出量取引制度の本格導入に備える。 

 

２．事業計画 （※年次計画については別紙参照。） 

○試行実施については、2009年のフォローアップ結果を踏まえた運営を行う。

2010年10月中旬に2009年度参加者の排出量実績の確定、11月末日～12

月中旬を償却期限とし、目標達成確認を行う。 

○自主参加型国内排出量取引制度については、第4期の実施年度排出量検証

及び排出枠償却、第5期の排出削減実施、第6期の設備整備と基準年排出

量の検証、将来の案件掘り起こしに向けた温暖化対策診断等を行う。 

（※本事業の一部として「温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助

事業」を実施しており、これを通じて自主参加型国内排出量取引制度を運

営している。100百万円×66件、補助率1/3） 

○義務型の国内排出量取引制度については、上記の運営により得られた結果

を踏まえつつ、制度設計案の検討等を行う。 

 

３．施策の効果 

○CO2の排出に取引価格を付け、市場メカニズムをフルに活用し、技術開発

や削減努力を誘導していく。また、自主参加型国内排出量取引制度等の経

験を活かしながら、国内排出量取引制度を本格導入する場合に必要となる

条件、制度設計上の課題などを明らかにする。さらに、国際的なルールづ

くりの場でのリーダーシップの発揮につなげる。 

○特に中小規模工場・事業場において費用効率的かつ確実な削減を実現する。 

国内排出量取引推進事業（エネ特）          2,800 百万円（2,500 百万円） 





制度のポイント

• 大企業、中小企業問わず、あらゆる業種の企業等様々な主体が、実効性のある排出削減を行うための様々なメニューを用意。

• 国内統合市場として、様々な排出枠・クレジットが目標達成のために活用可能とする。

• 2009年3月及び秋頃にフォローアップ。

国内統合市場

自主行動計画への反映等を通じて京都議定書目標達成に貢献

①試行排出量取引スキーム

削減目標

B社

実
排
出
量

A社

実
排
出
量

企業が自主削減目標を設定、その達成を目指して排出削減を
進める。目標達成のためには、排出枠・クレジットが取引可能。

排出総量目標、原単位目標など様々なオプションが選択可能で
あり、多くの企業の参加を得て日本型モデルを検討。

③京都クレジット

海外における温室効果ガス削減分

大企業等が技術・資金等を提供して中小企業
等が行った排出抑制の取組を認証（国内クレ
ジット）する制度。

②国内クレジット

C社（中小企業等）

資金・技術

国内クレジット

排
出
削
減

協働（共
同）事業

削
減
量

自主行動計画と
整合的な目標。
妥当性を政府で
審査の上、関係
審議会等で評
価・検証。

必要な排出
量の算定・
報告、検証
等を実施。

JVETSは①の参加類型の一つ
(第5期以降は自主行動計画非参加工場・
事業場が対象)

「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」の概要



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

１．事業の概要 

○カーボン・オフセットとは、①自らの温室効果ガス（GHG）排出量を認識

し、②主体的にこれを削減する努力を行うとともに、③削減が困難な部

分の排出量を把握し、他の場所で実現したGHG排出削減・吸収量等の購

入、他の場所でGHG排出削減・吸収を行うプロジェクトや活動の実施等

により、④その全部又は一部を埋め合わせるという考え方である。 

○本事業では、カーボン・オフセットに関する情報提供、各種ガイドライ

ンの整備、モデル事業等を実施する。また、J-VER制度の運営し、エネル

ギー起源CO2の排出削減プロジェクトを推進する。これらを通じて、信

頼性の高いカーボン・オフセットの取組の普及に努める。 

 

２．事業計画 

○国内の排出削減・吸収量をカーボン・オフセットに用いるクレジットと

して認証する「オフセット・クレジット（J-VER）制度」について、会議

の開催等の運営を行うと共に、本制度の対象となるエネルギー起源CO2

の排出削減プロジェクトの活用を促進するため、全国説明会の開催等を

通じた広報、制度活用事業者に対する検証面等の支援事業、制度の対象

プロジェクトを拡充するためのモデル事業等を実施する。 

○カーボン・オフセットに関する相談支援や情報提供等を行うカーボン・

オフセットフォーラムを、平成20年度に引き続き、設置する。また、日

英カーボン・オフセット情報交換協定に基づくワークショップの開催や

先駆的な取組を行う国々（米、英、仏、豪等）との情報交換を行う。 

○カーボン・オフセットについて、地域の特色を活かした取組や国民・事

業者への普及効果の高い取組等を創出するためのモデル事業を実施する。 

 

３．施策の効果 

 カーボン・オフセットの推進は、事業者、国民など幅広い主体による主

体的な排出削減対策を強化するとともに、J-VER制度により国内における排

出削減・吸収プロジェクトの実施に資金面で貢献することとなるため、本

取組の推進により、京都議定書の目標達成にも資することとなる。 

カーボン・オフセット推進事業（エネ特）       ２５０百万円 （１４６百万円） 



＜カーボン・オフセット＞

市民・企業等が、自身の温室効果ガスの排出量を認識し、削減努力を行った上で、
どうしても削減できない部分を、他の場所の削減・吸収量（クレジット等）で埋め合わせること。

信頼性の高いカーボン・オフセットの取組の普及促進

家庭やオフィス、移動（自動
車・飛行機）での温室効果ガス
排出量を把握する

省エネ活動や環境負荷の少ない
交通手段の選択など、温室効果
ガスの削減努力を行う

削減が困難な排出量を把握し、
他の場所で実現したクレジットの
購入または他の場所での排出
削減活動を実施

対象となる活動の排出量と
同量のクレジットで埋め合わ
せ（相殺）する

事業の効果

事業概要

カーボン・オフセットフォーラムを活用した相談支援・
セミナー開催・国内外の動向の情報提供、

カーボン・オフセットの先駆的な取組を行う国との連
携・情報交換等

国内の排出削減・吸収量をカーボン・オフセットに用
いられるクレジットとして認証する「オフセット・クレ
ジット（J‐VER)制度」の運営・整備拡充

カーボン・オフセット推進事業

地域の特色を活かしたカーボン・オフセットの取組や
国民・事業者への波及効果の高いカーボン・オフセッ
トの取組等を創出するためのモデル事業の実施

J‐VER制度に関する全国説明会の開催・広報活動、
制度活用事業者に対する資金支援等を通じた
J‐VER制度の活用促進



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

１．事業の概要 

  平成 20 年度に創設した、国内の排出削減・吸収量をカーボン・オフセ

ットに用いるクレジットとして認証する「オフセット・クレジット（J-V

ER）制度」について、地域の森林資源を活用した森林 CO2 吸収や、農業・

畜産等における CH4 や N2O など、エネルギー起源 CO2 以外の温室効果ガ

スの排出削減・吸収プロジェクトを推進し、信頼性の高いカーボン・オ

フセットの取組の普及を通じて、裾野の広い地球温暖化対策の進展を図

る。 

 

２．事業計画（年次計画は別紙参照） 

○J-VER 制度について、市場ニーズの高いオフセット・クレジット（J-VER）

を創出することを目的としてモデル事業を実施し、農業・畜産等におけ

る CH4 や N2O など、エネルギー起源 CO2 以外の温室効果ガスの排出削減・

吸収に寄与するプロジェクトについてのアイデアを募集し、それらを制

度の対象プロジェクトとして位置づける。また、地域における CO2 吸収

量等の審査・認証体制の整備や第三者検証の検証人育成等を通じて、制

度の活用を促進する。 

○J-VER 制度について、全国説明会の開催やウェブページの運営等を通じた

広報活動を行うとともに、制度活用事業者に対する検証面等の支援事業

を実施する。 

 

 

３．施策の効果 

  J-VER 制度を活用して、エネルギー起源 CO2 以外の温室効果ガスの排出

削減・吸収プロジェクトが推進されるため、地球温暖化対策が一層推進

されるとともに、国内における排出削減・吸収プロジェクトに資金が還

流するため、地域活性化を実現することが可能になる。 

 

 

 

（新）グリーン・ニューディール促進のためのオフセット・クレジット制度活用 

推進事業                      ２００百万円 （ ０百万円 ） 



（別紙）年次計画 

 

 

 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

モデル事業 

 

 

制度対象プロジ

ェクトの拡充 

 

制度対象プロジ

ェクトの拡充 

 

制度対象プロジ

ェクトの拡充 

地域認証体制の整備  

モデル事業、認証

スキーム構築の

ための相談支援 

 

モデル事業、認証

スキーム構築の

ための相談支援 

 

検証の効率化 

 

 

検証人の育成 

 

地域における検

証体制の強化 

 

普及啓発 

 

 

全国説明会の開

催、ウェブページ

の運営等 

 

全国説明会の開

催、ウェブページ

の運営等 

 

全国説明会の開

催、ウェブページ

の運営等 

制度活用事業者への支援事業  

申請、検証面の支

援 

 

申請、検証面の支

援 

 

申請、検証面の支

援 



＜オフセット・クレジット（J-VER）制度＞

国内で実施されたプロジェクトにより実現した温室効果ガス排出削減・吸収量を
カーボン・オフセットに用いられる信頼性の高いクレジット（J-VER）として認証する制度

カーボン・オフセット
J-VER

排出削減・吸収プロジェクト事業者

オフセット・クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）
認証運営委員会（環境省）

市民・企業・自治体等
（温室効果ガス排出主体）

プロジェクト申請

間伐等の森林管理

クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）の認証・発行

第
三
者
検
証
機
関

排
出
削
減
・吸
収
量
の
検
証

自らのCO2排出量のうち
どうしても削減できない部分

クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）

クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）購入資金が国内林業や地域地場産業
等に還流し、地球温暖化対策に加えて雇用拡大効果！ オフセット・クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）制度

クレジット（Ｊ-ＶＥＲ）購入資金

農業分野の
メタン・N2O排出抑制

グリーン・ニューディール促進のためのオフセット・クレジット制度活用推進事業

フロン対策

エネルギー起源CO2以外のGHGに
関する国内の排出削減・吸収プロ
ジェクトが活性化し、裾野の広い地球

温暖化対策の進展と
地域活性化等を同時実現

事業の効果事業概要

モデル事業の実施等を通じた、エネルギー起源CO2以外のGHG
（温室効果ガス）排出削減・吸収量の算定方法等の基準の整備等

農業・畜産業等、エネルギー起源CO2以外のGHG排出削減・吸収に
寄与する事業者に対し、制度に関する普及啓発・制度活用支援



環境政策における環境税を含む税制のグリーン化検討経費
２９百万円（１７百万円）

総合環境政策局環境経済課

１．事業の概要
環境税を含めた税制全体のグリーン化の実現に向けた今後の税制改正論議に備え
るため、2007年温室効果ガス排出量の確定値の公表や、中期目標の公表等の動向を
踏まえ、諸外国の環境税を含む税制のグリーン化に関する実態調査、排出量取引制
度等とのポリシーミックスの状況調査等をさらに深めることに加え、新たに、自動
車関係諸税のグリーン化等によるエネルギー消費量の変化についての実態調査、中
期目標における限界削減費用と環境税等による削減の関係についての調査等を行う。

２．事業計画
（主な内容）

（１）諸外国において、近年導入、評価、見直し等が行われている環境税を含む税
制のグリーン化について、最新情報の収集及び整理を行う。

（２）諸外国における排出量取引制度や協定と、環境税・既存エネルギー税のポリ
シーミックスの状況調査の詳細について調査を行う。

（３）自動車関係諸税のグリーン化等によるエネルギー消費量の変化について、実
態調査を行う。

（４）中期目標における限界削減費用と、環境税等環境税制による削減の関係等に
ついて、調査・検討を行う。

（５）最新の経済状況や対策技術、中期目標達成のためのその他の施策との関係等
を踏まえ、環境税の温室効果ガス削減効果及び経済影響の分析を行う。

３．施策の効果
環境税を含めた税制全体のグリーン化の検討に資する情報・データを収集・分析
し、その実現へ向けた取組みを後押しすることができる。



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

本事業では、温室効果ガス排出量や対策を実施した場合の削減量を「見

える化」することによる、温室効果ガス排出削減効果等を把握するととも

に、リアルタイムな「見える化」を行っている商品やサービスの普及を図

る。また、地球温暖化対策推進法第21条に規定する「排出抑制等指針」に

ついて、対策メニューの拡充等を図る。 

 

２．事業計画 

（１）温室効果ガス排出量見える化推進事業（平成20～22年度） 

温室効果ガス排出量等を計測・表示する機器を家庭内のエネルギー消費

機器に設置し、温室効果ガス排出量等を「見える化」することによる温室

効果ガス排出削減効果を把握するモデル事業を実施する。また、日常生活

から発生する温室効果ガスの量や行動の変化により削減が見込まれる温室

効果ガスの量を計算する機能や、温室効果ガス排出削減のヒントを提供す

る等の機能を持った「日常生活CO2情報提供ツール」をインターネット上

で公開する。 

リアルタイムな「見える化」を行っている商品・サービスについては、

温室効果ガス排出削減効果を把握するモデル事業を実施し、商品・サービ

ス側において「見える化」することで温室効果ガス削減に効果のある商品・

サービスを検討し、その普及を図る。 

（２）排出抑制等指針策定事業（平成20～22年度） 

排出抑制等指針において示している、排出抑制のための対策メニューの

拡充や、業種別の原単位による事業者が達成することが望ましい水準の設

定を進める。 

 

３．施策の効果 

温室効果ガスの排出量等について見える化・指針化を進めることを通じ

て、国民や事業者の温室効果ガス排出削減に対する意識を変革し、具体的

な行動を惹起させることにより、あらゆる部門の温室効果ガス排出量を削

減する。 

温室効果ガス排出量見える化及び排出抑制等指針策定事業（エネ特会） 

２９０百万円（１６０百万円） 



温室効果ガス排出量見える化及び排出抑制等指針策定事業

日常生活における温室効果ガスの排出の抑
制への寄与に係る措置に関する事項

業務部門における事業活動に伴う温室効果ガスの
排出の抑制等に関する事項

○事業者が講ずべき一般的な措置
・エネルギー消費効率が高い製品等の製造
・カーボン・オフセット、エコ・アクショ
ン・ポイント等の活用
・「見える化」の活用による情報の提供
・地方公共団体等との連携 等
○事業者が講ずべき具体的な措置
照明機器、冷暖房機器等の製造等におい

て講ずべき措置を提示

排出抑制等指針の策定

○効果的な実施に係る取組
・体制の整備、職員への周知徹底
・排出量、設備の設置・運転等の状況の把握
・情報収集・整理
・PDCAの実施
○排出の抑制等に係る措置
熱源設備、空調設備等ごとに、設備の選択及

び使用方法について具体的な措置を提示

平成21年度
～平成22年度

・対策メニューの
拡充

・産業部門等の
追加

・排出源単位に
よる望ましい水
準の設定

見える化の推進

温室効果ガス排出量「見える化」推進戦略会議

平成21年度
「日常生活CO2情報提
供ツール」の試行版の
作成

①家庭での「見える化」
家庭内の主要なエネルギー消費機器の
CO2排出量を「見える化」することの効果の
把握方法について検討

②日常生活CO2情報提供ツール
CO2家計簿やCO2排出量削減のヒントを提
供する等の機能を持った「日常生活CO2情
報提供ツール」の概要をとりまとめ

③商品・サービスの「見える化」
事業者の提供する商品・サービスにおいて
「見える化」を行っているものの把握、モデル
事業実施方法の検討

平成21年度～平成22年度
使用段階でのCO2排出量が即時的に「見える化」さ
れた商品・サービスについて、CO2削減効果を把
握。

平成22年度
一般公開

平成21年度～平成22年度
家庭内にCO2排出量等を計測・表示する機器を設
置し、CO2削減効果を把握。



世界に貢献する環境経済の政策研究
４５０百万円（４００百万円）

総合環境政策局環境計画課

１．事業の概要
急速に変化する環境や経済社会に係る状況に柔軟に対応しつつ、戦略的

な環境政策の展開を実現するため、環境保全の取組が経済をどのように発
展させていくのか、経済動向が環境にどのような影響を与えるのか等につ
いて調査分析することに加え、新たに、地球規模やアジア全体において解
決に向けた取組が求められている課題について、今後の国際的な環境政策
の企画・推進の基盤となる研究を行うため、海外研究機関との共同研究プ
ロジェクトを実施するとともに、この研究成果を国際社会に発信する。

２．事業計画
（１）環境政策と経済との地球規模での相互作用の研究（平成２１年度～）

国際的な経済と３Ｒ、温暖化、生物多様性などの環境政策との相互関
係等についての研究を行う。

（２）環境保全と雇用等の企業の発展に関する研究（平成２１年度～）
企業の環境活動が技術発展、企業経営、企業の成長に及ぼす影響等に

ついての研究を行う。
（３）効果的な環境政策形成に関する研究（平成２１年度～）

経済と環境政策についての評価モデルによる検討、都市・地域におけ
る温暖化対策や地域循環圏の取組と地域経済への影響についての検討等
を行う。

（４）海外研究機関との共同研究プロジェクト（平成２２年度～）
地球規模やアジア全体において解決に向けた取組が求められている課

題に関し、我が国の知見を活かしつつ、今後の国際的な環境政策の企画
・推進の基盤となる研究を行うため、海外研究機関との共同研究プロジ
ェクトを実施するとともに、この研究成果を国際社会に発信する。

（５）環境経済情報の整備・公表（平成２１年度～）
経済に関する統計情報の活用、企業アンケート調査により、環境経済

研究の推進及び企業等の環境保全活動や環境産業の発展に活用できる環
境に関連する経済動向の情報を収集・提供する。

※（１）～（４）については、それぞれの研究課題毎に３年程度の研究期
間を想定。

３．施策の効果
本施策の成果を、①環境と共生できる21世紀の経済社会構築の基盤形成、
②各種分析を踏まえた環境政策の戦略的展開、③各主体に求められる行動
の明確化とその促進、④環境ビジネス分野の振興に活かすことにより、我
が国が先導して真の豊かさを実現する低炭素の経済社会を実現し、世界経
済の発展に貢献することができる。



環境政策と経済との地球規模での相互作
用の研究

効果的な環境政策形成に関する研究

環境保全と雇用等の企業の発展に関する
研究

政策研究の内容
経 済 情 勢

開発途上国の経済成長
世界的な資源エネルギー

の需給 等

背 景

社 会 情 勢

世界の人口増加 等

日本が先導して低炭素

の経済社会を実現し、

世界経済の発展に貢献

成 果 の 活 用

各 種 分 析 を 踏 ま え た
環境政策の戦略的展開

環 境 ビ ジ ネ ス
分 野 の 振 興

環境と経済がともに向上･発展する社会
をつくるために､環境保全の取組が経済
をどのように発展させていくのか､経済動
向が環境にどのような影響を与えるのか
等について調査分析する｡

各 主 体 に 求 め ら れ る
行 動 の 明 確 化 と
そ の 促 進

国 際 研 究 機 関 国 内 研 究 機 関

「低炭素社会・日本」を
目指して

（平成20年６月9日）

2 0 5 0年までにCO 2
排出量について現状
から60～80％の削減

○ 化石燃料制約を克服
○ 自然と共生し、「もった
いない」を基調にした
資源の循環による安全
で心豊かな暮らし

○ 環境保全の努力が
経済的に報われる仕
組みをビルト・インし
発展する市場経済

海外研究機関との共同プロジェク ト

環 境 と 共 生 で き る
21世紀の経済社会構築の
基 盤 形 成

連
携

世界に貢献する環境経済の政策研究

環 境 経 済 情 報 の 整 備 ・ 公 表



 

 

 

地球環境局総務課、環境協力室 

１．事業の概要 

 世界的経済・金融危機とグローバルな環境問題の危機の重なりに直面し、

欧米や主要な新興国では、「グリーン・ニューディール」等の環境を基軸

とした経済刺激策を発表、実施している。産油国においても、再生可能エ

ネルギー推進へ国家的な政策転換の動きがある。我が国が今後も引き続き

環境政策・技術先進国として世界をリードしていくために、これらの国際

動向を注視しながら分析を行い、各国に先駆けて先進的な環境政策を打ち

出す。 

  

２．事業計画 

本事業では、グリーン・ニューディール、再生可能エネルギー導入等の

新しい国際的な環境政策の動向について、企画立案段階のものも含め、戦

略的かつ一元的に情報収集を行う。情報収集・分析に際しては、要となっ

ている先進国や発展途上国に対して、派遣調査を行う。また、それらの情

報について分析し、将来的な動向予測も加味して、我が国が中長期的に採

るべき国際環境政策戦略について検討を行う。 

 

・平成22年度  基礎的調査・分析 

・平成23年度  詳細調査・分析、検討結果の取りまとめ 

・平成24年度  各政策のフォローアップ分析、効果検証 

 

３．施策の効果 

 国際的な環境政策の動向を戦略的に調査・分析し、環境を基軸とした大

胆な経済刺激策等環境政策の企画立案に貢献し、ひいては、環境政策・技

術先進国としての日本の復権に貢献する。また、真に持続可能な社会づく

りのモデルを示すことを通じ、アジア諸国等発展途上国への国際協力にも

貢献する。 

 

 

（新）グリーン・ニューディール等国際環境政策動向分析費 ３２百万円（０百円） 



（新）グリーン・ニューディール等国際環境政策動向分析費 32百万円（0）

太陽光発電の累積導入量(IEA, 2007)

UAE・再生可能エネ
ルギー都市計画

○太陽光発電の累積導入量では、積極普及促進策を
採ったドイツに抜かれて久しい。

○基幹産業である自動車でも、トヨタ・ホンダの２社を除
き多くの企業が外資系に資本統合。

→ 「環境先進国・日本」復権のため政策転換が必要

日本の環境産業の競争力

○国際的な環境政策動向について、
企画立案段階のものも含め、戦略
的かつ一元的に情報収集、分析。

○将来的な動向予測も加味し、我が
国が中長期的に採るべき国際環境
政策戦略について検討。

事業内容

・H22 基礎調査分析

・H23 詳細分析、結
果取りまとめ

・H24 ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ分
析・効果検証

事業計画

○環境を基軸とした大胆な経済刺激策
等環境政策の企画立案に貢献

○環境先進国・日本の復権に貢献

○持続可能な社会づくりのモデルを示
し、発展途上国への国際協力に貢献

施策の効果

○米・オバマ新政権をはじめ、欧米諸国が相次いで「グリー
ン・ニューディール」を提唱

○UAE等産油国でも、再生可能エネルギー推進への政策転
換が開始

→ 環境政策をテコにした経済回復へ

新たな環境政策の台頭

近
年
の
環
境
政
策
を
め
ぐ
る
概
況



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

  気候変動枠組条約第 4 条、第 12 条に基づいて毎年提出することとされ

ている温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）を作成する。また、

2010 年度には第一約束期間最初の 2008 年度インベントリの審査が行われ

る他、 2013 年以降の次期枠組では、算定方法や対象ガスが変更となるこ

とが見込まれるため、これらに対応するための情報収集、調査・検討を進

める。 

 

２．事業計画 

(１)インベントリ作成  

排出量・吸収量算定の報告様式に沿った計算シートに加えて、推計方法

等について説明した「国家インベントリ報告書」を作成する。 

(２)算定方法の検討等                   

未推計区分や既に算定されている区分で改善が必要なものについて、実

態調査を踏まえて算定方法を検討するとともに、アジア各国にインベント

リの精度向上等に資する情報の提供を行う。 

2013 年以降の次期枠組では、新たなガイドライン（2006 年 IPCC ガイド

ライン）に基づいて算定を行うほか、対象ガスが変更されることが見込ま

れているため、これらに対応するために我が国の基準年を含めた対象ガス

の実績排出量の算定を実施する。 

(３)インベントリ審査業務     

気候変動枠組条約事務局からの要請に応じて、他国が提出したインベン

トリを審査するため、国内のインベントリ審査資格保有者（レビューアー）

を派遣する。 

 

３．施策の効果 

インベントリは、京都議定書の削減約束の達成状況を判断する直接の指

標を提供するものであり、精度の高いインベントリを迅速に作成すること

により、京都議定書における規定事項を満たし、京都メカニズムへの参加

資格を維持するとともに、国内対策の推進のための基礎的情報を得る。 

温室効果ガス排出・吸収目録関連業務         １５２百万円（９３百万円） 



審査対応

算定方法
の検討

インベントリ
の作成

統合評価 各国別審査

報告書作成

速報値の作成 条
約
事
務
局
へ
提
出

４ （月）１２９８５ １０

データ収集

結果は
インベントリ
へ反映

１ ２ ３

確定値の作成

６ ７ １１

算定ファイル
作成

公表公表

インベントリ改善に
関する検討

（文献調査・実測）

前回
提出
目録

質疑コメント作成

個別審査
報告書

データ作成

検討課題によって
は継続検討

算定方法検討会

コメント作成

個別審査
報告書案

算定ファイル
作成

ステータス
レポート

条約事務局へ提出
条約事務局へ提出

確認確認

温室効果ガス排出・吸収目録関連業務
年間スケジュール

2013年以降の次期枠組では、新たなガイドライン（2006年IPCCガイドライン）の適用、対象ガスの追加
が見込まれており、我が国の基準年を含めた実績排出量の算定を早期に実施することが必要

データ収集

データ作成

４



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

平成 17 年 4 月に策定され、平成 20 年 3 月に改定された京都議定書目標達

成計画は、評価・見直しプロセス（ＰＤＣＡ）を重視しており、毎年、6 月

頃及び年末に各対策の進捗状況を厳格に点検するとともに、平成 21 年度には

総合的な評価を行うこととされている。平成 22 年度には、総合的な評価の結

果を踏まえ、京都議定書の 6%削減約束の確実な達成に必要な措置を講ずる必

要がある。また、平成 21 年 6 月に発表した我が国の中期目標を踏まえると、

具体的な数値は今後の国際交渉の行方にもよるものの、次期枠組では更なる

削減目標が課せられることが予想され、その目標達成も視野にいれ、定量的

かつ的確に対策・施策の評価・見直しを行う必要がある。 

本事業では、目標達成計画に盛り込まれた対策の導入状況・施策の進捗状

況や更なる対策等を明らかにし、関連情報を整備する。 

 

２．事業計画 

（１）目標達成計画に盛り込まれた個別対策の進捗状況評価 

 個別対策に関して所期の成果を上げていない場合には、何が阻害要因とし

て働いているかを解析する。また、最新の社会経済の状況を考慮して、目標

達成計画の対策を継続した場合の第一約束期間における排出・吸収量が、ど

の程度になるか将来予測を行う。 

（２）次年度以降の追加的対策分析業務  

 京都議定書の約束期間における目標達成については依然として予断を許さ

ない状況であり、また、次期枠組では更なる削減目標が課せられることが予

想される。このため、今後の温暖化対策推進に必要と思われる我が国にふさ

わしい対策を新たに抽出し、対策の導入に係る効果、導入のポテンシャル、

普及の阻害要因、普及方策等を検討するほか、事業課題等に対するヒアリン

グ調査を行い、情報分析の強化を進める。 

 

３．施策の効果 

目標達成計画のＰＤＣＡを実施し、京都議定書目標達成の確実性を高める

とともに、次期枠組の目標達成に資する。 

目標達成計画に関するＰＤＣＡ実施費           ９９百万円（６９百万円） 



目標達成計画に関するPDCA実施費

●目標達成計画に盛り込まれた個別対策の進捗状況評価

・個別対策に関して所期の成果を上げていない場合には、何が阻害要因として働いてい
るのか、解析。
・第一約束期間における排出・吸収量が、どの程度になるかを予測。

●次年度以降の追加的対策分析業務

・今後の温暖化対策推進に必要と思われる対策を新たに抽出し、導入効果、ポテンシャ
ル等を検討するほか、事業課題等に対するヒアリング調査を行い、情報分析を強化。

計画を毎年２回厳格に「点検」し、必要に応じて機動的に計画を改定

・京都議定書目標達成計画（平成20年3月版）では、評価・見直しプロセス（PDCA)が重視されて
おり、毎年、６月頃及び年末に各対策の進捗状況を厳格に点検することとなっている。
・次期枠組での削減目標は今後の国際交渉の行方によるものの厳しい目標となる可能性が高
く、その目標の達成も視野にいれて、定量的かつ的確に対策・施策の評価・見直しが必要。

背景

PDCAの実施

目標達成計画のＰＤＣＡを実施し、京都議定書目標達成の確実性を高める
とともに、次期枠組の目標達成に資する。



 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

家庭部門の二酸化炭素排出量は増加傾向にあり、京都議定書の基準年であ

る 1990 年に比べて４割以上も増加している。今後も排出量の増加が続くと見

込まれており、一刻も早い対策が望まれている。 

家庭部門の排出削減対策は、地域特性や世帯構成の違いなどによって異な

る。しかし、家庭部門の排出量の実態については、エネルギー種別による大

まかな排出実態は把握できているものの、きめ細かな排出削減対策を検討す

るためのデータとしては不十分である。 

本業務では、地域特性や世帯構成の違いなど、様々な環境下での排出パタ

ーンを把握することにより、それぞれの世帯における最適な排出抑制対策を

検討する基盤を構築することを目的とする。 

  

２．事業計画 

・モデル世帯の選択 

気候特性（温暖／寒冷、多雨／少雨）、居住地域（都市部、農村部）、世

帯属性（世帯人員、年代、住宅構造、住宅建築時期）等を考慮した上で対象

となるモデル世帯を全国 10 地域で選定する。 

・実測調査 

モデル世帯を対象に用途別（自家用車、冷暖房機器、給湯機器、厨房機器、

テレビ、冷蔵庫、PC、洗濯機、食器乾燥機等）エネルギー種別（電力、都市

ガス、LPG、灯油、ガソリン、軽油等）の二酸化炭素排出量を１年間にわたり

計測する。電力については、１日のうちの時間帯別消費パターンについても

把握する。また、廃棄物発生量についても種類別にデータを収集する。 

・排出量推計 

実測調査の結果等を活用して、全国の家庭部門の二酸化炭素排出量につい

て、その用途別エネルギー種別内訳を推計する。 

 

３．施策の効果 

家庭部門において、各種特性に応じたきめ細かな排出削減対策を検討する

ための基礎データを提供する。 

（新）家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務 

  ８６百万円（０百万円） 



家庭部門の二酸化炭素排出量は大幅に増加しており（1990年比＋42%増）、有効な対策を
講じなければ今後も増加が続く見込み。きめ細かな対策を実施するためには、地域特性や世
帯構成の違いなど、様々な環境下での排出パターンを把握することが急務であり、本調査を
通じて、各世帯における最適な排出抑制対策を検討する基盤を構築することを目指す。

家庭部門における二酸化炭素排出構造詳細把握業務
背景

家庭部門における、各種特性に応じたきめ細かな

排出削減対策を検討するための基礎データを提供

事業概要

１．モデル世帯の選択

気候特性、居住地域、世帯属性（世帯人員、年代、
住宅構造、住宅建築時期）等を考慮した上で対象とな
るモデル世帯を全国10地域で選定。

寒冷地域

温暖地域 都市部

農村部

多雨

少雨

一人暮らし

親２人子２人

親２人子１人

気候特性 居住地域 世帯属性

２．実測調査

モデル世帯を対象に用途別（冷暖房機器、給湯機器、
テレビ、冷蔵庫等）エネルギー種別（電力、都市ガス、LP
G、灯油、ガソリン、軽油等）の二酸化炭素排出量を１年
間にわたり計測。

住
宅
構
造
・
建
築
時
期
別
等

３．排出量推計

実測調査の結果等を活用して、全国の家庭部門の二酸化炭
素排出量について、その用途別エネルギー種別内訳を推計。



 

 

 

                                          地球環境局総務課研究調査室 

１．事業の概要 

 2008 年の神戸 G8 環境大臣会合で我が国の提案により、「低炭素社会国際研究

ネットワーク」の形成が合意された。2009 年 4 月には、イタリアで開催された G8 環

境大臣会合でネットワークが正式に立ち上げられ、その活動成果を今後の G8 環

境大臣会合で報告していくよう求められたところ。平成 21 年度は、本事業により、

我が国がリーダーシップをとり国際研究ネットワーク活動の全体計画の作成、

国際ワークショップの開催、ステークホルダー対話等を実施することにより、

低炭素社会に関する国際研究を推進してきた。 

他方、世界全体の温室効果ガス排出量を大幅に削減するためには、中国、

インド等途上国で低炭素社会を実現する必要性があるが、具体的な低炭素社

会のビジョンを示すに至っていない。このような状況に我が国として積極的

に貢献するため、平成 22 年度から新たに、アジア等の主要途上国に対し、本

ネットワークへの参加を働きかけ、低炭素社会研究を強力に推進する。 

２．事業計画 

（１）国内における低炭素社会研究の取りまとめ 

国内の研究成果を収集整理し、低炭素社会研究のプログレレスレポートや優

良事例集を作成し、広く世界に向けて発信する。 

（２）国際的な低炭素社会研究をリードする全体計画の実施 

我が国が G8 各国を中心とした国際的な研究機関のネットワークの活動をリ

ードしていくための全体計画を作成し、その進捗状況管理等を行う。 

（３）国内外における研究の連携・発信 

低炭素社会研究協力シンポジウム及びワークショップなどを行う。 

（４）アジア等における低炭素社会研究の推進【新規】 

協力研究機関との連携により、アジアをはじめとする諸地域における主要途

上国の低炭素社会関連研究の動向を把握・分析し、それらの地域における低

炭素社会研究を推進し、ネットワークへの参加を促進する。 

３．施策の効果 

 各国の低炭素社会に関連する研究機関が連携し、研究協力と情報交換を推進

するネットワークを構築し、2050 年までに世界全体の GHG 排出量を半減するとい

う G8 で合意された長期目標達成を実現するための研究を国際的に推進する。 

低炭素社会国際研究ネットワーク事業       １８７百万円（１１８百万円） 



(財)地球環境戦略研究機関（ＩＧＥＳ）
国際研究ネットワーク事務局

途上国を含むその他研究機関G８先進国研究機関

企業、市民
との対話

研究者の
ｷｬﾊﾟｼﾃｨﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

Ｇ８プロセス等への国際発信による
地球規模の低炭素社会づくりの推進

国際研究
データベース

「低炭素社会国際研究ネットワーク」
（2009年4月のＧ８環境大臣会合で正式発足）（現在６か国、10機関が参加表明）

－長期目標達成を現実のものとするための低炭素社会実現に向けた研究を国際的に推進－

各国政府
日本国政府

（2008年5月のG8環境大臣会合で設立を提案）

研究シンポジウム・
ワークショップ

LCS‐RNetキックオフ会合・
研究者会合
（2009年4月、トリエステ）

SB30サイドイベント
（2009年6月、ボン）

第1回年次会合
(2009年10月、ボローニャ)

ステークホルダー対話
（2010年1月、オタワ）

ISAP国際シンポジウム
（2009年6月、葉山）

・アジア等をリードする研究方向性の提案
・欧米との地域コーディネーション機能強化



 

 

 

地球環境局総務課研究調査室 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の概要 

低炭素社会を構築するために、我が国は、長期目標については、平成 20 年 7

月に閣議決定された「低炭素社会づくり行動計画」において、我が国は 2050 年ま

でに温室効果ガスの排出量を現状から 60～80％削減することとしている。また、

本年７月に開催されたＧ８ラクイラサミットにおいて、先進国全体で 80％、またはそ

れ以上、削減することについて合意している。 

一方、中期目標については、本年 6 月に総理から 2020 年に国内の対策だけで

2005 年比 15％を削減すると発表されているが、世界で同時に金融危機が起こり、 

経済情勢が一変したことで、低炭素社会の構築の点においても、「緑の経済と社

会の変革」等において低炭素革命が位置づけられるなど、足下の状況が激変して

いる。加えて、アメリカが国際交渉において 2020 年以外の中期目標も提示するよ

う主張するなど、国際的な情勢も大きく変化している。 

本事業では中・長期の目標を確実に達成し、低炭素社会を実現するため、中・

長期目標の達成に向けたロードマップの策定を行うものである。 

 

２．事業計画 

 平成 20 年５月に地球環境研究総合推進費「脱温暖化 2050 プロジェクト」が公表

した「低炭素社会に向けた12の方策」に掲げられている部門を基本として、中期目

標達成ロードマップ、長期ロードマップを策定する。 

①中期目標達成ロードマップ 

中期目標を達成するために必要な各ガス・各部門における削減量や対策につ

いて検討を行う。〔Ｈ21 年度〕 

あわせて、対策を実現するための施策について、費用対効果や公平な負担の

観点から、政策手法の在り方（自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報的手

法等のポリシーミックス）の検討・評価を行う。その際、足下の経済・社会情勢の変

化を適確に把握し、今後の方向性を見極めるとともに、内外の情勢の変化に即応

できるよう、様々な選択肢を含めて検討する。〔Ｈ21 年度～22 年度〕 

長期目標の達成を見据えつつ、目標や削減シナリオについて、複数の選択肢を

検討し、中期目標達成ロードマップを策定する。〔Ｈ22 年度〕 

 

低 炭 素 社 会 づ く り の た め の 中 ・ 長 期 目 標 達 成 ロ ー ド マ ッ プ 策 定

費                               ２０３百万円（１５０百万円） 



②長期ロードマップ 

①で策定した中期目標達成ロードマップを踏まえつつ、革新的な技術を導入す

る際に障害となる制度的課題や普及のための方策を明らかにする。なお、平成 21

年度は１２の方策のうち６つ程度のテーマについて検討する。平成 22 年度は、残

り 6 つ程度のテーマについて検討し、これらを合わせて、2050 年のあるべき低炭

素社会の姿の実現に向けたロードマップを策定する。 

 

３．施策の効果 

 本事業で策定されたロードマップに沿った政策を実施することで低炭素社会の

実現に資する。 



低炭素社会の実現へ

低炭素社会づくりのための
中・長期目標達成ロードマップ策定費

【2050年】

【現状】

‐60～
‐80%
達成

【事業内容】
○ 「低炭素社会に向けた12の方策（地球環境研究総合推進
費「脱温暖化2050プロジェクト」により2008年5月公表） 」に掲
げられた部門を基本とする

○各部門における対策・施策について、費用対効果をできる限
り定量的に評価しつつ検討

○ロードマップの策定

長期目標
ロードマップ
2050年 -60～-80%

・低炭素社会づくり行動計
画（2008年7月閣議決定）
に基づき、2050年までに現
状から60～80％削減
・本年7月のＧ8ラクイラサ
ミットで先進国全体で80％
以上削減を合意

中期目標
ロードマップ
2020年 －15％

・本年6月に麻生総理より
2020年に国内の対策だけ
で2005年比15％削減する
という中期目標を発表

〔京都議定書目標達成計画〕
－６％達成(～2012年)



 

 

 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の概要 

 アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（ＡＰＮ）は、21 ヶ国が参加し、

地球変動研究に対する競争的な研究資金を提供する機関。政府間会合・科学

企画委員会を開催し、地域の政策ニーズと科学的な研究ニーズに基づいて、

共同研究・能力開発プログラムへの支援を行っている。 

本事業では、既存のプログラムに加えて、途上国における森林減少・劣化

に由来する温室効果ガス排出削減（REDD）に焦点をあてた特別枠を新たに創

設し、途上国における影響予測を踏まえた適応能力の向上を図る。 

 

２．事業計画 

（１）政府間会合及び科学企画グループ会合の開催等 

（２）開発途上国の研究能力開発・向上プログラム 

（３）公募型共同研究プログラム 

（４）気候変動による影響予測に係る研究能力開発及び公募型共同研究の 

推進 

（５）途上国における森林減少・劣化に由来する温室効果ガス排出削減 

（REDD）のための国際研究協力の推進［新規］ 

 

３．施策の効果 

アジア太平洋地域における地球環境変動研究と、その研究への途上国から

の参加の促進により、科学研究と政策決定の連携が強化される。 

気候変動に係る緩和・適応や水・食糧の安全保障、さらに森林減少・劣化

に由来する排出の削減について、途上国自身の対処能力が向上する。 

気候変動に関する科学的能力の強化により、気候変動に関する政府間パネ

ル（IPCC）第５次評価報告書の作成に貢献するとともに、地球温暖化対策へ

の途上国の取組が促進される。 

地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観測事業拠出金 

１８５百万円（１３４百万円）



[施策の効果]
途上国自らが温暖化に将来予測や地域の環境・
経済・社会状況に基づく適切な脆弱性評価を実施
し、リスクを同定し、その回避・低減方策を検討する
能力を高める。
効果的・効率的な「賢い適応」の実施を推進。

アジア太平洋地球変動ネットワーク （ＡＰＮ）

ＡＰＮ－当該地域の２１ヶ国（下記参照）が参加する地球変動研究に対する競争的な研究資金を

提供する機関－では、既存のプログラムに加えて、気候変動への「適応」特別枠を創設し、途上

国における「賢い適応」の実施能力の向上を図っている。

■公募型共同研究 （2009/2010年度）
新規採択： １１件、 継続： ８件

[背景]
「21世紀環境立国戦略」において、温暖化の影響
を受けやすい地域（特に途上国）への対策が必要、
と言及。

IPCC 第４次評価報告書： 自然資源に経済を依
存する途上国は、気候変動に対して脆弱。

■キャパシティ・ビルディング型研究 （同）
新規採択： １２件、 継続： ２件

現在の加盟国：21カ国

開発途上国の科学的能力の向上

アジア太平洋地域における地球変動に関
する国際共同研究の推進

新たに「REDD」枠を創出
REDD: （途上国における）森林減少・劣化に由来

する温室効果ガス排出削減



 

 

 

地球環境局総務課研究調査室 

 

１．事業の概要 

環境省が平成 20 年 6 月に取りまとめた「気候変動への賢い適応」において、国

内でも国民生活に関係する広い分野で一層大きな影響が予想されることが明らか

となった。 

このため、本事業では、食料、水環境・水資源、自然生態系、防災・沿岸大都市、

健康、国民生活・都市生活等の各分野における気候変動の影響及び将来予測に

関する情報を収集、整理し、我が国における適応の基本的考え方や各主体間の

役割を示す適応指針を策定する。また、関係府省・自治体と連携して、モデル地域

において適応指針に基づく気候変動影響の評価、予測、適応策の検討を実施す

る実証事業を行う。 

 

２．事業計画 

 気候変動影響・適応に関する情報収集を行うとともに、関係府省の協力も得つ

つ、我が国における適応の基本的考え方や各主体間の役割を示す「適応指針」を

取りまとめる。平成22年度はこれまでに調査・収集した気候変動影響・適応情報及

び適応指針に関する検討を基に、適応指針の策定を行う。さらに、平成22年度か

らは、関係府省、自治体等との連携し、適応指針に基づく気候変動影響の評価、

予測、適応策の検討を行う地域検証事業を実施する。（平成22年度は首都圏及び

九州・沖縄地方が対象）。 

 

３．施策の効果 

 我が国における温暖化の状況とその影響及び今後の予測について定期的に評

価するとともに、我が国における適応指針を取りまとめ、指針の適用を図ることに

より、気候変動影響を最小限とする体制の確立に資する。 

 

 

 

気候変動影響・適応に関する情報収集・評価・対策事業                    

８３百万円（１３百万円） 



温暖化影響の評価

○現在観測されている影響
○将来予測される影響

適応策

○ 技術
○ 情報・知識
○ 法制度
○ 人材
○ 社会システム
○ 経済システム

温
暖
化
シ
ナ
リ
オ

脆弱性評価

食料

水環境・水資源

自然生態系

防災・沿岸大都市

健康

国民生活・都市生活

温暖化影響
モニタリング

国土交通省

厚生労働省

農林水産省

環境省地球環境局

地
方
自
治
体

関係省庁との連絡調整

影響・適応委員会

気候変動影響・適応に関する情報収集・評価・対策事業

適応指針

地球
環境
研究
総合
推進
費

影響適応評価報告書

関係府省・
自治体等と
の連携によ
る地域検証
事業

適応指針策定への
フィードバック

文部科学省

気象庁

環境省自然環境局等
気候変動予測・
影響評価

適応策立案・実施

適応策検討に当たって
の基本的な考え方



 

 

 

地球環境局総務課研究調査室 

１．事業の概要 

 地球温暖化に対処するためには、国内・国際的な連携をとった影響監視・

評価、効果的適応策を推進する体制作りが必要。本事業では、国内において

関係府省・機関連携の下、温暖化影響の監視、評価、情報提供を行うシステ

ムを構築する。国際的には、途上国での適応対策の強化が喫緊の課題であり、

気候変動枠組条約の次期枠組の要素となる見込みであることに鑑み、H21 年

度に国連環境計画（UNEP）が着手した世界適応ネットワークの一環として、

アジア・太平洋地域の適応能力の向上に対し人的・知的貢献を行う。 

２．事業計画 

(1)地球観測連携拠点の運営等による気候変動影響監視 

 関係府省・機関が参加する地球観測連携拠点（温暖化分野）の事務局

を運営するとともに、気候変動影響に係る国際ワークショップの開催や、

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 21 年 3 月閣議決定）に

基づく、国内における気候変動影響に関する統計の整備等を実施。 

(2)気候変動影響評価パートナーシップ推進事業 

これまで、東アジア地域で衛星・地上統合観測システム活用による温暖

化影響早期観測ネットワークを構築してきた。H22 年度はこれを活用し、

モンゴル等の気候変動に対し脆弱性の高い地域で実証サイトを設けて科

学的な影響評価に基づき適応効果の実証を行う。また、UNEP の適応ネッ

トワーク情報交換ハブセンター（アジア太平洋地域）の構築等を支援す

る。 

３．施策の効果 

(1)総合科学技術会議「地球観測の推進戦略」を踏まえ、国内の関係府省・機

関の連携のもと、地球観測を統合的・効率的に推進する体制整備に貢献。 

(2)地球温暖化に関する最新の観測データ、科学的知見の発信を通じて、我が

国の観測・研究成果の国際発信や一般への普及啓発の促進に貢献。 

(3)地球温暖化影響に対して脆弱なアジア太平洋地域途上国における影響評

価適応策実施を推進することにより、途上国の取組に寄与し、気候変動

対策に係る将来の国際枠組み構築にも貢献。 

 

気候変動影響モニタリング・評価ネットワーク構築等経費 

                    ４５４百万（２３７百万） 



気候変動影響監視評価センターの設置
【連携拠点事務局としての機能】
・観測実施状況の把握、ニーズの集約、
実施計画作成、実施状況報告
・連携促進のための情報分析、ワーキン
ググループ運営等（例：情報源情報の
整備、データ標準化・ 相乗り観測・
データの相互利用等の推進）

【温暖化分野観測の中核的役割を担う
機関としての機能】
・ＱＡ/ＱＣ（品質保証・品質管理）など観測
基盤技術の形成
・最新の観測データを活用した国民への
情報発信、広報等

・最新の気候変動に係る観測結果を国際的に発信するためのワークショップ開催
Ｈ22年度～23年度は海洋酸性化に関する国際ワークショップを実施。成果をIPCC第5次評価報告書
にインプット。
・気候変動の影響に関する統計整備
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成21年3月閣議決定）に基づく、気候変動の影響に関
する統計整備を実施。



• 温暖化最前線のリアルタイム評価

• 水・熱管理による森林・草原・農
地・水田・凍土域の持続利用対策

地球温暖化

自然区
永久凍土

雪被覆
水資源

自
然
資
源

産
業

草原
牧畜

耕作

脆弱性評価 適応性評価

対策と政策オプション

気候変動影響評価・適応パートナーシップ（アジア太平洋地域）推進事業

脆弱な途上国における影響評価・適応実証 アジア太平洋地域ハブセンター支援事業

COP15（2009年12月）での合意を目指す次期枠組みの交渉に
おける、適応分野の柱の１つとして、適応に関する国際的な知
識ネットワークの構築が議論されている。

グローバル適応ネットワーク （UNEP等）
適応策の設定、計画、実行のための知見・技術の流動化により、
気候変動に対して脆弱な人間社会、生態系、経済の復元力を構築

アフリ
カ

我が国の貢献

・ 情報交換ハブセンター設立・運営支援
・ アジア・太平洋地域以外の地域の適応技術・知識ネットワーク
との連携構築

アジア・
太平洋

西アジ
ア

中南米 その他
の地域

東南ア
ジア

南アジ
ア

中央ア
ジア

太平洋
北東ア
ジア

地域ハブ
UNEP ROAP（アジア太平洋地域事務所）

と、その他機関

MODISによるモンゴル高原での雪･植生被覆データ



 

 

 

地球環境局総務課研究調査室 

１．事業の概要 

平成 21 年 6 月に宇宙開発戦略本部（本部長：内閣総理大臣）により決定された

「宇宙基本計画」では、人工衛星データの解析結果を通じた、国際的な議論の場

でのイニシアチブの発揮や、宇宙開発利用の推進にあたっての国際的なニーズ等

把握の必要性、諸外国における宇宙開発利用動向の調査及び分析機能の強化

について言及されている。 

 本事業では、「いぶき」をはじめとした地球環境分野における衛星データ利用の

促進並びに宇宙基本計画の一層の推進に貢献するため、温室効果ガス観測技

術衛星「いぶき」（GOSAT）観測データの国際会議での公表、国際ワークショップ

等の開催等を通じて、地球環境観測分野における衛星利用の一層の推進を図る

とともに、将来の取組に向けて、「いぶき」以外の地球観測衛星の開発・利用につ

いても、中・長期的な検討を行う。 

 

２．事業計画 

「いぶき」のデータ解析により得られた成果について、国際会議におけるサイド

イベント等における公表や、国内外の研究成果を集約した国際ワークショップの

開催等を通じて、「いぶき」のデータ利用の推進を図る。ワークショップの開催は

平成 22 年度より定期的に実施する。また、「いぶき」より得られた成果を、わかり

やすいビジュアル的な情報に加工し、パンフレットやウェブサイト等を通じて、定期

的に広く国民に提供する。 

 また、宇宙基本計画に示される、温室効果ガスや植生変化、雲・エアロゾル等

の地球環境観測について、国内外における宇宙開発利用動向の分析、調査及び

宇宙開発利用へのニーズ把握を行うとともに、専門家参加による検討会の実施等

により、センサー仕様やデータ提供体制等、地球環境分野における社会的ニーズ

に対応した中・長期的な衛星開発・利用の検討を行い、検討結果を定期的に取り

まとめる。 

３．施策の効果 

 「いぶき」観測データの利用推進による、地球温暖化分野の科学的知見

向上、普及啓発の促進や、地球環境分野における宇宙開発利用の動向、中・長

期的な衛星開発・利用の検討等により、宇宙基本計画の一層の推進に貢献する。 

（新）衛星による地球環境監視推進費            ５２百万円（０百万円） 



○温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（ＧＯＳＡＴ）データ利用の推進

○地球環境分野における地球観測衛星開発・利用の
中・長期検討

（宇宙基本計画より抜粋）
・社会的ニーズを明確にし、それらのニーズを満たすために求め
られる対応を目標として設定した上で、必要な施策を推進
・宇宙開発利用の推進にあたっては、災害対応、地球環境等に
ついての国際的なニーズや海外諸国のニーズ等を把握し、実効
性のある国際貢献につながることが必要不可欠
・世界をリードする科学的成果の創出や諸外国との協力の観点
からも、海外の宇宙開発利用動向の把握が必要

（宇宙基本計画より抜粋）
・「いぶき」による全球の濃度分布の観測を継続的に進める
・衛星から得られるデータの取得・公表だけでなく、データ解
析結果の発信を通じて、国際的な議論の場で我が国のイニ
シアチブを発揮
・専門家にととまらず潜在的な一般の利用者も含めた利用
者の拡大を図るとともに、衛星データ等利用の利便性向上
を図ることなどが重要

「いぶき」による温室効果ガス
濃度観測成果

「いぶき」の観測より得られる、地域
ごとの温室効果ガス吸収排出量

・「いぶき」の観測成果の国際会議等への公表、国内外
の研究成果を集約した国際ワークショップの開催
・国民へのわかりやすい情報提供（Web・パンフレット等）

いぶき
（GOSAT)
平成21年1
月打上げ

宇宙基本計画に示される「地球環境観測」の具体例
・温室効果ガス濃度及びそのフラックス（吸収排出量）
・植生の分布
・雲・エアロゾルの分布

・国内外の宇宙開発利用動向の分析・調査、
ニーズ把握
・専門家参加による検討会の実施、社会的ニー
ズに対応した地球観測衛星開発・利用の取り
まとめ

衛星による地球環境監視推進費

・平成21年6月 「宇宙基本計画」の決定（宇宙開発戦略本部：内閣総理大臣が本部長）
・「地球環境観測・気象衛星システム」が９つのシステム・プログラムの一つに位置づけ。

一般にわかりやすいビジュアル的な情報に加工



環境研究総合推進費 ５，４２０百万円（５，１１５百万円）

総合環境政策局総務課環境研究技術室
地球環境局総務課研究調査室

１．事業の概要
競争的研究資金は、第3期科学技術基本計画（平成18年3月閣議決定。）において、
研究者の研究費の選択の幅と自由度を拡大し、競争的な研究開発環境の形成に資す
るものとして、更なる拡充を目指すこと等が定められており、地球温暖化による我
が国への影響および被害コストに関する総合的な知見を提供することにより、日本
の中期目標決定に貢献する等、環境政策の推進に資する制度である。
環境行政の基盤として重要な科学的知見の収集、必要な技術開発の促進を効率化
するためには、省としてのトップマネージメント機能を強化する必要があり、この
観点から、今回、環境省の競争的研究資金のうち、地球環境研究総合推進費と環境
研究・技術開発推進費について統合を行うこととした。

２．事業計画
地球環境研究総合推進費(地球環境局、21年度予算39.6億円)と環境研究・技術開
発推進費(総合環境政策局、11.6億円)として、それぞれ実施してきた競争的研究資
金について、より優良な提案を募ることを可能とするため、両制度を統合すること
とする。また、（新）環境研究総合推進費は、両研究資金の特徴を引き継ぎ、政策
貢献指向型の競争的研究資金とする。
・研究の対象分野

ア 全球システム変動(地球温暖化、オゾン層の破壊等)
イ 環境汚染(公害、越境汚染)
ウ 健康・生態リスク
エ 自然・生態系保全・再生
オ 持続可能な社会・政策研究

・研究の領域
ア 戦略的研究開発領域（トップダウン型）：
先導的に重点化又は個別研究の統合化・シナリオ化を図るべき研究。
（研究期間は3年間又は5年間）

イ 環境問題対応型研究領域（ボトムアップ型）：
個別又は複数の環境問題の解決に資する研究。
（研究期間は3年間（中間評価により2年延長の場合あり））

ウ 課題調査型研究領域：
研究計画、手法等を予備的に調査する研究。
（研究期間は1年間）

エ 革新型研究開発領域：
若手研究者を対象とした、特に新規性・独創性・革新性の高い環境研究
及び先進的特定研究テーマに係る最新成果を評価・統合する研究。
（研究期間は1～2年間）

オ 国際交流研究：
海外の優秀な研究者を招聘し、受け入れ機関において共同で行う研究。
（招へい期間は、3ヶ月～12ヶ月で、４回の延長が可。）



３．施策の効果
・環境行政施策の推進上重要な研究開発の加速を図りやすくなり、また、その成果
の活用が促進される。
・越境汚染、自然環境、コベネフィット等の既存の枠をまたがる研究課題を実施し
やすくなり、分野横断的な新たな観点からの研究が促進される。
・申請手続きや審査プロセスの一元化、統一化により、申請者・事務局双方にとっ
てより明快な制度になる。



公害防止、環境リスクの低減、地域の自然環境保全
等に資する環境研究・技術開発の推進を目的とした
競争的研究資金

以下の分野を対象とし、公募により対象課題を選定

・公害による人の健康又は生活環境へのリスクの
評価、低減又は良好な状態での保持
・リスク評価のための手法開発
・自然環境の適正な保全

地球環境政策を科学的に支えることを明確に指向
した競争的研究資金

以下の分野を対象とし、公募により対象課題を選定
・全球システム変動（地球温暖化等）
・越境汚染（大気・陸域・海域・国際河川）
・広域的な生態系保全・再生
・持続可能な社会・政策研究
・その他の地球環境問題

環境研究・技術開発推進費

地球環境研究総合推進費

政策貢献指向型の競争的研究資金

以下の分野を対象とし、公募により対象課題を選定
・ 全球システム変動
・ 環境汚染
・ 健康・生態リスク
・ 自然・生態系保全・再生
・ 持続可能な社会・政策研究

環境研究総合推進費

○環境行政施策の推進上重要な研究開発の加速を
図りやすくなり、また、その成果の活用が促進される。

○越境汚染、自然環境、コベネフィット等の既存の枠を
またがる研究課題を実施しやすくなり、分野横断的な
新たな観点からの研究が促進される。

○申請手続きや審査プロセスの一元化、統一化により、
申請者・事務局双方にとってより明快な制度になる。

統
合

環境研究総合推進費



 

 

 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

 

１．事業の概要 

 本事業では、製品等の製造から廃棄に至るサプライチェーンにおいて排出され

る温室効果ガスについて、鉄鋼・自動車・ゴム・家電等業種ごとに温室効果ガス排

出量の算定方法を検討・確立し、その手法の普及を図る。 

 

２．事業計画 

（１）サプライチェーンにおける温室効果ガス排出量の算定方法の確立（H22 年度） 

鉄鋼・自動車・ゴム・家電等、業種ごとに、それぞれの製品のサプライチェーン

における温室効果ガス排出量の算定方法を確立するため、国際的な動向の把

握、既存文献等における情報収集、業種ごとの個別ヒアリング等を実施する。 

その調査結果に基づき、専門家・有識者から構成される検討会において、業

種ごとのモデルとなるような算定方法の検討を行う。 

（２）算定方法の普及（H22 年度） 

検討会においてとりまとめた算定方法について、事業者が容易に計算できる

よう算定マニュアルを作成するとともに算定ソフトを開発する。 

また、ホームページや説明会等を活用し、製品のサプライチェーンに関わる事

業者に対し、算定方法の周知等を図る。 

（３）具体事例の収集・分析（H22 年度） 

検討会においてとりまとめた算定方法に基づき実際に算定した具体事例の収

集、分析を行うことによって、より適切な算定方法の検討を行う。 

 

３．施策の効果 

 適切な算定手法を確立・普及を通じて、サプライチェーンに関する個々の事業

者の取組に対するインセンティブを高めることにより、更なる温室効果ガス排出量

の抑制を図る。 

 

 

（新）サプライチェーンにおける排出量算定事業（エネ特） 

                                    ３１百万円（０百万円） 



サプライチェーンにおける排出量算定事業

●背景

温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度に基づき、個々の事業
者における排出量の報告公表。

省CO2型製品等については、原料調達から販売等に至る一連の
流れ全体（サプライチェーン）での排出量は減少するが、製造工程
の複雑化等に伴い製造段階での排出量は増加する業種が存在。

このため、サプライチェーンにおける排出抑制に向けた取組に係
るインセンティブが低い。

●事業内容

①業種ごとにサプライチェーンにおける温室
効果ガス排出量の算定方法の検討・確立

②算定方法の普及・算定ソフト等の開発

③算定方法を用いた具体事例の収集・分析

サプライチェーンに関する個々の事業者の取組に対するインセンティブを高めることによ
り、更なる温室効果ガス排出量を抑制

CO2

CO2
CO2

CO2サプライチェーン

原料調達
事業者

製品製造
事業者

製品の
使用者 廃棄処理

事業者

CO2

製品製造
事業者

原料調達
事業者 廃棄処理

事業者

製品の
使用者



 
 
 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の概要 

平成12年5月に「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（以

下「グリーン購入法」という）」が制定された。同法においては、国等の

各機関は「基本方針」（閣議決定）に基づき、毎年度、調達方針を作成し、

グリーン購入を推進することが求められている。これにより、環境物品の

品目の調達量は着実に拡大されてきた。 

しかし、一連の環境偽装により、環境配慮製品の信頼性は低下し、グリ

ーン購入の着実な推進に大きな影響が生じている。グリーン購入制度の運

用については、消費者と供給側との相互の信頼関係に基づいているが、環

境配慮製品の偽装はリサイクル材料等、消費者等が直接確認しにくいもの

が多く、長期間にわたり偽装が見逃され蔓延している事例も発覚している。 

このため、製造者の自己宣言に任せるだけではなく、一定量の抜き取り

調査（製品テスト）を行って実態を把握し、不正事案の公表も含め、調査

結果に基づき的確に情報提供を行う。これにより、偽装の未然抑止効果及

びグリーン購入制度の信頼性の確保を図る。 

 

２．事業計画（特定調達品目１９分野２４６品目の中から偽装の蓋然性の

高い品目等を選定） 

①製品テストを実施する対象品目の選定及びテストの実施要領作成 

（平成21年度～品目毎に実施） 

②製品テストの結果を公表するに当たっての情報発信手法等の検討 

（平成21年度～平成22年度） 

③製品テストの実施（平成21年度～品目毎に実施） 

④テスト結果の公表及び情報提供の実施（平成21年度～品目毎に実施） 

⑤将来に向けたテスト結果の蓄積（データベース化）の検討 

（平成22年度） 

⑥テスト結果データベース（蓄積情報）の維持・更新（平成23年度～） 

 

環境表示の信頼性確保のための検証事業費   

３００百万円（３００百万円） 



３．施策の効果 

国等の機関による特定調達物品の調達実績は年間で 5,000 億円を超え

るものと推計されており、（平成16年度調査結果に一部品目について平

成 19 年度実績から補正）、現状はさらに品目数が増加している。また、

既に都道府県及び政令指定都市の全て、その他の地方公共団体の約３割

が、環境配慮製品の普及のために国に準じたグリーン購入を実施してお

り、合計で数兆円に及ぶグリーン購入製品の信頼性を高める効果がある

とともに、環境市場全体の信頼性向上にもつながるものとなる。あわせ

て、信頼性の高い製品検証手法を確立、提示することで、自主的な検証

または第三者による検証の実施を促進させ、環境情報の信頼性が高まる。 

また、特定調達品目に係る判断の基準作成時において、製品テストの

結果によって明確で検証可能な基準作成が実現される。 



製品テストの進め方（例）

→分類の出荷状況、シェア、環境配慮の表示確認
→消費者団体、Web評価等から対象製品サンプリング
→当該事業者基礎情報把握

→製品スペック確認

→重量、寸法、使用電力等

製品サンプリング

製品概要把握

基礎データ確認

基礎環境性能調査 →VOC等

分解 →簡便に分解できる範囲を実施し、基本的な製品構成を把握

ガスクロマトグラフによる
成分分析

最新鋭機による詳細成分分析（主要部分のみ）

使用状況確認 →製品を一定期間使用し状況確認

特殊な試験等

→再生材料の把握ができない場合には、資材納入状況の追跡調査実態把握（リサイクル品）

→製品に固有な環境性能確認試験

結果公表 →事業者に対し、一定期間の不服申立て時間を設定した結果を送付
し、所定の期間が経過したのち調査結果の公表

http://www.an.shimadzu.co.jp/products/gcms/qp2010.htm


 
 
 

 

総合環境政策局環境経済課 

１．事業の概要 

平成17年4月に施行された「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」（環境配慮促進法）は、事業者に

よる環境報告書の作成・公表の促進その他の環境情報の提供・利用の促進を通

じ、国民や事業者が投資や商品購入を行う際に事業者の環境配慮の状況を考慮

するよう促し、もって事業者の自主的な環境配慮の取組を促進することを目的

としている。同法の施行から 3 年が経過したことを踏まえ、中央環境審議会小

委員会において同法の施行状況の評価が行われた。平成20年3月に公表された

評価報告書においては、環境報告書の比較可能性・信頼性の向上が必要である

こと、第三者審査の受審を進めるべきこと、環境報告書の利用促進措置を講ず

べきことといった指摘がなされており、こうした点について措置を講ずる必要

がある。また、環境報告書を作成・公表している企業や環境会計を導入してい

る企業の割合は平成 18 年度までは着実に増加していたものの、平成 19 年度に

はわずかながら減少に転じている。こうした状況を踏まえ、平成22年度におい

ては以下の施策を行う。 

 

２．事業計画 

（１）環境配慮促進法施行事業（平成20年度～） 

・環境報告書の比較可能性を高めるため、環境報告ガイドラインと記

載事項等に関する手引きの改訂を行う。また、改訂内容についてセ

ミナーを開催し、普及促進を図る。 

・昨今の環境偽装事件等により、環境報告書の信頼性向上の要請がま

すます高まっていることをうけて、環境報告書を作成した事業者自

らが審査・評価を実施するためのガイドラインの改訂を目指す。ま

た、環境報告書の第三者審査の促進方策や、より効果的な審査を行

うための審査機関のあり方について検討する。 

・環境報告書の利用促進のため、平成21年度に立ち上げる環境報告

書に関する情報提供サイトについて、更なる充実を図る。また、環

境コミュニケーションを向上させる観点から、より分かりやすく、

消費者や投資家等から利用される環境報告書の普及を目指し、表彰

及びシンポジウム等を実施する。 

環境に配慮した事業活動促進のための社会・市場評価基盤整備事業  

４６百万円（２３百万円） 



 

（２）環境保全の取組に関する評価手法に係る調査（平成21年度～） 

  ・平成21年度に行う環境会計手法の調査・検討の結果を踏まえ、環

境会計ガイドラインの改訂を目指す。 

 

３．施策の効果 

環境報告書等の企業が自ら行う事業活動の把握、公表等の取組を通じ、自

主的・積極的に環境配慮の取組を進める企業が高く評価される社会システム

が構築され、環境と経済の好循環が実現し、企業の自主的な取組によって企

業の事業活動に伴う環境負荷が低減される。 



 
 

総合環境政策局環境経済課 

１．事業の概要 

経済活動の血流である「金融」に環境配慮を織り込むことができれば、その

大きな影響力を通じ、事業活動など様々な経済活動における環境配慮や環境プ

ロジェクトを大きく促進・誘導することができる。特に、我が国の 1,400 兆円

という巨額の個人金融資産を環境に配慮した金融（環境金融）に活用すること

ができれば、低炭素社会実現に向け、大きな力となる。 

こうした環境金融促進の重要性については、低炭素社会づくり行動計画、経

済財政改革の基本方針２００９等においても、重ねて指摘されているところ。 

我が国において環境金融が伸び悩んでいる主因の一つとして、環境等に配慮

した運用を行うための投資先企業調査に係るコスト負担の問題がある。平成 22

年度においては、環境配慮運用に係る企業調査費用への助成事業等を行うこと

により、環境配慮運用の普及加速化と、個人金融資産の環境金融への呼び込み

促進を図る。 

 

２．事業計画 

（１）環境に配慮した金融機関支援事業（平成21年度～） 

・平成21年度に策定する日本版環境金融行動原則について、説明会

開催等により、署名・取組金融機関を拡大する。 

・環境金融商品の一覧を作成・開示することにより、普及を図る。 

・平成21年度補正予算に基づく金融機関による環境格付けのための

企業調査に対する補助制度を引き続き実施し、環境格付け融資の取

組を普及拡大する。 

 

（２）環境に配慮した投資促進支援事業（平成22年度～） 

  ・環境アナリスト育成プロジェクトを実施する。 

・資産運用機関（信託銀行、投資顧問等）の環境・社会・企業統治面

(ESG)を考慮した運用に係る受託料減額に係る補助を行うことによ

り、機関投資家によるESG運用委託を促進する。 

・資産運用機関等に対し、SRIファンドや環境テーマファンドの組成・

販売費用の一部を助成することにより、これらの投信販売手数料減

額等を通じ、個人資金の環境金融への誘導促進を図る。 

 

環境金融普及促進事業         １９６百万円（２２百万円） 



    ※SRIファンド…事業活動におけるESG配慮に優れた企業に投資する投資信託 

    ※環境テーマファンド…環境ビジネスや優れた環境技術を有する企業に投資する投資

信託 

 

（３）投資家のための環境情報提供事業（カーボンディスクロージャー）

（平成20年度～） 

  ・有価証券報告書における環境情報開示状況の確認、記載事例などの

作成及び記載手引きの作成を行う。 

 

３．施策の効果 

環境金融の促進により、事業活動をはじめ様々な経済活動の分野において

環境保全の取組が大幅に促進され、低炭素社会の構築が加速される。 

 



個人
投資家

機関
投資家 資産運用機関

（信託銀行・投
資顧問会社）

企業
（株）

企業
（社債）

公
（債券）

不動産

販売会社

（銀行・証券会
社・信託銀行）

購入（公募）

購入

ファンド 組入
販売委託

組成委託

購入（私募）

匿名組合等

出資

・アナリスト＝企業分析

・ファンドマネージャー＝組入銘
柄等選定

環境に配慮した投資促進支援事業

資産運用機関（信託銀
行、投資顧問等）の
ESG運用受託料（一任
契約）に係る補助

資産運用機関がSRI（社
会的責任投資）ファンドを
組成する際の補助

個人投資家が環境
テーマファンド等を
購入する際の手数
料を減免すること
を目的とした、販売
費用等の補助

一任契約



 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

低炭素社会の実現に向けて、再生可能エネルギーの導入を拡大していく

必要があるが、再生可能エネルギーによる二酸化炭素の削減については、

例えばバイオ燃料は、原料の生産・燃料の製造から、輸送・貯蔵を経て、

利用に至るまで、各段階において実際には二酸化炭素を排出しており、ラ

イフサイクル全体を考慮した実際の削減量を評価する必要がある。 
そこで、バイオ燃料等の各再生可能エネルギー技術について、原料、設

置、使用等の各工程の二酸化炭素排出削減量を検証するとともに、将来に

わたる削減可能性について推計し、中長期的に国内の排出量を効果的に削

減する。 

 

２．事業計画 

各再生可能エネルギーについて、原料、設置、使用等の各工程における

二酸化炭素排出削減量を検証するとともに、将来にわたる削減可能性につ

いて推計する。 
・平成22年度～ バイオ燃料、小水力発電、風力発電 

・平成23年度～ 太陽熱利用、地中熱利用、バイオガス 

・平成24年度～ 太陽光発電、その他及び３年間のとりまとめ 

 

３．施策の効果 

ライフサイクル全体で見て二酸化炭素削減に効果的な再生可能エネル

ギー技術を導出し、中長期的な国内排出量の効果的な削減に活用する。 

（新）再生可能エネルギー二酸化炭素削減効果検証費  ３０百万円（０百万円） 



原料の生産時
の負荷

再生可能エネルギー二酸化炭素削減効果検証費

燃料の生産時の負荷

燃料の生産から供給の負荷

走行時の負荷

原料別、
土地利用
別に検討

使用エネル
ギー別、生産
方法別に検討

流通状況
別に検討

輸送状況
別に検討

CO2削減効率検証
（バイオ燃料の例）

※LCA（ライフサイクルア
セスメント）：製品等の原
料採取から製造、使用か
ら廃棄に至るまで、ライフ
サイクル全ての過程を通
して、環境に与える様々
な負荷の大きさを定量化
し、評価する手法。

再生可能エネルギーに関して、ライフサ
イクルの各段階におけるCO2排出量を積
算し、再生可能エネルギーの種類毎の
CO2削減効果を検証する。



 

 

 

地球環境局 環境保全対策課 フロン等対策推進室 

 

１．事業の概要 

 オゾン層破壊物質であり温室効果ガスでもあるフロン類の回収・破壊の

徹底及び使用時排出対策の検討推進等による排出抑制、ノンフロン化の推

進、オゾン層の状況の監視等により、オゾン層の保護及び地球温暖化防止

を図る。 

 

２．事業計画 

 ○冷媒フロン類について、フロン回収・破壊法に基づく業務用冷凍空調機

器からの回収の徹底、使用時排出要因の把握・分析結果を踏まえた対策

の推進等により、排出抑制等を推進する。（平成 21 年度～） 

 

○フロン類を使わないノンフロン製品（ノンフロンダストブロワー（埃飛

ばしスプレー）、ノンフロン断熱材等）について、その普及を阻害する

要因への対処・導入促進に係る方策の検討等により普及を推進する。（平

成 21 年度～平成 22 年度） 

 

○ポスト京都議定書の次期枠組みの議論において新たに追加が検討されて

いる新フッ素系物質等について、使用実態等の調査を行い、排出抑制、

代替化等の対策を図るための検討を行う。（平成 21 年度～平成 24 年度） 

 

以上のようなフロン等対策の拡充を図るほか、オゾン層保護法に基づく

フロン等の大気中濃度等監視調査、途上国におけるフロン対策支援等を行

う。 

 

３．施策の効果 

アウトプット  オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書、

京都議定書目標達成計画、フロン回収・破壊法等に対応した

国内外の対策を推進する。 

 アウトカム  オゾン層保護及び地球温暖化防止を図る。 

フロン等対策推進調査費 

156 百万円（113 百万円）



排出抑制等が必要

フロン等対策の枠組みと方向

転換

ノンフロン等

京都議定書
地球温暖化防止の観点から
温室効果ガスとして削減等

オゾン層破壊物質

CFC
（1996年迄に先進国で全廃）

HCFC
（2020年迄に先進国で全廃）

オゾン層破壊効果 有り

地球温暖化効果 有り

モントリオール議定書
オゾン層保護の観点から

生産規制等

（オゾン層保護法等）

代替フロン等

HFC

オゾン層破壊効果 無し

地球温暖化効果 有り

（京都議定書目標達成計画等）

オゾン層保護かつ
地球温暖化防止

技術開発・製品普及等が必要

NH3、炭化水素等日
本
（先
進
国
）

フロン回収・破壊法による冷媒フロン類の回収・破壊
業務用冷凍空調機器の使用時排出対策等の排出抑制の推進

途上国におけるフロン等対策の支援

フロン代替製品の普及推進

新フッ素系物質等の対策検討

転換



低公害車普及事業 （エネルギー特会）
１７０百万円(１４７百万円)

水・大気環境局自動車環境対策課
１．事業の概要

エネルギー効率が高く、ＣＯ２の排出が少ない低公害車の導入を積極的に
推進していくことは、自動車部門における環境対策、特にＣＯ２排出抑制に
大きな効果が得られるものである。
現在、運輸部門のＣＯ２排出量は、１９９０年度比で約２０％増加してお

り、京都議定書目標達成計画に定める目標達成のためには、地域への低公害
車の導入を加速させることが必要不可欠である。
とりわけ、地方公共団体等の保有する一般公用車に比べて低公害化が遅れ

ている塵芥車、ごみ運搬車等については１台当たりのＣＯ２排出量が多いこ
とから、これらの車両について低公害化を加速する。
さらに、究極の低公害車と言われる燃料電池自動車をはじめ、水素自動車

等の次世代低公害車等については、今後、一層の普及を促進する。
ついては、塵芥車、ごみ運搬車等としての低公害車の導入や、次世代低公

害車等を導入する際に、導入費用の一部補助を行うことで、一層のＣＯ２及
び大気汚染物質排出量の削減を図る。
なお、次世代低公害車等においては、高性能リチウムイオンバッテリー、

燃料電池自動車の水素貯蔵タンクなど、通常の自動車部品と耐用年数等が異
なるものも含まれるが、これらの部品と車体部分を切り離して販売するなど、
多様な販売形態を取る場合が想定されることから、車両部品も補助の対象に
拡大する。
また本年からリース市場に新たに投入された燃料電池自動車ニューモデル

の普及促進を図る。

２．事業計画
(1)低公害（代エネ・省エネ）車普及事業
ア.塵芥車、ごみ運搬車等として低公害車を導入する事業（購入、リー
ス）

イ.電気自動車等のリース導入事業（電源工事費を含む）

(2)次世代低公害車普及事業
次世代低公害車（燃料電池自動車、水素自動車等）をリース導入する事
業

３．施策の効果
低公害車、次世代低公害車の導入により、自動車から排出されるＣＯ２や

大気汚染物質を削減するとともに、率先導入の効果による価格低減を図る。



低公害車普及事業

（天然ガス自動車、ハイブリッド自動車）

①塵芥車、ごみ運搬車等として
低公害車を導入する事業

通常車両との価格差の１／２

塵芥車、ごみ運搬車 等

②次世代低公害車等を導入する事業

DME自動車

水素自動車

リース料の１／２

これらの車両の導入に対して、その費用の一部を補助

＜補助率＞

燃料電池自動車

電気自動車について
は、
リース導入に限る

電気自動車



（新）地域産学官連携環境先端技術普及モデル策定事業
３５１百万円（０百万円）

総合環境政策局総務課環境研究技術室

１．事業の概要
持続可能な社会の構築に向けては、太陽光発電、次世代自動車等の先端的環境

技術を普及させるための取り組みを加速していく必要がある。こうした先端的環
境技術の多くは、システム化することにより初めて大きな効用をもたらすもので
あることから、これまで研究開発してきた要素技術を早急にシステム化し、普及
モデル(ビジネスモデル)を策定する。

２．事業計画
実現可能性を高める観点から早急に普及が必要な先端的環境技術に関する地域

における先導的普及モデルの策定及びこのためのシステム化・実証研究について、
産学官連携による取り組みを公募し、外部有識者より構成する委員会で審査し、
最も優秀な提案のあった応募者が所属する試験研究機関等に当該事業を委託して
実施する。
公募にあたっては、
① 低炭素社会の実現に資するほか、循環型社会、自然共生社会又は安心・安
全な社会の実現の観点からも有効なこと
② 環境省の事業、他府省の事業等で開発された要素技術を活用しシステム化
すること
③ 提案システムの普及モデル(ビジネスモデル)を地域自治体及び想定される
事業者と連携して策定すること
④ 研究成果を事業において又は事業終了後、地域自治体及び想定される事業
者が参画する形で実証試験を実施するとともに、その状況を地域住民が見る
ことできる発信を計画すること
⑤ 他の競争的研究資金等では実施が困難なこと

を条件とする。
現時点で想定している課題は以下のとおり。
・電動トラックを活用した輸送事業の普及モデル(郵便、宅配、食料品、廃棄物
等)

・集合住宅の壁面等を利用した太陽光発電事業の普及モデル
・温泉等に影響を与えないことを保証する地熱発電の普及モデル
・野生生物、低周波騒音等の問題を惹起しない風力発電の普及モデル

（年次計画）
各テーマ最長2カ年とし、毎年1課題(2カ年計 7億円/課題)を採択。

３．施策の効果
・これまでの研究開発への投資を有効に活用し、持続可能な社会を構築するととも
に、我が国の産業の国際競争力を確保することができる。
・最先端環境技術に地域住民が接する機会を創出でき、社会システム改革のための
検証、普及に向けた広報の機会とすることができる。



◆産業化

◆製品化

◆試作・実証

◆発明発見(新たな発見)

地域産学官連携環境先端技術普及モデル策定事業
３５１百万円

早急に普及が必要な先端的環境技術に関する、地域における先導的普及モデル(ビジネスモ
デル)の策定及びこのためのシステム化・実証研究を実施。
環境省の事業、他府省の事業等で開発された要素技術を活用しシステム化。

地域自治体及び想定される事業者が連携して提案システムの普及モデルを策定。

研究成果を地域自治体及び想定される事業者が参画する形で実証試験を実施するとともに、
その状況を地域住民が見ることができる形で発信。

グリーン税制等により促進

◇要素技術の完成

◇ラボスケール実験

◇ベンチスケール実験

基礎研究費により支援

本事業の対象

<製品を大量に普及する難しさ>

政策対応型競争的資金
により支援

<アイデアを形にする難しさ>

<試作品を製品化する難しさ>



 

 

総合環境政策局環境経済課 

 

１．事業の概要 

エコポイントとは、省エネ家電等の温室効果ガスの排出削減に資する商

品・サービスの購入・利用や家庭での節電等の省エネ行動によりポイント

が貯まり、商品等と交換できる仕組みの総称であり、家庭における温室効

果ガス削減行動を誘導する切り札として推進してきた。 

具体的には、まず平成２０年度より、エコポイントのモデル事業（エコ・

アクション・ポイント事業）を継続的に実施してきており、平成２０年度

には全国型３件と地域型９件、平成２１年度には全国型３件と地域型６件

のモデル事業を公募の上で採択し、ポイントシステムの立ち上げと充実・

強化を支援してきた。全国型事業では、家電や鉄道等の異業種事業者の連

携によりエコポイントを発行するもの、地域型事業では、流通や商店街等

が参加して進めるものなど、多様な事業が選定され、エコポイントを付与

する事業が立ち上げられたところである。 

これに加えて、平成２１年度補正予算では、経済活性化等の観点も踏ま

え、三種のグリーン家電に絞って強力なインセンティブを付与した「エコ

ポイントを活用したグリーン家電普及促進事業」（グリーン家電エコポイ

ント事業）が実施され、エコポイント利用のすそ野は大きく拡大している。 

平成２２年度においては、これまでのエコ・アクション・ポイント事業

及び平成２１年度補正予算によるグリーン家電エコポイント事業の成果

を活用し、経済的に自立したエコポイントのビジネスモデルを確立するこ

とを目指して、以下の事業を実施する。 

 

２．事業計画 

（１）エコ・アクション・ポイント事業の確立に向けた支援 

全国型事業において、まず、平成２１年度にポイント付与が終了する予

定であるグリーン家電エコポイント事業の参加者が、エコ・アクション・

ポイント事業に参加し、継続的にＣＯ２削減に資する商品・サービスを購

入・利用することを促すため、グリーン家電エコポイントとエコ・アクシ

ョン・ポイントを連携させ、両システム間の接続、会員管理システム等ポ

イントを適切に管理するシステムを開発する（一般会計・新規）。 

また、エコ・アクション・ポイント事業のビジネスモデルを確立するた

め、ポイントを消費者により簡易・簡便に付与することができ、また多種

多様な業種における商品・サービスの購買に対してポイントを付与するこ

とができるポイント管理システムへの改良、全国型事業間の接続システム

の開発、対象商品・交換商品の大幅拡充を可能とするシステム開発、グリ

エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進事業 

（一般会計・エネ特会）       ８５０百万円（３７０百万円） 



ーン家電エコポイント事業に参加した国民に対する勧誘等を行うことに

より、民間主導のモデル事業の自立したビジネスモデルの確立を目指す

（特別会計・継続）。 

 

（２）エコ・アクション・ポイントフォーラム事業（一般会計） 

エコポイントの取組を全国的に普及させるため、①幅広い企業の参画を

促す又はモデル事業の成果の普及を行うための場作り、②より広い国民の

参加を得るための消費者団体や環境ＮＰＯ等との対話集会の開催等を行

うことにより、エコポイント事業のビジネスモデルの確立に向けた関係者

の連携を強力に促す（継続）。 

 また、グリーン家電エコポイント事業の成果を活用するため、同事業

のフォローアップを行い、今後の省エネ家電の効果的な普及促進方策に

ついて検討する（新規）。 

 

（３）エコ・アクション・ポイントモデル事業（特別会計・継続） 

これまでの地域型のモデル事業の成果を活かしつつ、より広がりのもっ

た取組として普及していくため、特定地域での取組にとどまらない、一定

の地域的広がり又は分野別の広域ネットワークを活用して広域的に展開

する事業について、全国型事業と連携し、かつ当該地域又は分野において

広く汎用的なモデルを確立するものを広域型事業として支援を行う。 

 

（年次計画） 

継続 ２０年度 ２１～２３年度 ２４年度以降 

・エコポイントのモデル事業 
・エコ・アクション・ポイン
トモデル事業の支援・検証 

立ち上げ 本格展開 
ビジネスモデルの確立 

 

新規 ２０年度 ２１年度 ２２年度以降 

・グリーン家電エコポイント
事業の検証 
・グリーン家電エコポイント
とエコ・アクション・ポイン
トの連携 

   

 

３．施策の効果 

モデル事業の実施等を通じ、グリーン家電エコポイント事業の成果も活

用しつつ、幅広い国民の参加を得たエコポイント事業を本格展開し、特に

近年の増加が著しい家庭・業務部門の温室効果ガス削減を図り、低炭素社

会を形成し貢献する。 

また、国全体で環境に配慮した商品等の購入や関連ビジネスの活性化が

進むことも期待できる。 



エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動促進(モデル)事業

エコ・アクション・ポイント
の立ち上げ
【全国型３件、地域型９件】
参加会員 約17万人
参加企業 約180社
発行ﾎﾟｲﾝﾄ 約3900万ﾎﾟｲﾝﾄ

平成20年度

エコ・アクション・ポイント
の展開
【全国型３件、地域型６件】
システムの拡充を図り、
会員と参加企業の拡大を図る。

平成21年度

エコ・アクション・ポイント
のﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの確立
グリーン家電エコポイント事業
との連携により、民間主導の
自立的なビジネスモデルを
早期に確立

平成22年度



総合環境政策局環境経済課 

 
１．事業の概要 

金融の流れを環境に配慮したものとする環境金融の促進の重要性は、低炭素社会づ

くり行動計画、経済財政改革の基本方針２００９等において、重ねて指摘されている。 

環境金融の一形態として、「環境格付け融資」がある。これは、企業の環境配慮の

取組全体をスクリーニング手法等により評価し、その評価結果が高い企業に対して低

利融資を行うものである。環境格付け融資によるスクリーニングが広まれば、企業は

よりよい環境格付けと低金利を目指して環境対策に自主的・積極的に取り組むように

なり、企業による環境対策の大幅な促進が図られる。 

本事業は、こうした金融機関による環境格付け融資の取組を促進することにより、

環境対策に積極的に取り組もうとする企業の環境対策を促進するため、環境格付け融

資を行う金融機関に対し利子補給を行うものである。 

 

２．事業計画（平成１９年度～） 

  企業の環境配慮の取組全体をスクリーニング手法等（日本政策投資銀行の「環境配

慮型経営促進事業」と同程度以上の手法による）により評価し、その評価結果に応じ

て金利優遇を行う民間金融機関の融資事業（環境格付け融資）について、当該事業に

より融資を受ける事業者が、融資を受けた年から５カ年以内にＣＯ２を５％以上削減

（原単位の改善）することを目標として誓約することを要件として、当該案件に係る

融資残高の１％を限度として利子補給を行う。 

 

３．施策の効果 

多くの民間金融機関が環境格付け融資を実施することにより、企業の環境対策が加

速的に促進されるとともに、預金者の環境配慮意識を増進させる。 

環境配慮型経営促進事業に係る利子補給事業（エネ特会） 

４００百万円（ ２３６百万円） 



利子補給誓約条件

地球温暖化対策

融資を受けた年から５ヶ年以内に

「ＣＯ２削減効果が5%以上」を達成

融資残高に対して年1%を限度として利子補給を行います。

融資対象 利子補給

（金利※ - 1%）で融資が受けられます。

※環境スクリーニングにより決定された優遇金利②・
優遇金利①・一般金利

融
資
申
し
込
み

環
境
ス
ク
リ
│
ニ
ン
グ
の
実
施

融

資

環境への配慮に対する取り組みが
特に先進的と認められる企業

優遇金利②

環境への配慮に対する取り組みが
十分と認められる企業

一般金利
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 エコ燃料実用化地域システム実証事業（エネ特） 
               ２，８００百万円（１，７１０百万円） 

 
地球環境局地球温暖化対策課 

 
１．事業の概要 

京都議定書目標達成計画、バイオマス・ニッポン等において、2010年の
輸送用バイオ燃料の導入目標は原油換算50万kLと定められているが、関係
企業団体は21万kLの導入を表明しているに過ぎず、他の手法による導入量
のかさ上げに一層の努力が必要である。本事業では、E3ガソリン供給量を1
9年度の50kLから、20年度に4,380kLまで着実に伸ばしてきており、21年
度は2万kL弱までの増加に向けて努力しているところであり、22年度もで
きる限りの上積みを図ることが求められる。 

このため、エコ燃料の普及を加速化させるべく、大都市圏での大規模導入を

含めた地域のバイオマス資源を活用したエコ燃料生産・利用の拠点づくりを支援

し、自立的なエコ燃料生産･利用システムの成立を実証する。 

また、バイオエタノールの輸入について、我が国への輸入及びE3の供給事業

の事業可能性を調査する。 

 
 
２．事業計画 （平成19～23年度） 
(1)エコ燃料生産･利用実用化地域システム実証事業 

E3の生産・利用の実用化を目指す大都市圏、並びに地域に存するバイオマス

を活用したエコ燃料の生産･利用の実用化を目指す沖縄等の地域において、低

コスト化、残渣処理･利用プロセスの確立、エネルギー収支の改善などの課題へ

の対応を図った実用化システムのモデルを構築し、自立性の実証を行う。 

 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 
宮古島 
 
近畿圏 
 
首都圏 
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*E3導入量 
 



(2)輸入バイオエタノール導入事業可能性調査 
バイオエタノールを輸入し、我が国でE3製造・供給を行う事業に関し、必要な

設備(備蓄設備、荷揚げ設備等)の整備計画等を立案し、事業可能性を検討す

る。 

 
３．施策の効果 

大都市圏におけるE3の大規模導入を図るとともに、沖縄県宮古島では島内の

ガソリン需要全量をE3化することを目指し、他府省の取組も合わせ、第一約束期

間中に3～4万キロリットル程度の国産エコ燃料の普及を目指す。 



 

エコ燃料実用化地域システム実証事業

○バイオマスエネルギーの導入加速化に関する施策を強力に推進

○脱化石燃料社会への第１歩であり、自動車を保有する国民誰もが参加出来るバイオエ
タノール等の輸送用エコ燃料の大規模導入により、温暖化対策と国民の意識改革を促
進。

宮古島「バイオエタノール・アイランド」構想 大都市型E3大規模実証事業の展開
（首都圏・近畿圏においてE3の大規模供給を具体化）

エタノール
製造設備

E3対応SS

E3製造設備

５万人の島民がＥ３を
実際に利用

サトウキビ
製糖工場（２箇所）

原料供給

島内の全ガソリンスタンド
を改造し、Ｅ３を給油

高濃度エタノール
自動車の走行試験

エタノール製造プラントを併
設し、糖蜜から年間７００キロ
リットル生産

ＣＯ２吸収

エタノールを
ガソリンに3%混合

ガソリンスタンド
（１９カ所）

E3大規模
供給の実証



（新）温泉施設における温暖化対策事業（エネ特会）

９０百万円（ ０百万円）

自然環境局自然環境整備担当参事官室

１．事業の概要

温泉の熱や温泉の採取に伴い発生するガス（温泉付随ガス）を活用した

温暖化対策は、二酸化炭素削減量が大きく、非常に有効な手段である。ま

た、京都議定書目標達成計画においても、「地域の特性を活かした未利用

エネルギー、廃棄物焼却等の廃熱の利用を促進し、地域における効率的な

エネルギー供給を行う。」とされており、こうした取組の一層の促進が必

要である。

しかしながら、一部の事業者は、環境意識の向上等からこうした取組に

意欲があるものの、初期投資費用の調達がままならない場合も多く、また、

こうした取組が十分に認知されていない状況でもある。

このため、温泉の熱や温泉付随ガスを活用した温暖化対策を行う事業者

を支援し、対策の普及を図る。

２．事業計画

（１）補助対象となる施設

①ヒートポンプによる温泉熱の熱利用

②温泉付随ガスの熱利用

③温泉付随ガスのコジェネレーション

（２）補助額

（１）の① ： 事業費の１／３を限度

（１）の②～③： 事業費の１／２を限度

（３）補助対象者

民間団体

３．施策の効果

・エネルギーの有効利用による化石燃料の節減、二酸化炭素の排出削減

・温泉利用施設における温暖化対策の全国的な普及

・燃料費の節減により温泉地の経済的な活性化に寄与



１．ヒートポンプによる温泉熱の熱利用

３．温泉付随ガスのコジェネレーション

温泉施設における温暖化対策事業

２．温泉付随ガスの熱利用

温泉付随ガス

お湯



 

 

地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 

航空機に起因する温室効果ガス排出量は、現在では国内航空のみをカウ

ントするため運輸部門の５％弱に過ぎないが、輸送量の増加に伴う伸びが

著しく、また、国際航空分は国内航空分を上回るとされている。しかも、

自動車、船、電車など他の輸送手段と異なり、空気を圧縮し燃料と混合爆

発させて飛ぶジェットエンジンの構造から、液体燃料を使用する以外に他

の手段が無く、また、重量制限からバッテリーなどで補助する手段が困難

であることから、現状ではエネルギー消費効率の向上以外には抜本的な温

室効果ガス排出量の削減方策が示されていない。 

これらの状況から、航空機からの二酸化炭素を削減する手段として、液

体燃料としてカーボンニュートラルなバイオ燃料の使用を図る体制等を検

討するなどにより、航空機からの温室効果ガス排出量の削減を図る。 

 

２．事業計画 

航空機燃料としてのバイオ燃料の利用を推進するため、国内でのバイ

オ燃料の供給体制や社会的課題を抽出、検証するとともに、今後の航空

機へのバイオ燃料導入実用化に向けたシステム構築についてフィージビ

リティスタディを実施し、広く成果を発信する。 

 

 22年度 23年度 24年度 
ICAO、ASTM等の動向調査    
カメリナ、ジェトロファからのJet-A
燃料製造に関する実現可能性調査 

   

藻類からのJet-A燃料製造に関する実
現可能性調査 

   

総合解析・とりまとめ    
 

３．施策の効果 

航空機燃料へのバイオ燃料の導入を推進し、航空機からの二酸化炭素排

出量の新たな削減方策の確立を図る。 

（新）航空機バイオ燃料導入推進事業（エネ特） ３０百万円（０百万円） 

 



航空機バイオ燃料導入推進事業

航空機燃料としてのバイオ燃料の利用を推進するため、国内でのバイオ燃料の供給体
制や社会的課題を抽出、検証するとともに、今後の航空機へのバイオ燃料導入実用化に
向けたシステム構築についてフィージビリティスタディを実施し、広く成果を発信する。

非食料系バイオ燃料

航空機への導入

世界全体での大規模な運輸部門温暖化対策

航空機燃料へのバイオ燃料の導入を推進
し、航空機からの二酸化炭素排出量の新た
な削減方策の確立を図る。

http://http//loveandpeace.asia/magnolia//http://loveandpeace.asia/wp-content/blogs.dir/869/files/diary/ 054_1.jpg
http://blog-imgs-27.fc2.com/h/i/m/himawariisland/107_0817-IMGP0312_IMGP0312.jpg
http://www.news-on.jp/image/b075df05a7f9b9a4c8f0026a184eda7c.jpeg


 

（新）洋上風力発電実証事業（エネ特）  
               １００百万円（０百万円） 

 
地球環境局地球温暖化対策課  

１．事業の概要  
近年、風力発電については、風況が良く、生態系への悪影響が

懸念されない等の適地を陸域で確保することが困難となっており、

大きな賦存量を有する洋上風力についての期待が高まっている。 

例えば NEDO が 2004 年度に策定した「風力発電ロードマップ」

においては、2030 年に 1,300 万 kW という導入目標を設定してい

る。 

  このため、洋上風力発電システムの導入に関する、環境影響の

把握や地域への受容性を評価した上で、実海域における実証事業

を行い、洋上風力発電システムの早期実用化を促進する。 

 
２．事業計画  
  陸域に比べ、安定的かつ変動が少ない風速が得られる外洋域を

対象に、浮体式洋上風力発電システムについて、環境影響の把握

や地域への受容性の評価、大型浮体及び風力発電の設計、陸上に

低損失で配電するシステム等を検討した上で、実海域に浮体式洋

上風力発電を設置して実証調査を行い、早期実用化を図る。 

 

22年度   環境影響評価方法検討、地域受容性評価、基本設計 

23～24年度 生態系、風況、海象等環境調査と評価、設計と実証

機製造、実海域設置(24年度)、配電システム設置、

実証試験開始 

 25～26年度 実証試験、大規模ウィンドファーム評価手法検討 

27年度   事業性等の最終評価 

 
３．施策の効果  

浮体式洋上風力発電システムの設置の加速 



安定的かつ変動が少ない風速が得られる区分漁業権等の設定されていない外洋域を対象に、環
境影響の把握や地域への受容性を評価と、効率的に発電を行うことができる風力発電の設計や大
型浮体上の配置、陸上に低損失で配電するシステム等を検討した上で、実海域において、浮体式洋
上風力発電システムの実証調査を行い、早期実用化を図る。

陸上風力発電 フローティング型洋上風力発電の例

ポテンシャルの大き
い洋上風力発電へ

＜実証試験＞
22年度 環境影響評価方法検討、地域受容性評価、基本設計
23年度～24年度 生態系、風況、海象等環境調査と評価、設計と実証機製造

実海域設置(24年度)、配電システム設置、実証試験開始
25年度～26年度 実証試験、大規模ウィンドファーム評価手法検討
27年度 事業性等の最終評価

洋上風力発電実証事業

ノルウェーにおける実証の例

2009年9月より実証試験開始（2年間）
沖合10km 水深220mに設置
出力2.3MW、SPAR型



 

地球温暖化対策技術開発等事業 (エネ特) 
３，８５２百万円（３，８０５百万円） 

 
地球環境局地球温暖化対策課 

１．事業の概要 
新たな地球温暖化対策技術の開発を推進し、また、先端的技術を実証す

ることにより成果の社会還元を加速していくため、早期に実用化が必要か

つ可能な省エネルギー技術・再生可能エネルギー導入技術の開発、先端的

技術の実証研究、製品開発段階にある有望な温暖化対策技術の開発等につ

いて、民間企業、公的研究機関等から広く公募し、外部専門家からなる評

価委員会において選定した課題に委託（又は補助）して行う。 
 

２．事業計画 
（１）【拡充】環境先端的技術実証研究領域 

1)次世代自動車普及モデル実証研究 

次世代自動車の普及に向け、次世代自動車の利用機能強化に資する実

証研究(例えば電気自動車への緊急充電用バックアップ車両の開発と運

用)、次世代自動車の特性をWinWinで活用した使用の提言に資する実証研

究(例えば社会実証研究を通じた、電気自動車の様々な特性を活かした提

言)等を行う。 

 

2)ゼロエミッション住宅・オフィス普及実証研究 

再生可能エネルギーの負荷変動緩和による分散型システムの構築に向

けて、電気自動車等のバッテリーを定置型蓄電池として用いた住宅・オ

フィスの消費エネルギー最適化を図る社会実証研究等を行う。 

 

3)再生可能エネルギー地域実証研究 

地域の特性を活かした再生可能エネルギー関係施設の設置に向けた地

域実証研究を行う。 



（２）地球温暖化技術開発領域 
１）重点的に取り組む技術開発Ⅰ（委託事業） 
①民生部門省エネ対策技術実用化開発 

  住宅・オフィスの消費エネルギー最適化、断熱などの民生部門におけ

る省エネ対策技術の分野 

 

②再生可能エネルギー導入技術実用化開発 

 地域の特性を活かした再生可能エネルギー導入技術の分野 

 

③都市再生環境モデル技術開発 

 新エネルギーの面的利用技術など、都市の特性を踏まえ、広域に活用

できる都市再生環境モデル技術の分野 

 

２）重点的に取り組む技術開発Ⅱ（補助事業） 
①循環資源由来エネルギー利用技術実用化開発 

循環資源由来エネルギーによる高効率発電技術等の実用化に係る技術

開発を実施。 

 

②製品化技術開発 

省エネ技術や再生可能エネルギー導入技術について、これまでの成果

等により、製品化が期待できる有望な技術を対象として技術開発を実施。 
 

【補助内容等】 
補助先 民間企業等 
補助率 １／２ 

 
３．施策の効果 

新たなエネルギー起源二酸化炭素排出量削減対策技術の開発及び先端的

技術の実証。 



省エネルギー対策技術・再生可能エネルギー導入技術の開発、先端的技術の実証研
究、及び製品開発段階にある有望な温暖化対策技術の開発等を実施する。

◇【拡充】環境先端的技術
実証研究領域（委託）

○重点的に取り組む技術開発Ⅰ（委託）
(1)民生部門省エネ対策技術実用化開発
(2)再生可能エネルギー導入技術実用化開発
(3)都市再生環境モデル技術開発

(1)次世代自動車普及モデル実証研究
(2)ゼロエミッション住宅・オフィス

普及実証研究

(3)再生可能エネルギー地域実証研究

◇地球温暖化対策技術開発領域

地球温暖化対策技術開発等事業（競争的資金）

○重点的に取り組む技術開発Ⅱ（1/2補助）
(4)循環資源由来エネルギー利用技術

実用化開発
(5) 製品化技術開発

これまでの主な成果

・潜熱顕熱分離型
新ビル空調システム
（2007年 商品化）

・輸送式潜熱蓄熱タンク
（2008年 商品化）

・リチウムイオン二次電池
(2010年に市場投入される
電気自動車に搭載予定) 

・白色LEDを用いた高効率
照明システム
（消費電力：約1/5倍、器具
価格比：約1/7を実現）



（新）地方公共団体実行計画実施推進事業費
１１７百万円（０百万円）

総合環境政策局環境計画課

１．事業の概要
平成20年6月に改正された温対法において、都道府県及び特例市以上の地方公

共団体に対し、地方公共団体実行計画を拡充し、区域全体の削減施策の策定が義
務付けられ、かつ、都市計画等の関連施策との連携を図ることも求められている。
しかし、集約型・低炭素型都市構造の実現等の対策・施策については、特に都
市全体・街区全体を視野に入れた、総合的・複合的な削減効果の推計手法、対策
・施策実施手法が未だ確立されておらず、中長期の大幅削減の必要性を踏まえれ
ば、国としても最新の知見を踏まえた実施手法等を検討し、地方公共団体に提示
する必要がある。
また、現に実施（予定）されている、地域グリーンニューディール基金等を活
用した地方公共団体の施策について分析し、効果的な施策の立案・実地のノウハ
ウを蓄積し、広く普及することにより、地方公共団体の取組を促進することが有
効である。本事業は、このニーズに応えるものである。

２．事業計画
（１）先進的削減手法調査事業

温室効果ガスの削減手法に関し、現在、地方公共団体でほとんど実施されてい
ない取組のうち、大幅な削減効果があると考えられている先進的な対策・施策
（地球温暖化対策の推進に関する法律第20条の3第3項第3号）について、その削減
効果、実施手法等の詳細について調査を行なう。候補となる対策・施策は以下の
分野

土地利用・交通分野
街区・地区単位の対策・施策分野 など

（事業実施期間）平成２２から２４年度

（２）既往対策・施策詳細調査・普及促進事業
既に実施されている、又は今後数年で実施される地方公共団体の対策・施策

（平成20年度二次補正予算（エコハウス事業、環境モデル都市支援事業）や地域
グリーンニューディール基金、海外事例によるものも含む。）について、大きな
削減効果を発揮している優良な事例を抽出し、その企画立案過程、実施過程等に
おける特徴（庁内、業界等との調整なども含む。）を調査し、他の自治体の参考
となるよう整理する。また、優良な事例だけでなく、企画立案過程で頓挫したも
の、実施過程で想定どおりの効果を上げられなかった事例等も調査し、優良事例
と併せ、効果的な政策の立案・実施のためのノウハウを蓄積してとりまとめ、幅
広く普及することにより、地方公共団体の新実行計画（区域施策）の効果的な立
案・実施に生かす。
（事業実施期間）平成２２から２４年度

３．施策の効果
（１）（２）研究結果、事例集を参考として各地方公共団体が実行計画を策定

する際に効果的な対策・施策を導入することにより温室効果ガスの削減に寄与す
る。



地方公共団体実行計画実施推進事業費

国立環境研究所特別研究報告SR‐79‐2008

新地方公共団体実行計画策定マニュアル検討会」藤田委員資料より抜粋

○先進的削減手法調査事業
地方公共団体でほとんど実施されていない取組のうち、大幅な
削減効果があると考えられている先進的な対策・施策について、
その削減効果、実施手法等の詳細について調査を行なう。

（２） 既往対策・施策詳細調査・普及促進事業
既に実施されている、又は今後数年で実施される地方公共団
体の対策・施策（平成20年度二次補正予算（エコハウス、環
境モデル都市支援、地域グリーンニューディール基金、海外
事例によるものも含む。））について、大きな削減効果を発揮し
ている優良な事例を抽出し、企画立案過程、実施過程等を調
査し整理する。また、企画立案過程で頓挫したもの、想定どお
りの効果を上げられなかった事例等も調査し、効果的な政策
の立案・実施のためのノウハウを蓄積してとりまとめ、幅広く
普及することにより、地方公共団体の新実行計画（区域施策）
の効果的な立案・実施に生かす。

平成20年6月に改正された温対法において、都道府県及び特例市以上の地方公共団体に対し、地方公共団体実行計画を拡充し、区域全
体の削減施策の策定が義務付けられ、かつ、都市計画等の関連施策との連携を図ることも求められている。

しかし、集約型・低炭素型都市構造の実現等の対策・施策については、その実施手法が未だ確立されておらず、中長期の大幅削減の必
要性を踏まえれば、国としても最新の知見を踏まえた実施手法等を検討し、地方公共団体に提示する必要がある。

また、現に実施（予定）されている、地域グリーンニューディール基金等を活用した地方公共団体の施策について分析し、効果的な施策の
立案・実地のノウハウを蓄積し、広く普及することにより、地方公共団体の取組を促進することが有効である。

土地利用・
交通分野

街区・地区単位の
対策・施策分野

（基金対象事業の例）

市民出資による
太陽光パネル設置

コミュニティサイクル

微量PCB混入廃棄
物の処理促進

漂流・漂着ゴミの
回収・処理

住宅断熱リフォーム



 

（新）市民参画型小水力発電推進事業（エネ特） 

            ４００百万円（０百万円）

地球環境局地球温暖化対策課  
 

１．事業の概要  
地域に賦存する未利用の小水力の活用に向けて、市民の出

資、寄付、運用段階の協力など、市民の参画を伴う小水力発

電設備の設置を促し、設置後も発電だけでなく、地域におけ

る環境学習等に活用する取組を提示することにより、全国的

な利用促進を図る。 

 
２．事業計画  

ＮＰＯ等が地方公共団体と連携し、出資、寄付、設計検討へ

の参画、清掃や環境学習での利活用など多様な形で小水力発電

設備の設置に市民が参画する事業に対して、その設置に係る費

用の１／２を補助することにより、全国での小水力発電の導入

を促進する。 

  【補助内容】  
補 助 先  民間団体 
補 助 率  1 / 2  

 

 また、合わせて実際の発電量等のデータ収集・解析や、その

導入効果の予測や手続き・技術面などの相談業務、地域におけ

る先進的な活動の情報発信を行うことにより、地域におけるエ

ネルギーの地産地消のモデルとして、環境教育やエコツーリズ

ム等、市民への啓発に役立てるなど、小水力発電に対する新た

な価値観の創出を図る。 

 

３．施策の効果  
・小水力発電の普及促進  
・地域の特徴を活かした再生可能エネルギーの導入  
・市民の参画による温暖化対策の推進  
・地域における環境教育ツールの拡充等  



1

市民参加型のＮＰＯ等が地方公共団体等と連携し、
河川や用水路等に、出資や寄付、設計検討への参
画、清掃や環境学習での利活用など運用段階の協
力等、市民の参画による小水力発電設備を設置する
取組に対し支援。

市
民

参画
環
境
省

設備整備
や活動を
支援

市民参画型小水力発電推進事業

市民参画型小水力発電推進事業

管路

 

小水力発電によ
る市民共同発電
実現可能性調査

小水力発電

全国ポテン
シャルマップ

用水路

【効果】
・小水力発電の普及促進
・地域の特徴を活かした再生可能エネルギーの導入
・市民の参画による温暖化対策の推進
（環境教育・エコツーリズム・清掃活動 等）
・地域における環境教育ツールの拡充等

◎関連施策への拡大
・自主参加型国内排出量取引制度（JVETS）の設備補助対象への追加
・エコツーリズムアドバイザーの派遣
・地方公共団体の施設における導入支援の拡充

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/4/4c/Omaruyosui_05a5179v.jpg


低炭素地域づくり面的対策推進事業（エネルギー特会）

2,390百万円（990百万円）

総合環境政策局環境計画課

・環境影響審査室

１．事業の概要

平成20年3月に閣議決定された京都議定書目標達成計画において、エネルギ

ー起源二酸化炭素排出削減対策のため「点から面へ」が掲げられており、都

市や地域の構造、公共交通インフラを含め、都市構造・社会構造を変革し、

低炭素社会を実現することとしている。

このため、平成20年6月に改正された地球温暖化対策推進法においても、地

域の自然的社会的条件に応じた地方公共団体の総合的かつ計画的な施策の実

施を充実するため、特例市以上での計画策定が義務づけられたところである。

また、政府では、温室効果ガスを大幅に削減する低炭素の地域づくりのモ

デルを我が国で構築し、国内外に広く発信・普及させていくために、平成20

年7月及び平成21年1月に環境モデル都市を選定したところであり、今後の取

組を加速させていくための具体的な支援策が必要となっている。

特に中長期の温室効果ガスの大幅削減を実現するためには、緑地の保全や

風の道の確保など、自然資本を活用しながら、公共交通の利用促進によるコ

ンパクトシティへの取組や未利用エネルギーの活用等、面的な対策群の実施

により都市構造に影響を与え、環境負荷の小さい地域づくりを実現する取組、

及び既存の省エネ設備やシステムの活用、熱等の相互利用ならびに最も効率

的な稼働の一元的管理により、街区等面的な視点からより効率的な二酸化炭

素排出量の削減を図ることが重要である。

また、全国各地の都市部で急速に行われている都市再開発に先立ち面的な

対策を取り入れて、温暖化事業評価を実施することにより、都市再開発の機

会をとらえて効果的に温室効果ガスの削減を行うことが可能となる。本事業

は以上のようなニーズに対応するものである。



２．事業計画

(１)低炭素地域づくり面的対策推進事業

低炭素型の地域づくりを行う地域を公募し、地方公共団体・地域住民・

NPO・事業者等が参加する地球温暖化対策地域協議会を組織し、CO2削減等に

係る目標の設定やCO2削減計画策定、そのために必要な調査やシミュレーショ

ン及び当該計画や環境モデル都市に位置づけられた事業に対して支援を行う

とともに、低炭素地域づくりのモデルとなる展開性に富むケーススタディを

選定し、今後都市機能の集約化において、低炭素型の都市構造を構築するた

めのモデルや設備の管理システム及び技術的、制度的課題の導出等について、

本事業により支援する。

計画期間：平成19～24年度の６年間(１地域あたり原則３年間)

(２)サステイナブル都市再開発促進モデル事業

低炭素地域づくりの一つのツールとして、公募・選定した都市再開発を行

う民間事業者に対し、事業設計及び温室効果ガス削減効果の評価等の支援を

行い、温暖化事業評価実施を通じた積極的なCO2削減を推進することで、都市

再開発を低炭素型に誘導する。

計画期間：平成21～23年度の３年間

３．施策の効果

地域づくりの計画や具体的事業に低炭素の概念を加え、シミュレーション

等を行うとともに効果的に面的対策を行うことで、全国の各地域を通じて実

効的なCO2削減の取り組みが実現でき、全国的な拡がりをもって確実なCO2削

減効果が期待できる。



低炭素地域づくり面的対策推進事業

① 低炭素地域づくり面的対策推進事業

【目的】 自動車交通需要の抑制、公共交通の利便性の向上、未利用エネルギーや自然資本の活用により、都市構
造や社会資本などの既存の「まちのかたち」そのものを低炭素型に変え、低炭素社会のモデルとなる地域づくりを
実現する。
－ 歩いて暮らせる拠点集約型地域・都市構造の構築

－ 風の道の確保や再生可能エネルギーの集中導入等、市街地再編に併せた徹底的な低炭素化

【22年度要求額 2,390百万円】

低炭素地域づくり計画

◆CO2削減目標の設定
◆目標達成のための施策
・自動車交通需要の抑制策
・公共交通機関の利便性向上策
・効率的な土地利用の促進策
・未利用エネルギーや再生可能エネルギーの活用
・エネルギーの効率的利用の促進策

・自然資本の活用による低炭素化 等

地球温暖化対策地域協議会
地方公共団体・交通事業者・大規模商業施設・地域住民 等

環境省 国土交通省支援 助言

＜22年度予算＞
◆委託 3.5億円
・委託先：地域協議会又は地域協議
会に参画する民間事業者

◆補助金 15.5億円【新規】
・交付先：計画又は環境モデル都市
に位置づけられた事業の実施者
・負担割合：１／２（最長3年）

CO2
削減
目標
の
設定

CO2 
削減
シ
ミュ
レー
ショ
ンの
実施

複数施
策を面
的に盛り
込んだ
低炭素
地域づく
り計画を
策定

以降次年度初年度

計画に
位置づ
けられ
た面的
な対策
の実施

【背景】 地球温暖化対策推進法改正（平成20年6月）

○地方公共団体実行計画に以下について盛り込む

・自然エネルギー導入の促進

・事業者、住民による省エネその他の排出抑制の推進

・公共交通機関、緑地その他の地域環境の整備・改善 等

○都市計画や農業振興地域整備計画などの施策の実施に反映 拠点集約型の都市のほうが運輸旅客部門の1人当たりCO2排出量が少ない

ICカード導入とCO2削減量の見える化
による公共交通機関の利用促進

コミュニティ・サイクルや
カーシェアリングの導入

トランジットモールやパークアンド
ライドの導入

再開発を機とした地域冷暖房
の導入

風の通り道や地域冷熱源と
なる緑地の確保

太陽熱供給システムを導入
した集合住宅の整備

0.87t-CO2/人 1.21t-CO2/人

※濃い色のほうが
人口密度が高い

（平成18年版
環境白書より）

（22年度要求額2,350百万円、21年度予算額950百万円）



① 中小企業工業団地、中・大規模集合住宅 の最適化システム
② 複数の業務・オフィスビルの最適化システム
③ 公共交通機関ターミナル等と周辺店舗・地下街・建物等の最適化システム
④ カーシェアリングやレンタサイクルの連携の最適化システム
⑤ 再生可能エネルギーの広域連携（木質ペレット等）

既存設備等を活用した効率的二酸化炭素排出削減の面的対策

【目的】 低炭素地域づくりのため、これまで進めてきた単体対策だけでなく、既存の省エネ設備やシステムの活用、
熱等の相互利用ならびに最も効率的な稼働の一元的に管理により、街区等面的な視点から、より効率的な二酸
化炭素排出量の削減を図る。
・ 低炭素地域づくりのモデルとなる展開性に富むケーススタディを選定

・ 低炭素型の都市構造を構築するためのモデルや設備の管理システム及び技術的、制度的課題の導出等

コミュニティ・サイクルや
カーシェアリングの一元
管理システムの構築

複数ビルを一体とした効率的
削減システムの構築

複数の中小工場を一体とし
た効率的削減システムの構
築

複数の集合住宅を一体とし
た効率的削減システムの
構築

最適管理システムの検討・
設計
技術・制度課題の抽出
計画立案

地球温暖化対策地域協議会
地方公共団体・ビルオーナー・交通事業者・大規模商業施設・ソリューション事業者等

環境省 国土交通省支援 助言

＜22年度予算＞
◆委託 4.5億円
・原則２か年事業

（１か年でも可）

・委託先：地域協議会又は地域
協議会に参画する民間事業者

地域選
定・既存
設備の
抽出

設備の稼働
状況の把
握、CO2 削
減可能量の
推計

最適管理
システムの
検討・設計

効率的削
減効果の
シミュレー
ションと推
計

以降次年度初年度

計画に
位置づ
けられ
た面的
な対策
の実施

ｹｰｽｽﾀﾃﾞｨ 事業の特徴

① 既存の設備の能力を最大限に活用
② ｶﾞｽ・電気の一元遠隔管理→低コストの管理サービス
③ 熱・冷温水の融通が可
④ 設備導入支援とは異なるシステム構築支援（ソリューション構築支援）
⑤ 運用システムの集中化→利用範囲の広域化

駅舎と周辺ビルを一体とし
た効率的削減システムの
構築



・再開発による都市環境への大きな影響の可能性

・業務部門における温室効果ガスの削減が喫緊の課題

・「環境モデル都市」構築支援の必要性

○サステイナブル都市再開発ガイドラインの策定（H20年6月）

・自主的な温暖化事業評価を通じ温室効果ガスの削減対策を徹底
・再開発による一連の建築物群を対象に、建築物単体への対策に加え、面的対策を推進
・温室効果ガスに係るミティゲーション（CDMクレジット、グリーン電力等）を積極的に導入

都市再開発の機会をとらえ、低炭素社会へ積極的に誘導

都市再開発に際して、積極的なCO2排出削減を図ろうとする民間事業者を対象に、温暖化対策
に係る事業設計、温室効果ガス削減効果の評価、温暖化対策の取組を住民等へ周知するため
の措置等の取組に要する費用について支援

特に都市再開発 に着目

○サステイナブル都市再開発モデル事業（H21 - 23年度）

民間事業者（デベロッパー等）の協力を得て、都市再開発における自主的な温暖化事業評価の具体的な方法
をとりまとめ。

低炭素地域づくりの一環として、都市再開発に着目し、そのプロセスに温暖化事業評価を取り入れ
ることにより、民間事業者による積極的なCO2排出削減を誘導する。

【目的】

【背景】

全国各地での急速な都市再開発

京都議定書第一約束期間

低炭素社会への転換

② サステイナブル都市再開発促進モデル事業 （22年度要求額40百万円、21年度予算額40百万円）



クールシティ推進事業 ２２３百万円(１８７ 万円)百

水・大気環境局 大気生活環境室
地下水・地盤環境室

１．事業の概要
(1)ヒートアイランド現象に関する実態把握及び適応策検討

ヒートアイランド現象のメカニズムの解明に向けた気温等の広域測定、
同現象による環境影響の定量的把握等を進めるとともに、影響に対する適
応策について検討する。また、ヒートアイランド対策の知見を広く普及し、
ヒートアイランド対策の推進を図る。

(2)環境技術を活用したヒートアイランド対策の検証
ヒートアイランド現象が顕著な大都市において、地方公共団体とも連携

し、水や緑等を活用したヒートアイランド対策の効果や環境影響の検証を
行う。

(3)熱中症予防情報の提供及びモニタリング
熱中症と暑熱環境の指標であるWBGT(湿球黒球温度)のモニタリングを行

い、予報値とともにインターネットを活用して提供し、国民の熱中症予防
を図る。

(4)モデル地域における未利用水・未利用エネルギーの有効活用検証(拡充)
モデル地域において未利用水・未利用エネルギーの有効利用手法の検証

を行い、クールシティの実現及び地球温暖化防止に役立てる。

(5)水・緑・風を活用したﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策地域ﾋﾞｼﾞｮﾝ策定ﾓﾃﾞﾙ事業(新規)
モデル地域において地域の関係主体と連携し、快適な熱環境を持つ環境

負荷の小さな都市の実現や、水と緑を活用したやすらぎ空間の創出等の観
点を盛り込んだ包括的なヒートアイランド対策ビジョンを策定し、その課
題や問題解決のプロセスも含めて情報発信することにより、関係主体の連
携の下での効率的なクールシティ創出の取組を全国に広げていく。

(6)ヒートアイランド対策シナリオ策定(新規)
大都市圏の熱環境の長期的な将来像をいくつかのシナリオに基づき検討

し、損失額も含めて目に見える形で予測するとともに必要となる対策実施
量を推定し、ヒートアイランド対策の必要性を幅広い層に訴えることで、
より早期のクールシティの創出を図る。

２．事業計画
H21 H22 H23 H24 H25

環境影響の定量的把握、気温等の広域測定、適応策検討

ヒートアイランド対策に関する普及啓発

環境技術を活用したヒートアイランド対策の検証

熱中症予防情報の提供及びモニタリング

ﾓﾃﾞﾙ地域における未利用水・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰの有効活用検証

水・緑・風を活用したヒートアイランド対策地域ビジョン

策定モデル事業

ヒートアイランド対策シナリオ策定

３．施策の効果
大都市の暑熱環境から国民の健康が守られる。また、定量的な対策目標に

基づき、より多くの主体がヒートアイランド対策に取り組むことにつながる。



○クールシティ推進事業

◇ヒートアイランド現象の定量的把握・
適応策検討

◇対策評価手法の確立

・都市の熱環境のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・効果測定
（地方公共団体とも連携） etc.

◇熱中症予防情報の充実

◇モデル地域における未利用水・未利用
エネルギーの活用（拡充）

◇水・緑・風を活用した地域ビジョン策定
モデル事業（新規）

◇2050年を視野に入れたヒートアイランド
対策シナリオ策定（新規）

○ヒートアイランド対策ガイドライン（平成20年度策定）

自治体等での対策計画の策定手法を提案、長期的・計画的実施の指針提示

○クールシティ中枢街区パイロット事業

◇全国11箇所のモデル街区（大都市中枢街区）

◇民間事業者の集中的なヒートアイランド対策
に対して補助（屋上緑化、風の道の対策等）

◇補助対象事業による効果検証

民間企業の
対策推進

得られた知見の
更なる蓄積

・自治体への対策推進
・対策効果の定量化

風の道に資する対策

環境省におけるクールシティづくりの取組



国連持続可能な開発のための教育 ＥＳＤ の１０年促進事業( )

２６８百万円（１５５百万円）

総合環境政策局環境教育推進室

１．事業の概要

持続可能な開発のための教育（ESD:Education for Sustainable Development）

とは、持続可能な社会の実現に向け、一人ひとりが社会の課題と身近な暮

らしを結びつけ、よりよい社会づくりに自ら参画するための教育を指す。

我が国提案により、平成17～26年の10年間が「国連ESDの10年」として国

連決議されたことを踏まえ、我が国では、ESDの国内実施計画(平成18年関

係省庁連絡会議決定)を策定し、その中で、(１)「高等教育機関における取

組」、(２)「地域における実践」を重点的に取り組むこととしている。

平成22年度は、「国連ESDの10年」後半期の開始年である。前半５年間で

培った、プログラム開発や手法・モデルの検討なども踏まえ、今後さらに

取組を促進させていく必要がある。そのため、コンソーシアム事業の本格

展開、東アジアの学生間交流、地域の登録制度の試行・運用等を行い、

「国連ESDの10年」の達成に向けた取組を促進する。

２．事業計画

(１)高等教育機関における取組

① 環境人材育成コンソーシアムの事業展開

産官学民の連携によるコンソーシアムの設立に向け、大学や企業職

員向けに活用できる教育プログラムの開発を行うとともに、インター

ンシップ派遣事業の試行的実施等を行う。

② アジア規模で活躍する環境リーダー育成支援

環境系の大学院において、アジアを中心に活躍する環境技術者、環

境政策立案者等の育成のためのプログラムを開発、実施。

③ 一般学生対象の環境教育プログラムの開発

全国の大学が利用可能な一般学生対象のプログラムを開発、実施。

④ 東アジアにおける大学間交流事業

日中韓の環境学生リーダーの交流事業を実施、共同プロジェクトの

検討や共同声明の採択等を行う。



(２)地域における実践

① ESD実施団体登録制度の構築

ESD実施団体の登録制度を立ち上げ、登録された団体に対する専門家

派遣や活動表彰等の支援を行う。

② ESDコーディネーターの育成

地域内の学校、NPO、企業、行政等の連携を促進し、地域のESDを

推進する「ESDコーディネーター」を育成するため、研修を実施する。

③ ESD推進フォーラムによるネットワーク形成

地方ブロック内のESDを推進する学校、NPO、企業、行政等関係者が

優良事例を学びあう会合の開催やESD団体登録制度の参加団体に対する

情報発信の機会提供等により、関係者間のネットワークづくりを行う。

３．施策の効果

高等教育機関における取組については、アジアを中心に活躍する環境リ

ーダーを育成する。人材受入側（産業界等）のニーズと環境大学院等が輩

出する人材のマッチングが促進され、企業等での環境人材の充実が図られ

る。

地域の実践については、地域単位・ブロック単位でESD関係者のネットワ

ーク形成及び優良事例の共有等がなされ、ESDの取組が全国的に促進される。

（年次計画）

H21 H22 H23 H24 H25 H26

<高等教育機関の取組>

①コンソーシアム 事業実施

②環境リーダー育成支援 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・実証

③プログラム開発 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開発・実証

④東アジア大学間交流 教員交流・青年ｻﾐｯﾄ等

<地域の実践>

①実施団体登録制度 制度検討・試行・運用

②コーディネーター育成 手法検討・試行・研修

③ESD推進フォーラム ①②と連携したネットワーク形成



国連持続可能な開発のための教育(ＥＳＤ)の10年促進事業

・環境人材育成にかかる意見交換の場の提供
・環境人材育成に係るデータベースの運営・公開
・企業・大学で活用できる環境教育プログラム開発
・インターンシップ仕組みづくりの試行的実施

産学官民連携コンソーシアム

アジアを中心に活躍す
る環境リーダー育成

・ 環境系大学院を
対象とし、アジアで
活躍する環境リー
ダー育成のプログラ
ム開発・実施

・ 全学部・大学院

を対象とした環境
教育プログラムの
開発・実施

一般学生向けプ
ログラム開発等

東アジアでの
学間交流事業

・中国との、大学
教員交流事業
・日中韓の青年団
体を集めた環境青
年サミットの開催

一体的な

取組

持続可能な開発のための教育（ESD:Education for Sustainable Development）とは、持続可能社会の実
現に向け、一人ひとりが社会の課題と身近な暮らしを結びつけ、よりよい社会づくりに参画するための教育
我が国提案の「国連ESDの10年」が国連決議され、現在世界各国で集中的に取組が推進中
日本は国内実施計画を策定し、「高等教育機関における取組」･「地域における実践」を重点的に取組

高等教育機関
における取組

地域における
実践

既存の環境教育・環境 保全活
動等をＥＳＤの視点で捉え直す

ESD実施団体登録制度

多様な関係者を結びつける担
い手を育成する

ESDコーディネーター育成

地方ESD推進フォーラム



環境影響評価技術調査費 ７０百万円（４９百万円）

総合環境政策局環境影響評価課

１．事業の概要

環境影響評価法第51条において「国は、環境影響評価に必要な技術の向

上を図るため、当該技術の研究及び開発の推進並びにその成果の普及に努

めるものとする」とされており、これを達成するためには、最新の科学的

知見に基づいた調査・予測・評価の技術、予測・評価のモデル等の開発及

び改良、環境保全措置に関わる技術について開発等を進めるとともに、そ

の効果について適切に評価し、情報提供を継続して行っていくことが必要

である。このため、環境影響評価に必要な最新の技術手法の調査を行い、

その成果の普及に努める。

平成22年度は、新たに、生態系の面的情報を活用した戦略的環境アセス

メント等の早期段階における生物多様性分野の調査・予測手法の検討や、

環境アセスメントにおいて実効的な環境保全措置として活用できるよう、

生物多様性分野の代償措置の内容、効果、不確実性等についての調査及び

評価手法の検討を行う。

２．事業計画

○環境影響評価技術手法調査（継続）

・分野・系全体に関わるテーマを対象に技術手法を開発するもの。

・水環境分野（H20-H22）、大気環境分野（H21-23）の技術手法を検討。

○未確立環境影響予測モデル検討調査（拡充）

・個別の環境要素の観点から予測モデルの技術手法を開発するもの。

・土壌環境（H20-H22）、生物多様性（H21-H23）の技術手法を検討。

○温暖化防止最新技術大規模事業に係る環境影響評価技術手法検討調査（継続）

・「放射性廃棄物処分事業」及び「CO2回収・貯留技術（CCS）」について

技術手法を検討。（H21-H22）

○（新）代償措置に関する評価手法調査

・代償措置の内容、効果、不確実性等の調査、及び評価手法の開発(H22-

H23)。

３．施策の効果

予測・調査・評価及び環境保全措置に係る最新の技術手法が導入される

ことにより、環境影響評価がより適切に行われ、事業に係る環境の保全に

ついて適切な配慮に資する。



環境影響評価技術調査費 69,939千円（ 48,531千円）

【継続】22,321 （ 22,873）
（千円）

分野・系全体に関わ
るテーマを対象に技
術手法を開発

○環境影響評価
技術手法調査費

・水環境分野
・大気環境分野 （PM2.5
関連）
に係る技術手法の検討

（継続）

【拡充】 21,692（ 12,120）
（千円）

個別の環境要素の観
点から予測モデルの
技術手法を開発

○未確立環境影響
予測モデル検討調

査費

・土壌環境 （継続）
・生物多様性の機能の観
点からの検討 （継続）
・生態系の面的情報を用
いたＳＥＡ段階等の早期
段階における調査・予測
手法の検討 （拡充）

【継続】14,686（ 13,538）
（千円）

温暖化防止のために推
進すべき事業・技術に
係る技術手法を開発

○温暖化防止最新技
術大規模事業に係る
環境影響評価技術手
法検討調査費

・放射性廃棄物処分場
・CO２回収・貯留技術

(CCS)
に係る技術手法の検討

（継続）

○代償措置に関す
る評価手法調査

【新規】 11,240（ 0）
（千円）

代償措置を的確に評
価するための手法の
開発

・生物多様性分野の代
償措置の内容、効
果、
不確実性について国
内外の事例等の調
査
・代償措置の評価手法
の検討



（新）火力発電所リプレイス促進モデル事業等
（一般会計・エネ特会） ６９百万円（０百万円）

総合環境政策局環境影響審査室
１．事業の概要
近年、温暖化対策に関する社会的な要請が極めて高くなっており、環境影

響評価法に基づく発電所事業の審査においても、温暖化対策の観点からの厳
格な対応が求められている。火力発電所から発生する二酸化炭素は、我が国
の温室効果ガス排出量の大きな部分（約３割）を占めており、その削減は喫
緊の課題である。このような状況の中、平成21年５月には、（仮称）小名浜
火力発電所の建設に関する環境影響評価準備書に対して、「温暖化対策上問
題があり、今回の環境影響評価の前提となった計画内容については是認しが
たい」との異例の厳しい環境大臣意見が提出された。
温暖化対策を進めていくには、老朽化した性能の悪い施設を、最先端の効

率の良い施設に置き換えていくことが極めて有効であり、これによって約16
00万ｔ／年（リプレイスで排出原単位が２割改善すると仮定。）の二酸化炭
素が排出削減できると推計される。
リプレイスの際には、環境アセスメントを行う必要があるが、現在は、そ

の手続に新設の場合と同様の時間と労力を要しており、その手続を合理化す
ることが、事業者からも強く求められている。
また、一方で、環境省における火力発電所の新設やリプレイスの審査の際

に整合を図るべき温室効果ガス削減に係る具体的な国の中期的な計画が無い
ため、十分踏み込んだ審査ができない現状にある。このため、環境アセスメ
ント手続を合理化するとともに、その審査を高度化するためのモデル事業の
調査検討を行い、火力発電所のリプレイスを通じた温室効果ガスの削減を効
率的に推進する。

２．事業計画
（１）火力発電所リプレイス促進モデル事業（エネ特会）
具体的なリプレイス計画について手続を合理化した環境アセスメントを行

うためのモデル事業を実施するとともに、この手法をとりまとめたマニュア
ルを作成することを通じて、火力発電所のリプレイスを促進する。

（年次計画）

平成22年度 平成23年度

・石炭火力発電所
・その他（LNG等）の火力発電所



（２）火力発電所環境影響審査高度化調査費（一般会計）
二酸化炭素の排出に大きな割合を占める火力発電所を対象に、既存施設の

実態や最新鋭の設備導入による二酸化炭素削減可能性を踏まえ、温暖化防止
の観点から審査を高度化する上で十分な検討を行うために必要な調査を行う。
また、中期計画と整合する個々の事業・設備が満たすべきレベルや事業者に
求めるべき措置についても検討を行う。

（年次計画）

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

・既設火力発電所に係る実態と対策可能性の把握
・中期計画に適合する電気事業における火力発電所の対
策の検討
・中期計画に適合する製造業における火力発電所の対策
の検討（自家発電）

３．施策の効果
火力発電所のリプレイスに係る環境影響評価手続の合理化を通じて、より

環境性能の高い施設への効果的なリプレイスが促進される。また、環境影響
評価法等に基づく環境影響評価の審査の高度化を通じて、温室効果ガスの中
期的な削減計画と整合した形で、火力発電所における十分な温暖化対策が徹
底される。これらにより、発電に伴う二酸化炭素排出量の大幅な削減に資す
る。



火力発電所からのCO2排出量 約４億２０００万トン
→我が国の温室効果ガス排出量の約３０％。うち、石炭火力発電所の排出量は、半分の約２億トン。

極めて多量。リプレイスによる削減余地大

温暖化対策
の強い要請

・長期目標2050年
80%削減

・中期目標2020年
15%削減

【アセス審査上の課題】

（新）火力発電所リプレイス促進モデル事業等 【69,126千円（0千円）】

我が国の温室効果ガスに占める電力由来の割合

○設置後25年以上経過している発電設備
・石炭火力発電所：
約700万kW（CO2排出量3,700万トン相当）
・LNG火力発電所：
約2,400万kW（CO2排出量4,200万トン相当）

最高水準の環境性能
の施設にリプレイスす
ることが急務

国において、中期目標と整合を図りつつ、最高水準の
環境性能の施設が計画されるようアセス審査を高度化
するための調査・検討

※リプレイス=最新鋭の設備に更新する
こと。
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石炭火力発電所の設置年別出力 LNG火力発電所の設置年別出力

リプレイスであっても
審査に長期間を要す
る。

事業者に求めるべき

水準が明確でない。

整合を図るべき国の

中期計画がない。

事業者が行う手続を合理化したモデル事業を実施し、
マニュアル化

【事業の概要】

約1600万トン/年のCO2排出削減
(リプレイスで原単位が２割改善の場合)

（新）火力発電所リプレイス促進モデル事業（エネ特会）

（新）火力発電所環境影響審査高度化調査費（一般会計）



（新） １０６百万円(０百万円)ｱｼﾞｱ・ｺﾍﾞﾈﾌｨｯﾄ・ﾌｫｰﾗﾑ構築事業

水・大気環境局総務課

１．事業の概要

世界規模の地球温暖化対策と新興途上国における喫緊の課題である環

境汚染防止対策を同時に実施するコベネフィット・アプローチは、急速

に発展しつつあるアジアの各国が温暖化対策へ参画するために有効であ

り、温暖化対策の国際交渉、G8環境大臣会合等においてもその重要性が

強調されている。このため、我が国では具体的な取組の推進のために、

これまで中国等に対し本アプローチによる協力を進めてきた。気候変動

に係る次期枠組みに向け、更なるコベネフィット・アプローチの加速的

な拡大を図るための連携基盤として、フォーラムの形成が必要とされて

いる。

この具体化に向けて、アジア地域内における大学、研究機関、産業界、

行政機関との連携強化を図りつつ、以下の事業に取り組む。

①コベネフィット政策の推進

アジア諸国における環境保全に係るマスタープランの策定支援及

びコベネフィット型事業の事案発掘調査。

②コベネフィット情報発信

フォーラム構築のための準備会合及び人材育成のためのセミナー

等の開催。

③コベネフィット効果把握手法の在り方検討

途上国における測定・報告・検証可能（ＭＲＶ）な行動を推進す

るためのコベネフィット・アプローチを通じた定量的な環境改善効

果の把握手法の検討。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

①コベネフィット政策の推進

②コベネフィット情報発信

③コベネフィット効果把握手法の在り方検討

３．施策の効果

コベネフィット型プロジェクトの実施推進により、日本として温室効

果ガス削減と水質汚濁、大気汚染、廃棄物の環境問題の解決に貢献する

こと及びそれらの新興途上国において日本の技術や人材が長期的に活用

されることを目的としたコベネフィット・フォーラムを構築する。



コベネフィット・アプローチによるアジア諸国への国際貢献
～アジア・コベネフィット・フォーラム構想～

地方自治体

大学

国際援助機関

【技術協力、資金協力】

基礎研究･
人材育成

案件発掘・
形成

技術移転
( モデル事業)

《教育・研究者市場》

•将来課題発掘
及び分析研究

•コベネ分野の
教育・人材育成

① 環境汚染（公害）問題を喫緊の課題とする途上国にとって有効なコベネフィット・アプローチの推進
②日本が技術とノウハウを有する公害対策のアジア協力による雇用創出と市場開拓
③ 多様な主体との連携（フォーラム）とコア組織（プラットフォーム）を通じた途上国支援
④人材育成、プロジェクト発掘、技術移転を同時併行（将来的な持続性を重視）

コベネ技術
の本格展開

産業界

国内ODA機関

《研究者・専門家市場》

•コベネプロジェクトの
発掘、プロジェクトFS

•コベネ技術の研究開
発（R&D)

《専門家・企業市場》
•コベネ技術の移転、
普及展開モデル事業（ex.燃焼改善、水処理、廃棄物管理）

•コベネ新技術適用・
実施モデル事業

【資金支援、市場参加】

＜アジア・コベネフィット・フォーラム＞

（OB人材の雇用創出）

（教育者の雇用創出）

（ビジネス機会の拡大、雇用創出）

（国際協力資金メカニ
ズムのグリーン化）

（ODAとの連携）

フォーカルポイント機能

国立等の研究所
（科学情報、評価）

＜コベネフィット・プラットフォーム＞

《大規模市場開拓・形成》

（技術情報基盤）

国際機関



コベネフィット型都市開発情報整備費）（新）国連大学拠出金（

百万円(０百万円)１００

水・大気環境局総務課

１．事業の概要

環境汚染問題と温暖化問題の両者に同時に貢献する取組であるコベネフ

ィット・アプローチは、新興途上国も温暖化対策へ参画するために有効で

ある。とりわけ、一旦成立すると長期間にわたって環境負荷の排出が固定

されてしまう都市の形成に当たっては、発展過程において、低炭素、低公

害化の配慮を入れ込むことは極めて重要である。このため、急速に都市化

が進展し、公害やエネルギー消費が増大するアジア各国等の状況を踏まえ、

コベネフィット型都市開発が実施されるような基盤づくりを目指し、持続

可能な都市開発について豊富な知見やネットワークのある国連大学を通じ

て、以下の事業を行う。

①都市情報の収集・分析

アジア各国におけるコベネフィット型開発に向けた基礎情報の収集

及び都市の発展情報や環境問題の状況についての意見交換・分析。

②都市計画・都市政策のコベネフィット効果分析

日本のモデル都市を対象としたコベネフィット効果の評価手法の開

発。また、当該効果を統一的な指標で評価するための指標の開発。

③コベネフィット型政策・計画情報の整備

②の評価指標を用いた事例の効果分析、評価によるコベネフィット

型都市開発の参考資料としての整理。アジア各国の専門家との知見の

共有。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25～

①都市情報の収集・分析

②都市計画・都市政策のコベネフィット

効果分析

・コベネフィットの評価手法開発

・統合的なコベネフィット・評価指標開発

③コベネフィット型政策・計画情報の整備

３．施策の効果

コベネフィットの評価手法とアジア各国等におけるコベネフィットの

ある都市計画・都市政策の発信により、低炭素・低公害を実現したコベ

ネフィット型の都市開発を推進する。アジア各国等の途上国におけるコ

ベネフィット型の都市開発計画の立案及び途上国における適切な緩和行

動のモデルとして活用する。



コベネフィット型都市開発情報整備事業

途上国の喫緊の課題である環境汚染問題と温暖化問題に同時に取り組むコ
ベネフィット・アプローチは、途上国にとってニーズのある対策アプローチ

日本の都市を例に取り、水・大気環境と温暖化対策を同時に達成するコベネ
フィット対策の効果評価についての研究等を実施
発展途上にあるアジア各国等の持続可能な開発に貢献

アジア各国等における都市計画及び
次期枠組みで今後想定される

NAMA*等に反映

対象分野（例）：
○水環境保全
○大気環境保全
・固定発生源対策
・環境的に持続可能な交通

○ヒートアイランド対策 等
に係る政策・都市計画による

温室効果ガスの削減（緩和）効果
やその他のコベネフィット

*NAMA: Nationally Appropriate Mitigation Action. 温暖化交渉において議論中の途上国における緩和行動

（例）用途地域の効果的な配置配分、低炭素な交通システム等の都市インフラ
の整備、工場・事業場等の効果的な配置、コージェネレーションシステムの効果
的な活用、都市における熱管理（ヒートアイランド対策）、効率的な水利用 等

都市情報の

収集・分析

都市計画・都市政策のコベ
ネフィット効果分析

・コベネフィットの評価手法開発

・統合的なコベネフィット指標開発

コベネフィット型政策・計画情報の整備



（新） １９百万円（０百万円）中国における大気汚染対策協力事業

水・大気環境局大気環境課

１．事業の概要

近年、わが国における光化学オキシダント濃度レベルの上昇傾向や注意報

微小粒子状物質（PM2.5）のバックグランド濃度のの発令地域の広域化、

について、中国等アジア大陸の大気汚染物質の排出量増大に伴高濃度傾向等

う我が国への越境移流が指摘されている。

中国においては、日中環境汚染対策に関する局長級政策対話等により

環境汚染対策に関する協力を進めてきているが、本年３月、同局長級対

話においてNOxの総量規制に関する共同研究を合意したところ。

このような状況を踏まえ、日本のNOx総量規制や低NOx燃焼技術・脱硝

技術といった日本が有する制度・技術・ノウハウの活用により、中国に

おけるNOxの排出量削減協力のためのセミナーの開催や、中国における大

気汚染対策の強化に向けた調査・研究を実施する。

また、日本の公害経験の実態や未然防止、被害救済などの情報を中国

等に提供、意見交換を行うことにより、当該国における大気環境対策に

資するものである。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

①セミナーの開催

②調査・研究の実施

③大気汚染経験情報発信

３．施策の効果

NOxは光化学オキシダントや微小粒子状物質（PM2.5）の原因物質であ

り、中国における大気汚染対策に資するとともに、我が国における光化

学オキシダント対策、粒子状物質の削減対策に資する。



●光化学オキシダント（主にNOxやVOC等が原因の大気汚
染物質。同時に、温室効果ガス。）

濃度レベルの上昇
注意報発令地域の広域化
極めて低い環境基準達成率

中国における大気汚染対策協力事業

現状

中国等アジア大陸から
の越境汚染が懸念

光化学オキシダントや粒子状物質
（SPM, PM2.5）の原因物質であるNOx
の中国における排出量削減協力

セミナー開催
共同研究（モデル事業の実施等）
大気汚染経験情報発信

第12次五カ年計画
（2010年度～）にお
けるNOx総量削減

日本が有する制度・技術・
ノウハウを活用

日本のNOx総量規制
低NOx燃焼技術や脱硝
技術
公害経験の普及啓発

日本国内及び中国の大気汚染状況の改善

日中NOx総量削減協力中国 日本



（新）アジア３Ｒ事業化・制度化モデル事業推進費

１３５百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

アジアの途上国では、適正な廃棄物処理及びリサイクルを進めるための

制度の構築や運用、技術の移転が不足している。このため、我が国の制度

や経験の情報を行政当局に提供するとともに、現地の実情を踏まえた日本

企業等が有する技術の展開を目指した廃棄物回収やリサイクルのための社

会的システムのモデル事業をアジアの3カ国を対象に実施する。

また、特に、日中の環境大臣が合意した川崎市と中国瀋陽市の間の循環

経済産業の発展を通じた環境にやさしい都市の構築に係る協力を推進する

ため、我が国の技術を活用した廃棄物・リサイクル事業の形成を支援する。

２．事業計画

①アジア３Ｒ事業化モデル事業

・我が国の廃棄物・リサイクルに関する法制度、技術指針等の情報、実

施経験等を提供する専門家セミナーをモデル事業対象国で開催する。

・廃棄物・リサイクル技術の途上国への適用可能性の調査を行う。

②川崎市・瀋陽市協力構築支援事業

中国瀋陽市における我が国の技術を活用した廃棄物・リサイクル事

業の形成を支援するため、対象技術の現地での適合性の調査及び技術

導入の実施可能性調査並びに対象技術の導入に対応する制度・政策の

検討及び現地関係当局への提言を行う。

次年度以降は、モデル事業についてフィージビリティー調査の実施、モ

デル事業の試行へと進めていく。

３．施策の効果

我が国の廃棄物・リサイクル対策の情報、経験を活用した途上国におけ

る適切な廃棄物対策システムの構築や、我が国企業が有する技術の途上国

への普及拡大につながることが期待される。



アジア３Ｒ事業化・制度化モデル事業推進費

アジアにおいて我が国の経
験や技術を活用した廃棄物
回収やリサイクルのシステ
ムの構築を支援

・我が国の制度、技術に関するセミ
ナー開催による知見や経験の提供

・我が国の技術の適合性調査、モ
デル事業支援

・瀋陽市への技術導入のための
適合性調査

・技術導入のための政策的対応
策の提案

アジアの途上国現地の廃棄物問題の実情や日系企業のニーズ等を踏まえた廃棄物リ
サイクルのためのシステム作りが求められている。



（新）持続可能な資源利用に関するアジア太平洋地域共同研究拠出金

１００百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

アジア太平洋の各国においては、循環型社会の構築に向けた政策立案の基

礎となる科学的知見が大きく不足している。例えば、国際的な循環資源の移

動や各国内での資源循環の実態が十分明らかにされていないために、有用な

資源の流出や、輸入国の制度・技術が未成熟であること等による環境汚染の

発生といった負の影響を緩和するための政策手段の検討が十分進められてい

ない。また、資源の有効利用に伴う温室効果ガスの排出抑制効果に係る科学

的知見の不足により、循環型社会及び低炭素社会づくりに相乗的に効果を発

揮するコベネフィット型政策措置の検討が遅れている。

こうした状況を踏まえ、同地域における資源利用に伴う環境負荷の低減・

有効利用を促進する科学的知見の充実を図るため、アジア太平洋地域におけ

る科学的能力の向上等を目的に設立され、アジアにおいて地球温暖化関連研

究等の推進において実績を上げている「アジア太平洋地球変動研究ネットワ

ーク」(APN)を通じて、国際研究協力及び途上国の科学的能力の向上を推進す

る。

２．事業計画

アジア太平洋地域における資源の有効利用及び付随する環境負荷の低減を

進めるため、ＡＰＮに拠出を行い、アジア太平洋地域における研究の状況・

ニーズを把握した上で、共同研究及び能力開発を推進する。テーマとしては、

主に国際的な循環資源の移動実態の把握、物質フロー分析、資源利用に伴う

環境影響の評価、資源の有効利用による温室効果ガス排出抑制効果の評価等

に重点を置く。

３．施策の効果

アジア太平洋において、広く循環資源等の物質面の有効利用や環境負荷の

低減に関する知見を充実することにより、各国における循環型社会実現に向

けた政策の検討や導入のための基礎情報が充実することが期待される。



 

 

 

 

・京都メカニズムを利用した公害対策と温暖化対策のコベネフィット実現支 

援等事業調査 

・アジア新エネ・省エネプログラムCDM 事業調査 

・京都メカニズム相談支援事業 

・京都メカニズムを利用した公害対策と温暖化対策のコベネフィットの実現 

等に関する途上国等人材育成支援事業 

 

818 百万円（818 百万円） 

地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 

１．事業の概要 

○政府による必要クレジット量の確実な取得に資するとともに、温暖化対策

と同時に途上国等における公害対策等にも資する、いわゆる「コベネフィッ

ツ」（相乗便益）を達成する対策を実施する。 

 

２．事業計画 

○新エネを含めたCDM/JIプロジェクトの実現可能性調査を公募により行う。 

この際、次期枠組みを視野に入れた新規方法論開発等に配慮する。 

○CDM/JIプロジェクトの措置等について、ウェブサイト上における民間事業

者向け情報発信や個別相談を行う。 

○CDM・JI・GIS プロジェクトの発掘や形成を促進、プロジェクト案件の自治

建設のため、事業が行われるホスト国における京都メカニズムの理解を深

めるとともに、ホスト国が京都メカニズムの参加資格を満たせるよう、DOE

の能力構築支援も含めた体制整備支援を行う。 

 

３．施策の効果 

○途上国等にコベネフィッツを目指すプロジェクトの有効性を証明すること 

ができ、我が国の民間事業者がプロジェクト実施に当たって途上国等の協 

力を得られやすくなる。また、我が国の安価なクレジット調達にも資する。 

 

 

京都メカニズムを利用した途上国等における公害対策等と温暖化対策のコベネ

フィット実現支援等事業（エネ特会）         1,718 百万円（1,284 百万円） 

Ⅰ. 



Ⅱ  コベネフィットＣＤＭモデル事業 

                                           900 百万円(466 百万円) 

                           水・大気環境局総務課、地下水・地盤環境室 

１．事業の概要 

  アジア各国では経済発展に伴い、大気汚染、水質汚濁等の環境問題も顕

在化しつつある。このようなアジア各国が国内に抱える環境問題の解決と

温暖化対策としてのＣＤＭクレジットの取得を同時に実現するためのコベ

ネフィットＣＤＭ事業を推進する。 

 

○補助事業の内容 （補助額 900 百万円） 

  コベネフィットを実現するＣＤＭプロジェクトに対して、発生するクレ

ジットの５０％～１００％を政府口座に無償移転することを条件に、初期

投資額の１／２を補助する。 

 

２．事業計画 

 公募により、毎年数件のモデル事業を選定し、実施する。 

 

３．施策の効果 

○本事業を通じて発生した排出権の一定割合（50-100%）が政府に無償で移転

されるため、日本の温室効果ガス排出削減目標の達成に貢献する。 

○途上国にとって喫緊の課題である環境汚染対策を日本の低炭素・低公害型

技術を通じて推進し、我が国が大きく貢献することになる。 

○排出量が伸びつつある途上国に対して、コベネフィット・アプローチによ

る具体的な事業支援を全面に打ち出すことにより、途上国の温暖化対策へ

の理解や関与を引き出し、積極的な参加を促すことができる。 

 

 

　Ｈ２０ 　Ｈ２１ 　Ｈ２２ 　Ｈ２３ 　Ｈ２４

コベネフィットＣＤ

Ｍモデル事業

　　

　（２件）

　（１件）

　（４件）



○クレジットの安定供給 ○ホスト国における 「コベネフィット」の実現
○次期枠組みに向けた検討 ○京都メカニズムの改善に資する案件促進、方法論開発

京都メカニズムを利用した途上国等における公害対策等と
温暖化対策のコベネフィット実現支援等事業（エネ特）

国家の開発ニーズ

環境保全対策 気候変動対策

地球環境問題コベネフィット

コベネフィット

「コベネフィット」実現に向けた案件形成促進を目指
すFS調査をアジア・アフリカ諸国で実施。

早期普及が期待できる対策技術に関する事業の実
現可能性を調査し、PDDを作成。

事業者向けにメカニズム関連情報の収集、発信、提
供。個別相談にも応じる

途上国(ホスト国)政府・民間事業者向けのCDM/JI
運営能力向上支援。

当初の目的

＋

コベネフィット・アプローチに
基づくCDM/JI案件の形成促進支援

構成

事業

事業の効果

我が国が
取得可能な
クレジット量
増加を図る

－温暖化対策を実施し、同時に開発途上国の開発のニーズ・環境保全
対策を達成することのできる取組を指す。

－経済社会開発のプライオリティが高い途上国において、国や地方の
開発対策・環境保全対策の推進という側面から温暖化対策を実施し
ていくことにより、複数の便益のある取組を促進することができる。



コベネフィットCDMモデル事業

事業内容

発生するクレジットの50～100％を無償移転することを条件に、コベネフィットを実現するCDMプロジェ
クトの初期投資の１／２を補助。

ホスト国

プロジェクト事業者

クレジット移転契約
（50～100％）

初期投資の1/2補助

初期投資
技術提供支援

クレジット移転
管理契約

コベネフィットＣＤＭモデル事業スキームの例想定されるコベネフィット対策の対象分野

コベネフィッ
ト対象分野

対策活動 環境保全便益 温暖化対策便益

大気汚染

燃焼の改善
大気汚染物質
（SOx、NOx、
煤塵）の減少

温室効果ガス排
出削減

燃料転換

交通対策

水質汚濁
ヘドロ等からの
温室効果ガス発生防止

水質改善、悪
臭防止

廃棄物

適切なごみ埋立
廃棄物の適正
処理

バイオマス廃棄物活用
廃棄物量の
減量

国内プロジェクト事業者

環 境 省

【マレーシア】 マレーシア国における閉鎖処分場の温室効果ガス排出削減に伴う環境改善計画
（平成21年度実施例）

温暖化対策
温室効果ガスの排出削減

環境汚染対策
廃棄物処理場の安定化・安全閉鎖

浸出水の水質改善
悪臭改善

現地調査事業対象の廃棄物処分場

本事業は、嫌気性状態である廃棄物処分場を準好気性
に改善することで、廃棄物処分場から排出される温室効
果ガスを削減するとともに、廃棄物処分場の安定化、浸
出水の水質改善及び悪臭防止等の環境汚染対策を図る。

国内の緊急課題

環境汚染
対策

気候変動
対策

国際的な重要課題
（地球環境問題への対応）

コベネフィット

＜大気汚染＞
• 工場等の燃焼効率改善
• 持続可能な交通（EST）の実現

＜水質汚濁＞

・工場・事業場等からの排水の残渣からのメ
タン回収利用

＜廃棄物問題＞
・都市ごみのコンポスト化
・埋立地における準好気性システムへの転換

温室効果ガス削減と環境汚染対策とを同時に達成する取組



 

 

 

地球環境局総務課 

１．事業の概要 

 再生可能エネルギーの開発とグローバルな普及促進を目的として、平成

21年１月、「国際再生可能エネルギー機関（IRENA）」の設立が国際的に

合意され、日本は平成21年６月の設立準備委員会において、設立憲章に署

名した。平成22年度中には設立憲章が発効し正式に設立する見込みであり、

日本は加盟国として分担金の負担を求められる。 

 温室効果ガス濃度の安定化や低炭素社会への移行に向け、再生可能エネ

ルギーの果たす役割は極めて重要であることから、環境省も日本政府の一

員として、分担金の拠出を行い、環境先進国としてこの分野をリードして

いく必要がある。 

 

２．事業計画 

・加盟国として求められる分担金の負担 

・IRENAは、環境保全、気候保護、経済成長、持続可能な開発、エネルギ

ーの安定供給などを図りつつ再生可能エネルギー（太陽光、風力、バイオ、

地熱、水力及び海洋エネルギー）の導入と持続可能な利用の促進等を目的

としており、この目的のため、加盟国の再生可能エネルギー促進政策に関

する助言、技術移転・キャパシティビルディング、国際的な基準づくりへ

の参加等を行うこととしている。 

 

３．施策の効果 

 憲章署名国の責務として、その活動を着実にサポートし、世界的な低炭

素社会の実現に貢献するとともに、我が国の優れた再生可能エネルギー技

術の活用・普及を国際的に促進することにより、我が国の関連産業を一層

活性化し、国内における再生可能エネルギーの一層の普及促進に繋げる。 

 

 

 

（新）国際再生可能エネルギー機関分担金（エネ特）    ５２百万円（ ０百円） 



（新）国際再生可能エネルギー機関分担金（エネ特） 52百万円（0）

○加盟国として求められる
分担金の負担。

事業内容
○世界的な低炭素社会の実現に貢献

○我が国の優れた再生可能エネルギー技術の一
層の活用・普及

○国内関連産業の活性化

○国内における再生可能エネルギーの一層の普
及・促進

施策の効果

○温室効果ガス濃度の安定化や、低
炭素社会への移行が喫緊の課題

○再生可能エネルギーの開発と世界
的な普及促進が急務

背景
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
め
ぐ
る

国
際
的
な
動
き

○太陽エネルギー、風力、バイオ、地熱、水力、海
洋利用等の再生可能エネルギーの持続可能な
方法による利用促進が目的。

○再生可能エネルギー促進政策に関する助言、技
術移転・能力開発、国際的な基準づくり等。

○平成21年1月26日、本機関設立の根拠となる
「国際再生可能エネルギー機関憲章」を採択。

○我が国は平成21年6月に同憲章へ署名（2009年
7月現在、136ｹ国が署名）。

○事務局はアブダビ（アラブ首長国連邦）に設置。

○平成22年に正式に設立の見込み。

国際再生可能エネルギー機関
（IRENA）

運営準備委員会第2回会合（エジプト）



（新）アジア諸国等における土壌環境保全協力推進費

２０百万円(０百万円)

水・大気環境局土壌環境課

１．事業の概要

近年、中国、タイ、ベトナム等のアジア諸国では、急速に進む工業化に伴

い、工業由来の汚染物質による農用地及び市街地の土壌汚染、土地利用に起

因する土壌劣化も深刻化しているものとみられる。現状においては、人の健

康影響等が現れてないとしても、長期的なばく露影響等に鑑みると、汚染状

況の適確な把握、適切な対策によるリスク管理が図られなければ、将来的な

人の健康被害あるいは農産物への悪影響などを引き起こすおそれが高い。ま

た、大規模な農業生産の拡大等に伴う土壌劣化への対策も重要な要素となっ

てくると言える。

このため、各国（中国、韓国及びASEANを想定）における土壌汚染等の状況、

人及び農産物などへの影響、農業生産活動等に伴う土壌劣化について実態調

査を行うとともに、有識者及び相手国の行政関係者、調査・対策の専門家等

の参集の下、ワークショップを開催し、各国の現状評価、課題の整理を進め

るとともに、今後の土壌環境保全に向けた対応方策について検討する。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

○アジア諸国等の土壌問題に係る実態調査

○農業生産活動等に伴う土壌劣化に係る実態調査

○ワークショップ開催

○国際協力等の在り方の検討

３．施策の効果

アジア諸国等における土壌汚染や土壌劣化の実態やそれらに起因する健康

リスクや社会的な損失等について共通理解が図られる。また、実態が把握さ

れ、具体的な対策に向けた行政的・技術的課題が明確になることで、潜在的

な土壌環境問題への対応方策の検討を進めることができる。これにより、農

業活動による環境負荷指標の開発や相手国・地域の実態に応じた国際協力の

あり方等について提案することが可能となる。



わ

アジア諸国等における土壌環境保全協力推進費

・土壌汚染や土壌劣化の実態等の把握により、潜在的な
土壌環境問題への対応方策の検討が可能
・実態に応じた国際協力のあり方等の提案が可能

近年、途上国において農用地及び市街地の土壌汚染、
土地利用に起因する土壌劣化が深刻化。
適切な対策が図られなければ将来的な人の健康被害、
農産物への悪影響などを引き起こす可能性が高い。

これらの問題を解決するため各国（日中韓及びＡＳＥＡＮ
諸国を想定）とのワークショップ等を開催し、各国における
土壌環境保全に向けた対応方策について検討する。

アジア諸国の土壌問題
に係る実態調査
○現地汚染サイトでの土壌
汚染調査
○文献調査、実態ヒアリング

農業生産活動に伴う土壌
劣化に係る実態調査
○土壌汚染による農産物への
影響、土壌劣化についての
実態調査

ワークショップ、シンポジウ
ムの開催
○課題の整理、途上国に
おけるニーズの把握
○対策推進の方向性の検討



 

 

地球環境局環境保全対策課 

１．事業の概要 

地球規模の環境問題である森林減少の進行を食い止めるには、持続可能な森

林経営を促進することが重要であるが、これを阻害する原因の一つとして、違法伐

採が指摘されている。 

違法伐採対策として、これまでグリーン購入法による政府調達の対象を合法

性・持続可能性が証明された木材とする措置を開始（平成１８年４月）するなどの

取組をしてきているが、さらに我が国の今後の違法伐採対策を充実するため、違

法伐採された木材を国内市場から排除するためにＥＵ、米国などの木材輸入国が

実施する違法伐採対策について継続的に調査し、国内での実施可能性の検討を

行う。また、中国、インドなどの開発途上国における違法伐採を市場から排除する

ための方策の検討・実施状況について、調査・情報収集し、我が国における適応

可能性の検討を行う。（世界の木材輸入量：第１位米国・第２位中国・第３位日本） 

 

２．事業計画 

 平成２２～２５年度の４カ年計画で下記の調査を実施する。 

（１）木材調達政策先進国の制度把握調査 

（２）ＦＬＥＧＴ・ＶＰＡ交渉内容調査（注１） 

（３）米国レイシー法施行状況調査（注２） 

（４）その他木材輸入国における違法伐採の取組調査 

 

３．施策の効果 

我が国の違法伐採木材の市場排除政策を強化することにより、世界有数の木

材消費国として、世界の森林の保全と持続可能な森林経営に貢献する。 

 

（注１）ＦＬＥＧＴ・ＶＰＡとは 

（Forest Law Enforcement, Governance and Trade ・Voluntary Partnership Agreement） 

生産国で合法性が確認された木材しか輸入させないという自主ベースの二国間協定

のこと。 

（注２）米国レイシー法とは 

米国違法伐採問題に対処するための水際対策のため、木材製品を米国に輸出

するに当たって海外からの違法伐採木材製品の輸入、売買、所有を取り締まる法律。 

（新）違法伐採木材市場排除方策検討費         １２百万円 （０百万円） 



世界の違法伐採対策の２本柱
１．森林分野の国際協力（ODAの活用）
２．違法伐採木材の市場排除（市場の活用）
（我が国の取組）
・政府調達から違法伐採木材を排除
（グリーン購入法）
・木材調達のグリーン化の普及啓発（民間調達）

違法伐採木材市場排除方策検討費

我が国の違法伐採対策の次のステップ

（参考とすべき他の木材輸入国の対策の情報収集
と国内適応可能性の検討）

→欧州諸国の木材調達政策（情報提供手法）

→米国レイシー法の施行状況

→ＥＵのＦＬＥＧＴ／ＶＰＡ交渉

→中国、インドなど木材輸入国の対策

世界有数の木材消費国（世界第３位）として、世
界の森林の保全と持続可能な森林経営に貢献

合法木材

違法伐採木材



 

 

 

地球環境局環境協力室 

１．事業の概要 

 アジア・太平洋地域には世界人口の半数以上が居住するとともに、急激

に経済が成長しており、温室効果ガスの排出、大気汚染、水質汚濁、廃棄

物の不適切な処理、森林破壊等の環境問題が深刻化している。 

持続可能なアジア・太平洋地域の成長を考える場合、現在の深刻な環境

問題に適切に対処することが必要であるが、途上国においては技術力等が

十分でない上に、環境への配慮よりも経済成長が優先されがちな状況にあ

る。 

このようなことから、昨年１０月の東アジア首脳会議環境大臣会合にお

いては、「持続可能な都市の実現」が取組の優先分野として選ばれたとこ

ろである。また、今年５月、日本で第５回太平洋・島サミットが開催され、

環境・気候変動が主要なテーマの１つとなり、首脳宣言の行動計画におい

て、環境モデル都市の構築に向けた検討を行うこととされている。 

また、本年４月の「経済危機対策」（内閣府）において、アジアにおけ

る環境モデル都市の実現が掲げられるとともに、同４月の「緑の経済と社

会の変革」においても、アジアにおける環境モデル都市づくりが謳われて

いる。 

これらを受け、我が国として環境モデル都市・環境モデル島の構築を図

るべく、①関係省庁・諸機関とも連携しつつ、相手国政府との対話を進め、

②我が国ODAや民間企業等による事業化が可能な案件が形成されるよう、

予備的な実現可能性調査（プレF/S）を実施し、③アジア・太平洋地域に

おける環境配慮への取組の加速化を図るべく事業提言を行うものである。 

 

２．事業計画 

事業の実施にあたっては①低炭素、②低公害、③物質循環、④水循環、

⑤自然共生などの分野で環境対策のモデル的な取り組みが可能な限り集

中的、一体的に行われるよう配慮し、「環境モデル都市」・「環境モデル島の

実現」に向け以下の取組を進める。 

 

 平成21年度の調査に基づいて、国内関係省庁、JICA、民間部門等と

（新）アジア・太平洋地域における「環境モデル都市」・「環境モデル島」の構築支援費 

９０百万円（０百円）



連携しつつ、相手国政府等との対話を進め、予備的実現可能性を具

体的に調査・検討し、事業提言として取りまとめる。 

 対話・調査を進めるに際し、現地調査、現地でのワークショップ開

催、現地関係者の日本招聘等を行う。 

 

３．施策の効果 

（アウトプット） 

 アジア・太平洋地域において実現可能性のある「環境モデル都市」、

「環境モデル島」の実現に向けた事業提言が作成される。 

（アウトカム） 

 急速な経済発展・人口集中等により環境汚染が深刻化するアジアの都

市や気候変動の影響等に脆弱な島嶼国の環境問題の解決に向けて総合

的な対策パッケージを提示できる。 

 途上国に低炭素社会への移行を促すことで、温室効果ガス削減に資す

る。 

 中長期的には、環境モデル都市・環境モデル島の実現により、地域に

おける我が国の貢献等の認識が高まるとともに、我が国の優れた環境

技術・環境物品の官民を通じた移転が促進されることになり、環境産

業分野の雇用創出・企業振興に資する。 

また、コベネ技術等、我が国の環境汚染対策技術の研究開発促進や

途上国におけるデモンストレーションを通じ、我が国産業界の国際貢

献能力の向上に資する。 



水環境保全など低公害型社会の実現

環境と共生しつつ経済発展を図り、持続可能な社会を構築するモデルの提示

日本の技術等を活用し、コベネフィット・アプローチ、水の安全保障などのデモンストレーション

環
境
モ
デ
ル
都
市
・島
の
具
体
化
提
案

日本がフロン破壊施設の設置を支援した
セメント工場全景（インドネシア）

低炭素社会の実現

循環型社会の実現

自然と共生する社会の実現

富山市におけるEST
（環境的に持続可能な交通）例

対話の推進

大 学 NGO/NPO地方公共団体

国内関係機関

民間部門

各種研究機関

関係府省庁

環境省

アジア・太平洋における環境モデル都市・環境モデル島

国家の開発ニーズ

環境改善ニーズ

地球環境問題

気候変動対策 コベネフィット

相手国
政府

予備的F/S
の実施

援助機関（JICA等）
民間部門

相手国におけるモデル
都市・モデル島の実現



（新）生物多様性日本基金（仮称）の創設

１,０００百万円（ ０百万円）

自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

○生物多様性条約第10回締約国会議（以下COP10）の議長を務めることとな

る我が国は、国内外の生物多様性の保全に向けた取組を推進し、国際的

なリーダーシップを発揮するとともに、国際的な連携を強化することが

ますます重要になっており、条約事務局や各国と調整しながらその準備

を進める必要がある。

○特に、極めて生物相の豊かな生態系が分布すると言われる途上国におい

ては、政府職員の知識・経験や科学的知見の不足等から、生物多様性の

急速な減少がみられ、条約の規定や決議で定められた活動が十分に果た

されていないことが多い。

○こうした問題に対処し、COP10の主要議題であるポスト2010年目標の達成

を含む決議事項等を条約締約国の多数を占める途上国が遵守・遂行でき

る体制を整備することが急務である。

○このため、途上国における人材の能力開発や科学的知見の集積等の活動

を支援することを目的とした「生物多様性日本基金（仮称）」を創設・

運営する経費として、10億円を拠出する。

２．事業計画

生物多様性日本基金（仮称） （平成22年度～）

３．施策の効果

○人材育成、調査体制の整備、科学的知見の集積等を通じて、途上国によ

るCOP10決議の確実な実施が確保される。

○条約事務局と協力して、グループセミナーを開催することなどにより地

域単位で活動を促進し成果の広域的な底上げが可能となる。

○他の国連機関、NGO等との協働も図り広範な途上国支援体制の確立を促す。

○上記の施策効果を通じて、COP11まで議長国を務める我が国の国際的なリ

ーダーシップの発揮が可能となる。



ポスト2010年目標 / 科学と政策のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
ABS / SATOYAMAｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ / 温暖化・ﾋﾞｼﾞﾈｽ など

◎ 途上国では国家戦略が未策定・未改訂（科学的・客観的情報の不足 ）。
◎ 途上国を中心に急速に生物の多様性が減少（熱帯林、沿岸域 ）。
◎ 科学と政策のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ、資金メカニズム等条約を支える機能が不十分。
◎ 温暖化対策に資する生物多様性保全施策が不十分。 など

想定される課題

・ 条約事務局と協力して科学的な知見の充実を含め途上国を支援
国家戦略策定ワークショップ、科学と政策のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ・資金ﾒｶﾆｽﾞﾑ
構築のための研究・検討作業、持続可能な遺伝資源の利用優良事例
データベースの構築、 など

・ 他の国連機関、NGO等との協働による途上国支援体制を確立

条約事務局への拠出金 （生物多様性日本基金（仮称）の創設・運営 ）

ＣＯＰ決議事項実施上の支障を除去
新たな国際イニシアティブの発展に寄与 など

● ● ●

生物多様性日本基金（仮称）の創設

２０１０年１０月：生物多様性条約ＣＯＰ１０愛知県名古屋市開催
＜生物多様性分野での国際的なリーダーシップの発揮と国際的なパートナーシップの強化＞



地球規模生物多様性モニタリング推進事業関係経費
７５１百万円（４０３百万円）

自然環境局生物多様性センター

１．事業の概要

生物多様性条約COP10で策定予定の2010年以降の生物多様性目標について、
その達成に向けて適切な政策を立案し、効果を的確に評価するための科学
的基盤の強化が求められている。このため、生物多様性モニタリングの国
内での継続的な実施とアジア太平洋地域を中心とした広域での実施体制構
築の支援により生物多様性情報の収集体制を強化する。
また、現在、国内の生物多様性情報を蓄積・提供している生物多様性情

報システムについて、その機能をわが国のみならずアジア太平洋地域に拡
充し、広域の生物多様性情報を蓄積し、地球規模の生物多様性の保全と持
続可能な利用のために情報提供できるシステムとする。
さらに、施策上共通点の多い東・東南アジア地域の生物多様性情報につ

いて、施策に利活用しやすいように整理し、提供すること等により当該地
域での施策の推進を支援する。
これらの事業により生物多様性に関する科学的基盤の強化と政策への反

映を図る。
①国内の約1,000カ所のサイトを中心に継続的な生態系モニタリングの実施。
②アジア太平洋地域での生物多様性モニタリング実施体制構築の支援によ
よる情報収集の強化・拡充。

③アジア太平洋地域の情報を蓄積・提供可能な地球規模生物多様性情報シ
ステムの整備。

④東・東南アジア生物多様性情報イニシアティブによる施策に必要な情報
の整理・提供の推進

２．事業計画(平成22年度～)

調査等 H22 H23 H24 H25
年度 年度 年度 年度～

①重要生態系監視地域モニタリング事業

②国際連携による生物多様性モニタリン
グ体制の構築

・国内外の観測データの収集と統合的
解析

・観測データの評価・利活用のための
インターフェイスの検討・整備

・地球規模の生物多様性の比較評価の
ための指標と観測手法の検討



調査等 H22 H23 H24 H25
年度 年度 年度 年度～

③地球規模生物多様性情報システム整備

一部整備・アジア太平洋地域生物多様性情報総合

全体整備DBシステム整備

情報更新

試験的開発

システム整備・生物多様性情報ウェブ提供システムの

システム公開・運用整備

④東・東南アジア生物多様性情報イニシ

アティブ

・生物多様性保全に必要な情報の整理・

提供

・生物分類学研修プログラムの開発・実

施

３．施策の効果

○国内での生態系の継続的なモニタリング・予測評価の実施による生物多
様性保全の推進（温暖化影響の把握・保全対策への貢献を含む）

○アジア太平洋地域での生物多様性モニタリングの実施支援による地球規
模でのモニタリング体制構築

○上記により生物多様性条約の目標の達成状況の評価を支援（生物多様性
と生態系サービスに関する政府間会合(IPBES)への情報提供等）

○東・東南アジア地域において施策に必要な生物多様性情報の整理・提供
による当該地域の生物多様性に関する施策の展開

○生物多様性条約GTI（世界分類学イニシアティブ）作業計画への成果提供
○生物多様性の保全と持続可能な利用による自然共生社会の実現に向けた
世界的な流れを加速する



海洋生物センサス

野外研究プロジェクト
（NaGISA)

アジア水鳥センサス
（AWC)国際長期生態学

研究ネットワーク
（ILTER)

地球規模生物多様性
情報システム

地球規模生物多様性モニタリング推進事業関係経費

自然環境保全
基礎調査

モニタリングサイト１０００

国内の生物多様性情報

国際的な生物多様性モニタリ
ングとの連携

政策決定者・一般への
科学的基盤情報の提供

ポスト2010年目標達成評価
生物多様性国家戦略の履行評価

アジア太平洋地域の生物多様性情報収集

アジア太平洋地域の情報の
蓄積・提供

国内及び海外向け

アジア太平洋地域
生物多様性モニタ
リング体制構築支援

アジア版RDBの作成 渡り鳥の飛来状況

国内の生物多様性
情報システム

東・東南アジア生物多様性
情報イニシアティブ（ESABII）

施策に即活用できる情報の整理・提供等を推進

拡充



自然環境保全基礎調査費
４００百万円（２５０百万円）

自然環境局生物多様性センター

１．事業の概要
本調査は、1973年から概ね５年ごとにわが国の自然環境の状況とその変化

を継続的に把握し、保護地域の整備、野生動植物の保護管理に必要な基礎的
なデータを提供してきた。2010年からの第８回の調査期間では、第三次生物
多様性国家戦略の履行及び2010年以降の生物多様性目標の達成のための施策
に必要な科学的基盤情報を提供するとともに、それら効果を評価する必要が
あることから、予測される危機要因の指標となる動植物種の現況変化、植生
全体の概況の変化の両面から生物多様性の状況を把握するため、以下の事業
に重点をおき実施する。
①生物多様性の危機に関する調査：生物多様性の３つの危機（人間活動や開
発・人間活動の縮小・外来種等の侵入）及び地球温暖化による生物多様性
への影響を把握する指標となる生物群を抽出し、その変化を調査する。

②自然環境概況調査：リモートセンシング技術の利活用により、わが国の自
然環境概況を継続的かつ迅速に把握する手法を確立し，変化をとらえる。

２．事業計画

調査等 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

年度 年度 年度 年度～

①生物多様性の危機に関する調査

・調査対象種選定

・モデル地域における試行調査の実施

・全国調査実施

②自然環境概況調査

・全国の植生概況の効率的把握手法の検討

・手法の確立と植生概況調査の継続実施

３．施策の効果
・生物多様性国家戦略の履行及び2010年以降の生物多様性目標の達成並びに
それら評価のために必要となる詳細な科学的基盤情報を提供する。

・わが国の生物多様性が健全な状態で保全されることにより、生物多様性が
有する様々な機能（生態系サービス）が最大限に発揮され、豊かな国民生
活の維持に貢献できる。



第８回自然環境保全基礎調査（2010年～）

生物多様性保全施策への科学的基盤情報の提供

自然環境保全基礎調査（拡充）

★地球規模★
・CBDポスト2010年目標の

達成状況評価
・地球規模生物多様性概況（GBO ）

★わが国の自然環境の状況とその変化を継続的に把握．生物多様性に関する施策の基礎データを
体系的・継続的に収集（1973年から概ね5年ごと実施）
★2010年から第８回の調査では，第三次生物多様性国家戦略の履行，2010年以降の生物多様性目
標の達成状況の評価のため生物多様性の状況を的確に把握

★国 内★
・第三次生物多様性国家戦略の

履行状況の評価
・保護地域指定等の施策の実施

②自然環境概況調査

全国の自然環境の概況
の効率的な把握

これまでの基礎調査
データとの比較など
による解析

①生物多様性の危機に対応した
指標生物等の調査

人間活動や
開発

人間活動の
縮小

地球温暖化外来種

わが国の生物多様性の状況と
その変化を評価

等



国連大学拠出金（国際SATOYAMAイニシアティブ構想推進事業）

１５０百万円（１１０百万円）

自然環境局自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要
（１） 里地里山における自然資源の持続的な利用形態は、生物多様性の保全

と両立するもの。このような里地里山や世界各地の持続的利用の事例を
踏まえた、自然資源の持続的な管理・利用のための世界共通理念の構築
及びその推進のための取組を「SATOYAMAイニシアティブ」として世界に
提案していくため、平成20年度から「SATOYAMAイニシアティブ推進事
業」を実施しているところ。

（２） 平成20年5月に神戸で開催されたG8環境大臣会合で採択された「生物多
様性のための行動の呼びかけ」では、SATOYAMAイニシアティブを国際的
に推進していくことが合意され、生物多様性条約COP9では、環境大臣が
SATOYAMAイニシアティブの促進を国際社会に表明した。また、平成21年
4月にイタリアで開催されたG8環境大臣会合及び7月のG8サミットでもSA
TOYAMAイニシアティブの推進が求められた。

（３） このような動きを受けて、SATOYAMAイニシアティブの取組を世界全体
で早急かつ強力に推進するためには、自然資源の持続可能な利用に関す
る情報の共有と、多くの国々や国際機関の参加のもとに自然資源管理の
あり方を検討する国際的な枠組みの構築が必要である。

（４） このため、自然資源の持続可能な管理・利用に関する知見を有し、ま
た、生物多様性の分野で、世界各国や国際機関、団体等に幅広いネット
ワークを持つ国連大学にこの取組を行うために必要な経費を拠出し、わ
が国が主導するSATOYAMAイニシアティブの国際的な展開を図る。

２．事業計画
（１）SATOYAMA国際パートナーシップ（仮称）の設立・運営

（平成21～24年度）
各国や国際機関の参加のもとに、自然資源の持続可能な管理・利用に

ついての検討を行うための、国際的な枠組みの設立に向けた準備会合の
実施及びＣＯＰ１０を契機とした設立後の枠組みの運営等。

（２）持続可能な自然資源の利用・管理についての情報発信(平成21～24年度）
世界の自然資源の持続可能な利用・管理についての情報を一元的に蓄

積・発信するポータルサイトの運営・充実や、枠組みの運営にあたって
必要となる持続可能な自然資源の利用と管理の実践を各地で促進するた
めのコミュニケーションツール（映像、冊子等）の開発・提供を行う。

（３）世界各国における実証調査（平成21～24年度）
アジアに加え、アフリカ、南米等の数カ国で、各国の特徴に照らし合

わせた自然資源管理手法を示し、適用していくための実証調査を実施。

３．施策の効果
① 国際的な枠組みの設立・運営を通じて、世界各地における自然資源の持
続可能な管理・利用の実践を促進し、わが国の自然共生の分野でのリーダ
ーシップを発揮する。（ＣＯＰ１０を契機に枠組み立ち上げを目指す）

② 持続可能な自然資源管理に必要な情報の一元的な蓄積・提供によって、
世界的に知識が共有され、施策・研究・地域の取組を効率化する。



ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ推進事業（環境省） 国際SATOYAMAイニシアティブ
構想推進事業（国連大学拠出金）

国内における取組支援

国内外の調査

地域による自律的な里地里山の保全再生 世界での自然共生社会の構築

○未来に引き継ぎたい里地里山の調査

○自然資源の管理・利活用方策の検討

○多様な主体の参加促進

○世界における事例調査 ○SATOYAMA国際ﾊﾟｰﾄﾅｰ
ｼｯﾌﾟ（仮称）の設立・運営

○持続可能な自然資源の
利用についての情報発信

○世界各地における実証調査

連携して
提 案

世界の持続可能で循環的な自然
資源の利用の事例を調査

全国の優良事例となりうる里地
里山の取組を調査、分析

生物多様性の視点から里地里山
資源の伝統的な利用の促進、及
びバイオマス、エコツーリズム
など新たな利活用方策の調査・
検討

保全再生活動への、都市住民、
民間企業等多様な主体の参画の
促進策を検討

国内外の事例等をもとに、持
続可能な自然資源の管理・利
用の考え方（原則）と地域特
性に応じて適応するための、
調査・計画から実施・評価に
わたる指針の整理

・自然資源の持続可能な利
用手法の情報交換や、効
果的な実施等の検討を行
う国際的な枠組みとして
のSATOYAMA国際ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ
ﾌﾟ（仮称）の
設立準備会合等

・世界の自然資源の管理についての事
例等の情報を一元的に蓄積及び発信
するポータルサイトの整備・運営

・コミュニケーションツール
の開発・提供

・アジアやアフリカ地域等の数カ国
で、各国の特徴に照らし合わせた自
然資源管理手法の適用可能性の実証
調査

○全国里地里山行動計画の策定
検討をもとに里地里山の保全再生を全国的に展開
していくための行動計画を策定

○未来に引き継ぎたい里地里山への支援
里地里山の保全再生に向けた取
組の継続・促進のための技術的
支援を実施

・SATOYAMA国際ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ設立後の運
営（国際的展開のための行動計画の
策定等）

・ SATOYAMA国際ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟを支援する
国際SATOYAMA調査・研修センター（仮
称）の設立に向けた検討。

共通原則・指針の検討

生
物
多
様
性
条
約

第
10
回
締
約
国
会
議

国連大学拠出金（国際ＳＡＴＯＹＡＭＡイニシアティブ構想推進事業）
自然資源の持続的な管理・利用のための世界共通理念の構築及びその推進のための取組



海洋生物多様性情報整備及び保全戦略策定事業費

５０百万円(１８百万円)

自然環境局自然環境計画課

生物多様性センター

１．事業の概要

（１）平成19年４月に成立した海洋基本法においては、海洋の生物多様性保

全など海洋環境保全に係る施策を推進するとともに、これらの施策の立

案実施などに必要な調査・情報提供に努めることとされている。更に同

法に基づく海洋基本計画（平成20年３月）ではより具体的な海洋環境保

全施策の推進が明記されている。しかし、施策推進のために必要な情報

基盤が整備されていないのが現状である。

（２）このため、本業務において藻場・干潟・サンゴ礁等の浅海域生態系の

分布や生物相に加え、関係省庁や研究機関等との連携を図りつつ、海洋

の自然環境に関する広域的なデータを収集整理し、GISデータとして統合

・解析に取り組んでおり、22年度にはこれらを海洋における生物多様性

情報としてとりまとめる。

（３）加えて、これらの情報及びデータの分析に基づき我が国の生物多様性

保全上重要な海域・海洋生物を特定すると共に、海洋生物多様性保全戦

略の策定を行う。さらに、重要海域ごとに危機要因の分析を行い、具体

的な予防策・適応対策の検討を開始する。

２．事業計画

H20 H21 H22 H23 H24

（１）海洋生物多様性情報

整備

（２）海洋生物多様性保全

戦略の検討策定

（３）重要な海域毎の危機

要因の分析及び対策検

討【新規】

３．施策の効果

（１）平成22年度までに海洋自然環境情報図の作成・公開、重要海域の選定、

保全戦略の策定を実施し、生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）に

おいて成果を示す。

（２）上記戦略を踏まえ、重要海域毎の危機要因の分析及び対策の検討によ

り、海洋生物多様性の持続的管理を推進。



海洋生物多様性情報整備及び保全戦略策定事業
海洋基本法の制定 50百万円（18百万円）

・ 海洋の保全・生物多様性の確保
・ 海洋環境調査の実施

海洋基本法の制定
（Ｈ１９・４月）

生物多様性条約決議等

さまざまな海洋環境
データの収集・整理

海洋物理環境（海流・海水温等）
プランクトン生産量
有用種等の漁獲データ
干潟・藻場・サンゴ礁分布
ウミガメの産卵・回遊
海鳥 海棲哺乳類 生息 繁殖地

保全施策や再生技術等のレビュー
海鳥・海棲哺乳類の生息・繁殖地

・・・など

保全施策や再生技術等のレビュ

海洋自然環境情報図の作成
海洋生物多様性保全戦略の策定海洋生物多様性保全戦略の策定

海洋自然環境情報図の作成
重要海域の抽出

生物多様性条約COP10（H22年）に成果を発信

危機要因の分析及び必要な対策の検討



（新）国際生物多様性年関連経費

３１４百万円（ ０百万円）

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

2010年は、生物多様性条約第10回締約国会議(以下「COP10: Conference O

f the Parties 10」)の開催年であると同時に、国連が定めた「国際生物多様

性年(以下「IYB: International Year of Biodiversity」)」である。

IYBの成功に向け、国連は、各国に対して、多様な主体が参画する国内委員

会の設置や記念シンポジウム等各種行事の実施を奨励している。とりわけ、

COP10議長国である我が国は、2010年９月開催予定の国連総会ハイレベル会合

において、IYBの推進に関する報告を実施することが要請されている。

このような要請・奨励に対応するため、以下の６事業を実施する。

（１）IYB国内委員会の設置・運営

IYB国内委員会を設置・運営し、我が国におけるIYBに関する取組の推

進を図る。

（２）IYB名誉大使活動の展開

我が国が推薦するIYB名誉大使が、国内外においてIYBに関する啓発活

動等を実施する。

（３）国際生物多様性アワードの創設

国際生物多様性アワードを創設し、生物多様性の保全や持続可能な利

用に顕著に資する国際的な取組を顕彰する。

（４）COP10・IYB成果等普及等事業の実施

IYBにおける我が国でのCOP10開催を含む生物多様性の保全及び持続可能

な利用に係る取組についてとりまとめ、国内外に発信するとともに、20

10年９月に開催予定の国連総会ハイレベル会合における報告の基礎資料

とする。

（５）国際生物多様性の日記念イベントの開催

毎年５月22日は、国連が定める「国際生物多様性の日」であり、各国

は、記念イベント等の開催を奨励されている。「国際生物多様性の日」

に記念イベント等を開催することにより、生物多様性の理解を促進する

とともに、COP10開催に向けた気運を高める。

（６）IYBクロージング（閉年）式典等の開催

生物多様性条約事務局からの要請により、COP10議長国として、IYBを

締めくくる国際的なクロージング（閉年）式典等を地元自治体等との役



割分担のもと実施する。同年の各国における取組に関する情報を共有す

るとともに、COP10の成果についてアピールする場とする。

２．事業計画

（１）IYB国内委員会の設置・運営（平成22～24年度）

（２）IYB名誉大使活動の展開（平成22～24年度）

（３）国際生物多様性アワードの実施（平成22～24年度）

（４）COP10・IYB成果等普及等事業実施（平成22～24年度）

（５）国際生物多様性の日記念イベントの開催（平成22～24年度）

（６）IYBクロージング（閉年）式典等の開催（平成22年度）

我が国は、平成22年度に引き続き平成23年度もCOPの議長国であること、ま

た、平成24年度のCOP11においても次議長国であるエクアドルを強力にサポー

トする必要がある。

このため、IYBの成果をCOP11まで継続発信し、国際的な生物多様性の保全

及び持続可能な利用に貢献すべく、（６）を除く上記事業を平成24年度まで

継続実施する。

３．施策の効果

上記６事業の実施や国連総会ハイレベル会合におけるIYBに関する報告等を

通じて、国連の定めるIYBの国際的な成功に貢献する。



② 国際生物多様性年名誉大使活動の展開

① 国際生物多様性年国内委員会の設置・運営

国際生物多様性年関連経費

会議開催計画作成

≪事業内容≫

ＣＯＰ１０開催周知

2010年は、国連が定めた「国際生物多様性年(IYB)」である。IYBの成功に向け、国連は、各国に対して、多様な主
体が参画する国内委員会の設置や記念シンポジウム等各種行事の実施を奨励している。とりわけ、生物多様性条約
第10回締約国会議（COP10）議長国である日本は、強力なリーダーシップの発揮や、2010年９月に開催予定の国連
総会ハイレベル会合における「国際生物多様性年」の推進に関する報告が要請されている。
このため、ＩＹＢに関する国連の各種要請に対応するべく、以下の①～⑥を柱とした事業を実施する。

2010年は「国際生物多様性年（IYB ： International Year of Biodiversity）」

2010年

・国際生物多様性年国内委員会を設置・運営し、IYBに関する取組を推進。

・我が国が推薦する国際生物多様性年名誉大使が、国内外においてIYBの啓発活動等を実施。

③ 国際生物多様性アワードの創設

・生物多様性の保全及び持続可能な利用を促進する
ため、アワードを創設し、優れた取組を顕彰する。

④ COP10・IYB成果等普及等事業の実施

・我が国のIYBの取組を取りまとめ、国内外に発信。
また、9月の国連総会ハイレベル会合において報告。

⑤ 国際生物多様性の日記念イベントの開催

・国連が定める「国際生物多様性の日（5月22日）」
に、記念イベントを開催。

⑥ IYBクロージング（閉年）式典等の開催
・CBDからの要請により、COP10議長国として、IYB
を締めくくる国際的な閉年式典・行事を実施

5 月 12 月9 月 10 月



（新）地方円卓会議推進事業 ４２百万円（０百万円）

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

ＣＯＰ10を契機として地方単位（７地域）で地方行政機関、経済団体、

学術機関、ＮＧＯのセクター毎の円卓会議を開催し、さらには、セクター

の代表者による総括会議を開催して、ＣＯＰ10への地域・地方からの発信

を取り纏める。

ＣＯＰ10終了後には、ＣＯＰ10で決議された事項を地域において着実に

推進するため、フォローアップのための総括会議を各地方で開催する。

また、平成23年度以降は、ＣＯＰ10の結果を受けて、地域における新た

な取組を促進する措置を講ずるとともに、その成果をＣＯＰ11にインプッ

トする。

２．事業計画

各年度において、地方単位（７地域）のセクター毎の円卓会議及び総括

会議を開催する。

平成22年度：ＣＯＰ10への地域・地方からの発信の取り纏め

ＣＯＰ10決議の確実な実行のための方策を検討

平成23年度：ＣＯＰ10決議の確実な実行を確保

ＣＯＰ10を受けた地域における新たな取組

（地域環境保全行動指針の策定）

平成24年度：ＣＯＰ11にＣＯＰ10議長国として貢献

（地域主導環境保全活動の実践について報告等）

地域における環境保全活動の推進

（地域環境保全活動計画の策定・実施）

３．施策の効果

（１）ＣＯＰ10に地域から多様な主体が参画し、世界に発信することを通じ

て、ＣＯＰ10の我が国開催の評価を高める。

（２）地域のＣＯＰ10への参画実績を契機に、国内の地域の生物多様性保全

の主流化を推進するとともに、海外特に開発途上国において政策に多様

な主体が参画するためのモデルとする。



地方円卓会議推進事業

企業・経済団体

研究者
自治体

地方における総括会議

研究者代表

自治体代表

経済団体代表

COP10

地域・地方からの提言

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

成果目標
・①ＣＯＰ10に地域から多
様な主体が参画し、世界
に発信することを通じて、
ＣＯＰ10の我が国開催の
評価を高める。
②地域によるＣＯＰ10への
参画実績を契機に、国内
の地域の生物多様性保全
の主流化を推進するとと
もに、海外、特に開発途上
国において政策に多様な
主体が参画するモデルと
する。

地方におけるセクター別会議

事業内容

・地方単位（７地域）で地方行政
機関、経済団体、学術機関、Ｎ
ＧＯのセクター毎の会議を２回
開催

・セクターの代表者による総括
会議を１回開催して、ＣＯＰ10
への地域・地方からの発信を
取りまとめる。
・ＣＯＰ10終了後、フォローアッ
プのための総括会議を１回開
催する。
・平成23年度以降は、地域にお
ける新たな取組を促進する措
置を講ずるとともに、その成果
をＣＯＰ11にインプットする。

政府
経済
界

NGO 研究者

ＮＧＯ

ＮＧＯ代表



（新）生物多様性条約第10回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締

約国会議関係経費 １，４４３百万円（ ０百万円）

((うち生物多様性条約第10回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締

約国会議の開催） １，１２０百万円（ ０百万円))

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

国内外の生物多様性の保全に向けた取組を推進するため、2007年（平成

19年）１月に、生物多様性条約第10回締約国会議（ＣＯＰ10）及びカルタ

ヘナ議定書第５回締約国会議（ＭＯＰ５）の我が国への招致に係る閣議了

解が行われた。

これに基づき、ＣＯＰ10及ＭＯＰ５の開催地として立候補していたが、

昨年５月にドイツ・ボンで開催されたＣＯＰ９において、2010年のＣＯＰ

10及ＭＯＰ５を愛知県名古屋市で開催することが決定された。

このため、生物多様性条約及びカルタヘナ議定書に関係する各省及び地

元自治体等と連携して、ＣＯＰ10及ＭＯＰ５を開催するものである。

ＣＯＰ10及ＭＯＰ５の開催に必要な会場設営、途上国大臣の招聘、条約

事務局支援及び職員の派遣等を行う。

なお、本経費は各省が関係するものであることから、会議への関与の度

合いにより以下のとおり関係各省が経費を分担する。

環境省・外務省：各30/100

農林水産省：20/100

経済産業省・文部科学省・厚生労働省・国土交通省：各5/100

２．事業計画

平成22年度 ＣＯＰ10及ＭＯＰ５の開催

３．施策の効果

ＣＯＰ10及ＭＯＰ５を開催するとともに、議長国としてリーダーシップ

を発揮する。



開催に係る共通経費

条約拠出金

○開催地：愛知県名古屋市
○開催期間：平成22年10月11日～29日
○参加者：締約国及び非締約国政府、国連機関等国際機関、地方自治体、NGO等

生物多様性条約COP10及びMOP5の開催

政府要員等派遣旅費

会議室設営
関係者作業室
機能・展示スペース
会議場設備・機材・車両等
プレスセンター
現地スタッフ
招聘
政府主催関連行事
広報・啓発 ・・等

関係省庁による分担比率
環境省30%、外務省30%、農水省20%、
経産省・文科省・厚労省・国交省 各5%



（新）生物多様性条約第10回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締

約国会議関係経費 １，４４３百万円(０百万円）

((うちＣＯＰ１０主要検討課題の取りまとめに係る政府間会合の開催）

１９７百万円(０百万円))

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

ＣＯＰ１０の開催に当たり、同会議の主要議題であって、これまで条約作

業部会等の枠組みにより議論等がなされているもののうち、遺伝資源へのア

クセスと利益配分など各国の利害に絡む議題については、今後主要関係国等

との意見調整等を進めることが必要である。

これらは、いずれも今後の条約の進展の鍵となるスキームの確立や長年の

懸案事項であり、これまで事務局主催作業部会等で議論等が進められている

ものであるが、我が国はＣＯＰ１０の議長国として強いリーダーシップを発

揮し、非公式会議の開催等を通じその取りまとめを行っていくことが求めら

れている。特に「国際生物多様性年」に開催されるＣＯＰ１０においては、

これらを大きく進展させることが不可欠である。

我が国はＣＯＰ１０の議長国として円滑に議事を運営し、一定の成果を導

き出す責務があり、その責務を果たすため、ＣＯＰ１０の開催に向けて、主

要関係国等との意見調整等が必要な事項について地域対話協議及び政府間会

合の開催等を行うものである。

２．事業計画

平成２２年度 ・重要課題（ポスト２０１０年目標、遺伝資源へのアクセ

スと利益配分、都市と生物多様性、生物多様性の経済評

価、ビジネスと生物多様性など）の政策調整案の検討

・地域対話協議（ＥＵ、インドネシア、中国、インド、太

平洋州、メガダイバーシティ国、国連機関など）の実施

・最終調整のための政府間会合開催

３．施策の効果

・ＣＯＰ１０に向けた主要課題の検討・意見調整を積極的に推進し、Ｃ

ＯＰ１０議長国としてのリーダーシップを発揮するとともに、ＣＯＰ１

０での合意形成を通じた地球規模の生物多様性保全推進に貢献する。



太平洋州・

・

・・・など

COP10主要検討課題の取りまとめに係る政府間会合

COP10

ポスト2010年目標

ビジネスと生物多様性

都市と生物多様性

ＡＢＳ（遺伝資源へのア
クセスと利益配分）

ＣＯＰ１０主要議題

政策調整案の検討

地域別対話協議の実施

ＥＵ
ＪＡＳＣＡＮＺ

中国

インド

ブラジル

最終調整のための政府間会合開催

調整案の合意・決定

ＣＯＰ１０議長国として主要議題の調整に
リーダーシップを発揮する必要

生物多様性の経済評価

生物多様性に関する科学
政策プラットフォーム



（新）生物多様性条約第10回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締

約国会議関係経費 １，４４３百万円(０百万円)

((うち生物多様性の評価・指標等ＣＯＰ１０会議主要議題に関するワー

クショップの開催） ３０百万円(０百万円))

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

○ 生物多様性条約ＣＯＰ１０会議への参加者数は１万人と想定され、多

様な主体が一堂に会することから、合意形成のためには効果的に議論で

きる場を確保することが不可欠である。

○ このため、ＣＯＰ１０の主要議題のうち、当省が中心的な役割を担う

ことが想定されている以下の項目についてのワークショップを条約事務

局と共同で開催し、参加各国の情報共有・意見集約を促進することで、

ＣＯＰ１０の実質討議の場であるワーキンググループ会合の活性化を図

り、もってＣＯＰ１０の成果につなげる。

・生物多様性の評価・指標

・生物多様性と経済評価に関する研究プロジェクト（TEEB）

・ビジネスと生物多様性

・都市と生物多様性

・ＩＣＲＩ/サンゴ礁保護区ネットワーク

２．事業計画

○ ＣＯＰ１０開催期間中のワークショップの開催（平成22年度限り）

３．施策の効果

○ ＣＯＰ１０及びＭＯＰ５の開催に当たり、議長国としてリーダーシッ

プを発揮する。

○ ＣＯＰ１０の実質討議の場であるワーキンググループ会合の活性化を

図るとともに、生物多様性条約決議の履行や活動の実践を促す。



ＣＯＰ１０の実質討議の場
☆様々な課題が山積み☆

生物多様性の評価・指標等COP10会議
主要議題に関するワークショップの開催

生物多様性の
評価・指標
・GBO3※の過程
を共有
・2010年以降の
指標や評価
手法について
討議

※地球規模生物多様性
概況第３版

生物多様性条約ＣＯＰ１０
２０１０年１０月：愛知県名古屋市開催

生物多様性と
経済評価に
関する研究
プロジェクト
・生物多様性の
経済価値の
試算結果の
公表 等

ビジネスと
生物多様性
・民間参画ガイド
ライン、エコプロ
ダクツ展、日本
経団連生物多
様性宣言等、
我が国のﾋﾞｼﾞﾈｽ
界の動きを報告

都市と
生物多様性
・我が国の優良
事例を基に国
際自治体会議
への提案内容
等を討議

ICRI/
サンゴ礁保護区
ネットワーク
・東アジア地域
優良事例を基
にネットワーク
の世界展開に
ついて討議

主要議題に関するワークショップの開催

ワーキンググループ会合本体

効果的な
議論の場
の確保が
不可欠

情報共有・
意見集約の
フィードバック

◇情報共有の
時間が足りない
◇議論の時間が
足りない
⇒合意形成が
難しくなる

参加者１万人
多様な主体が
一堂に会する

☆議長国として
リーダーシップ
を発揮！
☆ワーキング
グループ会合
の活性化！



（新）生物多様性条約第10回締約国会議及びカルタヘナ議定書第５回締

約国会議関係経費 １，４４３百万円(０百万円)

((うち生物多様性条約ＣＯＰ10ジャパンデー事業）

９５百万円(０百万円))

自然環境局 自然環境計画課生物多様性地球戦略企画室

１．事業の概要

COP10に参加している各国政府代表、国連機関、NGO等を対象とし、日本

の地域の自然や歴史、文化を含め、我が国の生物多様性保全の取組みに関

する理解を深めるとともに、各国の取組みの促進につながるように、生物

多様性条約COP10ジャパンデーを設け、現地における調査、意見交換会等を

行う。

現地調査先は、地元COP10支援実行委員会との調整の結果、地元より広域

的な地域を担当することとし、国指定藤前干潟鳥獣保護区、伊勢志摩・白

山・中部山岳国立公園を中心に今後検討を進めることとする。

また、訪問先ビジターセンターにおける展示・資料を国連公用語６カ国

語（英語・フランス語・スペイン語・ロシア語・中国語・アラビア語）で

作成するなどにより、それぞれの地域の生物多様性保全の取組等に関する

情報をより多くの参加者に提供し、意見交換等を行うことで、開催地であ

る我が国への理解の促進を図る。

２．事業計画

平成22年度 ジャパンデー検討委員会の開催

現地調査、意見交換会等の実施

掲示パネル作成（4地域、6カ国語）

パンフレット作成（4地域、6カ国語）

３．施策の効果

ＣＯＰ10及ＭＯＰ５の開催に当たり、議長国としてリーダーシップを発

揮する。

また、COP10に参加している各国政府代表、国連機関、NGO等が現地調査、

意見交換会等に参加することにより、日本の自然や歴史、文化などに触れ、

我が国の生物多様性保全についての理解を深める。





現地調査、意見交換会等の実施

生物多様性条約COP10ジャパンデー事業

企画

実施

現地調査、意見交換会等の
実施に係る検討会

コースの検討 展示物の作成 資料集の作成

翻訳

各国政府代表、 国連機関、 NGO等

伊勢志摩
国立公園 白山国立公園

中部山岳
国立公園

翻訳

通 訳

等

藤前干潟
鳥獣保護区



遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 １２３百万円(７９百万円)

(（うち世界自然遺産地域の順応的保全管理費）
６８百万円(４８百万円))

自然環境局自然環境計画課
１．事業の概要

○わが国の世界自然遺産として、平成５年に｢屋久島｣と｢白神山地｣が、平
成17年に｢知床｣が登録されている。

○｢知床｣については、平成20年にユネスコとＩＵＣＮ（国際自然保護連
合）により実施された保全状況調査において、その保全管理手法が高く

評価される一方、同年の世界遺産委員会においては、気候変動適応戦略
策定など９項目の勧告を受け、平成24年までに対応状況の報告が求めら

れている。
○平成24年の世界遺産委員会において、わが国は全ての世界遺産の保全状
況について定期報告を行う予定であることから、｢屋久島｣と｢白神山地｣

についても更なる保全管理の充実が必要である。
○このような状況に対応するため、３地域について、植生の変化やシカの

食害など長期的なモニタリングを実施し、その結果を科学委員会を通じ
て対策に反映させる順応的な保全管理を一層充実させるとともに、平成

24年の定期報告に関する情報収集・分析を進める。｢知床｣については、
平成20年の勧告を踏まえ、気候変動適応戦略の検討、日露生態系保全協

力プログラム(平成21年５月締結)に基づく共同調査・データベース作成
を進める。また、｢白神山地｣と｢屋久島｣については、最新の科学的知見
を踏まえた管理計画への見直しを行い、保全管理の充実を図る。

２．事業計画

H21 H22 H23 H24 H25
（１）順応的保全管理と長

期的なモニタリング
（２）定期報告に関する情

報収集・分析

（３）気候変動適応戦略の
検討

（４）日露生態系協力実施

（５）管理計画の見直しな
ど勧告事項対応

３．施策の効果
○世界遺産委員会において高く評価された｢知床｣での取組を、全地域に適
用、発展、強化させ、科学的知見に基づく重要地域の保全管理のモデル

として確立
○2010年（平成22年）に愛知県名古屋市で開催される生物多様性条約第10

回締約国会議や2012年（平成24年）の世界遺産委員会の定期報告でその
成果を発信



遺産地域等貴重な自然環境保全推進費
（うち世界自然遺産地域の順応的保全管理費） ６８百万円（４８百万円）

順応的管理体制の構築
４９百万円 （４４百万円）

気候変動適応戦略の検討 ２百万円 （０百万円）

日露生態系協力実施 ９百万円（４百万円）

○日露の隣接地域における共同調査の実施
○生態系に関する統一データベースの作成

○科学委員会、ＷＧの運営
○地域連絡会議の運営
○普及啓発の実施

○気候変動を念頭に置いた野生動物、植物群落、海洋環境
等の長期モニタリングを開始

定期報告に関する情報収集・分析
３百万円 （０百万円）

○定期報告に関する世界遺産センターの情報収集・分析
○アジア太平洋地域、ほか地域に関する定期報告の情報収集

○気候変動適応戦略（案）の検討

管理計画改訂など勧告事項対応 ５百万円 （０百万円）

○勧告に対する対応状況整理
○関係者ヒアリング

背 景 平成22年度 実 施 内 容

【背景】

○国際的動向

○定期報告プログラム

Ｈ２４年の第３６回世界遺産
委員会において、３地域の定
期報告を実施予定

○保全管理の向上の要請

近年世界遺産委員会では既
登録地の保全管理の向上を
重要視
・遺産一覧表からの削除
・強化モニタリングメカニズム
・知床の保全管理が高く評価
※専門家の知見を管理に反映

○国内の遺産地域の課題

○保全管理体制の拡充
○個別勧告事項への対応
【知床】
・気候変動適応戦略の策定
・隣接地域における取り組み
→Ｈ２１年５月に日露両国間
で 「日露生態系保全協力プ
ログラム」が締結
【屋久島・白神山地】
・管理計画の改訂 ○現地調査

○管理計画見直し案検討

屋久島

※白神山
地は２３年
度

知 床

｢知床｣方式の
順応的保全管理体制

・科学委員会により最新
の知見・モニタリング結果
を管理に反映！

・地域連絡会議により地
域関係者の意向を反映！

・気候変動を含む長期的
な影響をモニタリング！

・隣接地域を含めて適正
な生態系管理！

定期報告、COP10
などを通じて重要
地域管理モデルと
して発信！！



遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 １２３百万円(７９百万円）
((うち世界自然遺産登録推進調査費） ５５百万円(３０百万円))

自然環境局自然環境計画課

１．事業の概要

○平成19年１月に世界遺産の暫定一覧表に掲載された「小笠原諸島」は、

推薦に向けた課題である外来種対策などで一定の効果が得られたことか

ら、平成22年１月にユネスコ世界遺産センターに推薦書を提出し、登録

の可否についての審査を受ける予定。

○もう一つの国内候補地である｢琉球諸島｣については、これまでの調査に
より世界遺産としての価値の整理を行ったものの、世界遺産として推薦

するためには、価値の分布について客観的な情報を収集整理することが

求められるほか、これらの価値と共存できる林業や観光のあり方を確立

する必要がある。
○このような状況に適切に対応するため、｢小笠原諸島｣について、外来種

の持ち込み防止など管理上の課題を検討し、モニタリングの結果を管理

に反映させる順応的な管理を推進する(継続)とともに、推薦書提出の年

である平成22年中に、IUCN(国際自然保護連合)による登録評価のための

現地調査を受け入れる(拡充)必要がある。一方｢琉球諸島｣については、
林業やエコツアーにおけるルールなど管理上の課題を検討する(継続)と

ともに、客観的な評価のために固有動物などの分布情報を GIS化し、世

界遺産の推薦範囲を検討する(拡充)。また、国際的動向や国内候補地等

の検討に資するための情報を収集・分析する(継続)。

２．事業計画

H21 H22 H23 H24 H25

（１）小笠原諸島世界自然

遺産登録推進調査

（２）琉球諸島世界自然遺
産登録推進調査

（３）世界自然遺産地域に

関する情報収集、分析

３．施策の効果

○｢小笠原諸島｣と｢琉球諸島｣について、世界自然遺産への推薦・登録に向

けて、地域が有する自然の価値を再認識し、保全・利用のあり方を検討

することにより、自然と共生する地域社会を実現

○両地域を世界遺産に登録することにより、国際的な視点を踏まえた保全
管理体制が構築されるとともに、世界遺産を活かして地域振興に寄与す

る仕組みを構築



遺産地域等貴重な自然環境保全推進費
（うち世界自然遺産地登録推進調査費） ５５百万円（３０百万円）

（１） 小笠原諸島世界自然遺産登録推進調査費
２９百万円 （１１百万円）

（２） 琉球諸島世界自然遺産登録推進調査費
２１百万円 （１４百万円）

（３） 世界自然遺産地域に関する情報収集、分析
５百万円 （５百万円）

○国際的動向に関する情報収集、分析
（世界遺産委員会における議論の動向など）
○国内新規推薦候補物件等にかかる情報収集
（国外の類似物件など）

背 景

平成15年
世界自然遺産候補地に
関する検討会

１９の詳細検討地域

知 床

小笠原諸島

琉球諸島

その他の4地域

３つの候補地

平成17年登録

【課題】
○外来種駆除など
生態系管理

○外来種の持込・
拡散防止

○保護担保措置
の充実

【課題】
○保護担保措置
の充実

○管理上の課題
・林業との共生
・ツーリズムの
管理

【課題】
○科学的知見の
充実
○ほか地域との
比較検討

○価値の整理

外来種対策で一
定の成果・今後の
方針の整理

国立公園計画の
変更・規制強化

平成21年度
推薦書提出

平成22年度 実 施 内 容

① IUCN評価団の受入れ（拡充）
○現地調査コーディネート
○専門家によるプレゼンテーション
○ヘリコプター借り上げ
② 世界自然遺産登録推進調査（継続）
○外来種の持込・拡散防止
○生態系モニタリング
○順応的管理体制（科学委員会の運営）

国立公園計画の
変更検討中
（別途予算） ① 世界自然遺産登録推進調査（継続）

○遺産価値と共生する林業手法の検討
○林道利用のルール検討
② 遺産価値のGIS化（拡充）
○遺産価値分布情報のGIS化
○推薦区域案の検討

管理上の課題検討

推薦手続きへ

解決の目途たてば



（新）原生的な自然環境の危機対策事業

２０百万円（０百万円）

自然環境局自然環境計画課

１．事業の概要

自然環境保全法に基づく原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域は、

これまで人の活動によって影響を受けておらず原生的な自然環境が維持され

ているなど、我が国の生物多様性の保全上極めて重要な地域である。これら

の地域については、極力人為を加えず自然の遷移にゆだねること等を保全の

方針としており、これまでの保全施策は、標識や巡視歩道など必要最小限の

保全事業の実施に限定してきた。

しかし、近年、これらの地域において、シカの食害等による生態系の撹乱

など、これまでの保全施策では対応できない、原生的な自然環境の危機へと

繋がる重大な問題が発生している。

このため、これらの地域において、生態系の維持回復など生物多様性の保

全上必要な対策を本格的に実施すべく、平成21年６月に、自然公園法と併せ

て自然環境保全法を改正したところである。

本事業は、自然環境保全法の改正に伴い、自然環境保全地域等における生

物多様性保全施策を推進するため、危機状況を把握・評価した上で、必要な

対策を検討・実施するものである。

（１）危機状況の把握・分析・評価

原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域について、専門家等の協力

を得て現地調査等を実施することにより、科学的な知見に基づき、生物多

様性保全上の危機状況の把握・分析・評価を行う。

（２）生物多様性保全上必要な対策の検討・実施

（１）の危機状況の評価結果等に基づき、自然環境保全地域等において、

生態系の維持回復に必要な事業や各種規制措置など、生物多様性の保全上

必要な対策を検討・実施する。

２．事業計画

H22 H23 H24 H25 H26

（１）危機状況の把握等

（２）対策の検討

対策の実施

３．施策の効果

我が国の生物多様性保全にとって極めて重要な役割を担う自然環境保全地

域等における生物多様性保全施策を推進する。



○原生自然環境保全地域
・・・人の活動によって影響を受けることなく原生状態を維持

○自然環境保全地域
・・・動植物を含む自然環境が優れた状態を維持

原生的な自然環境の危機対策事業

しかし近年・・・

◆シカの食害等による生態系の撹乱 ○危機状況の把握・分析・評価
・専門家の協力を得た現地調査
・科学的知見に基づいた分析・評価

○対策の検討・事業計画の策定
・生態系維持回復事業計画の策定
・普及啓発のあり方の検討 等

○対策の実施
・モニタリングなど
順応的な事業の
実施

自然環境保全地域等

生物多様性の保全上
必要な対策

自然環境の危機へと繋がる
重大な問題の発生 ・生

物
多
様
性
基
本
法
の
成
立
（平
成
20
年
６
月
）

・自
然
公
園
法
及
び
自
然
環
境
保
全
法
の
一
部
改
正

（平
成
21
年
５
月
）

生物多様性の保全に対する
社会的要請の高まり

我が国の生物多様性の保全上極めて重要な地域



希少野生動物野生順化特別事業費 １１６百万円（ ９０百万円）

自然環境局野生生物課

１．事業の概要

わが国において野生絶滅したトキ並びに絶滅のおそれが極めて高いツシマ

ヤマネコ及びヤンバルクイナの飼育下個体を本来の生息地に野生復帰させ、

野生個体群を回復させることで種の絶滅を回避する。野生復帰にあたっては、

事前に十分な野生順化訓練を実施するとともに、地元の理解や協力を得なが

ら、生息地環境の整備や保全にも努める。また、野生復帰後は、個体の追跡

等によるモニタリングを実施し、必要に応じてフォローアップの策を講ずる。

２．事業計画
H19 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24①トキ野生順化特別事業

野生復帰プログラムの策定
周辺環境整備
野生順化訓練の実施
モニタリング体制の確立
野生復帰及びモニタリング
地域住民のコンセンサス作り

H19 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24②ツシマヤマネコ野生順化特別事業
野生復帰プログラム策定(復帰計画)
野生順化訓練実施
地域住民のコンセンサス作り

（増額）
H19 H20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24③ヤンバルクイナ野生順化特別事業

野生復帰プログラム策定(基本計画)
〃 (復帰計画)

飼育技術の検討
モニタリング体制の検討及び確立
地域住民のコンセンサス作り

３．施策の効果

トキ、ツシマヤマネコ及びヤンバルクイナの野生順化訓練と野生復帰及び

野生復帰後のモニタリングを実施し、地域住民等地域社会の協力を得ながら

総合的に当該種の野生復帰を適切かつ確実に進め、種の絶滅を回避する。

ヤンバルクイナについては、平成２１年度に飼育下繁殖施設を整備し、平

成２２年度から本格的に、飼育下繁殖による種の保存を図るとともに野生復

帰の手法を検討する。



絶滅のおそれのある種の生息域外保全
（飼育下繁殖→野生復帰）に関する取組

野生復帰計画（プログラム）の策定
飼育下繁殖技術の検討、順化訓練、
放鳥・放獣、その後の監視方法など

順化施設の設計

順化訓練の実施
（飛行・採餌・繁殖・社会性など）

周辺環境整備
に対する支援

（ボランティア・NPO活動の支援）

野生復帰の実施
（放鳥・放獣など） 野生復帰個体の監視

（モニタリング）

順化施設の整備

＜目標＞

種の絶滅の回避
野生個体群の回復

地域住民の
コンセンサスづくり

（普及啓発活動・パンフレットなど）

ハード ソフト

飼育下繁殖施設の設計

希少野生動物野生順化特別事業の流れ

ﾄｷ：H20～
ﾂｼﾏﾔﾏﾈｺ：H25～

ﾔﾝﾊﾞﾙｸｲﾅ：H22～

飼育下繁殖施設の整備



（新）希少猛禽類等保護方策検討調査費

３０百万円（０百万円）

自然環境局野生生物課

１．事業の概要

里山で営巣し、周囲の水田等で採餌するサシバ等の猛禽類において近年

個体数の減少が見られており、サシバは平成18年12月に行われた環境省レ

ッドリストの更新の際にランク外から絶滅危惧Ⅱ類にランクが上がった。

また、生息地が開発にさらされることが多く、開発行為との調整を巡る

問題が顕在化している。

さらに、砂浜や埋め立て地で繁殖するコアジサシにおいても、繁殖地周

辺で開発が行われる事例が多く、その際に代替の繁殖地の創出等の保全措

置が事業者により行われることがあるが、その効果について不明な点も多

い。

このため、本事業において、サシバ等について、生息状況や開発行為に

よる影響について把握するとともに、効果的な保全策の検討を行い、事業

者が環境影響評価等により保全策を検討する際に参考となるガイドライン

を策定するとともに、コアジサシについて各地で行われている保全措置の

事例をもとに、効果的かつ効率的な保全策の検討を行うものである。

２．事業計画

（１）サシバ等ガイドライン策定（平成２２年度～２４年度）

（２）コアジサシ保全手法検討（平成２２年度～２３年度）

３．施策の効果

サシバ等のガイドラインを策定することで、開発行為とサシバ等の保全に

関する調整の円滑化と事業者による効果的な保全策の推進が期待できる。

また、コアジサシについても効果的かつ効率的な保全策を明らかにするこ

とで、事業者による保全の取組が推進されることが期待できる。



希少猛禽類等保護方策検討調査費

１．サシバ等ガイドライン策定

サシバ等の保護が
注目される一方開
発行為との調整を
巡る問題が顕在化

レッドリストに掲載

個体数の減少

生息状況の
把握

効果的な保
護策の検討

サシバ等保護
ガイドライン

開発を行う際の配慮
事項や効果的な保全
策の明確化

サシバ等の保護
の推進

開発行為との調
整の円滑化

２．コアジサシ保全手法の検討

減少要因

繁殖地周辺
での開発

生息環境
の悪化

各地の事例
の収集

各種保全手
法の検証

効果的な保全
手法の明確化

コアジサシの保
護の推進



（新）外来種防除促進のための実務者会合費
３０百万円（ ０百万円）

自然環境局野生生物課外来生物対策室

１．事業の概要

①防除実務者国際ワークショップの開催
アライグマ等世界各地で防除に苦慮している生物種に関して、生物多様
性条約COP10で参集する内外からの防除実施者による情報交換ワークショ
ップを開催し、知見の集約を図り、さらなる防除の推進を促す。

②ホームページ・防除マニュアル等による情報提供
①での成果をまとめ、国内外の防除者をはじめとする関心を持つ者に対
して、ホームページや防除マニュアル等の作成を通じて、情報の共有化
を図る。

③国内防除実務者セミナーの開催
②の成果物を利用して、有識者の指導の下、国内各地の実際に防除に関
わる担当者に対して、現場に即した実務的な防除を確実に実施できるよ
うセミナーを開催して、国内の外来種防除の成果向上を目指す。

２．事業計画

平成２２年度 7 8 9 10 11 12 1 2 3
月 月 月 月 月 月 月 月 月

①防除実務者国際ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催

②ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・防除ﾏﾆｭｱﾙ等による情報提供

③国内防除実務者ｾﾐﾅｰの開催

３．施策の効果

アライグマ等世界各地で防除に苦慮している生物種に関して、国内外での
実務者による情報交換ワークショップ等により情報の集約及び共有を図り、
国内外での防除の促進を図る。



■１． 防除実務者国際ワークショップ
の開催

（ＣＯＰ１０で参集する内外からの防除実施者を対象）

■２．ホームページ・防除マニュアル等
による情報提供

（国内外への発信）

■３．国内防除実施者セミナーの開催

（国内での防除実施者を対象）

外来種防除促進のための実務者会合

世界各地で防除に苦慮している外来種

情報交換・知見の集約 知見の共有

防除の
現場で活用

•COP6で「外来種の予防、導入、影響緩和のための指針原則」が採択
•COP9で外来種対策のさらなる対策の展開を各国に促す議決が採択
•COP10では、条約事務局から我が国に対して情報交換ワークショップ開催の要請あり



特定外来生物防除等推進事業
３４９百万円（３２７百万円）

自然環境局野生生物課外来生物対策室

１．事業の概要

（１）特定外来生物防除直轄事業
以下の重点地域において防除事業を実施する。

①奄美大島及び沖縄本島やんばる地域において、希少野生動物等を捕食す
るジャワマングースの完全排除を目指し、集中的なワナの配置などによ
り防除を実施する。

②ラムサール条約湿地など環境省が管理する保護水面などにおいてオオク
チバス等の防除を実施する。

③国立公園等保護上重要な地域のうち特に重点的対策を要する地域におい
て、外来生物の防除を実施する。

（２）広域分布外来生物防除モデル事業
地方公共団体等が実施する防除への活用を図るため、被害の著しいア

ライグマ等について、モデル事業を実施する。

２．事業計画

20 21 22 23
(1)特定外来生物防除直轄事業

①ジャワマングース防除事業

（奄美大島・沖縄本島やんばる地域）

②オオクチバス等防除事業

③国立公園等外来生物重点防除事業

(2)広域分布外来生物防除モデル事業

①アライグマ防除モデル事業

②外来アリ防除モデル事業

３．施策の効果

重点地域における集中的な防除の実施により、一部地域で完全排除を目
指すとともに、国や地方公共団体等、各主体の役割に応じた総合的・効果
的な防除の推進方策を明らかにすることにより、外来生物による日本の生
態系等に係る被害を低減し、被害の拡大防止を図る。



特定外来生物防除等推進事業

①特定外来生物防除直轄事業
・ジャワマングース防除事業（奄美大島・沖縄本島やんばる地域）
・オオクチバス等防除事業（ラムサール条約湿地等）
・国立公園等外来生物重点防除事業（小笠原地域・西表地域）

②広域分布外来生物防除モデル事業
・アライグマ防除モデル事業
・外来アリ防除モデル事業



国立公園内生物多様性保全対策費 

１３７百万円（ ５５百万円） 

自然環境局国立公園課 

 

１． 事業概要 

【国立公園における科学的知見に基づく順応的な生態系管理推進事業】（拡大） 

国立公園10地域 国定公園１地域（予定） 

 国立・国定公園内において近年深刻化している外来種による生態系への被害を未

然に防止するには、放出規制といった従来からの行為規制の手法のみでは難しいこ

とから、国立・国定公園内の生物多様性を保全し、生態系の維持回復のための総合

的な取り組みを推進する制度として「生態系維持回復事業」を導入する自然公園法

の改正が行われた。 

 これを受け、本事業においては、例えば里地等人の影響下において生息する希少

種の保全のため、人為的な生息地管理を実施することや本来の生育地以外から侵入

した動植物種（地域外来種）により悪影響を受けている生態系の保全のためにこれ

らの駆除を実施すること等、国立・国定公園内の生物多様性の保全のため必要な対

策を生態系維持回復事業として推進するものである。 

 

【「那須の森（仮称）」生物多様性モニタリング事業】（新規） 

宮内庁から所管替した「那須御用邸」の一部について、国民に園地として開放す

るにあたり、利用による生物多様性への影響をモニタリングし、科学的データに基

づく効果的な管理運営に資するものである。（平成23年度に予定される供用開始

以前においては、モニタリング計画の策定との前提となる、利用のない状況でのデ

ータ収集とモニタリング計画の策定を行う。） 

 

２．事業計画 

                                    (年度) 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 
 

 

 

順応的な生態系管理推進

費（拡大） 

      

 

那須の森モニタリング事

業（新規） 

 

      

 

３．施策の効果 

 生物多様性の保全を適切に行うため、保全等の対策を必要とする希少種や地域外

来種の調査結果等を踏まえ、生態系維持回復事業計画を策定し、それに基づき予防

的・順応的な対策を講じることにより、希少種や健全な生態系の保全が図られる。 

 また、那須の森（仮称）、尾瀬等については、利用による影響をいち早く察知し、

速やかな保全対策が可能となる。 

(供用開始) 

モニタ計画策定 

モニタリング 

基
本
方
針
の
策
定 

順応的対策 
モニタリング 
 

計画策定 
実証試験 
合意形成 

国定公園モデル 

事前モニタリング 

（施設の供用） 



●草刈りなどの人為的な管理が無く
なったため、生息環境が悪化
●生息・生育地の保全管理が急務

●高山植物群落や自
然草原などの地域固
有の生態系が悪影響
を受けている。

●地域住民と協力して
活動を実施している
が、抜本的な対策に
至っていない。

オオウラギンヒョウモ
ン：草原の管理が無く
なり生息環境が悪化
し、個体数が減少

計画見直し

生態系維持回
復計画策定

各種試験の実施

地域連絡会の運営

科学的知見に基づく順
応的な生態系管理推進
費

●様々な駆除方法を試
みて、効果的な手法を検
討

●対策による効果の検証
（外来種の生息数調査、植
生の回復状況調査など）

●科学的知見を集積し、計
画へ反映

予防的
・順応的対策へ

●事業計画から
実施体制までを
網羅する総合的
な計画を策定

●地域関係者と
一体となった管理
体制を確立

国立公園内の
貴重な生態系の危機

駆除等の対策

国立公園内生物多
様性保全対策費

知床国立公園アメリカオニアザミ：知床岬の
草原に高密度で生育し、在来種の生育を妨
げている。

阿寒国立公園ティラピア：
オンネトー湯の滝に異常繁
殖。

調 査

モニタリング

外来種の排除や生
息環境の改善を図る
総合的対策が急務

生息地の管理作
業：草刈りによっ
て生息地の草原
を維持する。

白山国立公園コマクサ：人為的な持ち込
みにより、本来生育していない地域で繁
殖し、在来種に影響を与えている。



国立公園等における大型獣との共生推進費 

１０６百万円（ ５１百万円） 

自然環境局国立公園課 

 

１．事業概要 

大型哺乳類の生息地である国立公園等では、近年、ニホンジカによる自然植生へ

の食害が著しく、高山植物群落のお花畑の消失や湿原植生の衰退に止まらず、自然

林にも深刻な影響を及ぼしており、この状況が続けば国立公園等の自然風景地の価

値や魅力の低下、生物多様性が低下するだけでなく、食害と踏み荒らしにより土砂

崩壊が始まるなど国土の保全上も一刻の猶予もならない状況である。 

これらシカをはじめとする鳥獣の増加・生息地拡大、さらには、本来の生育地以

外からの動植物種の侵入（地域外来種）により悪影響を受けている生態系の保全等、

国立・国定公園内における生態系の維持回復のための取り組みを推進する制度とし

て「生態系維持回復事業」を導入する、自然公園法の改正が行われた。 

本事業においては、この制度を活用し、最大の課題となっているシカによる生態

系の被害を軽減するため、国立公園等の生態系を保全する上で重要な地域における

シカの駆除による個体数管理や、保護上重要な植生(例：湿原植生や高山植生等)

をシカ侵入防止柵により防護する等の対策を講じることとする。このため、従来か

ら知床や尾瀬などで現在進めている国立公園の取り組みを継続するとともに、まだ

対応が進んでいない国立・国定公園や国指定鳥獣保護区においても壊滅的な被害が

生じる前に適切な措置を講じるものである。 

 

【対象地域】（継続）知床、尾瀬、南アルプス、大台ヶ原、屋久島 

（新規）国立公園３地域、国定公園・国指定鳥獣保護区各１地域 

 

２．事業計画                           (年度) 

 
 
H19 

 
H20 

 
H21 

 
H22 

 
H23 

 
H24 

 
H25 

 
H26 

 
H27 

新

規

地

域 

国立公園等における大 

型獣に関する生態系維 

持回復事業推進費 

        

（国定公園）         
国指定鳥獣保護区保護 

管理推進事業 
        

 
継

続

地

域 

知床、尾瀬、大台ヶ原        
南アルプス        

屋久島        

 

３．施策の効果 

 シカの生態調査、捕獲手法の検討等を踏まえ、生態系維持回復事業計画を策定し、

それに基づき予防的・順応的な対策を講じることにより、シカによる国立公園等へ

の生態系への被害を軽減させ、健全な生態系の回復を図ることに貢献する。 

調査・計画策定 事業実施 



鳥獣保
護行政
との連
携

連絡協議会

湿原植生高山のお花畑

国立公園における大型獣との共生推進費

●シカによる自然植生への食
害が日本各地の国立公園等の
自然保護地域で問題化

●シカによる食害と踏み荒らし
により、土砂流出が起こり、国
土の荒廃につながる

シカの食害により植生が無くなった。
（南アルプス国立公園・塩見岳）

●知床、尾瀬、南アルプス、屋
久島において、「生態系維持回
復事業計画」を策定し、総合的
なシカ対策を推進

●被害が進んでいる国定公園
及び国指定鳥獣保護区での対
応を促進

シカの生態系
被害を事前に
軽減することが
重要

●生態系維持回復事業により、
予防的・順応的対策を実施

●調査、モニタリング結果を計
画に反映させ、科学的知見に基
づき計画を策定、見直し

●シカの生態系被害を軽減し、
国立公園等の健全な生態系を
回復

計画見直し

生態系維持回
復計画策定

試験・駆除の
実施

防鹿柵の設置
（公共）

調 査

モニタリング

予防的
・順応的対策へ

生態系維持回復事業の事業サイクル

調査→計画→実施
→モニタリングの
一連のサイクルに
より順応的な対策
を実施



海域の国立・国定公園保全管理強化事業費
１３５百万円（ ６百万円）

自然環境局国立公園課

１．事業の概要

我が国の海域は、干潟、藻場、サンゴ礁等の様々な生態系が見られ、生
物多様性の保全上重要な役割を担っている。これらの海域の一部は国立公

園等として指定されているが、例えば、干潟の指定面積は全干潟の１割に

満たないなど、国立公園等の保護区の充実を図ることが必要とされている。

また、近年、オニヒトデの大発生によるサンゴの食害や藻場における磯

焼けなどの被害が各地で発生しており、迅速な対策の実施と海域の保全管
理の強化が課題となっている。

平成21年6月には自然公園法が改正され、干潟や藻場等を含む海域全体の

保全を目的とする海域公園地区制度や生態系維持回復事業制度が創設され

たことから、これらの制度を活用し、国立・国定公園における海域公園地

区の指定と保全管理の強化を図っていく。

＜事業内容＞

（１）国立・国定公園の適正海域管理推進事業（拡大）

例えば、オニヒトデ等の食害生物の駆除を民間ダイビング団体や漁業者と

協力して実施する等、海域生態系のモニタリングを実施しつつ、地域住民
・団体の参画を得て、海域公園地区の管理充実に必要な対策を実施する。

（２）国立公園海域公園地区指定調査（新規）

平成24年度の生物多様性条約締約国会議(CBD/COP11)までに国立公園内の

海域公園地区の面積を倍増させることを目標として、現地調査等により魚
類や海鳥類などの生物相や水環境に関して把握し、新規指定を進める。

（３）国定公園等海域公園地区候補地全国調査（新規）

国定公園等における海域公園地区の指定を促進するため、既存資料を活用

して新規指定候補地を抽出し、抽出地ごとに基礎資料の収集分析、指定可

能性の検討を行う。

２．事業計画

H21 H22 H23 H24 H25 H26事業内容

(1) 国立・国定公園の適正海域管理推進事業

(2) 国立公園海域公園地区指定調査

(3) 国定公園等海域公園地区指定候補地全国調査

３．施策の効果

海域における保全管理を強化し、国立・国定公園の海域公園地区の指定
を推進することにより、海域のすぐれた自然景観の保全と適正な利用を図

り、海域における生物の多様性の確保に寄与する。



－海域公園地区制度の創設
海中だけではなく、干潟等を含む海域全体を保全

－生態系維持回復事業制度の創設
従来の規制的手法とは別に、食害生物の駆除など
生態系の維持回復を図るための管理事業を導入

１．国立・国定公園における海域公園地区の新規指定

２．海域公園地区の適正な海域管理の推進

海域の生物多様性保全上重要な海域について、国立公園等の海域公園地区として新規指定

→ 平成24年度までに国立公園における海域公園地区の面積を倍増（現在は2,359ha）

岩礁域 沖合サンゴ礁藻場干潟

（藻場）（干潟） （サンゴ礁）

干潟、藻場、サンゴ礁の
国立・国定公園としての指定は不十分

～藻場、サンゴ礁は全体の約４割、
干潟は全体の約１割が指定されているのみ～

オニヒトデの大発生によるサンゴの食
害、磯焼けなどによる被害が各地で発生

～オニヒトデの食害による被害は、
沖縄のほか、四国、紀伊半島等でも発生～

オニヒトデによるサンゴの食害国立公園等の干潟、藻場、サンゴ礁の指定状況

海域公園地区を対象として、海域生態系の
モニタリングを実施しつつ、オニヒトデ等
の食害生物の駆除などを実施

→ モニタリング（監視）と駆除の一体的な
実施による適正な海域管理の実現

→ 地域住民や団体の参画を得る
モニタリング オニヒトデ駆除

予防的・順応的な海域管理

自然公園法の改正（平成21年6月）



（新）国立公園等における協働型管理運営推進事業
１００百万円（ ０百万円）

自然環境局国立公園課

１．事業の概要

国立公園には年間約４億人の利用者が訪れているが、利用者のニーズは社

会的な変化を反映して刻々と変化しており、公園利用の実態も多様化してい

る。また、国民の自然環境保全意識の高まりとともに自然環境保全活動への

参加も増えている。

本事業においては、この公園利用実態の変化を的確に把握し、施設計画を
はじめとする公園計画を見直すとともに、この見直しを関係機関、公園事業

者、住民団体等、国立公園に関わる多様な主体が協働して行うことで多様な

意見を公園計画に反映して、新たな国立公園像を紡ぎ出すものである。

また、この協働による見直しの過程を通じて、これら多様な主体との協働

と国民の参画による新たな管理運営体制を構築し、協働による質の高い国立
・国定公園サービスの提供を目指すものである。

２．事業計画

（１）協働型管理運営推進事業

２か年ごとに、５国立公園・１国立公園の計６公園を対象としてそれぞ
れの利用実態（利用動態、利用者ニーズ等）を調査し、これを踏まえた施

設計画をはじめとする公園計画等の見直しを行う。またこの実行性を担保

するため、地域関係者を始めとした多様な主体とともに協働型管理運営体

制の構築を目指す。

（２）公園管理団体育成事業

ＮＰＯ法人等民間団体の公園管理への参画促進を目的とした「公園管理

団体」制度を推進するために、公園管理団体の新規指定の促進及び既指定

の公園管理団体の活動支援を行う。

事業内容 H22 H23 H24 H25 H26 H27

協働型管理運営体制構築事業(1)

6公園 6公園 6公園

(2) 公園管理団体育成事業

３．施策の効果

多様な主体との協働による管理運営の実現と効率的・効果的な公園事業

の執行により、質の高い国立・国定公園サービスを提供する。



●国立・国定公園内で、利用者数の低迷や経済状況の悪化より、
必要な維持管理や更新が行われない施設が増加。

質の高い国立・国定公園サービスの提供

②公園管理団体の
指定促進

●利用実態を踏まえた計画の見直し
●管理運営体制の強化が必要

協働型管理体制の構築
施設計画の見直し

①多様な主体とともに
協働型管理体制の構築

多様な主体と
情報や課題を共有



自然公園等事業費〔公共〕 13,396百万円（11,048百万円）

自然環境局自然環境整備担当参事官室

１．事業の概要
自然と共生する地域づくりを推進するため、直轄事業により、国立公園

の重要な公園事業、国指定鳥獣保護区の保全事業、及び国民公園等の整備
について着実に実施する。また、自然環境整備交付金により、地方公共団
体が行う国定公園等の整備を支援する。

２．事業計画
（１）国立公園等の直轄事業
下記事業について重点的に実施する。

①生態系維持回復事業＜新規＞
近年深刻化しているシカの食害や他地域からの外来生物の侵入等に対し

て迅速かつ予防的な対策を講じるため、平成21年６月に自然公園法を改正
し、新規に設けられた「生態系維持回復事業」の制度を活用し、国立公園
における生態系管理のための施設整備(防鹿柵等）を重点的に実施。

②人と自然が共生する国立公園重点整備事業＜新規＞
観光道路やロープウエイ等を利用し、多くの利用者が訪れる地区及びそ

の周辺フィールドを対象に、利用者による自然生態系への影響を軽減し、
適正かつ質の高い利用を推進するための施設（環境配慮型トイレ、登山道、
自然解説施設等）の整備を重点的に実施。

③自然再生事業
失われた自然を積極的に取り戻すため、自然再生事業（国指定鳥獣保護

区の保全事業を含む）を更に推進。
④人と地球にやさしい集団施設地区整備事業

国立公園の利用拠点である集団施設地区において、ユニバーサルデザイ
ンに対応する整備、二酸化炭素排出削減に資する施設の再整備を引き続き
実施。

⑤那須の森（仮称）保全整備事業
日光国立公園那須地域において、国民が自然を体験し、自然を学び、自

然と人間との共生のあり方を学ぶための保全整備を引き続き実施。
⑥国立公園エントランス整備、国民保養温泉地整備事業

国立公園の主要な入口における情報提供施設の整備、国民保養温泉地で
の自然とのふれあいを推進する施設整備(散策路、標識等)を引き続き実施。

（２）国民公園等の直轄整備
新宿御苑の観賞温室の建て替えを実施する他、皇居外苑、北の丸公園、

京都御苑及び千鳥ヶ淵戦没者墓苑に係る施設整備を実施。

（３）国定公園等の交付金事業（交付率：４５％、交付先：都道府県）
地方の行う国定公園事業、国指定鳥獣保護区における自然再生事業

（既着手事業のみ）及び長距離自然歩道整備事業について支援を実施。

３．施策の効果
国立・国定公園等における自然環境の保全・再生及び自然とのふれあい

の場の整備を推進。自然共生社会や低炭素社会の構築にも貢献。



自然公園等整備事業（国立公園等）

エントランス整備

自然再生事業（保全事業含む）

魅力ある温泉地づくり

人と自然が共生する国立公園重点整備事業

国民保養温泉地整備

失われた自然等を再生

生態系保全のための
整備（植生復元）

国立公園入口に
標識整備
（多言語化）

ユニバーサルデザイン化

植生復元

河川の蛇行化

森林の再生

湿原や鳥獣の
生息環境の再生

人と地球にやさしい集団施設地区整備

自然エネルギーの活用

那須の森（仮称）保全整備事業

自然情報提供の拠点 自然観察網の整備 安全対策
（登山道、標識等整備）

生態系維持回復事業

生態系維持回復のために必
要な施設（防鹿柵等の整備）



鳥獣保護管理に係る人材育成事業 ６９百万円（４０百万円）

自然環境局野生生物課鳥獣保護業務室

１．事業の概要
シカ、イノシシ、カワウ等特定の鳥獣による自然生態系や農林水産業へ

の被害が深刻化している。また、ツキノワグマなど地域的に絶滅のおそれ
のある個体群もあり、人と鳥獣の適切な関係の構築に向けた適切な保護管
理が必要とされている。そのため、鳥獣保護管理に係る専門的な指導・助
言への要求が高まっているところであるが、狩猟者等の鳥獣保護管理の担
い手が減少しており、平成18年の国会の附帯決議、中央環境審議会答申に
おいても、人材育成・確保の必要性が強く指摘されている。
このような状況を踏まえ、以下の事業を実施する。

（１）鳥獣保護管理等専門家登録事業
鳥獣の保護管理に係る専門的知識を有する者等を登録する制度の構築及

び登録された技術者を派遣し都道府県等に対して技術的助言を行うなどの
当該登録事業の活用を図る。

（２）鳥獣行政を担当する職員の研修の充実
都道府県・市町村職員等を対象に、効果的な管理技術、広域的な鳥獣保

護管理の考え方及び最新の技術等について現地講習会等を開催する。
（３）鳥獣保護管理の担い手となる狩猟者育成事業

狩猟者育成用の基礎的な研修資料等の作成や、猟区を活用した狩猟者の
実地訓練によりその育成・確保を図る。
４）地域の人材育成事業の支援事業（新規）（
各地域における狩猟者数の増加を図るため、地方公共団体職員の狩猟免

許取得を促すためのセミナー等の開催、研修事業のプログラム作成支援や
研修用テキストの作成など、地域における人材の育成事業の支援を行う。

２．事業計画

H19 H20 H21 H22 H23 H24

（１）鳥獣保護管理等専門家登録事業

（２）鳥獣行政を担当する職員の研修の充実

（３）鳥獣保護管理の担い手となる狩猟者

育成事業

狩猟者育成のためのガイドブック等の作成

狩猟者育成のための研修会の実施

（４）地域の人材育成事業の支援事業

セミナー等開催、地域の人材育成事業支援

３．施策の効果
特定鳥獣保護管理計画の策定・実施、鳥獣による被害の防止、捕獲等の保

護管理に係る適正な技術・知識を持つ者の育成が確保される。また、これに
より鳥獣の保護管理に係る体制整備が推進される。



野生鳥獣による被害の発生
鳥獣の地域的絶滅のおそれ

鳥獣保護管理に係る人材育成事業

県境をまたいで分布する
野生鳥獣の広域的な管理

鳥獣保護管理の技術者
の不足（専門家、狩猟者等）

捕獲技術者の研修
（継続）

行政官の研修
（継続）

鳥獣保護管理人材の技術者の登
録・人材の確保・活用（継続）

【課題】
○地域間で効果的な手法の普及
○地域の実状に見合った計画の策定
○鳥獣保護管理に関わる人材の育成・確保

【目標】
高い技術を有する人材の確保・活用
広域的な保護管理の実施

鳥獣保護管理に関わる都道府県への支援

【
事
業
内
容
】

地方公共団
体職員の狩
猟免許取得
を促すため
のセミナー

地域にお
ける人材
の育成事
業の支援

地域の人材育成事業
の支援事業（新規）

狩
猟
者
数
の

増
加管

理
技
術
の

向
上



野生鳥獣感染症対策事業費

１１１百万円（９１百万円）

自然環境局野生生物課・鳥獣保護業務室

１．事業の概要

近年、高病原性鳥インフルエンザなどの野生鳥獣由来の感染症が社会的

問題となっている。これらは社会経済及び人の健康に著しい支障を及ぼす

のみならず、わが国の生物多様性保全に大きな影響を及ぼす可能性がある

が、野生鳥獣と感染症に関する知見は限られており、体系的な蓄積がなさ

れていない。

高病原性鳥インフルエンザについては、平成16年以降、国内で相次いで

発生しており、特に平成20年に東北及び北海道においてオオハクチョウか

らウイルス確認されたことを受け、全国規模でのモニタリング体制を整備

する必要が生じた。

21年春には愛知県のうずら農家から発生し、21年４月にはアライグマの

抗体感染が確認されるなど、新たな動きもみられることから、全国規模の

野鳥のモニタリングを充実させるほか、渡り鳥の飛来経路を解明するため

の調査や、渡り鳥の飛来状況に関する情報提供等の事業を推進し、感染症

対策に資するものである。

２．事業計画

（１）渡り鳥の飛来経路の解明事業（平成１７～２３年度）

（２）野生鳥獣感染症情報整備事業（平成２０～２５年度）

①野生鳥獣感染症モニタリング

（高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査）

②近隣諸国における渡り鳥の感染症にかかる情報集約

③地域における感染症対策の実施体制強化

（３）渡り鳥の飛来状況等に関する情報提供事業（平成２１～２６年度）

３．施策の効果

高病原性鳥インフルエンザウイルスの保有状況モニタリングなど野生

鳥獣の感染症に関する調査等を通じて、希少な野生鳥獣の適切な保護を

図るとともに人畜の感染予防・発生時対策に資する。



全国規模のモニタリングを強化して実施するとともに、迅速な情報集約・情報提供を推進

総合的・効果的な高病原性鳥インフルエンザ対策の実施

野生鳥獣感染症対策事業費

ウイルスの伝搬に野鳥関与との指摘で社会問題化!!
平成１６年以降、国内で高病原性鳥インフルエンザが相次いで発生

渡り鳥の飛来経路解明

野生鳥獣感染症情報整備事業
①全国規模のモニタリング
（ウイルス保有状況調査）
②近隣諸国の情報集約
③地域の実施体制強化

渡り鳥飛来の情報提供

●ヒト・家畜への被害のおそれ ●野生鳥獣・生物多様性への影響のおそれ

21年４月、アライグマの
高病原性鳥インフルエンザ
感染歴が発覚！

21年２～３月、愛知県豊橋市
うずら農家から高病原性鳥
インフルエンザ発生！！



国指定鳥獣保護区における環境学習・保全調査拠点整備

４３７百万円（８百万円）

自然環境局野生生物課鳥獣保護業務室

１．事業の概要

濤沸湖は、我が国有数の渡り鳥の中継地であり、様々な希少種も飛来す

る生息地であることから平成１７年にラムサール条約湿地に登録された。

ラムサール条約湿地においては、国際条約に定められた役割として、保

全・再生、賢明な利用（ワイズユース）、交流・学習などの取組に努めな

ければならないが、濤沸湖にはこのような取り組みを進めるための拠点施

設がないため活用が進んでいない現状にある。

これらのことから、自然とのふれあいの場や自然環境学習等の場として

最大限に活用して、賢明な利用を図るために、湖の周辺に環境学習や普及

啓発等を行うための拠点施設を整備するものである。

２．事業計画

（１）測量・設計等（平成２１年度）

（２）施設整備（平成２２年度）

３．施策の効果

湖の周辺に環境学習等を行う拠点施設を整備することで、市民が気軽に

渡り鳥とふれあえる場、学校の総合学習の場等としての活用を通じ湖の保

全が図られる。

また、平成２０年４月には、濤沸湖を含む北海道東部において高病原性

鳥インフルエンザがオオハクチョウから検出されており、感染症に関する

調査や普及啓発等のための拠点としても重要な機能を発揮することが可能

となる。



地域の人々の健康で
安全な暮らしや産業
とバランスのとれた湿
地の保全を推進す
る。

多くの生きものの生息地であり、
生活環境を支える重要な生態系
である湿地から、人と生きものが
互いに恵みを得られるよう、保全
・再生を図る。

国指定鳥獣保護区における環境学習・保全調査拠点整備

濤沸湖 ：平成１７年１１月、ラムサール条約湿地に登録

保全 ・再生
ワイズユース

(賢明な利用) 

交流 ・ 学習

濤沸湖は、国際的に重要な渡り鳥の中継地で
あり、様々な鳥類の生息地

保全とワイズユースを進めるには、
人々の交流、情報の交換、学習・教
育、普及啓発活動が不可欠であり、
個人や機関が経験を共有し、互い
に学び、連携する機会を設けること
が重要である。

毎年、ガンカモ類が6万羽以上飛来し、オオヒシクイなどの
希少種も数多く飛来する。

ラムサール条約登
録湿地の役割

Ｈ２０年４～５月

北海道、東北で、オオハクチョウか
ら鳥インフルエンザウイルスが検
出される

○ 感染症に関する調査拠点
○ 普及啓発活動の拠点
など

地域に存在しない拠点施設として
の役割の発揮

※今後、継続的な発生が
危惧される状況

ラムサール条約登録湿地に求められる取組

● ワイズユース（賢明な利用）

● 保護区の保全活動

● 保護区での交流・学習

①自然とのふれあいの場や自然環境
学習等の場として最大限活用し、賢
明な利用を図るために、湖の周辺に
環境学習や普及啓発等を行うための
拠点施設を整備。

②環境学習、普及啓発等の施設にお
ける業務運営は地元市町村等が協議
会方式で行う。

拠点施設を設けて、環境省が推進しなければならない業務内容

○学校教育に対応した自然環境学習 ○ 水鳥のモニタリング、地域との情報交換

○湖・水鳥の保護のための普及啓発 ○保全に関する調査研究

○保護区の適切な管理

○鳥インフルエンザ等感染症に関する調査、普及啓発



動物愛護管理推進費 １９７（１８３）百万円

自然環境局総務課動物愛護管理室

１．事業の概要

動物愛護管理行政を推進していくため、関係機関と緊密な連携を図ると

ともに、総合的な普及啓発を進める。また、動物愛護管理法に基づき環境

大臣が策定した基本指針の施行状況等を把握・評価し、今後の施策に反映

していく。さらに、犬ねこの遺棄・虐待の防止や都道府県等が収容した犬

ねこの譲渡を推進していくための事業等を実施していく。

今年施行されたペットフード安全法の円滑な施行のため、関係機関の連

絡調整や各種普及啓発を実施していくとともに、現在対象とされていない

犬ねこ以外のペットフードに関して、安全性に関するガイドラインを作成

する。

２．事業計画

（１）動物愛護管理法に基づく施策の推進

関係省庁、都道府県等の行政機関や日本獣医師会等の関係団体との連

携を進めるとともに、ポスター、パンフレットの作成、シンポジウムの

開催等による総合的な普及啓発事業を進める。犬ねこの遺棄・虐待の防

止等の施策の推進に必要な各種ガイドライン等を作成するとともに、基

本指針の施行状況等について把握、評価を行う。都道府県等が収容した

犬ねこの譲渡を進めるため、収容施設の新築・改築・改修等を支援する。

（２）ペットフード安全法の円滑な施行

今年６月に施行されたペットフード安全法の円滑な施行に向けて、中

央及び地方における関係機関の連絡会議の開催や立入検査等を実施する

とともに、パンフレット、ポスター、講習会等により普及啓発を促進す

る。また、現在対象とされていない犬ねこ以外のペットフードに関して、

流通実態、課題等を把握し、ペットの安全・健康保持のためのガイドラ

インを作成する。

調査等 H21 H22 H23 H24 H25
年度 年度 年度 年度 年度～

調査連絡事務費
飼養動物との共生基盤強化事業
基本指針検討・推進事業
飼養動物の安全・健康保持推進事業
愛がん動物用飼料安全対策費
マイクロチップ普及推進モデル事業
動物収容・譲渡対策施設整備費補助

３．施策の効果

以上のような事業の展開により、関係する機関や一般国民の動物愛護管

理に関する意識を高めるとともに行政機関の体制強化等を図り、基本指針

の目標達成等に向けた動物愛護管理行政の一層の推進に寄与する。

また、関係者等の意識の高揚やガイドラインの普及等によりペットフー

ド安全法の円滑な施行に寄与する。



動物愛護管理推進費

動物愛護管理法に基づく施策の推進

○ 調査連絡事務費
（関係省庁、関係自治体等の担当者会議、犬ねこ等の譲渡支援
データベース運用等。）

○ 飼養動物との共生基盤強化事業
（ポスター・パンフレット作成、シンポジウム開催、犬ねこの遺棄・
虐待の防止等のガイドライン作成等）

○ 基本指針検討・推進事業
（動物愛護センサス・基本指針フォローアップの実施、動物愛護
管理法の次期見直しに向けての実態調査等）

○ マイクロチップ普及推進モデル事業
（獣医師会等と協力したマイクロチップの埋込などマイクロチップ
普及推進に係るモデル試行事業の実施）

○ 動物収容・譲渡対策施設整備費補助
（都道府県等が収容した犬ねこの譲渡を進めるため、都道府県等
の動物収容施設の新築・改築・改修等の支援）

○ 飼養動物の安全・健康保持推進事業
（ペットフードガイドラインの普及啓発にかかる講習会の開催、
犬ねこ以外のペットフードのガイドライン作成等）

○ 愛がん動物用飼料安全対策事業
（ ペットフードの安全性の課題等の情報収集・調査、
犬ねこ以外のペットフードの調査等）

ペットフード安全法の円滑な施行

事 業 計 画

目的：飼養動物の愛護・管理

•飼い主の責務の遵守
•動物取扱業者の規制、指導
•周辺生活環境の保全
•危険な動物の飼養規制
•犬及びねこの引取り
•動物愛護管理基本指針に基づ
く施策の推進 等

※都道府県等の自治事務
※環境省は基準等の策定、普
及啓発、都道府県等の支援

•犬及びねこの健康の保護
•ペットフードの製造、輸入、販売
の規制
•基準・規格の設定
•立入検査等によるモニタリング
※農林水産省との共管
※国の事務

背 景

◆動物愛護管理法

◆ペットフード安全法



(新)皇居外苑濠水環境改善事業（公共）

自然公園等事業（公共）13,396百万円の内数

自然環境局総務課

皇居外苑管理事務所

１．事業の概要

皇居外苑の濠は、我が国の象徴的な空間を形成するとともに、江戸城の歴

史的景観、都心の貴重な水辺空間などの様々な役割を果たしているが、近年、

アオコの発生等水質の悪化が課題となっている。

これに対し、濠水浄化施設の運転、アオコの回収等の対策を講じているが、

さらなる水質の改善が求められている状況である。

このため、平成21年度は、北の丸地区などの雨水と汚水の分流化を進める

とともに、水質改善計画を含む濠管理方針をとりまとめることとしている。

今後、本方針を踏まえ、浄化施設の機能改善、円滑な濠水循環の確保等を

内容とした総合的な対策を実施し、水環境の改善を進める予定である。

平成22年度は、これらの対策の一環として、新たな浄化施設の設計を行う

とともに、当面の利用が想定される既存浄化施設の補修、円滑な濠水循環の

確保のための送水管、ポンプ等の改修を行うものである。

２．事業計画

実 施 項 目 H21 Ｈ22 Ｈ23～

皇居外苑濠管理方針検討・策定 策定

濠水浄化施設増設 計画 設計 施工

既存浄化施設の補修 施工

円滑な濠水循環の確保 施工

３．施策の効果

濠水の水質の改善を図ることで、皇居濠の持つ我が国の象徴的な空間の維

持などの諸機能の維持に寄与する。



皇居外苑濠水改善事業

皇居外苑濠の水質改善

関係部局と連携した水質改善事業実施

皇居外苑濠の水辺空間

・我が国のシンボル
・重要な憩いの場 水質悪化

＜現状＞
・水源を雨水に依存
・汚濁原因物質の流入 等

千鳥ヶ淵（H20.7.1撮影）

Ｈ20～21 皇居外苑濠管理方針検討会の設置
・管理方針の策定

H21補正 浄化施設調査、北の丸等雨水汚水配管
改修、水門改修等(5．5億円)

環境省

H22 新浄化施設設計
既存浄化施設改修、濠水の循環確保

・下水道越流水の濠への流入停止
(～Ｈ２７：予定)

・雨水活用、補給水確保での連携

H23～ 新浄化施設施工
濠水循環確保(送水管、水門等改修) 等

国土交通省、東京都



（新）都市内の森林による生物多様性の確保推進事業費

４０百万円（０百万円）

自然環境局自然環境計画課

１．事業の概要

第三次生物多様性国家戦略においては、都市における生物多様性確保の観

点から、明治神宮の森などの状況を参考に、都市内や臨海部に森と呼べる大

規模な緑地空間の確保を目指すとされており、今後、都市における新たな森

林の造成を促進していくことが必要である。

また、都市部に残された大規模緑地や社寺林等では、鳥の種子散布やヒー

トアイランド等により、シュロなど外来植物が繁茂し在来種が圧迫されると

いった事案が生じており、現存する森林の適切な維持管理が求められている。

このような取組は、各省連携、民間参画を得ながら進めることが重要であ

り、その基礎資料とするため、都市内における森林調査を行い、生物多様性

確保の観点から、森林造成や適切な維持管理に関する技術的指針を策定する。

（１）都市内における森林生態系調査

都内の大規模緑地（明治神宮、新宿御苑等）や地方都市に現存する社寺

林など特徴の異なる森林において、森林生態系に関する調査を行う。

（２）検討委員会の設置、運営

森林生態系等に関する専門家による検討委員会を設置し、（１）の調査

結果を評価した上、都市内や臨海部に森林を造成する際の計画・整備手法、

都市内に現存する森林の適切な維持管理手法等を検討・整理する。

（３）技術的指針の策定

（２）の結果をとりまとめ、技術的指針を策定する。

２．事業計画

H22 H23

（１）都市内における森林生態系調査

（２）検討委員会の設置、運営

（３）技術的指針の策定

３．施策の効果

都市内に現存する森林の適切な維持管理、100年先を見据えた新たな森林の

造成を促進することにより、都市における生態系ネットワークの形成を図る。



都市における生態系ネットワークの形成促進

都市内の森林による生物多様性の確保推進事業費

技術的指針の策定

～生物多様性確保のため、まとまった規模での生物の生息・生育空間の確保が重要～

第三次生物多様性国家戦略（平成19年11月閣議決定）都市緑地の保全

これらに対応した取組を各省連携、民間参画を得ながら進めることが重要

100年先を見据えた
新たな森林造成の促進

都市内に現存する
森林の適切な維持管理

都市内森林調査
都市内に現存する大規模緑地
（明治神宮、新宿御苑等）や社寺
林における生態系調査

専門家による検討
・検討委員会の設置
・新たな森林造成のための手法、
適切な維持管理手法の検討

技術的指針
の策定

明治神宮の森などを参考に、
都市内や臨海部に森と呼べる
大規模な緑地空間を確保



（新）未利用循環資源の活用戦略策定事業 ３０百万円( ０円)

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

リサイクルについては、個別の特性に応じた容器包装リサイクル法を始

め５本の個別リサイクル法によって対策が進捗しているが、一方で、個別

制度の対象となっていない廃棄物の中には、厨芥、プラスチック、繊維、

廃油等、利用が可能であるにも関わらず未利用となっている循環資源が存

在する。本事業においては、こうした循環資源の存在量を把握し、活用方

策を検討する必要な施策体系の充実・強化を図るための活用戦略の策定を

行う。

２．事業計画

①未利用循環資源に係る全体的な活用戦略の策定

リサイクルが可能な循環資源について、厨芥、繊維、廃油等それぞれ

個別品目毎に未利用のものがどの程度の量あるか把握した上で、技術面

・費用面からのリサイクルの実行可能性を検証し、費用対効果の観点か

ら効率的な未利用循環資源の活用戦略を策定する。

②容器包装に該当しないプラスチック等の検討

①に加えて、経済財政改革の基本方針2009において、廃プラスチック

の総資源化が掲げられていることを踏まえ、容器包装リサイクル法に基

づくリサイクルの対象となる「容器包装」に該当しないものの、プラス

チック等容器包装リサイクル法の対象と同素材の未利用循環資源（例：

クリーニング袋等のサービス系容器包装や、容器包装的機能はないもの

の容器包装リサイクル法が扱う品目と同じ素材のおもちゃ・バケツ等の

プラスチック製品等）について、リサイクルをめぐる技術的な課題の検

証、消費者の視点に立った分かりやすい区分の在り方、排出実態、要す

ると考えられるコスト等についての調査・検証を行う。

３．施策の効果

利用が可能であるにも関わらず未利用となっている循環資源について、

今後の施策の方向性が明らかとなり、リサイクルが促進される。



制度的リサイクルが行われず、利用が可能であるにも関わらず未利用
の循環資源について、費用対効果の観点からも効率的な活用を図る

資源の有効利用 環境負荷の低減

計画

施策の効果

主体間の連携や適切な役割分担、費用負担やシステム全体での
効率化などの観点を踏まえ、必要な施策体系の充実・強化

等々

目的

①リサイクルが可能な循環資源について、厨芥、繊維、廃油等それぞれ個別
品目毎に未利用のものがどの程度の量あるかの把握を行い、技術面・費用
面からのリサイクルの実行可能性を検証

②廃プラスチックの総資源化を進めるため、「容器包装」に該当しないものの、
プラスチック等容器包装リサイクル法の対象と同素材の未利用循環資源を検証



廃棄物処理・リサイクル事業連携促進３Ｒ高度化事業

１４６百万円( ３８百万円)

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

現在リサイクルは個別の法律に基づいて進められているものの、それぞ

れの法律は、一定以上のリサイクルを促進するものとはなっていない。ま

た、環境保全への取組に熱心な企業には、独自に法律で求められる以上の

リサイクル、リユース、リデュース（以下「高度な３Ｒ」という。）体制

を構築し、廃棄物の発生抑制、温暖化対策に貢献しようとする機運はある

ものの、採算性、消費者の受容性、リサイクルしてできたものの品質等の

面で不透明な部分があり、リサイクル資源の収集運搬業者、供給元、リサ

イクルしたものの利用先等循環の環を形成する他の事業者の協力が得にく

く、より高度な３Ｒの体制を構築することが困難な場合も多い。

このため、廃棄物となる製品の製造事業者、排出者、廃棄物処理・リサ

イクル業者、再生利用事業者等の連携を深め、高度な３Ｒについてモデル

的に先進的な協働体制、技術利用を行い、当該高度な３Ｒがビジネスとし

て成り立つための条件や、温室効果ガス削減への寄与の把握を行い、当該

事業手法の普及を促進する。

２．事業計画

予め設定したテーマについて具体的なモデル事業の提案を受け付ける。

モデル事業では実際の事業を行うために必要な追加的な人件費等の費用を

負担するとともに、検討会を設け、課題、改善点を整理するための経費を

本予算で負担する。来年度の具体的なテーマとしては以下。

○プラスチック製容器包装について、排出から再商品化、製品化までを一

貫して検証し、各段階での組成調査等を通じた改善点の検討、排出者へ

の普及啓発等を行うことにより、質の高い製品製造につなげるための必

要な課題を調査。

○プラスチック製品にリサイクルする際に出てくる残渣を現在は捨ててい

るが、油化・コークス炉でのリサイクル等化学的なリサイクルにまわし、

残渣を減少させる。化学的なリサイクルを行う側での品質を確保に当た

っての課題等を調査。

○トレイに載せて売られている魚、肉をラップ等より軽量な包装のみで販

売するために、効率的に包装する機械の開発、消費者の受容性を調査。



○自動車リサイクル法で義務化されていないバンパー、ガラス等のリサイ

クルの経済性分析、リサイクルされた製品の品質分析等の調査を行い、

需要家が受け入れられる物であることを実証。

○家電リサイクルについて、より効率的かつ温室効果ガスの排出の少ない

収集運搬体制を構築する。このために、候補となる収集運搬方法を試験

的に行う。

３．施策の効果

廃棄物・リサイクル業者等がより高度な３Ｒを行いうるシステムを構築

し、ビジネスとして成立させることにより、我が国の資源確保に寄与し、

経済の活性化、温室効果ガスの削減及び循環型社会形成推進基本計画の資

源生産性やリサイクル率達成目標に寄与することが期待される。



廃棄物処理業者と排出事業者等の関係者が連携し、環境省モデル事業として、
処理プロセスでの高度３Ｒ化・低炭素化につながる事業を行い、当該モデル事業
の実施の効果測定、課題検討等を行い、普及につなげる。

計画

施策の効果

①関係者が連携し、経済性の改善等の実証を行うことにより、廃棄物・リサイ
クル業者がより高度なリサイクル等３Ｒを行いうるシステムを構築
②資源確保に寄与し、経済の活性化、温室効果ガスの削減及び循環型社会
形成推進基本計画の資源生産性やリサイクル率の目標達成に寄与

等々

目的

①プラスチック製容器包装リサイクル高度化のための地域連携モデル事業

②プラスチック製容器包装の再商品化に伴う残渣の有効利用に関するモデル事業

廃棄物処理・リサイクル事業連携促進３Ｒ高度化事業

③魚肉等のラップ包装小売りに関する経済性等実証事業

④自動車リサイクルにおける再資源化の高度化実証事業

⑤家電リサイクル事業者の収集運搬効率化実証事業



（新）産業廃棄物処理業経営基盤安定化・振興対策検討費

４４百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課

１．事業の概要

景気後退による事業量の減少や排出事業者による発生抑制の進展等によ

って、今日、産業廃棄物処理業の経営の圧迫が懸念されており、健全な育

成を図るために必要な対策を講じていくことが急務となっている。このた

め、まず経営状況等の詳細な情報の定期的な収集を行い、処理業の実態を

正確に把握する。また、コスト低減や付加価値創出に資すると考えられる

新たな技術を用いた廃棄物処理を専門的見地から審査、評価してその技術

の活用の促進・普及を図るとともに、産業廃棄物処理業者の経営多角化に

よる経営基盤の安定化について検討を実施する。

２．事業計画

①産業廃棄物処理業実態調査（平成22年度～）

・法人、経営及び業務等の実態に係る全国規模の調査を２年に１度程度実

施

②新たな処理技術評価事業（ 22年度～）平成

・現状解析、新技術に関する知見の収集、審査委員会の設置（平成22年

度）

・知見の収集、審査委員会による評価、基準の設定（平成23年度）

・知見の収集、審査委員会による評価、基準の設定、新技術の普及（平成

24年度）

③産業廃棄物処理業の経営多角化に係る検討（平成22年度～）

・多角化事業モデルの策定・検討（平成22年度）

・多角化事業モデルの策定・検討、多角化の効果検証（平成23年度）

・多角化に係るガイドライン、事例集の策定（平成24年度）

３．施策の効果

産業廃棄物処理業者の経営状況の詳細な把握が可能となることにより、

景気動向等による影響に迅速に対応した適切な支援等を講ずることができ、

また、産業廃棄物処理業の健全な育成と経営基盤の安定化が図られること

により、我が国の持続的な適正処理・減量体制の確保に資する。



産業廃棄物処理業経営基盤安定化・振興対策検討費

• 景気後退による事業規模の縮小
• 排出事業者による発生抑制の進展 など

↓
• 産業廃棄物処理業者へ処理委託される産業
廃棄物の量の大幅な減少

検討の背景

持続的な適正処理・減量体制の確保
産業廃棄物処理業者の経営基盤の健全化・安定化
詳細な経営状況の定期的な把握 が必要

• 産業廃棄物処理業の経営
状況等の把握が進んでいな
い

↓
基礎資料の不足

事業の内容

② 国内の企業等が有する新たな処理技術を抽出し、有識者等から成る評価委員会
にて専門的見地から審査、評価する

③ 産業廃棄物処理業者の有する情報網等を活用した、経営多角化に係る検討を実
施する

① 産業廃棄物処理業の法人、経営及び業務等の実態に係る調査を行う



５３百万円（５百万円）使用済製品等の総合的なリユース促進事業費

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

使用済製品や容器包装等の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）

のうち、リサイクルに関しては、過去10年間で一般廃棄物のリサイクル率

が10．3%から19．6%と大きく伸びるなど、一定程度進展しつつある。一方、

総排出量はこの10年間で1．6%の減少にとどまっており、排出抑制は十分

に進んでいない。このため、排出抑制につながり、３Ｒの中でリサイクル

よりも優先度が高いリユースの促進に向け、その可能性について検証する。

２．事業計画

（１）リユース総合促進事業（新規）

①市町村回収型粗大ごみリユースの可能性調査

粗大ごみには家具や自転車等、修理等によりリユース可能なものが含ま

れているが、そのかなりの部分が埋め立てや焼却処分されている。このた

め、市町村の粗大ごみ処理における使用済製品の実態を把握するとともに、

これらをリユース品として回収するモデル事業を実施し、当該処理ルート

からのリユース推進の可能性について検討する。

②リユース業優良化推進事業

廃棄物をリユース品として消費者の手元に届けるためには、自治体によ

る適切な分別だけでなく、リユース品を扱う事業者の役割が不可欠である。

このため、売り手としての消費者が安心してリユース品を預けることがで

きる事業者の育成に向け、適切なリユース・リサイクルの仕分けや、取り

扱う製品のトレーサビリティの確保などの観点からリユース業界の実態把

握を行い、これらを通じ、優良なリユース業者の評価基準について検討を

行う。

（２）個別品目に係るリユース促進事業

①家電リサイクル法対象品目のリユース・リサイクル仕分けガイドライン

のフォローアップ調査（平成21～22年度事業）

②業務用容器包装についてのリユース手法検討調査（新規）

容器包装リサイクル法の対象となっていない、店舗において排出される

飲料容器、業務用梱包資材等の発生抑制のため、関係者とともにモデル事



業を行い、リユースが受容される条件整備に向けた課題とその解決策を検

証する。

（具体的検討事項例）

○業界統一的な段ボールの代わりの梱包資材のリユースシステム構築

○コーヒー店等で業界統一のリユースカップ、水筒利用体制構築

３．施策の効果

①リユース品取扱いの高度化を通じたリユースの促進

②循環型社会構築に向けた優良なリユース業者の育成



（２）
個別品目に
係るリユース
促進事業

（１）リユース総合促進事業

市場規模：3,452億円（売上）
事業所数：7,741
（2007年商業統計）

（参考）廃棄物処理業の市場規模（推計）：2兆9,134億円
（出所:わが国の環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の現状と将来予測
についての推計について（環境省））

事業者数：約125,000（許可業者数）

国内向けリサイクルショップ

中古物品輸出業者 中古回収業者
（通称「買い子」）

商品の取り合い

消費者

市町村

家電小売店
リユースガイドライン

選別・修理

直接売買

排出

引渡

引渡

①家電リユースGLのフォローアップ調査
（取扱いの高度化）

①
市
町
村
回
収
型

粗
大
ご
み
リ
ユ
ー
ス

の
可
能
性
調
査

（
ル
ー
ト
の
多
様
化
）

②リユース業優良化推進事業
（優良事業者評価基準の検討）

リユース品取扱いの高度化
優良なリユース業者の育成

リユース業界

？

使用済製品等の総合的なリユース促進事業

事業者（店舗等）
②業務用容器包装の
リユース手法検討調査
（リユースの条件整備）

家
電

利
用

容器包装



４４百万円（２３百万円）食品リサイクル推進事業費

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

平成19年度の食品リサイクル法の改正に伴い、基本方針も改正され、新

たな再生利用等実施率目標（食品製造業85%、食品卸売業70%、食品小売業

45%、外食産業40%）が策定されたが、食品小売業や外食産業においては、

実施率（平成19年度実績値食品小売業35%、外食産業22%）は比較的低いま

まとなっている。このため、実施率の向上に資する再生利用事業計画（リ

サイクルループ）の認定の促進や登録再生利用事業者の育成等を行い、食

品リサイクルを推進することが必要。

また、循環型社会の形成に向け必要な３Ｒ(リデュース、リユース、リサ

イクル)では、最初に位置付けられているリデュース、つまり発生抑制を第

一に促進することが肝要であることから、食品循環資源についても、発生

抑制を促進していくための施策を行う。

２．事業計画

①食品関連事業者の食品廃棄物等の発生抑制に資する消費者の消費行動の

在り方について、消費者の意識・行動の調査や、食品小売店の食品廃棄

物等の発生抑制につながる売り方に関する実証実験調査などを行い、効

果的な発生抑制手法を検討する。（新規）

②各地域におけるリサイクルループ形成や登録再生事業者の育成を促進す

るため、事業者を対象としてセミナーの開催等を行う。（拡充）

③食品リサイクルの先進的な取組を行っている優良事例の表彰を行い、食

品リサイクルの取組の底上げを図る。（継続）

④食品関連事業者の再生利用等の実態を調査するとともに、食品リサイク

ル法の効果等を把握するための実態調査を行う。（継続）

３．施策の効果

食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針に基づく食品関連事

業者の再生利用等の実施率の向上を図るとともに、消費者の意識向上によ

る行動の広がりにより、多量排出事業者の発生抑制を促進する。



使用済電気電子機器の有害物質適正処理及びレアメタルリサイクル

１４９百万円（１００百万円）推進事業費

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

最近の自動車やＩＴ製品等の製造に不可欠であるレアメタルは我が国

の産業競争力の要として、その安定供給の確保が急務である。一方、日

本で使用される製品中のレアメタル使用量は多く、廃棄される製品中の

レアメタル等の鉱物資源は相当の規模であるとも言われているが、その

多くは回収されずに廃棄されており、レアメタルを含む小型家電の効率

的な回収スキームを構築することが必要である。

また、製品中でレアメタルと有害物質が同時に利用されることも多く

（例：半導体に含まれるガリウム砒素）、レアメタル回収に当たっては有

害物質の適正処理についても検討を行う必要がある。

適正かつ効果的なレアメタルのリサイクルシステムの構築にあたっては、

既存の知見を整理するほか、リサイクル実施にあたっての現行制度におけ

る課題を見極めつつ、有識者を交えた十分な議論を行ったうえで、方向性

を定めることが必要であるため、モデル事業及びシステムの評価・検討を

実施する。

２．事業計画

（１）使用済小型家電回収方策の開発・実証

①モデル回収事業

全国的なレアメタルのリサイクルシステムの構築を目指すため、平成

20年度から主に地方部で、ボックス回収・イベント回収・ピックアップ

回収などの回収手法を用いて実施している使用済小型家電（携帯電話、

デジタルカメラ、ポータブル音楽プレイヤー等）の回収モデル事業に加

えて、都市部・若年層の多い地域において、ステーション回収、公共交

通の駅・コンビニなどでの回収など、新たな回収方式を実施する。

②回収効率などの検証

回収手法毎及びその回収方法が対象とする年齢層や職業別のアクセス

容易性のほかに、物理的、心理的な排出のしやすさや、個人情報等のセ

キュリティ、コストや手間等の実態把握を行い、効率的な手法の組み合

わせを新たに検討する。さらに、レアメタルを含有する製品、部位・部

品等の情報を引き続き収集し、回収対象となりうる小型家電の検討を行

うとともに、回収からリサイクルまでのシステム全体の経済性の評価を

行う。（新規事業）



（２）レアメタルリサイクル・有害物質処理システムに係る評価・検討

レアメタルリサイクルにおける資源性の評価及び有害性の評価を引き

続き行うとともに、適正かつ効果的なレアメタルのリサイクルシステム

の構築を目的として、学識経験者、有識者、関係業界団体、地方公共団

体等で構成した｢使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理

に関する研究会｣を引き続き開催し、平成20年度からの最終取りまとめ

を行うものとする。

３．施策の効果

①地方公共団体における小型電気電子機器の回収モデル事業を通じた、

小型電気電子機器の回収方策が検証される。

②小型電気電子機器の回収、中間処理、レアメタルリサイクル、有害

物質処理、残渣処理に関して資源性・有害性の面からの評価が行われる。

③上記回収方策の検討、資源性・有害性の評価を通じた、小型電気電

子機器のレアメタルリサイクル・有害物質処理システムの検討及び推進

が図られる。



使用済小型家電からのレアメタルの回収及び

適正処理推進事業 （平成20年度～ ）

廃
棄

○自治体のスキーム

○小売店等の店頭

○イベント 等

レアメタルを効率的に

回収するための分離

○分 別

○解 体

○破 砕

○選 別

製錬所等における
レアメタルリサイクル

使用済小型家電の回収・レアメタルリサイクルのイメージ

小型家電回収 中間処理消費者使用

小型
家電

レアメタル回収

レアメタル

有害物質の管理

特定
部品

残
渣

今後検証すべき事項（例）

・既存のモデル地域とは異なる特性を持
つ地域（大都市等）における実証

・回収効率等の検証（物理的・心理的な排
出のしやすさ、セキュリティ、コスト等）

・特定の部品（特定のレアメタル）の分離
技術、有害物質管理手法の検討

これまでに把握された事項（例）

・地方都市部における使用済小型
家電の回収手法別のおおよその
傾向

・使用済小型家電に含まれるレアメ
タルや有害物質の量



（新）自動車リサイクル推進事業費 ２４百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課リサイクル推進室

１．事業の概要

現在行っている自動車リサイクル法（以下「法」という。）の見直しの

中で、自動車の不正解体・不正輸出対策、不法投棄車両の迅速かつ効率的

な適正処理等について、多くの指摘がなされていることから、これらの課

題について、具体的な対応方策を検討する。

２．事業計画

① 使用済自動車の不正輸出対策検討事業

適正に解体された解体ガラ等の輸出は法で認められているが、この仕

組みが不適正解体を伴う不正中古車輸出（盗難車輸出等）の隠れ蓑とな

っているとの指摘がある。このため、現在、一部の港でこれを監視する

体制が構築されているが、全国的な対応の検討に当たり、輸出業者の形

態、国内の流通経路、不適正な処理とその輸出の形態について把握し、

不正中古車輸出を防止する方策を検討する。

② 不法投棄車両処理スキーム検討事業

平成17年１月の法施行以来、不法投棄は着実に減少しているものの、

未だ不法投棄された使用済自動車等が約１万４千台残存している。原因

者による撤去が行われない不法投棄車両をやむなく地方自治体が行政代

執行により撤去する事案に対して、行政代執行費用の８割をリサイクル

料金の剰余金から補助する支援措置が法に設けられているが、地方自治

体からは、不法投棄車両の多くを占める中小規模事案に対しては行政代

執行の実例がないため、規模に見合う手法がわからず、この支援措置を

使用しにくいという指摘がある。

このため、中小規模事案の試験的撤去及び行政代執行手続のシミュレ

ーションを通じ、支援措置の必要要件を満たし、かつ効率的な行政実務

事業のあり方をガイドラインとして取りまとめ、法の支援措置をできる

だけ活用して残存不法投棄車両の処理が進むようにする。

３．施策の効果

現行制度の課題・問題点の抽出及び対応方策を検討することにより、必

要な追加的施策を講じることができる。



自動車部品の輸出の形態、国内の供給元、流通経路等をアンケートや聞き取
りで把握。
確認措置の社会的なインパクトを推計
適正な自動車部品輸出を担保する方策について検討

使用済自動車の不正輸出対策検討事業

中古車輸出の関税逃れとして、ハーフカットし部品として輸出する業者が存在
ハーフカットは使用済自動車の解体行為であり、リサイクル法のルートを経た
ものでなければ、違法解体
盗難車も、中古車では輸出できないため、違法解体して部品として輸出

背景

概要

国内の不適正解体、無許可解体を削減するためには、出口による規制が有効
現在、一部税関で自リ法上適正に解体された旨を、電子マニフェストの写しに
より試験的に確認

制度の必要性



自動車リサイクル法は不法投棄防止のため預託金前払い方式を採用して
いるが、未だに１万４千台残存し、そのうち法施行前に不法投棄され
ていた使用済自動車等は約８千台残存（平成２０年度末現在）
不法投棄車両は、原因者による撤去以外に以下の支援措置により対応
①自動車製造業者等の寄付行為
②預託金の剰余金を原資とした地方自治体の行政
代執行費用の８割を補助

不法投棄車両処理スキーム検討事業

背景

効率的な不法投棄車両の試験的撤去及び代執行のシミュレーショ
ンを実施
効率的な行政実務事業のあり方をガイドラインとして作成
残存不法投棄車両ゼロ化の達成を目指す

事業内容

自動車製造業者等から寄付制度の終了要求
地方自治体から小規模事案への行政代執行対応の困難性
が指摘されている。

必要性



循環型社会推進等経費 ４４４百万円（ ２００百万円）

Ⅰ．低炭素型「地域循環圏」整備推進事業 １１７百万円（ ６４百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

第２次循環型社会形成推進基本計画（平成２０年３月閣議決定）におい

ては、地域で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での循環が

困難なものについては循環の環を広域化させていくといった考え方に基づ

く「地域循環圏」が、廃棄物の適正処理と不法投棄防止を大前提に幾重に

も構築され、地域間での連携を図りつつ、低炭素社会や自然共生社会とも

統合された持続可能な地域づくりが進む、と明記しているところ。

このため、地方の実情に応じた地域循環圏の構築に向けて、環境本省や

地方環境事務所を中心に、関係府省・地方支分部局、関係都道府県・市町

村、地方産業界、ＮＧＯ／ＮＰＯ等の関係主体の連携協働により、循環資

源の性質に応じた複層的な望ましい循環の姿とそのために必要な取組・事

業をまとめた地域計画を策定する。また、各省連携による基盤整備等の支

援も活用し、循環型社会を低炭素社会、自然共生社会と一体的に構築して

いくために地域循環圏を総合的・計画的に実現する。

２．事業計画

①地域計画策定事業

地域循環圏関係府省連絡会議や協議会を設置し、最適な規模の循環を

形成するために必要な情報把握や情報提供を行うとともに、地域の特性

や循環資源の性質等に応じてエコタウンを活用するなど、最適な規模の

循環を形成する地域計画策定のための調査、検討を行う。

②地域循環圏形成事業

地域循環圏の具体化に向け策定した地域計画に基づき、ＣＯ２等の温

室効果ガス排出量削減等に寄与し、循環型社会ビジネスの活性化のため

社会性・事業性・革新性を有する先進的な取組について、技術やシステ

ムの高度化などモデル事業として支援するとともに、成果を優良事例と

して全国に情報発信する。

３．施策の効果

各地域において、構想段階から関係主体が連携・協働し、かつ、地域計

画に基づく具体的な事業実施を行うことで、その地域の実情や循環資源の

性質に応じた、きめ細かな循環型社会を構築することが可能となる。また、

エコタウン地域を中核とした地域循環圏を構築することで、循環型社会ビ

ジネスの振興も含めた循環型社会の形成促進につながる。



Ⅱ．（新）ポイント制度等インセンティブを活用した３Ｒ等循環型社会形成

のための行動促進 １０１百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

第２次循環型社会形成推進基本計画においては、取組指標の一つとして

「国民の約９０％の人たちが廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の

意識を持ち、約５０％の人とたちがこれらについて具体的に行動するよう

になること」を目標に掲げている。

直近の世論調査によると、９２．４％の人がごみ問題に関心があると答

えるなど意識は高い一方、例えば再生原料で作られたリサイクル製品を積

極的に購入している人は１３．３％にとどまるなどの状況から、循環型社

会の構築に向けては、消費者による日常的なリデュース、リユース、リサ

イクル（３Ｒ）など循環型社会の形成に繋がる具体的な実践行動をより一

層促進する必要がある。

３Ｒ等の行動を促進することは、循環型社会の形成だけでなく、地方公

共団体のゴミ処理負担の軽減や地域の活性化にもつながるとともに、低炭

素社会の構築にも貢献する側面があることから、ポイント制度などのイン

センティブを活用した３Ｒ等の行動促進の仕組みの普及を図ることが重要

である。

このため、３Ｒ行動の効果測定手法、費用対効果測定手法等を検証のう

え、地域におけるポイント制度導入のためのガイドラインを策定するとと

もに、地域においてポイント制度を導入する試行事業を行う。

２．事業計画

①地域における３Ｒポイントシステム導入のためのガイドライン策定事業

・３Ｒ行動の効果測定手法、費用対効果測定手法等の検証

・情報基盤の整備

・地域において事業者・行政・消費者が連携の上で３Ｒポイントシステ

ムを導入するためのガイドラインの策定

②地域における３Ｒポイント発展推進事業

・事業者、地方公共団体、消費者等が連携して、３Ｒ等循環型社会の形

成に繋がる行動を促進するためのポイント制度を導入する試行事業の

実施

３．施策の効果

ポイント制度などインセンティブを活用した制度の導入により、地域に

おいて事業者・行政・消費者が連携の上で、消費者の自発的な３Ｒ行動が

促進されるとともに、地域活性化や低炭素社会の構築等の多面的な効果を

得ることも期待される。



Ⅲ．（新）廃棄物・リサイクル対策における低炭素・循環型社会同時達成

（国内コベネフィット）推進事業 ８９百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

産業廃棄物課、廃棄物対策課

１．事業の概要

本事業は、廃棄物部門における３Ｒの推進と温室効果ガス排出量削減を

同時に達成するための手法（国内コベネフィット手法）の検討を行うとと

もに、廃棄物・リサイクル業務に伴う温室効果ガスの排出実態を広く把握

し、その結果を踏まえて、関係者による効率的・効果的な低炭素化・３Ｒ

化を達成するための手法を検討する。

２．事業計画

①廃棄物部門の国内コベネフィット手法検討事業（平成２２年度～）

・ J-VER活用等による国内コベネフィット推進方策の検討

・廃棄物事業者等における国内コベネフィットの実施促進

②廃棄物・リサイクル分野の排出実態・同時達成手法検討事業

（平成２２年度～）

・廃棄物・リサイクル分野の温室効果ガス排出実態の把握

・廃棄物・リサイクル分野の同時達成手法の検討

③国内コベネフィット手法施行事業（平成２３年度～）

・関係主体の参加による国内コベネフィット試行事業の実施

３．施策の効果

廃棄物・リサイクル分野全体の３Ｒの推進と温室効果ガス排出削減につ

いて、関係者の社会的コストの最小化、効率化が図られ、もって低炭素・

循環型社会の構築に資する。



情報把握・情報提供

低炭素型「地域循環圏」整備推進事業

地方経済
産業局

地方農政局 地方整備局

地 域 協 議 会

都道府県
市 町 村

地方産業界 ＮＧＯ/ＮＰＯ

【事務局】

環境省

地方環境
事務所等、循環型社会

関係府省局

循環資源の性質に応じた最適な規模の循環を形成するための検討地域計画策定

【地域計画策定の調査】
・現在の循環資源、処理実態の把握、分析
・循環資源の選定
・既存施設の活用も含めた最適な処理方法の検討
・エコタウンを活用するなど最適な循環圏を構築する地域の設定
・資源の収集、処理、利用システムの検討
・「地域循環圏」整備推進事業実施のための課題抽出
・循環型社会ビジネスに関する市場調査の実施
・ＣＯ２等の温室効果ガス排出量削減の検討

【情報プラットホームの構築】
・先進事例の収集、整理

地域計画
策 定

【モデル事業の検討】
・地域計画に基づきモデル事業実施のためのプラン作成
（ＣＯ２等の温室効果ガス排出量削減等に寄与し、循環型社会
ビジネスの活性化のため社会性・事業性・革新性を有する先
進的な取組についてモデル事業として支援）

例：食品リサイクル、リユース容器など

地域の特性や循環資源の性質等に応じた最適な規模の循環を形成する「地域循環圏」を
各地域の市町村、事業者、ＮＧＯ／ＮＰＯ、地域住民、地方支分部局等の連携により構築

第２次循環型社会形成推進基本計画：循環型社会と低炭素社会、自然共生社会とを一体的に構築

情報提供・共有、連携

大学・
研究機関

等

経済産業省 農林水産省 国土交通省

【事務局】

環境省
等、循環型社会
関係府省

関係府省連絡会議
（地域協議会の設置等支援）

【情報把握・情報提供】 【循環範囲の調査検討】
・関係府省の事業内容等の調査、把握 ・「地域循環圏」構築のための事業メニュー作成
・関係府省の事業等の支援も含めた最適な処理方法の検討
・「地域循環圏」整備推進事業実施のための課題抽出

「地域循環圏」の形成を総合的・計画的に推進するための検討

地域循環圏形成事業

事業実施プラン

低炭素型
「地域循環圏」
の実現

プ
ラ
ン
Ａ

プ
ラ
ン
Ｂ

プ
ラ
ン
Ｃ

定着・拡大

関係府省の支援

モデル
事業化



ポイント制度等インセンティブを活用した
３Ｒ等循環型社会形成のための行動促進

○行政、事業者、市民の三者が連携して、３Ｒ行動等促進のためのポイント制度の導入促進
○循環型社会の形成促進のほか、地域活性化、低炭素社会の構築等多面的な効果

事業内容

３Ｒエコポイント制度とは

①地域における３Ｒポイントシステム導入のためのガイドライン策定

②地域における３Ｒポイント発展推進事業

・３Ｒ行動の効果測定手法、費用対効果測定手法等の検証
・情報基盤の整備
・ガイドラインの策定

・事業者、地方公共団体、消費者が連携して、３Ｒ等循環型社会
の形成に繋がる行動を促進するためのポイント制度を導入する
試行事業の実施 事業者

連携促進

ポイントをつかう

３Ｒ行動をしてもらう
●マイ箸の利用（Reduce）

●生活用品の修理・再利用（Reuse）

●リサイクル製品の購入（Recycle）

消費者

ポイントを

使う人

３Ｒ行動の促進

行動

ポイント
還元

自分のために・・・
●商品・サービスとの交換
●他のポイントシステムへの移行
地域のために・・・
●商店街のクーポン券との交換
環境のために・・・
●植林、植樹、自宅記念樹
● ３Ｒを推進する団体への寄付

地域活性化・環境負荷の低減

行政

市民



① 廃棄物部門の温室効果ガス排出量は9.8％
増（1990年比）

②廃棄物部門として、より一層の３Ｒの推進、
廃棄物発生量の削減が重要な課題

①J‐VER等の経済的手法によるコベネフィット推進方策の検討

◆しかし、追加的な費用が伴うため、対策が十分
に進まない

検討の背景

◆経済的インセンティブ等を活用し低炭素・循環
型の両方に資する取組（国内コベネフィット）
の推進方策を検討

②表彰制度等を含む様々な手法によるコベネフィット推進方策の検討

③廃棄物事業者への講習等、コベネフィットの実施促進

廃棄物・リサイクル対策における低炭素・循環型社会
同時達成（国内コベネフィット）推進事業

①廃棄物分野全体の温室効果ガス排出実態の調査・把握
⇒業務活動別、発生源別のインパクト把握

②廃棄物・リサイクル分野の循環・低炭素同時達成手法
の検討

同時達成手法に係る試行事業の実施⇒実効性を確保・手法の精緻化・本格導入検討

＜１．コベネフィット手法検討事業＞ ＜２．排出実態・同時達成手法検討事業＞

＜３．国内コベネフィット手法試行事業＞



循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分を除く）

５４，７２３百万円（３８，９２８百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課

１．事業の概要

市町村等が廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合

的に推進するため、市町村の自主性と創意工夫を活かしながら広域的かつ

総合的に廃棄物処理・リサイクル施設の整備を推進することにより、循環

型社会の形成を図ることを目的とする。

平成２２年度は、既存の社会資本ストックである廃棄物処理施設の有効

利用及び廃棄物分野における温暖化対策の積極的推進のための基幹的設備

の改良事業に対する支援の拡充を行う。また、近年、影響が深刻化してい

る漂流・漂着ごみ問題への対応や、災害時における迅速かつ適正な廃棄物

処理等のために必要な施設整備に対する支援を実施する。

（１）廃棄物処理施設の基幹的設備改良に対する支援

①一般廃棄物処理施設の基幹的設備の改良により、施設の長寿命化及

び温暖化対策を推進する市町村に対して、事業費の1/3を交付

②高効率ごみ発電設備の整備等により、より高度な温暖化対策を推進

する市町村に対して、事業費の1/2を交付

（２）漂流・漂着ごみ処理に係る施設の追加整備に対する支援

漂流・漂着ごみを円滑に処理できるよう、施設（分別のためのスト

ックヤード、破砕切断施設、除塩施設等）の追加整備を行う市町村に

対して、事業費の1/3（離島1/2）を交付する。

（３）災害廃棄物等の選別・仮置きヤードの整備に対する支援

災害廃棄物等による生活環境上の支障を防止するため、災害廃棄物

等の迅速かつ適正な処理に資する選別・仮置きヤードの整備を行う市

町村に対して、事業費の1/3を交付する。

（４）効率的なし尿等の収集・輸送のための施設整備に対する支援

近年のし尿・浄化槽汚泥処理の広域化に伴い、し尿等の収集・輸送

を効率良く行うため、小型・中型収集運搬車のし尿等を大型車に積み

替えるための施設整備を行う市町村に対して、事業費の1/3を交付する。



２．事業計画

交付率：１／３、１／２

交付先：市町村（一部事務組合等を含む。）

３．施策の効果

市町村の自主性と創意工夫を活かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・

リサイクル施設の整備が推進されることにより、循環型社会の形成推進が

図られる。



効率的なし尿等の収集・輸送のための
施設整備支援

し尿・浄化槽汚泥の処理の広域化に伴った
し尿等の収集・輸送の効率化を支援

災害廃棄物等の選別・仮置きヤードの
整備支援

災害廃棄物等による生活環境上の支障を
防止するための災害廃棄物等の迅速かつ
適正な処理を支援

廃棄物処理施設の基幹的設備改良支援

既存の社会資本ストックである廃棄物処理
施設の有効利用及び廃棄物分野における
温暖化対策の推進を支援

廃棄物処理・リサイクル施設の整備推進
～循環型社会形成推進交付金～

漂流・漂着ごみ処理に係る施設の追加
整備支援

近年影響が深刻化している漂流・漂着ごみの
市町村における円滑な処理を支援



廃棄物処理施設の基幹的設備改良支援

措 置

（１）一般廃棄物処理施設の基幹的設備の改良により、施設の長寿命化や温暖化

対策を推進する市町村に対して事業費の１／３を交付

（２）基幹的設備の改良（蒸気の高温・高圧化等）により、一定水準以上の高効率

ごみ発電施設等を整備する市町村に対しては事業費の１／２を交付

施設の性能を満足したままの延命化により、既存施設の有効利用が図られ、
中長期的に財政負担が軽減する。
最新型設備によるエネルギー回収等により、温暖化対策に資する。

導入効果

・建設後２０年以上経過した施設の割合は約３１％、

１０～２０年経過した施設は約４７％に達し、今後、こ
れらの施設の更新整備が増加する。

・補修費①＋補修費②＜新設建設費

・必要な性能が管理水準以下に低下する前に、機能
保全コストの最小化の観点から、経済的に耐用年数
の延伸を図る

補修費① 新設建設費

補修費②

更新整備が必要な施設の増加 ストックマネジメントによる予防保全



○漂流・漂着ゴミによる環境・景観の悪化、漁業への被害等が深刻化。

○海岸漂着物等の円滑な処理を図るためには、廃棄物処理施設を所有している市町村の果たす役割は重要。

漂流・漂着ごみ処理に係る施設の追加整備に対する支援
－循環型社会形成推進交付金の拡充 －

＜漂流・漂着ゴミの特性＞

○木、プラスチック、発泡スチ

ロール等素材は様々

○木片から丸太に等大きさや長

さが様々

○塩分が付着 等

①事業実施主体

市町村（一部事務組合も含む）

②事業内容

漂着・漂流ゴミを処理するためのストックヤード、破砕切断施設、

除塩施設等の追加整備に対する支援

③交付率 １／３（離島 １／２）

１．背 景

２．課 題

３．事業内容

一般ごみに比べて市
町村が受け入れ、円
滑に処理するに当
たっての課題。

漂流・漂着ゴミの処理に係る施設の追加整備に対する支援による円滑な処理の推進

破砕切断施設

漂着した丸太様々な種類の漂着物



災害廃棄物等の選別･仮置きヤードの整備に対する支援
－循環型社会形成推進交付金の拡充 －

①事業実施主体： 市町村（一部事務組合も含む）

②事業内容 ： 災害廃棄物等の選別･仮置きヤードの整備に対する支援

③交付率 ： １／３

１．背景と課題

２．事業内容

市町村における災害廃棄物等の迅速かつ適正な処理

○災害廃棄物等を放置すると腐敗、飛散、流出等による生活環境

上の支障や当該施設等の機能障害等が懸念されることから、迅

速かつ適正に撤去処理が必要。

○また、処理できるような状態になるまで災害廃棄物等を分別、選

別し一時的にストックする必要。

○しかしながら、その場所を整備・確保している市町村は少なく、

また、確保していたとしても、災害廃棄物等による汚水の流出や

地下浸透の防止等、生活環境上の支障を防止できる構造は少。

分別の不十分な
災害廃棄物

降雨により汚水が発生
している災害廃棄物



し尿中継施設

効率的なし尿等の収集・輸送のための施設整備

A市 広域化（A市＋B町＋C村）

し尿処理施設

し尿中継施設

効率的なし尿等の処理

し尿処理の広域化を図ることができ、施
設を集約することで一定規模以上の施設
で効率的な処理が行える。また、施設の
集約に伴い、し尿等をバイオマス資源とし
て有効利用することがより効率的になる。

CO2の削減、交通渋滞緩和

広域処理が進むと、収集車がそのまま
遠方の処理施設まで運搬するのはかえっ
て非効率となる。大型車に積み替えること
で、総合的な輸送費・輸送面における効
率化を図ることができる。

トータルコストの削減

複数の施設を集約することで公共事業
費（建設）・維持管理費を縮減できる。一
方、収集範囲が広がり運搬費が高まるが、
中継施設の活用により費用が抑制され、
総合的な費用としては経済性を実現｡

し尿中継施設
し尿・浄化槽汚泥処理の広域化に伴
い、し尿処理施設･汚泥再生処理セン
ターへの輸送を効率よく行うため、小
型・中型収集車のし尿等をいったん貯
留等して大型車に積替え、効率的に
運搬する。

し尿処理施設

導入効果



廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策費

１０２百万円（７７百万円）

廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室

１．事業の概要

近年、アジアの急速な経済発展に伴う資源需要の増大等を背景に、循環

資源の国際移動が活発化している。

循環資源や中古製品の輸出入においては、不法な輸出入や不適切なリサ

イクルに伴う環境汚染の懸念から、開発途上国を中心に厳しい輸入規制や

禁止措置が取られている。アジアにおける循環型社会の構築と適正な国際

資源循環の推進に向けて、循環資源の有効利用と安定的確保を図る上では、

その前提条件として不法な輸出入を防止し、相手国での環境保全対策等を

現地で確認する体制を整備する等の水際での管理体制の信頼性を高める必

要がある。

また、最近では循環資源の輸出入の増加に伴い、不法性が疑われる有害

廃棄物等の輸出入相談が相次いでおり、税関との緊密な連携体制を強化す

ることが急務である。

本事業は、バーゼル条約および国内関係法令に基づく廃棄物等の輸出入

管理の徹底・強化を図るとともに、アジア各国と協力して、地域全体での

不法輸出入防止に向けた監視体制の能力強化を図ることを目的とする。

２．事業計画

（１） バーゼル条約対策

引き続き本条約及び関係法令に対応するための業務や事業者等に対する

広報活動を行うとともに、日本国内での監視体制を強化するため、事前相

談結果や不法輸出入未遂事案、各国の規制情報等についてオンラインでの

閲覧・検索等を可能とする総合的データベースを新たに構築し、関係省庁

及び税関等と共有することで、輸出入事業者に対する統一的かつ迅速な対

応を可能とする。また、廃棄物等の輸出にあたって、相手国での運搬者お

よび処分者の運搬・処分に係る技術的能力や処分施設の環境保全対策等を

現地で確認する。



（２） アジアにおける資源循環の推進方策に関する戦略的検討

引き続き我が国が主宰する「有害廃棄物の不法輸出入防止に関するアジ

アネットワーク」におけるアジア地域全体でのバーゼル条約の施行能力向

上等の取組を進めるとともに、新たに各国の税関職員及び関連国際機関等

との対話促進や訓練強化等の活動を展開する。

（３） バーゼル条約95年改正に関する戦略的検討

非OECD加盟国への有害廃棄物の輸出を禁止するバーゼル条約95年改正に

係る議論に対し、我が国スタンスの論拠となる情報収集とデータの解析・

評価に基づき、近年の情勢変化に対応した戦略策定のための検討等を行う。

３．施策の効果

＜アウトプット＞

・バーゼル条約規制対象物に関する判断基準

・事前相談結果や不法輸出入未遂事案、規制情報等に関する総合的データ

ベース

・輸出入事業者等に対するバーゼル法等周知目的のポスター・冊子

・各国の状況や、アジアネットワークにおける活動等を集約したウェブサ

イト 等

＜アウトカム＞

・廃棄物等の不法輸出入の未然防止

・輸出入事業者等のバーゼル法等に係る義務への理解の促進

・不法輸出入防止に関するアジア各国間のネットワーク強化

・アジア各国のバーゼル条約当局、税関当局の施行能力向上

・条約の有効性を高めるための国際的議論への貢献 等



1

（他の貨物に混入して輸出を図った基板） （中古利用目的と称したエアコン室外機）

貨物立入検査

廃棄物等の越境移動に係る国際的環境問題対策

国内監視体制の強化

不法輸出入の防止に向け、

輸出事業者向け説明会や輸出入
案件に係る事前相談の実施

データベースの活用を通じた水
際での監視体制の強化

バーゼル法等説明会

（中古利用目的と称したテレビ）
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（見込み）

事前相談件数

アジア諸国との協力推進

ワークショップの開催

適正な国際資源循環の
推進に向け、バーゼル条
約当局のネットワークを
通じたアジア地域におけ
る条約施行能力の向上

・各国情報に関する
ウェブサイトの運営

・各国の税関当局と
の連携強化

・循環資源の適正
管理方策の検討

＜不法輸出入防止に関するアジアネットワーク＞ バーゼル条約95年改正

非OECD加盟国への有害廃棄物の輸
出を禁止する条約改正（現在未発効）

・我が国スタ ンスの論拠となると情報
収集とデータの解析・評価

・近年の情勢変化に対応した戦略策定



（新）国連廃棄物リサイクル会議開催経費

７８百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部企画課循環型社会推進室

１．事業の概要

世界の途上国共通の課題である廃棄物の適正な管理の推進は「アジェン

ダ２１」や「持続可能な開発に関する世界首脳会議実施計画(JPOI)」にお

いても重要な課題として取り上げられている。

アジェンダ21及びJPOIの取組状況は、国連持続可能な開発委員会(CSD)に

おいて毎年レビューされており、廃棄物に関する実施状況については2010

年及び2011年に開催されるCSD会合において評価することとなっている。

３Ｒイニシアティブの提唱などこれまで国際的な循環型社会づくりの議

論をリードしてきた我が国に対する世界の期待は高く、こうした期待を受

けて、CSDに積極的に貢献するとともに、３Ｒの世界的な推進を図るため、

CSDへ世界の幅広い廃棄物関係者の意見、意志を集約しインプットすること

を目的として「国連廃棄物リサイクル会議（仮称）」を、我が国で開催す

るものである。

２．事業計画

UNDESAと協力して「国連廃棄物リサイクル会議」を2011年1月～2月頃に

国内で開催する。会合の成果は2011年5月に開催される第19回CSD会合にイ

ンプットする。

また、「国連廃棄物リサイクル会議」の準備のため、会議での合意を目

指す成果文書案の検討を進めるとともに、特に関心を有する国・専門家に

よる準備会合を開催する。

３．施策の効果

日本のイニシアティブにより、世界的な廃棄物対策の現状と課題、その

解決に向けての取組の実施計画等をとりまとめ、2011年に開催されるCSD会

合にインプットすることにより、CSDプロセス並びに適正な廃棄物管理及び

３Ｒの世界的な推進に貢献する。



1

国連廃棄物リサイクル会議開催経費

2011年1月～2月 「国連廃棄物リサイクル会議」開催 （国内）

国連持続可能な開発委員会（CSD）第19回会合(2011年5月)にインプット

「国連廃棄物リサイクル会議」開催準備

◆国連経済社会局(UNDESA)等関係機関・各国との連絡調整等
◆準備会合の開催
◆合意文書案の準備・検討

日本のイニシアティブにより、CSDプロセス並びに適正な廃棄物管
理及び３Ｒの世界的な推進に貢献

◆世界的な廃棄物対策の現状と課題、その解決に向けて
の取組の実施計画等をとりまとめ

◆世界の幅広い廃棄物関係者の意見を集約

「アジェンダ２１」や「持続可能な開発に関する世界首脳会議実施計画(JPOI)」に示された
廃棄物の適正管理や減量化を世界全体で推進することが必要



産業廃棄物行政情報システム構築事業費 ５２百万円（１６百万円）

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課

１．事業の概要

産業廃棄物処理業や処理施設の許可、迅速な行政処分の実施や行政指導

・監視等を行っていくためには、都道府県等相互間の情報交換を速やかに

行えることが必須であり、その活用基盤として現在、産業廃棄物行政情報

システムが運用されているところである。

廃棄物の構造改革が未だ途上にある中、厳正迅速な行政対応をさらに進

めていくためには、処理業許可業者情報及び悪質な処理業者を産業廃棄物

処理業界から早期に排除するための行政処分情報の一層の充実を図る必要

がある。このため、産業廃棄物行政情報システムの大規模な改修等を行う。

２．事業計画

(1) 産業廃棄物行政情報システムの改修

① 産業廃棄物処理業者情報の充実

産業廃棄物処理業許可等申請、届出時において添付される書類・

（法人登記簿謄本、住民票の写し、許可書の写し等）を画像デー

タ化して追加する。

・ 役員、収集運搬車両ナンバー等の情報項目を追加する。

② 迅速な行政処分の実施

行政処分の理由、詳細な行政処分内容等の情報項目を追加する。

(2) 産業廃棄物行政情報システムのメンテナンス

３．施策の効果

○ 当該システムを利用した効率的な情報収集を行うことにより、国及び

都道府県等における事務の効率化が図られるとともに、許可申請等にお

ける申請者の負担及び各自治体職員の事務負担軽減が進む。

○ 情報共有化された基盤資料を効果的に各自治体において運用すること

により、迅速な許認可事務が可能となる。

○ 産業廃棄物の不適正処理に対する迅速かつ的確な行政処分を可能とす

ることにより、悪質業者を産業廃棄物処理業界から早期に排除すること

が可能となる。



特別管理廃棄物処理基準設定費 ３５百万円（ １２百万円）

廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室

１．事業の概要

石綿やPCBなど、過去に使用されて製品中に残存する物質の適正処理が、後に

なって社会問題となる一方で、適正処理に関する技術的知見が必ずしも十分でな

いままに次々と新たな化学物質が製造・使用されている。

化学物質管理に係る近年の国際的動向として、平成２１年５月に開催された残

留性有機汚染物質（POPs）に関するストックホルム条約第４回締約国会議（COP

4）では、PFOS（パーフルオロオクタンスルホン酸塩）を含む９物質の附属書へ

の追加が採択され、改正化審法において、製造・使用等の規制が予定されている。

本事業は、これら有害特性を有する化学物質について、予防的な見地から、製

品の製造・使用段階を含めたライフサイクル全体での有害廃棄物の発生抑制及び

適正管理を可能とするシステム構築とそれに基づく取組を検討する。

また、併せて、新型インフルエンザに代表されるような新興感染症や在宅医療

廃棄物等の感染性廃棄物等の適正処理についても、実態を踏まえた的確な対応を

図る。

２．事業計画

（１）優先的検討物質の評価・選定 （新規）

現在製品中に使用されている化学物質等のうち、有害性や環境中への残留性

等の観点から一定の監視を要するとされている物質を中心に、国内外の制度や

その使用実態を調査した上で、廃棄時の環境リスク（廃棄物の発生量や適正処

理困難性、緊急度等）の観点から、優先的に検討すべき物質の評価・選定を行

う。

（２）廃棄段階での適正な処理方策に係る検討調査 （継続）

有害廃棄物に係る基本的な物性や分解処理特性等の基礎調査を行い、特別管

理廃棄物への指定の是非、特別管理廃棄物等に係る適正な処理方法及び特別管

理廃棄物の処理基準等の設定について調査・検討を行う。

（３）有害廃棄物のライフサイクルマネジメント推進に係る検討調査 （新規）

上記（１）、（２）の結果を踏まえ、ライフサイクル全体での一貫した化学

物質等の管理対策を可能とするよう、製造・使用段階で有害廃棄物を生じさせ



ない製造工程やリサイクルしやすい製品設計など、有害廃棄物の発生抑制や管

理方策、関連する動静脈産業の連携促進施策についての調査・検討を行う。

３．施策の効果

有害廃棄物の適正処理を含むライフサイクルでの一貫した化学物質等の管理対

策を可能とすることにより、環境中で有害性等が懸念される化学物質等の廃棄に

伴うリスクを低減し、有害廃棄物による生活環境保全上の支障の発生（の社会問

題化）を未然に防止し、安全・安心な社会の構築を図る。



製造 流通 使用 廃棄 リサイクル／処分

特別管理廃棄物処理基準設定費に基づく取組＜今後＞

廃棄段階での適正な処理方策に係る
検討調査
①有害廃棄物に係る物性等基礎調査
②有害廃棄物の特別管理廃棄物指定
の検討

③特別管理廃棄物等に係る適正な処
理方法の検討

④特別管理廃棄物の処理基準等の設
定

優先的検討物質の評価・選定
①国内・海外において
②製造・使用段階で
③一定の監視を要するとされている化学物

質を中心に、廃棄時の環境リスク（発生量、
適正処理困難性、緊急度等）の観点から
評価を行い優先的に検討すべき物質を選
定

Ex. RoHS、POPs、改正化審法、毒劇物取締法…

1
2

3

有害な廃棄物の発生抑制・適正処理を可能とするシステムの構築（社会問題化の未然防止）
→ ライフサイクルでより一貫した対策を可能に

ライフサイクルマネジメント推進に係る検討調査
①ライフサイクル全体での発生抑制・管理方策
（Ex. 有害廃棄物を生じさせない製造工程、リサイクル容易な製品設計…）
②関連する動静脈産業の連携促進施策 の調査・検討



（新）移動式廃棄物処理施設に係る基準設定検討事業

２１百万円（０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課

１．事業の概要

移動式廃棄物処理施設は、廃棄物を排出現場で処理できるため、がれき

類や木くずの破砕施設が多量排出現場で用いられるケースが見られるほか、

収集運搬の効率化や飛散流出リスクの軽減などのメリットがあることから、

その活用に期待が寄せられている。一方で、廃棄物処理制度上、稼働場所

周辺の生活環境への影響の審査の手法や移動式廃棄物処理施設が備えるべ

き技術上の基準については定められていない。

そこで、本事業では移動式廃棄物処理施設の具体的な技術上の基準等の

設定に向け、周辺環境に与える影響や適正処理のための課題を抽出し検討

を行う。

２．事業計画

（１）移動式廃棄物処理施設に係る生活環境保全上の課題と対応につい

ての検討調査

・共通課題の抽出(22年度)、共通基準の策定(23年度)

（２）移動式廃棄物処理施設に係る技術上の基準の検討調査

・木くず又はがれき類の破砕施設に関する個別施設基準の策定（22

～24年度）

３．施策の効果

移動式廃棄物処理施設の基準を策定することにより、円滑な処理を維持

しつつ、生活環境の保全を図る。



移動式廃棄物処理施設に係る基準設定検討事業

• 現状
移動式施設としては、主にがれき類や木くずの破砕施設が多量排出現場で稼働
審査基準の明確化について自治体等から要望がある

検討の背景

事業の内容

① 移動式処理施設が備えるべき技術的基準や生活環境影響調査の実施方法につ
いて検討

② がれき類の移動式破砕施設に係る技術上の基準等の設定に向けた検討

排出現場で処理可能
収集運搬の効率化
飛散・流出リスクの軽減

メリット

稼働場所周辺の生活環境への影響の審査
手法が未確立
自ら設置の移動式がれき類破砕施設の設
置許可取得義務の適用猶予の見直し

課題

目的：移動式処理施設について、生活環境の保全を図りつつ処理を円滑に
行えるような技術的基準等を策定する



衛星画像を使った不法投棄等の未然防止等対策

１０１百万円（ １６百万円）

廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室

１．事業の概要

産業廃棄物の不法投棄等の未然防止・拡大防止を図るため、日本の陸域観

測技術衛星「だいち」を活用し、地上からの目視だけでは把握できないエリ

ア等においても、不法投棄等の不適正処分に係る異変を早期に発見し、迅速

に対応できる体制づくりを進める。

また、各地方事務所を情報発信・連携の拠点として、管内における国、地

方公共団体、市民、事業者等の連携強化を図り、監視パトロールや身近な散

乱ごみの清掃活動等の啓発普及活動等を進める。

２．事業計画

平成21年度は、一つの自治体に対して複数時期の衛星画像を提供し、当該

衛星画像から産廃関連施設等における産業廃棄物の処理状況や施設の改変状

況等を判読できるか否かを検証することとなっている。

平成22年度は、都道府県等の中から島嶼部、大都市圏、地方中核市周辺地

域等の異なる７地域ごとに２自治体の計14の自治体において、①従来のもの

よりも非常に安価な衛星画像や地図・地形データや産業廃棄物関連施設の位

置情報・許可内容等の情報を附加した電子情報の作成、②当該電子情報を活

用した不法投棄等の現場の探索、③産業廃棄物関連施設における処理状況や

施設の改変状況等の画面上での判読、④状況に応じた必要な措置の実施等が

可能となる体制づくり等を内容とするモデル事業を実施する。モデル事業の

結果については、マニュアルとして取りまとめて、都道府県等に広く周知す

る。

また、引き続き、地方環境事務所を拠点に、国の関係機関、都道府県等、

市民等と連携し、合同の監視パトロールや啓発普及活動等を実施する。

３．施策の効果

従来の人的資源に頼った監視体制の限界を克服し、不法投棄等の監視体制

を充実・強化できるとともに、より効率的・効果的な不法投棄等の早期発見

・早期対応が可能となることにより、非常に高額になりがちな不法投棄等の

事案に対する支障除去等事業の実施に係る経費を大幅に節減することが可能

となる。



◎衛星画像を使った不法投棄等の未然防止等対策◎

写真撮影 Web GIS

・衛星画像
・地図・地形データ
・産廃関連データ
・その他

Web 
サーバ

岩手大学地域連携推進センター

※ 平成２２年度参加予定自治体…北海道、岩手県、福島県、茨城県、新潟県、静岡県、京都府、広島県、福岡県、長崎県、旭川市、神戸市、松山市、倉敷市（以上、１４自治体）

・ 都道府県等の担当者が、衛星画像や地図・地形データ上に入力される産業廃棄物
関連データも活用しつつ、端末画面上で不法投棄等の不適正処分の現場を確認。
・ 不法投棄等の現場における産業廃棄物の蓄積状況や作業状況の改変状況等を
画面上で判読。

不法投棄等の未然防止・拡大防止

登録

人工衛星
「だいち」

・ 当該画像を証拠として、現場への立入検査や行政指導、法に基づく必要な措置

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

自
治
体
担
当
者
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末



（新）処理困難なＰＣＢ廃棄物の適正処理モデル事業

５０百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課

１．事業の概要

ＰＣＢが使用されたトランス等については、日本環境安全事業株式会社

により、全国５箇所の事業所においてその処分が進められている。しかし、

運搬や処分の過程においてＰＣＢが漏洩するおそれのある物や、大きさや

設置場所の制約から処理施設への持ち込みが困難な物、外国製など構造が

特殊な物など、処理困難なＰＣＢ廃棄物の取り扱いが課題となっている。

本事業は、ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づ

く処理の推進を図るため、これらの処理困難なＰＣＢ廃棄物について、安

全かつ確実な処理に必要な取組をとりまとめるものである。

２．事業計画

（１）処理困難なＰＣＢ廃棄物の処理に関する調査の実施（22～23年度）

・処理困難なＰＣＢ廃棄物の種類や保管量など、実態を把握する。

・処理困難なＰＣＢ廃棄物を処理するための処理方策、技術の現状、

処理に必要な費用、安全な処理に必要な課題等を把握する。

（２）処理困難なＰＣＢ廃棄物の処理モデル事業の実施（22～24年度）

・処理困難なＰＣＢ廃棄物のうち代表的なものについて、保管事業者

や処分業者等の協力を得て、保管場所での機器解体・抜油や処理施

設への運搬・持込など様々な種類の処理作業を実証的に実施し、処

理に当たっての課題等を整理する。

・上記の整理結果等を踏まえ、処理困難なＰＣＢ廃棄物の特性等に応

じた安全かつ確実な処理の推進に必要な取組方策等をとりまとめる。

（３）処理困難なＰＣＢ廃棄物の処理に関する委員会の設置

・処理困難なＰＣＢ廃棄物の安全かつ確実な処理の本格化に必要な取

組をとりまとめるため、廃棄物分野、環境アセスメント分野等の有

識者による委員会を設置し、専門的見地からの意見を聴く。

３．施策の効果

処理困難なＰＣＢ廃棄物について、安全かつ確実な処理の本格化が図ら

れることにより、国内に存在するあらゆるＰＣＢ廃棄物の効率的かつ確実

な処理の推進が完結し、国民の安全性、信頼性に対する理解が深められる。



廃棄物処理施設等における水銀等排出状況・長期保管方策調査

２５百万円（ ８百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課

１事業内容

国連環境計画（ＵＮＥＰ）では、国際的な水銀管理のための条約制定

について検討が行われている。なかでも、廃棄物管理分野においては、日

本のリーダシップが求められていることから、

（１）廃棄物処理施設の各処理工程における水銀、鉛、カドミウム（以下、

水銀等とする。）の処理物、排ガス、排水中の実態を把握する。

（２）（１）と併せ、運転管理状況調査を行い、処理方式毎の水銀等の物質

フローを整理、解析し、最適な処理方策を検討する。

（３）今後、制定される水銀の排出規制条約では、輸出入制限が定められる

見込みであり、その際には水銀の長期保管体制が必要となる。そのため

水銀含有廃棄物及び廃棄物からの回収水銀の長期保管の方法、技術的課

題、制度的対応等について、新たに検討する。

２．事業計画

○平成２１年度

・廃棄物処理施設における水銀等の排出状況の実態把握（処理物、排

ガス、放流水等）及び処理工程における物質移動量の整理、検討（処

理方式、規模別に実施）

○平成２２年度

・水銀等の排出抑制、管理技術の整理、検討

・水銀含有廃棄物及び廃棄物からの回収水銀の長期保管方策の調査、検

討

３．施策の効果

廃棄物処理施設における水銀等有害金属の排出状況の把握により、廃棄

物処理での水銀等の物質フローを整理、検討するとともに、排出抑制技術、

管理方策を明確にし、ＵＮＥＰにおける廃棄物管理分野の水銀等に係る議

論に資するものとする。

また、水銀の排出規制に関する条約の制定に伴い、今後の重要課題とな

る水銀含有廃棄物、廃棄物から回収した水銀の長期保管について、適切な

保管方策を整理、検討することで、長期保管体制の検討に資するものとな

る。



廃棄物処理施設等における水銀等排出状況・長期保管方策調査

ＵＮＥＰ水銀パートナーシッププログラム（廃棄物管理分野）への対応

【対応】

●水俣病経験国として水銀対策

の強化は歓迎

●水銀パートナーシップにおけ

る各種検討への積極的な

リーダーシップ（廃棄物管理

分野）

ＵＮＥＰ 重金属プログラム

2001年 ＵＮＥＰ水銀プログラム 世界規模での水銀汚染に関連する活動

2005年 ＵＮＥＰ重金属プログラム 鉛、カドミウムが対象物質に追加

2007年 第24回ＵＮＥＰ管理理事会
（水銀パートナーシッププログラム）

廃棄物処理分野の検討開始

2009年 第25回UNEP管理理事会 2013年までに水銀の排出規制に関する条
約の制定について合意

廃棄物管理分野に関する水銀パートナーシッププログラム
廃棄物管理（廃棄物焼却、水銀の長期保管等）

水銀等有害化学物質の排出量低減化方策、最適処理・管理システムの検討

最終処分場
ごみ焼却施設
リサイクル施設

廃棄物処理施設における水銀等排出状況調査

水銀等の排出状況の実態把握（排ガス、放流水等）及び
処理工程における物質移動量の整理、検討

水銀の長期保管方策の検討

水銀含有廃棄物、廃棄物から回収した水銀の長期
保管の方法、技術的課題、制度的対応等の検討

排出量低減化方策、最適処理システム 最適な水銀の国内での長期保管体制

Hg
Hg

Hg
HgHg

Hg



微小粒子状物質（PM2.5）総合対策費

２００百万円(１２１百万円)

水・大気環境局大気環境課、自動車環境対策課

１．事業の概要

微小粒子状物質（PM2.5）については、近年、健康への影響が懸念され

ており、今年度中には環境基準が設定され、測定法が確立されることが

見込まれることから、今後、モニタリング体制の整備及び対策の実施に

向けた検討が必要である。

このため、（１）常時監視体制の早急な整備に向け、試験的モニタリ

ングの大幅な拡充（一般環境：26→47都道府県、沿道：10→16箇所）や、

並行測定の実施による機種認定を行う等の取組を進めるとともに、

（２）発生源インベントリの精査やシミュレーションの実施などによる

発生源・生成機構の把握により、これまでのPM全体の対策を含めた既存

対策の効果の解析と、最新のPM2.5削減技術の開発状況の把握を行い、

PM2.5を対象とした削減対策のあり方について検討する。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

（１）大気環境試験的モニタリング(拡充)

（２）発生源・生成機構の把握、対策検討

・発生源インベントリ調査

・発生源周辺調査

・シミュレーションモデル構築

・削減対策のあり方の検討(新規)

３．施策の効果

PM2.5のモニタリグ体制を整備して、汚染実態を把握するとともに発生

源を明らかにし、PM2.5削減に向けた施策の実施により健康被害の未然防

止に資する。



微小粒子状物質（PM2.5）総合対策費

背景

○試験的なモニタリン
グの拡充
○測定機器の機種認定
（並行試験の実施）
○常時監視体制の整備

PM2.5の大気汚染対策を強化

常時監視

○発生源・生成機構の把握、
インベントリ精査
○シミュレーションの実施
○既存対策の効果の解析
○新たな対策の必要性・対
策技術の検討

新たな削減対策

○PM2.5自動測定機の
性能・特性の評価
○測定法の確立

測定法

・近年、PM2.5の健康影
響が懸念
・欧米において、PM2.5
の環境目標値が設定

現状

H21年度中に環
境基準が設定さ
れる見通し

・PM2.5の健康影響評
価の検討
・大気環境モニタリン
グの試験的な実施



有害大気汚染物質等対策推進費

２９８百万円(２７３百万円)

水・大気環境局大気環境課

１．事業の概要

平成20年11月にPRTR制度の対象物質が見直し（354→462物質）されたこ

とを受け、有害大気汚染物質に係るリスト（234物質）の見直しに着手して

おり、今後、リストへの所要の物質の追加が見込まれている。

さらに、PRTR制度については、個別事業所の排出量データが開示請求方

式から公表方式に改められ、地方公共団体による地域における有害大気汚

染物質の排出状況の把握における利便性の向上が見込まれている。

このため、大防法第18条の22第３項に基づき、事業者による排出抑制の

措置を促進し、地方公共団体の施策の推進に資するよう、排出抑制技術等

に関する情報の収集・普及を行い、地域における排出抑制対策を支援する。

また、非意図的に生成する残留性有機汚染物質（POPs）については、地

球規模での環境汚染が報告されており、平成16年に発効したPOPsに関する

ストックホルム条約及び同条約に基づき政府が作成した国内実施計画にお

いて、排出実態調査等を行うことが求められている。

今般、ストックホルム条約第４回締約国会議（平成21年５月）において、

同様に非意図的に生成するペンタクロロベンゼンを新たに条約附属書に追

加することが合意されたことから、当該物質を調査の対象に加え、①排出

実態、生成機構に関する調査、②排出インベントリの作成、③排出抑制の

ための技術情報の収集、普及を行う。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24

・有害大気汚染物質排出抑制対策推進事業

・非意図的生成の残留性勇気汚染物質対策推進事業

３．施策の効果

事業者と地方公共団体の連携による排出抑制対策を支援することにより、

地域における有害大気汚染物質の効果的な管理の改善を推進する。

また、非意図的生成のPOPsについて、発生源及び生成過程等を明らかに

し、排出インベントリを整備し、排出抑制対策を検討することにより、こ

れらの物質の排出抑制に資する。



事 業 内 容

有害大気汚染物質等対策推進費

目 的
低濃度ではあるが長期ばく露によって人の健康を損なうおそれのある有害大気汚染物質や、肺の中に入ると、肺
がんや悪性中皮腫等の疾病を引き起こすおそれのあるアスベストによる、国民の健康被害の未然防止対策を推進
する。

大気汚染状況の把握

排出抑制対策の検討

＜地域・事業者単位での排出抑制対策の実施＞

環境大気中における有害大気汚染物質、アスベストのモ
ニタリングを、対象物質に応じて測定方法を開発しつつ実施。

大気汚染状況等に応じた排出抑制対策を重点的に実施
すべき物質の選定を行い、国内の排出源からの排出状況
に応じた排出抑制対策を、国内外の科学的知見を元に検討。

国 際 貢 献

我が国が、これまで培ってきた技術や対策等の経験を活
かして、各国における有害大気汚染物質、アスベスト対策
の施策展開を支援。

非意図的生成の残留性有機汚染
物質対策推進事業

ペンタクロロベンゼンを
新たに対象に追加

有害大気汚染物質排出抑制対策
推進事業

地方公共団体と事業者の連携による
排出抑制取組事例、排出抑制技術
に関する情報の収集・普及

従来の取組：有害大気汚染物質に係る有害性情
報や曝露情報等の基礎情報の収集等

従来の取組：PCB・HCBに係る排出実態の把握、排
出抑制に関する情報の普及等

拡充内容

拡充内容



総量削減計画改訂調査
４９百万円（３０百万円）

水・大気環境局自動車環境対策課
１．事業の概要

自動車NOx･PM法では、平成22年度までに、二酸化窒素及び浮遊粒子状物
質の環境基準をおおむね達成することを目標としている。関係８都府県に
おいては、自動車NOx･PM総量削減計画が作成され、同年度までを計画期間
として、各種施策が総合的に進められている。
本調査においては、これまで、過年度の自動車NOx･PM排出量、環境基準

達成状況等を踏まえ、総量削減施策の進捗状況を評価している。加えて、
平成22年度は、計画期間の最終年度に当たることから、総量削減計画の見
直しに資するよう、平成22年度及び将来年度における排出量の算定を実施
し、追加施策の検討を行う。

２．事業計画
項 目 H21 H22 H23

総量削減計画改訂調査(H14～)
うち、将来排出量推計及び追加施策の検討

３．施策の効果
総量削減計画の目標である二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境基

準の達成に資する。



総量削減計画改訂調査

目標：平成22年度までに二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の環境基準のおおむね達成
（自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく総量削減基本方針）

対策地域内都道府県：窒素酸化物総量削減計画の策定義務
（８都府県） 粒子状物質総量削減計画の策定義務

（自動車NOx・PM法第7条・第9条）

８都府県にて策定した総量削減計画の進捗状況の把握

及び評価のための基礎資料の収集・整備

○環境基準の達成状況及び評価

○自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質の排出状況 等

自動車NOx・PM排出量の当該年度及び将来
年度における排出量の算定、追加施策の検討

総量削減施策の

評価

計画の見直し

（注） は平成22年度新規事項



ダイオキシン類総合対策費 １８０百万円(１４２百万円)

水・大気環境局総務課ダイオキシン対策室

１．事業の概要

ダイオキシン類対策については、平成12年1月に施行された「ダイオキシン類対策

特別措置法」（以下、ダイオキシン法）に基づく国の削減計画等により、各種施策を

総合的に推進している。

ダイオキシン類等非意図的生成化学物質は、残留性有機汚染物質に関また、

するストックホルム条約（通称「POPs条約」）において、その放出を継続的に最小限

にし、実行可能な場合には究極的に廃絶することが目標とされており、我が国は平

成17年6月に国の削減計画等を踏まえ、「ダイオキシン類の排出削減のための行動

計画」を作成したところである。

ダイオキシン類の類縁化合物である臭素系ダイオキシンについては、ダイオキシ

ン法附則第二条の規定に基づき、測定方法の検討を行い、発生源を中心とした実

態調査を進めてきたが、汚染実態を網羅的に把握するに至っていない。

また、臭素系ダイオキシンを発生する可能性のある臭素系難燃剤については、平

成21年5月に開催されたPOPs条約第4回締約国会合において新たな規制対象物質

として追加されたところである。

こうした背景のもと、引き続き、環境測定の精度管理や排出削減対策の普及促進

臭素系ダイオキシンによなどの各種対策を推進するとともに、残された課題である

る汚染実態を網羅的に把握し、必要な措置の検討の促進に資するため、発生

これまで源に加えて、一般環境中の汚染実態調査を広域的に実施する。また、

の対策を総合的に検証し、平成22年に削減目標年を迎える国の削減計画の見直し

に着手する。

百万円

① 臭素系ダイオキシン類実態解明調査（拡充） ８０（４９)

② ダイオキシン類対策環境情報調査 １６（１６）

③ ダイオキシン類環境測定精度管理調査 １７（１７）

④ 生物検定法等簡易測定法実用化検証事業 １４（１４）

⑤ POPs条約に基づくダイオキシン類等非意図的 ４２（３５）

生成物に係るBAT/BEP推進事業

⑥ ダイオキシン類対策に係る小型焼却炉ガイドライン策定事業 １０（１０）



２．事業計画 （拡充分のみ）

調 査 項 目 21年度 22年度 23年度～

①臭素系ダイオキシン類実態解明調査（拡充）

(1)測定方法の確立

(2)発生源調査

(3)環境調査

・発生源周辺

・一般環境（拡充）

(4)基礎情報の収集等

○ 国の削減計画の見直し：22～23年度

３．施策の効果

我が国における臭素系ダイオキシンよる汚染実態を網羅的に把握し、臭素系ダ

イオキシン対策について必要な措置の検討を行うことにより、ダイオキシン法附則の

規定に適切に対応するとともに、国の削減計画を見直すことにより、的確なダイオキ

シン類対策の推進に資する。



ダイオキシン類総合対策費 180百万円（142百万円）

ダイオキシン類対策特別措置法
（H12.1施行）

残留性有機汚染物質に関する
ストックホルム条約（H16.5発効）

国の削減計画（H17.6変更）
削減目標：H22年までにH15年比

約15%削減

ダイオキシン類対策の総合的推進

臭素系ダイオキシン類実態解明調査【拡充】

発生源＋一般環境中汚染実態調査

附則第二条
「臭素系ダイオキシンにつき、その発生過程
等に関する調査研究を推進し、その結果に
基づき、必要な措置を講ずるものとする。」

臭素系難燃剤の
規制対象物質
への追加

(COP4:H21.5)見直し

非意図的生成POPs（ダイオキシン等）

・目標：放出を継続的に最小限にし、
実行可能な場合は究極的に廃絶

・排出削減のための行動計画策定（H17.6）
・「BAT及びBEP指針」採択（COP3:H19.5)

必要な措置の検討

汚染実態の網羅的把握

国内 国際



 

 

 

地球環境局環境保全対策課 

１．事業の概要 

PM、オゾン等の広域大気汚染に効果的な対策を講じるためには、東アジア

域における越境汚染の状況解明が必要であるが、新たに環境基準設定を検討

中の微小粒子状物質（PM2.5）についてはその状況は不明。中国等東アジア

域ではPMやオゾンの前駆物質（大気中の光化学反応によりPM等を生成す

る物質）である窒素酸化物の排出量が急増している状況を鑑み、中国等に

おける窒素酸化物等の排出あるいはその削減対策が越境大気汚染として及

ぼす程度を国際的に協調して検討するとともに、我が国及び東アジア域に

おける対策に結びつける必要。 

   このため、PM、オゾン等広域大気汚染に関する国際研究ネットワークを構築

し、国際共同研究により、海外の発生源情報も踏まえた我が国における PM2.5

対策等を検証するとともに、オゾンの越境汚染の状況を踏まえた対策も検討す

る。 

（１）PM2.5の越境汚染実態解明 

   PMの生成、広域的な輸送等に関してモデル構築等を通じて実態を解

明するため、国際的な研究体制を構築。 

（２）PM2.5等にもたらす対策効果の検証 

   PMやオゾンの前駆物質である窒素酸化物等が中国等東アジア域にお

いて削減された場合に、PMの越境汚染低減にもたらす効果を定量的に

検証。また、オゾンの広域的対策にも活用。 

 

２．事業計画 

項目 22年度 23年度 24年度 

①PM2.5の越境汚染実態解明 

②PM2.5等にもたらす対策効果の検証 

 

 

 

 

 

 

 

３．施策の効果 

   国際的・広域的な大気汚染の実態解明により、我が国及び東アジア域に

おける大気汚染防止対策に貢献。 

また、国際的な大気管理枠組みの構築に貢献。 

（新）国際共同研究による PM・オゾン等広域大気汚染対策検討費 

３４百万円（ ０百万円） 



国際共同研究によるPM・オゾン等広域大気汚染対策検討事業

・PM2.5の越境汚染解明のため、
生成、広域的な輸送等に関して、
モデル構築等を通じて明らかに
するための国際的な研究体制
を構築

PM2.5の越境汚染の実態解明

・PM2.5の生成に関して、
大きな役割を果たすと考
えられる中国等における
窒素酸化物等の削減が、
越境汚染にもたらす効果
を定量的に検証。それらの対策効果は、オ
ゾンの広域的対策にも活用

PM2.5等にもたらす対策効果の検証

・新たに環境基準設定を検討中のPM2.5の越境汚染の状況は不明。今後、効果的な対策を
講じる上では、PM2.5の生成・挙動についての国際的・広域的な汚染実態解明研究が必要
・中国等ではPMやオゾンの前駆物質である窒素酸化物の排出量が急増（1980年～2003年
の期間に、アジア全体で2.8倍、中国では3.8倍に増加）しており、特に、これらが我が国の
大気環境に及ぼす影響の把握が急務

背 景

国際共同研究

・国際的な研究の強みを生かした補完・協働関係（ex.中国はモデル計算など）
・汚染物質の発生源情報を入手。
・相手国内の認識を喚起。
・国際的な管理枠組みへの構築（EANETの将来発展）の契機へ。

狙い

※参考 窒素酸化物の推計排出量
アジア全体 27.3Mt（2000年）
うち、中国 41％、日本 7％



自動車環境性能評価法国際標準化等推進費

８０百万円(２６百万円)

水・大気環境局総務課環境管理技術室

１．事業の概要

我が国においては、これまで世界最高レベルの自動車排出ガス・騒音

規制を実施することにより、大気環境の改善とともに、最先端の環境技

術の開発を促し、国内自動車関連産業の成長、国際競争力確保の原動力

となったきた。欧米も着々と将来に向けた規制強化を進める中、我が国

においても引き続き規制強化等の検討を実施していくこととしている。

この規制強化等の検討と併せ、世界各国で異なる試験方法等について

国際調和を図ることができれば、国内自動車関連企業において、各国個

別の規制に対応するために必要であった開発コスト・工数を削減するこ

とができる。これにより、更なる国際競争力の強化を図ることができ、

その結果として、更なる大気環境の改善も期待できる。

本事業では、以下のとおり必要な排出ガス・騒音データの測定等を行

い、排出ガス・騒音の国際調和試験方法等の策定や国内導入について検

討する。

①自動車排出ガスの国際調和試験方法（走行パターン（モード）、測定条

件等）策定

・ 国連において日本も参画のもと既に策定された2輪車の排出ガス国際

調和試験方法について国内導入を検討

・ 国連で本格的に検討が開始される乗用車の排出ガス国際調和試験方

法について、試験方法案の提案、データの提供

②自動車騒音の国際調和試験方法（試験速度・加速度、測定条件等）策定

・ 国連において日本も参画のもと検討中の自動車騒音の国際調和試験

方法について、国内導入を検討

③自動車の特性に応じた新たな排出ガス等測定モード策定

・ 自動車排出ガス規制の、試験方法には実際の多様な走行パターンを

平均化したものをモードとして規定しているが、次世代自動車の中に

は、ハイブリッドバス・トラックなどの特定の走行パターンにおいて、

特に環境性能を発揮するものがあることから、路線バス、都市間輸送



トラック、宅配便トラック等特徴的な走行パターンで専ら使用される

場合の排出ガス等の性能を評価できる測定モードを作成。自動車メー

カーが、任意にこの測定モードに基づく排出ガス等の性能を表示し、

路線バス事業者、宅配便事業者、その他特徴的な使用特性を有する使

用者が、当該使用特性に応じた排出ガス等の性能を車種ごとに、客観

的に比較できるようにすることで、一層の技術開発の促進を図る。

２．事業計画

22年度 23年度 24年度

①自動車排出ガス国際調和試

験方法策定

二輪車国内導入検討

乗用車国内導入検討

②自動車騒音の国際調和試験

方法策定

③自動車の特性に応じた新た

な排出ガス等測定モード策定

３．施策の効果

・ 試験方法等が国際調和されれば、複数の排出ガス・騒音規制に対応する

ために必要であった開発コスト、工数が削減され、国際競争力が強化される。

・ 削減された開発コストを、次世代車への開発に振り分けることができる。

・ 全世界で排出ガス低減性能の比較が可能となり性能の競争が促進される。

・ 上記の効果により、結果として更に環境が改善される。

（国連の検討状況に応じ、毎年度見直す）



・日本のメーカーは、日本のみならず世界各国へ商品を展開。今後は、中国、
ＡＳＥＡＮ市場等でのシェア争いが激化。
・一方で、世界各国の排出ガス・騒音試験方法が異なっているため、日本のメー
カーは、各国個別の規制に対応すべく技術開発が必要。

○自動車排出ガスの国際調和試験方法策
定（走行パターン（モード）等）
・22年度～24年度の３ヵ年で二輪車の
排出ガス国際調和試験方法の国内導入
について検討
・乗用車の排出ガス国際調和試験方法の検討

○自動車騒音の国際調和試験方法の策定

（試験速度・加速度等）
・22年度～23年度の２ヵ年で自動車騒音の国
際調和試験方法の国内導入について検討

各国個別の規制に対
応する必要がある。

・開発コスト、工数の削減による国際競争力の強化。
・削減された開発コストを、次世代車への開発に振り分けることができる。
・全世界で排出ガス低減性能の比較が可能となり競争が促進。

試験方法の国際調和

現状・課題

１つの規制への対応
でよくなる。

更なる排出ガス・騒音の低減

○自動車環境性能評価法国際標準化等推進費

事業での検討事項

○自動車の特性に応じた新たな排出ガス等測定モード
策定
・22年度～24年度の３ヵ年で路線バス、都市間輸送トラック、宅
配便トラック等の排出ガス等測定モードを作成。自動車メーカが
任意にこの測定モードに基づく排出ガス等の性能を表示し、特徴
的な使用特性を有する使用者が当該使用特性に応じた性能を
比較できるようにすることで、一層の技術開発の促進を図る。

規制Ａ

規制Ｂ

規制Ｃ

規制Ｄ

規制Ｅ

規制Ａ

規制Ａ 規制Ａ

規制Ａ

規制Ａ



（新）大気環境常時監視リファレンスセンター（仮称）整備事業

５０百万円（０百万円）

水・大気環境局大気環境課

１．事業の概要

大防法第２２条に基づき地方自治体が行う大気環境モニタリングは、法定受託

事務であり、得られるデータは、大気環境行政施策を展開していく上で根幹とな

る極めて重要なものである。しかしながら、

①地方財政の逼迫、団塊世代の大量退職による豊富な経験や技術の喪失及び業

務の外注化等により、測定機器の維持管理や分析・校正等の技術的問題への

適切な対応が困難となってきた。

②規制対象となる大気汚染物質の増加に伴い、必要とされる情報も幅広くなっ

てきたことから、適切かつ効率的に環境モニタリング調査を行うとともに、
※

国として迅速に情報収集が行えるシステムが必要である。

③越境汚染等対策を検討する上で、国際的なデータ比較が行えるように我が国

の精度管理体制の向上を図る必要がある。

等の問題が生じている。

このため、都道府県等が設置する大気環境常時監視測定局の基幹となる「大気

環境常時監視リファレンスセンター(仮称)」を設置し、標準機による測定機器の

校正、測定機器の比較や性能試験及び調査研究の実施など、大気環境常時監視に

係る精度管理や人材育成のために必要な事業を実施する。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

①リファレンスセンター指定及び体制整備

②精度管理、性能試験、調査研究等実施

３．施策の効果

国際的にも信頼性の高い大気環境常時監視体制を構築・維持することにより、

大気環境行政施策の根幹となる大気環境モニタリングの適切な実施とともに、豊

富な技術と経験を持つ、退職期を迎えた人材の再雇用、若い世代への技術の伝承、

アジア諸国への技術移転が図られる。

「緑と経済の社会の変革」より※



大気環境監視体制の脆弱化

データの信頼性低下

技術力の低下

大気環境常時監視リファレンスセンター（仮称）の設置

・技術・経験の伝承
・精度管理体制の確立（標準機の維持管理、性能調
査設備の確保、調査研究等）

適正な大気環境監視

退職期の団塊世代
自治体職員、測
定機器メーカー
等ＯＢ

自治体

・予算減少、人員の削減

・大量退職(2007年問題）

・業務の外注化

大気環境常時監視リファレンスセンター（仮称）整備事業

近年の状況変化

・規制対象物質の増加

・国際的なデータ比較の

必要性

より高度な測定精度が必要

体系だった精度管理が必要

豊富な技術と経験を持つ人材の再雇用

若い世代への技術の伝承

アジア諸国への技術移転



 

 

 

地球環境局環境保全対策課 

１．事業の概要 

本年７月、海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するため、「海岸漂着物

処理推進法」（以下、「法」という。）が成立した。 

本法律を適切に施行するため、国民に対して国民の責務を含めた法律の内容

の周知や普及啓発を行うとともに、都道府県の取組状況を把握し、海岸漂着物対

策の基本方針の策定や変更、海岸漂着物対策専門家会議の開催・運営等、総合

的な施策を進める。また、海岸漂着物の処理に関する都道府県間の協力のあっ

せん、地域の環境の保全上著しい支障がある海岸漂着物の処理に関する協力を

進めるために必要な調査や検討を行う。 

 

２．事業計画 

（１）海岸漂着物総合施策推進経費 

・地域計画の策定状況、海岸漂着物対策推進協議会の設置状況、海岸漂着物

対策の内容等の調査・整理（法第９条関係） 

・海岸漂着物の実態、対策の内容、国民の責務等、法律の内容の周知 

（法第２７条関係） 

 

（２）海岸漂着物処理推進協力経費 

・都道府県の区域間の海岸漂着物の流出状況に関する調査・検討 

（法第１９条第２項関係） 

・地域において極めて処理が困難な海岸漂着物の処理に関する調査・検討 

（法第２０条関係） 

 

（３）海岸漂着物対策専門家会議開催経費 

・海岸漂着物対策専門家会議の開催運営（法第３０条第２項関係） 

 

３．施策の効果 

海岸漂着物処理推進法を適切に施行して海岸漂着物対策を推進することによ

り、国の責務を果たし、もって海洋環境保全を進める。 

  

（新）海岸漂着物処理推進経費               ２０百万円 （０百万円） 



（参考） 

 

○ 海岸漂着物処理推進法の関係条文 

 

 （国の責務） 

第九条 国は、第三条から前条までに規定する海岸漂着物対策に関する基本理

念（次条及び第十三条第一項において単に「基本理念」という。）にのっとり、海

岸漂着物対策に関し、総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

 （協力の求め等） 

第十九条 都道府県知事は、海岸漂着物の多くが他の都道府県の区域から流出

したものであることが明らかであると認めるときは、海岸管理者等の要請に基づ

き、又はその意見を聴いて、当該他の都道府県の知事に対し、海岸漂着物の

処理その他必要な事項に関して協力を求めることができる。 

２ 環境大臣は、前項の規定による都道府県間における協力を円滑に行うため必

要があると認めるときは、当該協力に関し、あっせんを行うことができる。 

第二十条 都道府県知事は、海岸漂着物が存することに起因して地域の環境の

保全上著しい支障が生ずるおそれがあると認める場合において、特に必要があ

ると認めるときは、環境大臣その他の関係行政機関の長に対し、当該海岸漂着

物の処理に関する協力を求めることができる。 

 

 （海岸漂着物等の処理等に関する普及啓発） 

第二十七条 国及び地方公共団体は、海岸漂着物等の処理等に関し、広報活動

等を通じて普及啓発を図るよう努めなければならない。 

 

 （海岸漂着物対策推進会議） 

第三十条 政府は、環境省、農林水産省、国土交通省その他の関係行政機関の

職員をもって構成する海岸漂着物対策推進会議を設け、海岸漂着物対策の総

合的、効果的かつ効率的な推進を図るための連絡調整を行うものとする。 

２ 海岸漂着物対策推進会議に、海岸漂着物対策に関し専門的知識を有する者

によって構成する海岸漂着物対策専門家会議を置く。 

３ 海岸漂着物対策専門家会議は、海岸漂着物対策の推進に係る事項について、

海岸漂着物対策推進会議に進言する。 



 

 

 

地球環境局環境保全対策課 

１．事業の概要 

本年７月、海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するため、「海岸漂着物

処理推進法」が成立した。これを受けて、漂流・漂着ゴミの発生の状況及び原因に

関する調査、効率的な処理等に関する調査研究等を進める必要がある。 

このため、地域特性が異なるモデル地域において、漂流・漂着ゴミの量と種類

の詳細な分析、漂流・漂着ゴミの回収・処理の試行、地域の関係者による対策の

検討を行い、海岸特性や処理施設の能力等、地域の実情に応じた漂流・漂着ゴミ

の効率的な回収・処理方法及び対策のあり方を整理する。さらに、これまでの調査

結果を踏まえ、地域特性に応じた効果的な海岸清掃マニュアルを策定する。 

また、漂着ゴミの全国的な分布状況や経年変化等を把握するためのモニタリン

グを実施し、対策を進めるに当たっての基礎資料を整理する（漂着ゴミ状況把握

調査）とともに、漂着ゴミの原因究明調査を行って特定の地域の主要漂着ゴミの

流出状況等を把握することにより実効的な発生抑制対策を進める（漂着ゴミ原因

究明調査）。さらに、我が国から流出するゴミが他国にも漂着していることから、そ

の状況を把握し、中国、韓国、太平洋地域の関係国を含めて漂着ゴミの削減に向

けた国際的な協力体制についての検討を進める（漂着ゴミ国外流出対策調査）。 

 

２．事業計画 

（１）漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査 

 平成１９～２０年度：第１期モデル調査 

 平成２１～２２年度：第２期モデル調査 

（２）（新）漂着ゴミ発生状況・原因究明事業 

 平成２２～２４年度：漂着ゴミ状況把握調査、漂着ゴミ原因究明調査、

漂着ゴミ国外流出対策調査 

 

３．施策の効果 

漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査では、モデル地域に着目

して効率的な処理等に関する調査研究を推進し、漂着ゴミ発生状況・原因究明

事業では、全国的な観点も加えて発生の状況及び原因に関する調査等を進め、

漂流・漂着ゴミの削減を図る。 

漂流・漂着ゴミに係る削減方策調査費        ２５７百万円 （１９６百万円） 



漂流・漂着ゴミ国内削減方策モデル調査の概要

地域の実情に応じた漂着ゴミの効率的・効果的な
回収・処理方法の確立を図る

三
種
類
の
調
査

概況調査

○モデル地域を含む一連の
海岸線について、概況（漂
着ゴミの状況、ゴミ発生源
の有無、ゴミ処理施設の有
無等）や地域の取組状況
等を調査する。

フォローアップ調査

○クリーンアップ調査による
清掃後、モニタリングによ
り定期的に漂着状況を把
握する。

○漂着状況の時間的・空間
的分析等を実施する。

クリーンアップ調査

○モデル地域において、詳細な
品目毎に分類する共通の手法
を用いて漂着ゴミを分析する。

○モデル地域の海岸清掃を行い、
海岸特性や処理施設の能力
等、地域の実情に応じた効率
的・効果的な回収・処理方法を
検討する。

【地域検討会】

モデル地域毎に地域の関係者
により構成し、地域の実情に応じ
た調査の企画、効果的な対策の
あり方の検討等を行う。

【総括検討会】

調査全体の企画、進捗
状況の管理、全体の調
査結果のとりまとめ等を
行う。

モデル調査の内容



漂着ゴミ発生状況・原因究明事業

（３）漂着ゴミ国外流出対策調査
・太平洋地域における影響調査
・国際的な協力体制の検討

（２）漂着ゴミ原因究明調査
・主要ゴミの発生実態調査
・流出状況の追跡調査

（１）漂着ゴミ状況把握調査
・漂着ゴミのモニタリング
・全国的・経年的な状況把握

効果的な漂着ゴミ対策
に関する施策の立案

我が国に流入
するゴミ

我が国から流出
するゴミ

アジア太平洋地域における
国際協力体制の構築

実効的な発生抑制
対策の実施

地域の関係者等連携した
漂着ゴミのモニタリング

太平洋地域の海鳥のヒナ３
羽の死骸から発見されたゴミ
（写真提供：ＪＥＡＮ）

海岸漂着物処理推進法

第二十二条 国及び地方公共団体は、海岸
漂着物等の発生の抑制を図るため必要な
施策を効果的に推進するため、定期的に、
海岸漂着物等の発生の状況及び原因に関
する調査を行うよう努めなければならない。



（新）海中ごみ等の陸上における処理システムの検討

１８百万円（ ０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課

１.事業の概要

近年、外国由来のものを含む漂着ごみ・海中ごみ等による生態系を含めた

環境・景観の悪化、漁業への被害などが深刻化している。

このような状況の中で、海岸漂着物の円滑な処理及び発生の抑制を図るた

め、美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の

保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（以下「海岸漂着物処

理推進法」）が平成21年７月に制定し、漂着ごみについては、法律の趣旨に

則り各種施策が講じられてきているところである。

一方、海中ごみ等については、海岸漂着物処理推進法が検討される中で、

ＮＰＯ等の民間団体から対策について要望が出される等、海中ごみ等の回収

及びその適正な処理に関して検討することが急務となっている。

これらのことから、海中ごみ等についてＮＰＯ等の民間団体が清掃･回収

した後の合理的な陸上における処理システムの確立を図るため、総合的な検

討を行うものである。

２．事業計画

○平成２２年度

全国的な海中ごみ等の清掃・回収実態等を調査するとともに、海中ご

み等の処理に積極的に取り組んでいる地域を対象に詳細調査を実施し、

海中ごみ等の陸上における処理に当たっての課題等を整理する。

○平成２３年度

有識者等から構成される検討委員会において、海中ごみ等の陸上にお

ける適切な処理システム（運搬・処理主体、処理方法、費用負担等）を

構築するための指針の検討を行う。

３．施策の効果

市町村、ＮＰＯ等の民間団体向けの海中ごみ等の処理に当たっての指針

を作成し、提示することにより、海中ごみ等の陸上における適切な処理シ

ステムが確立される。



海中ごみ等の陸上における処理システムの検討

廃棄物処理施設

他地域・海外

運搬

●ＮＰＯ等が海中ごみ等を清

掃･回収した後の陸上にお

ける合理的な処理システ

ム（運搬・処理主体、処理

方法、費用負担等）を検討

●海中ごみ等による環

境・景観の悪化、漁業

への被害等が深刻化

●海中ごみ等の処理は

地域で対応が様々

→ 処理システムの

構築が必要

回収

海中ごみ等
の処理シス
テムの構築

処理

ボランティア

漁業活動海中ごみ

回収された海中ごみ



水生生物保全に係る環境基準策定費 ７８百万円(４１百万円)

水・大気環境局水環境課

１．事業の概要

水生生物保全のための水質環境基準を設定するために必要となる化学物質

の毒性情報等に関する科学的知見を文献及び魚類毒性試験実施により収集し、

学識者等からなる検討会において信頼性評価を行い、中央環境審議会の専門

委員会の審議に活用するもの。

これまでに優先的に検討調査を行った９６物質のうち必要のある項目につ

いて順次基準化に向けた検討を開始しているが、その際従来の試験室でのデ

ータに加え基準案の妥当性を説明するため実際の環境中においてそれらの物

質による水生生物への影響等についても十分なデータを収集する必要がある。

また、従来の検討対象としてきた工業用化学物質等と比べ、医薬品や家庭

用品等に含まれ広く環境中に排出されることから水生生物へ影響が懸念され

ている化学物質については、毒性に関する情報が大幅に不足している。

このため、これら基準化を図る物質についての実環境中での対象化学物質

のレベル及びそれに対する水生生物等への影響調査並びに新規検討対象物質

に係る魚類毒性試験を拡充する。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

・水生生物への化学物質の有害性の検討評価

・環境中濃度レベル及び水生生物の生息状況

調査（拡充）

・魚類等毒性試験（拡充）

・水生生物の生息実態を活用した生物学的な

水域特性のモニタリング手法検討

３．施策の効果

水生生物保全に係る新規環境基準項目の設定により、この目標を達成する

ための施策の推進が可能となり、水生生物生息環境の改善や漁業等の振興に

つながる。



水生生物保全に係る環境基準策定
優先検討物質の選定・・・ 有害性と暴露の両面からみて水生生物へのリスクが懸念される物質

生活用品に含まれ広く環境中に排出さ
れる化学物質
→ 医薬品、家庭用品、バイオサイド
（殺虫剤等）・・・

・存在状況調査
・文献データ収集調査
・魚類毒性試験＜拡充＞

情報が揃った物質より

審議会等にて基準化に向けた検討
を開始

優先的に検討すべき８１物質

毒性評価検討４１物質
（５物質は基準値策定、３６物質は検討継続）

基準策定 Ｈ１５
・環境基準１物質（全亜鉛）

・要監視項目３物質（クロロホ
ルム、フェノール、アルデヒド）
・検討終了１物質（ナフタレン）

H13
～

H16

基準化に向けた検討開始
（※）ノニルフェノール、 ４‐ｔ‐オクチルフェ
ノール、アンモニア、LAS、アニリン、アク
ロレイン、エチレンジアミン４酢酸、ニトリ
ロ三酢酸、２，４‐ジクロロフェノール、ピリ
ジン、テトラクロロエチレン、カドミウム、
銅、ニッケル

・選定手法の確定
優先検討物質母集団の選定
優先検討物質の選定

・優先取組物質リストの作成

H17
～

H22頃
～

H21
～

新規検討物質

実環境中での影響調査
＜拡充＞

初期リスク
評価物質等
15物質追加

諸外国の基準との比較

日本 アメリカ ドイツ イギリス

項目数 1 45 72 75

カナダ ＥＵ

淡水 海水 淡水魚 貝類

項目数 121 38 15 27

既存検討物質

phase1

phase2 検討すべき５１物質
（41‐5+15）

検討すべき１４物質（※）

スクリー
ニング

スクリー
ニング



（新）底層ＤＯ等を用いた水質環境評価事業

２００百万円(０百万円)

水・大気環境局水環境課

１．事業の概要

生活環境の保全に関する環境基準については、設定から35年以上が経過し、

水環境の状況が変化する中、現在の環境基準項目の達成状況だけでは水環境

の現状が国民に分かりにくく、水環境保全施策推進等につながらないとの指

摘がある。

このため、昨年度行った、水質環境基準生活環境項目検討調査において、

改訂の方向性についてとりまとめたところである。湖沼、閉鎖性海域等にお

いては底層において水生生物の生息にとって基本である溶存酸素（ＤＯ）の

低下により水生生物が生息不可能となる状況が見られることから、今後、特

に底層ＤＯについては、改善に係る指標の開発や時間変動の影響等について

検討し新たな基準項目として設定する必要性があるとの指摘を受けている。

また、平成２３年度に見直しが予定されている湖沼法における施策や平成

２６年度を目標年次とする第７次（次期）総量規制において、環境基準とし

ての底層DOを施策の目標とするべく、遅くとも平成２３年度中には、底層Ｄ

Ｏに係る具体的な基準値設定及び類型指定のためのデータ収集を終了する必

要がある。また、一方で地球温暖化に伴い日本の湖沼等での底層ＤＯの悪化

も懸念されており継続的な状況の把握が必要である。加えて、湖沼を中心に、

魚類生息状況と水質との関係を把握する必要がある。

このため、魚介類等の斃死や湖底での貧酸素水塊の発生が報告されている

湖沼や海域等を対象として、底層ＤＯ等の長期間連続観測（日間変動や季節

変動の把握）及び関連項目の定期観測並びに湖沼での魚類の生息状況を把握、

整理し、魚類生息状況と水質との関係を踏まえた水質環境の評価を行う。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

底層ＤＯ等の水質連続監視

魚類生息状況把握評価

３．施策の効果

新たな水質環境基準項目設定を行うことで、この基準を目標とする施

策展開を行うことが可能となり、水生生物環境の改善、漁業等の振興、

さらなる環境保全活動につながる。



池田湖

目的

・平成22年度より始まる第7次総量規制
において目標とする予定の海域下層
DO等の基準化検討のための調査
・湖沼・海域の水質（特に下層DO）の影
響に伴う予測シミューション

施策の効果

観測ポイント（湖沼法指定湖沼及び閉鎖性海域等で実施予定）

＜調査・解析方法＞
以下の水域に、合計10基の水質連続測定装置を設置し、

日間変動も大きいDO、ｐH,水温等の連続測定を行うとともに、
周辺での定期水質測定を行う予定。これらに加えて湖沼を中
心に魚類生息状況把握を行う。
（湖沼）
琵琶湖、霞ヶ浦、諏訪湖、池田湖、中海・宍道湖、釜房ダム
（海域）
広島湾、播磨灘

播磨灘

底層ＤＯ等を用いた水質環境評価事業

広島湾

琵琶湖

・平成23年度より始まる第７次総量規制
において底層DO等を施策の目標とす
るための調査（水域ごとにDOの変化が異なる）

・地球温暖化の湖沼・海域の水質（特に
底層DO)に与える影響の監視のあり方
の検討

・海域・湖沼の底層水質にかかる新たな水質
基準の設定 （底層DOの改善にかかる指標の開発や、
時間毎のDO基準を定める必要性があるかを検討）

・気候変動による海域湖沼への影響の把握
・新たな項目測定や気候変動による水質影響
監視による雇用創出

諏訪湖



（新）湖沼水質保全施策枠組み再構築事業 ３０百万円(０百万円)

水・大気環境局水環境課

１．事業の概要

現在、湖沼の水質環境基準の達成率については、河川の90%、海域の79%に

比較して、50%と低い状態であり、水質改善が進んでいる湖沼についても、

異臭味がある藻類が異常繁茂するなど、水利用上の課題も多い。

また、指定湖沼の水質改善は、湖沼法に基づき、実施されているが、この

湖沼法については、平成23年度に見直しを行い、この結果に基づいて必要な

措置を講ずることが附則に定められている。

今後の湖沼水質の保全については、①実感しやすい水質指標の検討②地域

住民が望む湖沼像を反映した環境基準の設定を行い、更なる水質改善を図る

ため、湖沼水質保全施策の枠組みの再構築が必要である。

このため、新たな環境基準の検討、現湖沼法の施策の効果検証を行うとと

もに湖沼の水質汚濁メカニズム等の検討を踏まえた市街地・農地等の面源対

策及び未規制の小規模事業者(事業者用の浄化槽の構造指針化)や更なる事業

者等の点源対策等の水質保全施策の再構築を行い、湖沼法の見直しを行うも

のである。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

・実感しやすい水質指標、地域住民の望む

湖沼像を反映した環境基準の検討

・現湖沼法の施策の効果検証

・水質保全施策の再構築、湖沼法の見直し

・事業者用の浄化槽の構造指針の策定

・施策のモニタリング

３．施策の効果

・湖沼特性に応じた水環境保全施策の推進により、湖沼の水質環境基準の

達成率の向上を図るとともに、国民に快適な湖沼水環境を提供する。



①実感しやすい水質指標、地域住民が望む湖沼像の検討 環境基準の設定
②湖沼法の施策の効果検証

どのくらい水質改善したのか。

③水質汚濁メカニズム等を踏まえた水質保全施策の検討 (面源、点源)
・事業者用の浄化槽の構造指針の策定

どのくらい水質改善するのか。

湖沼の環境基準の達成率の改善は悪い。
(湖沼50% ←河川90%・海域79%)
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海域79％

湖沼50％

環境基準達成率の推移（ＢＯＤ又はＣＯＤ）

湖沼法については、平成23年度に見直しを行い、必
要な措置を講ずることが附則に定められている。

（湖沼水質保全施策枠組み再構築事業)

水質保全施策の再構築 湖沼法の見直し

水質保全の方向性
①実感しやすい水質指標の検討
②地域住民が望む湖沼像
③更なる水質改善施策



（新）海域の物質循環健全化計画策定事業 

～海域ヘルシープラン策定モデル事業～ 

１０２百万円(0百万円)

水・大気環境局閉鎖性海域対策室 

 

１．事業の概要 

窒素、りん等の栄養塩は海域の動植物、プランクトン等にとって必要不可欠なものであるが、必

要量を上回る流入や海域をめぐる社会経済情勢、自然条件の変化等による生物相の変化等によっ

て海中の栄養塩のバランスが損なわれ、赤潮や貧酸素水塊の発生、海苔の色落ち等の水産被害

の発生が見られる海域が存在している。 

海域に必要な栄養塩類の濃度（量）や流入域及び海域において実施すべき方策は、海域の地理

的・地形的条件、海域の利用状況、当該海域の流入域の経済社会活動の状況等によって大きく異

なっており、それぞれの海域に応じた海域・陸域一体となった栄養塩の円滑な循環を達成するため

の効率的かつ効果的な栄養塩類の管理方策を明らかとすることで、生物多様性に富んだ豊かで健

全な海域の構築に向けた行政、地域住民、研究者、産業界等による総合的な取組を推進する必要

がある。 

そのため、栄養塩類のバランスを回復あるいは向上させるために地域関係者が共同で取り組む

海域及び周辺地域をモデル地域として選定し、流入域における栄養塩負荷発生状況、水質・底質

の動向、漁獲量の把握、陸域・海域バイオマスの増殖・回収機能強化に関する調査、物質収支モデ

ルを用いた要因分析及び循環量の評価、新たな技術開発動向も踏まえた実施方策の抽出等を行

い、具体的な行動計画を当該海域のヘルシープラン（仮称）として策定する。さらに、モデル地域に

おける検討結果を踏まえて、我が国の閉鎖性海域において、海域の実情に応じた栄養塩管理方策

を確立するものである。 

 

２．事業計画 

調 査 項 目 H22 H23 H24 

地域における栄養塩負荷発生状況調査 

水質・底質や漁獲量の動向調査 

 

 

 

 

 

 

陸域、海域バイオマスの増殖・回収機能調査 

 

   

物質収支モデルの構築 

要因分析、循環量の評価 

 

 

 

 

 

 

モデル地域選定、栄養塩管理のあり方検討 

ヘルシープランの策定 

 

 

 

 

 

 

 

３．施策の効果 

 栄養塩バランスの劣化による環境保全上の障害を解消し、豊かで健全な海域環境が構築される。 

モデル地域における実践結果に基づいて、同様の問題を抱える閉鎖性海域において、総合的か

つ効率的・効果的な海域環境保全対策が実施される。 

  



地域の

海域の物質循環健全化計画策定事業(平成22～24年度）
～海域ヘルシープラン策定モデル事業～

・海域の類型化

・推進すべき活動、施設整備、調査研究、

技術開発等の施策整理

モデル地域における対策検討

栄養塩類管理方策検討

生物生産力と多様性の高い海域の構築

栄養塩類の循環バランスを回復ある
いは向上させるための具体的な行動
計画の確立

海域・地下水等の水質改善、水質汚濁の未然防止

ヘルシープラン

現況 ： 栄養塩類バランスの劣化による赤潮や海苔の色落ちなどの障害

①モデル地域の物質循環量把握
・栄養塩類の発生負荷量調査

・地域吸収量、蓄積、流出状況調査

・海藻、藻類等吸収源の増殖と回収試験

・バイオマス利用促進について検討

②物質収支モデルの構築
・地域の栄養塩類循環状況を再現

・栄養塩類循環に及ぼす

要因の抽出

③影響評価手法の開発
・円滑な栄養塩類循環のための診断、

評価手法の検討

・効果的な対策案の検討

適切な栄養塩
循環の形成



（新）浄化槽整備区域設定支援事業費

３０百万円（０百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課浄化槽推進室

１．事業の概要

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、汚水処理施設の早急な整備が

必要であるが、未だに汚水処理施設が普及していない人口が2000万人を越えてい

る状況にある。今後、汚水処理施設の整備の中心は人口分散地域に移っていくと

考えられるため、整備コストが小さく、整備期間の短い浄化槽の重要性が高まっ

ている。

しかしながら、各市町村においては、浄化槽整備区域の設定は依然として十分

に進んでいるとはいえず、必ずしも浄化槽の設置基数は伸びていない。

このため、社会情勢等の変化した現状において、改めて、初期投資、維持管理

費用を詳細に比較検討し、浄化槽整備区域の積極的な設定手法や効率的な施設整

備の手法を提案することで、浄化槽の整備促進の支援を行い、少子高齢化社会に

対応し、汚水処理施設未普及人口の早期解消を図る。

２．事業計画

①浄化槽整備目標の実態把握等に関する調査

人口分散地を中心に浄化槽整備区域の新たな設定等の可能性を検証し、その

成果を発信する。

②浄化槽整備区域の積極的な設定・見直しに関する調査

自治体の財政等の状況も踏まえ、汚水処理施設整備の詳細な経済比較をモデ

ル的に実施することで、浄化槽整備区域の積極的な設定手法を検討・提案する。

③浄化槽の新たな整備手法検討業務

市町村設置型やＰＦＩ手法等の導入事例の解析を踏まえ、浄化槽の整備や単

独転換の促進における効率的な事業的手法を検討・提案する。

④新たな浄化槽整備手法の発信

（年次計画）

平成２２年度 整備目標の整理・検証、自治体類型モデルでの整備区域の設定・

見直し検討調査

平成２３年度 事業的手法の検討、自治体類型モデルによる検証事例の発信

３．施策の効果

平成24年に普及率12％の目標（廃棄物処理施設整備計画）の達成を図るため、

浄化槽整備区域の新たな設定促進を図る。



浄化槽整備区域設定支援事業費

＜浄化槽整備区域の積極的設定手法の検討・提案＞

地域特性別の自治体類型モデルにおいて、実態に即したデータを基に

汚水処理施設整備の詳細な経済比較

＜新たな浄化槽整備手法の検討・提案＞

各種事業的手法の事例解析を基に効率的な事業的手法を検討

個人設置型 ・ 市町村設置型 ・ PFI事業等の導入マニュアル化

＜自治体の浄化槽整備目標の実状の把握＞

都道府県構想の目標の整理等 → 新たな設定や見直しの可能性を検証

◆整備・普及の中心は
人口分散地へ

◆整備コスト小さく、整備
期間の短い浄化槽が重要

◆各市町村での浄化槽整
備区域の設定は十分とは

いえない

◆必ずしも浄化槽の設置
基数は伸びていない

浄化槽を適切に活用した自治体による効率的な事業実施へ

22
年
度

浄
化
槽
整
備
区
域

設
定
支
援
事
業

しかし

◆汚水処理施設の効率的
な整備が求められている

（背景）人口減少や高齢
化、

市町村合併、

厳しい地方財政等

浄化槽整備区域の積極的な設定、新たな浄化槽整備手法の導入
に向けた自治体への支援が必要



循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分）

２０，７７２百万円（１４，３４４百万円）

廃棄物・リサイクル対策部 廃棄物対策課浄化槽推進室

１．事業の概要

湖沼等公共用水域等の水質汚濁の大きな原因となっている生活排水対策を推

進し良好な水環境や健全な水循環を確保するため、浄化槽整備に対する国の助

成制度の一層の充実・強化を図る。

※この他、内閣府に計上されている地域再生基盤強化交付金（汚水処理施

設整備交付金）により浄化槽整備を推進。

（１）浄化槽整備区域促進特別モデル事業の拡充

平成２１年度より実施している浄化槽整備区域促進特別モデル事業（助

成率１／２）のうち、特に要望の多かった単独処理浄化槽集中転換事業及

び低炭素型社会対応型集中整備事業につき、平成２２年度から平成２４年

度までの３カ年において、各１０カ所の採択枠を追加する。

（２）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換の推進

① 現在９万円を上限としている撤去費用の助成対象事業費につき、単独処

理浄化槽の撤去に必要な費用を勘案した経費に変更する。

※２０万円を基準額の上限に変更

② 単独処理浄化槽から合併処理浄化槽に転換する際に併せて必要となる、

家屋等からの排水設備の設置に要する費用について助成対象とする。

（３）個人設置型の浄化槽における公的負担割合の見直し

個人設置型の浄化槽について、助成対象事業費（公的負担割合）を現在

の「４０％」から「５０％」に引き上げる。

（４）計画策定調査費の拡充（市町村設置型における拡充支援）

① 「（下水道計画の新たな策定予定が無く）新たに浄化槽整備区域を設定

し、市町村設置型を実施する予定の市町村」に対して、「事業費の3.5％」

から「必要な額」に拡充する。

② 事業計画の改定に要する費用についても助成対象とする。

２．事業計画

助成率：１／３（モデル事業１／２）、助成先：市町村等

３．施策の効果

浄化槽の整備推進により、湖沼等公共用水域等における生活排水対策が進み、

良好な水環境や健全な水循環が確保できる。



浄化槽の整備促進（公共）

○浄化槽整備区域促進特別モデル事業の拡充

○助成制度の改定による浄化槽整備への支援拡充
（１）単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換の推進
・撤去費用にかかる基準額の見直し
・家屋等からの排水設備の設置費用の助成対象化
（２）個人設置型における助成対象事業費（公的負担割合）の見直し
（３）計画策定調査費の拡充
・市町村設置型の拡充支援等

全国の先駆的な事例となりうる事業を選定し、モデル事業として、その取組を支援（助成率１／２）

【当初予算（計５０カ所）】
①浄化槽集中整備事業（市町村設置型）
②高度処理型浄化槽集中整備事業（市町村設置型）
③単独処理浄化槽集中転換事業（市町村設置型）
④防災拠点浄化槽集中整備事業（市町村設置型）
⑤低炭素社会対応型浄化槽集中整備事業（個人設置型・市町村設置型）

【第１次補正予算（計５０カ所）】
①単独処理浄化槽集中転換事業（個人設置型）
②低炭素社会対応型浄化槽集中整備事業（個人設置型・市町村設置型）

【概算要求】（計２０カ所）
①単独処理浄化槽集中転換事業
（個人設置型・市町村設置型）
②低炭素社会対応型浄化槽集中整備事業
（個人設置型・市町村設置型）

２１年度
予算

２２年度
要求

Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度

採択枠の追加



（新）土壌汚染の自主調査に関する状況把握及び促進支援検討業務

２０百万円(０百万円)

水・大気環境局土壌環境課

１．事業の概要

近年、ISO認証取得や土地取引等の際に、法に基づかない自主調査による土

壌汚染の発見が増加しているが、調査の結果、土壌汚染が発見された土地に

ついては、当該土地を法のスキームに組込み、適切かつ確実に管理・対策を

進めることが必要である。

このため、改正土壌汚染対策法においては、自主調査において土壌汚染が

判明した場合、土地の所有者等の申請に基づき、規制対象区域に指定し、適

切に管理することとしている。一方、小規模開発による土地売買などについ

ては、知見の少ない中小事業者が不十分な情報で相談や申請をすることによ

り、再調査を求められるなどのケースや、当該申請制度が正確に理解されず、

自主調査が円滑に実施されなくなるなどのケースも想定される。

このため、これらの自主調査の状況や動向などについて、調査・対策事業

者、不動産関係者及び関連業界などへの調査を行い、自主調査事例について

分類・集計を実施し、事例の内容の特徴、傾向などを詳細に把握、結果を解

析する。加えて、自治体に報告された自主調査内容との比較により、状況分

析を実施する。

これらにより、自主調査の申請制度の円滑な運用を図るための課題を抽出

するとともに対応を検討し、さらには自主調査を円滑かつ適切に促進するた

めの支援方策について検討する。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

○自主調査状況の把握及び傾向等の解析

○自主調査の申請制度が円滑に運用される促進される

に当たっての課題を整理

○自主調査を促進するための支援方策検討



３．施策の効果

土壌汚染対策法の一部を改正する法律案の審議の際、参議院環境委員会に

「自主的調査の申請制度については、関係業界とおいて附帯決議がなされ、

の連携を密にして、これを実施するとともに、その施行状況をも踏まえ、引

き続き、汚染対策の在り方について検討すること」との指摘がなされた。

本附帯決議の趣旨を踏まえ、改正法施行後の自主調査の特徴、傾向などを

把握することは極めて重要であり、その結果の解析を通じて、自主調査の申

請制度の円滑な運用の推進並びに自主調査の促進が図られることとなる。



自治体

土壌汚染の自主調査に関する状況把握及び促進支援検討業務

・知見の少ない中小事業者が、不十
分な情報で申請する可能性がある。
ex)小規模開発による土地売買等

・申請制度が正確に理解されず、自
主調査が円滑に実施されなくなる可
能性がある。
ex)自主調査の結果を報告しなければな
らないという制度の誤解等

調査結果の報告

(1)自主調査状況の把握及び傾向等の解析
(2)自主調査に関する情報の把握を進めるに当たっての課題を整理
(3)自主調査を促進するための支援方針検討

状況の把握

事業内容

法に基づく調査 自主調査の申請

改正法により新設

申請制度の円滑な
運用、自主調査の促

進が必要



指定調査機関の技術的能力確保・向上業務（新）土壌汚染対策法に基づく

９２百万円(０百万円)

水・大気環境局土壌環境課

１．事業の概要

土壌汚染対策法において、土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況の

調査（以下「土壌汚染状況調査」という。）については、環境大臣が指定し

た指定調査機関が実施することとなっているが、業者によって経験や技術の

差が大きいなどといった指摘がある。

このため、改正土壌汚染対策法においては、指定調査機関が行う土壌汚染

状況調査の技術的能力に関する信頼性を確保するため、指定の更新制度、技

術管理者の設置などを新たに規定したところであり、特に、技術管理者につ

いては、土壌汚染状況調査に精通していることが必要であることから、技術

管理者の試験制度を創設し、当該試験に合格することを要件とすることとし

ている。

このことから、当該試験の実施にあたって必要な試験問題の作成、試験実

施の準備及び試験の実施・監督を行うこととし、試験合格者に対しては技術

管理者証を交付する。

また、指定調査機関の業務実態等を把握するための業務実施状況調査を行

い、当該機関の指導監督及び施策検討に必要な情報を得る。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

技術管理者試験の実施・監督等○

指定調査機関の業務実施状調査○

３．施策の効果

当該施策により、指定調査機関に設置される技術管理者の技術的能力の確

行う土壌汚染状況調査等の信保・向上が図られることから、指定調査機関が

。頼性が保たれる



土壌汚染対策法に基づく指定調査機関の技術的能力確保・向上業務

試験の実施に必要な試験問題の作
成や、技術管理者証の交付等を実施。

指定調査機関の技術的能力の向上・維持に資する！！

環境大臣が実施する技術
管理者試験に合格すること
が要件。

指定調査機関の業務実
態等を把握し、指導監督
及び施策検討に必要な
情報を得る。

土壌汚染対策のためには、一定の技術的能力を維持し土壌汚染状況調査
の信頼性を確保することが必要

指定調査機関の実態
・指定調査機関の経験や技術にバラツキがある。
・外部委託により、土壌汚染の調査に関する技術や知識を有していない機関もある。

改正土壌汚染対策法により
・指定の更新制度
・技術管理者の設置
を導入

②指定調査機関の
業務実施状況調査

①技術管理者試験の実施・監督等



（新）微生物によるバイオレメディエーションの普及促進に係る技術指針策定

費 ２０百万円(０百万円)

水・大気環境局総務課環境管理技術室

１．事業の概要

バイオレメディエーション事業の一層の健全な発展及び環境保全に資

することを目的として、平成17年3月に「微生物によるバイオレメディエ

ーション利用指針」を策定し、これまで５件の大臣確認を実施した。今

般の土壌汚染対策法の改正に伴い原位置浄化の必要性が高まるなか、多

様な汚染物質への適用可能性を持ち、比較的低コストであるバイオレメ

ディエーションは有用な技術として今後の利用拡大が期待される。本事

業では、平成17年度から現在までの適合の大臣確認実績に基づく最新の

知見等も踏まえた既存の利用指針の具体化・適合確認手続きの明確化に

ついて検討を行い、バイオレメディエーションの利用促進及び大臣確認

を行った技術の普及による安全性の確保を図ることを目的とする。

２．事業計画

調 査 項 目 H22 H23

①バイオレメディエーションの現状・動向、

利用微生物の安全性に関する調査

②利用指針の具体化・適合の確認手続きの

明確化についての検討

３．施策の効果

バイオレメディエーションの適用実態、技術やその安全性に関する最

新知見を収集し、これらの知見をもとに利用指針の具体化・適合確認手

続きの明確化を行うことにより、バイオレメディエーションの利用促進

及び大臣確認を行った技術の普及による安全性の確保が期待される。



確認を行わない技術
の利用に伴う安全性確
保についての懸念

＜微生物によるバイオレメディエーションの普及促進
に係る技術指針策定費＞

バイオレメディエーション技術の利用拡大による土壌浄化の促進

バイオレメディエーションの利用指針
（平成17年3月策定）に基づく
経産・環境大臣の適合確認

実績合計わずか５件

① 現状・動向等の把握、
利用微生物の安全性に関する

情報の収集

多様な汚染物質に対して適用可能で
あり、比較的低コストで施工可能

バイオレメディエーション技術

土壌汚染対策法改正
に伴う原位置浄化へ
の期待の高まり

② 最新の知見に基づく
利用指針の具体化及び
確認手続きの明確化の検討

大臣確認を行った技術の普及による安全性の確保

微生物の働きを利用して汚染物質を分解等することにより、
土壌・地下水等の汚染の浄化を図る技術。



地下水汚染対策推進費 ３０百万円(１１百万円)地下浸透による

水・大気環境局地下水・地盤環境室

１．事業の概要

自治体を対象に実施している「地下水汚染に関するアンケート調査」等

によれば、工場・事業場が原因と推定される地下水汚染事例が近年増加傾

向にある。

しかしながら、それらの工場・事業場において有害物質等の漏洩が生じ

た原因や漏洩量と地下水汚染の関係等については、十分把握されていない。

また、地下浸透規制の対象とされていない有機溶剤の貯蔵施設等からの

地下水汚染が発生した事例も報告されており、その対策が急務とされてい

る。

このような現状に加え、平成２１年４月の土壌汚染対策法改正の際の参

議院の付帯決議において、「土壌汚染の現状にかんがみ、未然防止措置に

ついて早急に検討を進める」こととされたところであり、本事業では地下

水汚染の原因施設における漏洩等の実態や構造・管理上の問題点等を把握

して未然防止のための技術的課題を検討すると共に、今後の地下水保全制

度のあり方についても検討を行う。

（１）地下水汚染の実態把握

自治体等にアンケート及びヒアリングを実施し、現在、規制対象とな

っていない貯蔵施設等を含め、地下水汚染の原因施設における漏洩等の

実態や構造・管理上の問題の概要を把握する。

地下水汚染物質や原因施設の種類に応じ、現地調査対象施設を選定し

て調査を実施し、漏洩が生じた原因、地下水汚染に至るまでの汚染物質

の挙動等について詳細に検討する。

（２）地下浸透の未然防止策の検討

地下水汚染を未然に防止するために必要な設備の構造、維持管理や点

検等の体制、モニタリング手法を検討する。

（３）今後の地下水保全制度のあり方の検討

（１）及び（２）の調査、検討結果を踏まえ、地下水質の保全制度の

あり方について検討を行う。



２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

地下水汚染の実態把握

地下浸透の未然防止策の検討

今後の地下水保全制度のあり方の検討

３．施策の効果

地下水汚染の実態を把握し、未然防止の手法を示すことで、効果的な管

理が推進され自治体・事業者による地下水汚染の効果的な調査・対策が推

進されることから、人の健康被害の防止や地下水質環境の保全が図られる。



背景

地下浸透による地下水汚染対策推進費

地下水汚染の未然防止に寄与

●効果的な未然防止技術の検討（設備、管理、モニタリング、等）

●地下水質保全施策の今後のあり方についての検討

地下水汚染の報告事例多数

目標

・水質汚濁防止法による規制で対応できない
・実態把握、調査、対策が進んでいない

・【設備の届出（第５条関係）】

・【浸透規制（第１２条の３関係）】

・【事故時の措置（第１４条の２関係）】

・【浄化措置命令（第１４条の３関係）】



５０百万円（１０百万円）農薬による生物多様性への影響評価事業

水・大気環境局農薬環境管理室

１．事業の概要
我が国の田園地帯や里地里山地域では、水田、水路、ため池など、人の適

切な維持管理により成り立った多様な環境がネットワークを形成し、継続的
な農業等の営みを通じて、多様な野生動植物が生息生育する生物多様性が豊
かな空間とすることが可能であり、近年、それぞれの地域で例えばトキやコ
ウノトリを代表とする生物多様性保全をより重視した農業活動等を営みたい
というニーズが高まってきている。
他方、農薬は一般的に農業活動に欠かすことのできない資材であり、人畜

が摂取した場合や一般環境中での安全性は農薬取締法で担保されている一方、
農用地内及びその周辺環境での生物多様性への影響については知見に乏しい
状況にある。
さらに、平成２０年の生物多様性基本法の成立、平成２１年内の生物多様

性国家戦略の改訂、平成２２年１０月のＣＯＰ１０の名古屋開催を受けて、
生物多様性施策の充実が求められるところである。
このような背景に鑑み、農薬に関して、その使用による農用地及びその周

辺環境での生物多様性への影響評価手法の確立を図り、我が国における生物
多様性の保全に資する事業を行うものである。

（１）生物多様性影響評価
本事業の平成２１年度においては、農用地及びその周辺環境の生物多様性

に関する概念整理、文献調査等を実施しており、それらの成果等を補完・検
証しつつ、農薬の生物多様性への影響評価手法の確立に資する成果を得るべ
く、以下の事業を新たに実施する。
① 農薬使用が農用地とその周辺環境での生物多様性にどのような影響をも
たらすかについて、農薬の各種生物グループに対する影響評価手法を調査
する。
ａ 圃場及び実験生態系（メソコスム）を用いた農薬の生物群集への影響
試験
ｂ 我が国の農用地における農薬の使用実態と生物多様性に関する実態調
査

② 我が国の生態系を代表する生物種の毒性試験及び評価方法等の検討を行
う。
ａ 我が国の生態系を代表する生物種を用いた毒性試験方法・評価方法等
の調査・検証
ｂ 現場レベルにおける生物多様性の保全に資するため、我が国の生態系
を代表する生物種を用いた毒性試験方法・評価方法の簡便化の検討及び
実証

（２）影響評価手法に関する検討
生物多様性影響調査を踏まえ、農薬による生物多様性への影響に関する

総合的な農薬生物多様性影響評価手法の検討を行う。



２．事業計画

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
生物多様性影響調査

情報収集・概念整理

圃場及び実験生態系試験

実態調査

毒性試験法・評価方法調査・検証

毒性試験法・評価方法簡便化検討

影響評価手法に関する検討

３．施策の効果
農薬の生物多様性への影響評価手法の開発により、農薬の開発から使用に

いたる各段階において生物多様性への影響が考慮されることにより、生物多
様性の維持・保全に資することとなる。



藻類、高等植物

ﾕｽﾘｶ､ﾐｼﾞﾝｺ
ﾒﾀﾞｶ､ﾀﾆｼ、etc

ｻｷﾞ､
ﾍﾋﾞ､ｲﾀﾁ

生態系ピラミッド

農薬の生物多様性影響評価のイメージ
生態系影響調査の実施

・圃場・実験生態系での試験

・農用地での実態調査

毒性試験及び評価方法の検討

・生態系を代表する生物種の毒性試験・
評価法の調査・検証

・簡便な毒性試験・評価方法の開発

農薬の生物多様性への
影響評価手法の確立

地域Ｘ

地域Ｙ

多様性保全生態系確保

完全回復へ
選択性除草剤

使用1回目

多様性喪失生態系崩壊

死滅

生物多様性確保の観点から農薬の適切な選択と適切な施用の考え方が地域ごとに普及

死滅 回復 無影響間接影響

選択性殺虫剤
使用2回目

3次層

2次層

1次層

使用2回目 殺虫剤
（植物へも影響）

使用1回目
除草剤

各階層で一部回復。使用２回目の殺
虫剤の影響で２次層の一部が死滅。
その結果、３次層の一部で餌不足。

使用１回目及び２回目のダ
メージが小さいため多様性は
ほぼ回復、いずれ完全回復。

1次層の大部分が死滅。その
結果2次層、３次層で餌不足

使用１回目の影響で３次層は死滅。
１次層・２次層は回復の途中ではあ
るが、使用２回目の殺虫剤の影響大。

１次層の一部を残し、２次層、
３次層は死滅。

１次層の一部が死滅。その
結果２次層・３次層で餌不足。



（新）農薬の大気経由による影響評価事業 １５４百万円(０百万円)

水・大気環境局農薬環境管理室

１．事業の概要

環境省では、航空防除において散布された農薬を大気経由で人が吸入

した場合の健康に及ぼす影響への関心が高まったことから、平成９年に、

使用実態の多い１０農薬を対象として、リスク管理の目安となる気中濃

度評価値を設定し、公開した。

当該気中濃度評価値については、平成９年に設定した以降既に１１年

経過し、農薬の散布形態（有人ヘリ→無人ヘリ）や種類（約３０→約９

０）が多様化していること、また、平成１９年度以降実施している農薬

の吸入毒性調査の結果、新たな知見が収集されたことから、気中濃度評

価値及び評価対象農薬の見直しが喫緊の課題となっている。

本事業においては、気中濃度評価値の見直しを含め、農薬の大気経由

による人の健康へのリスクを適切に管理することを目的として、以下の

業務を行うものである。

（１）吸入毒性に関する情報収集

空中散布の形態が有人ヘリコプターから無人ヘリコプターにほとんど

取って換わってきたこと、無人ヘリコプターは有人ヘリコプターに比べ

機敏性に富むため、住宅地の近隣まで農薬散布が可能であり、人への暴

露の危険性が高くなる恐れがあることから、無人ヘリコプターによる散

布において使用実態の多い農薬を対象とし、国内外の吸入毒性試験成績

に関する情報を収集する。

（２）吸入毒性試験の実施

（１）において吸入毒性試験成績に関する情報が入手できなかった農

薬のうち使用量が多い、毒性が高い、農薬の物性で気化しやすい等の農

薬について、動物を用いた吸入毒性試験を実施する。

（３）農薬飛散実態調査

無人ヘリコプターによる農薬の飛散について、文献調査を行うととも

に、農薬別、作物別の気中濃度の測定を行い、大気中の気中濃度の動態

について分析、評価する。

（４）検討会の開催

検討会を設置し、（１）～（３）の調査結果について検討し、農薬の

大気経由による人の健康へのリスクを適切に評価し、管理する手法を確

立する。



２．事業計画

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

１．吸入毒性に関する情報収集

２．吸入毒性試験の実施

３．農薬飛散実態調査

４．検討会の開催

３．施策の効果

農薬の大気経由による人の健康へのリスクを適切に管理することによ

り、国民の健康被害の未然防止を図ることが出来る。



農薬飛散リスク削減に向けた取組み

航空防除１０農薬について気中濃度評価値を設定（H9）
現在

農薬の大気経由による影響評価事業（Ｈ２２～Ｈ２４）

①吸入毒性に関する情報収集
−吸入毒性試験成績に関する文献調査

②吸入毒性試験の実施
−動物を用いた試験の実施

③農薬飛散実施調査
−無人ヘリコプタによる農薬散布についての
モニタリング調査

空中散布の形態変化（有人→無人）に伴う
使用農薬や適用作物の多様化

評価対象農薬の見直し気中濃度評価値の再評価

住宅地等の使用実態の多い農薬をモデルとした
吸入毒性評価の実施（H19～H21）

目的



子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
５，５００百万円（１９３百万円）

環境保健部環境安全課環境リスク評価室

１．事業の概要
近年、子どもたちの間で、心身の異常が年々増加していることが報告されている。
例えば、小学生のぜん息罹患率は0．5％（1960年）から4％（2007年）と8倍に、
男性性器異常が出生百万人あたり174人（1974年）から418人（2000年）と2倍に、
小児肥満は6％（1977年）から10％（2006年）と1．6倍に、いずれも増加している。
こうした子どもの発達異常に対して、環境要因（特に化学物質）が与える影響を
明らかにするため、環境省は子どもの健康と環境に関する調査研究を推進する。
具体的には、平成22年度より10万人規模の妊産婦を対象に、母体血や臍帯血の提
供を受けて化学物質を測定するとともに、その子どもを出生から12歳まで追跡す
る大規模コホート調査を開始する。
また、子どもの健康と環境に関する問題は国際的にも広く認識されており、平成
21年（2009年）のＧ８環境大臣会合においても、各国が連携して調査研究を進め
ていくことが合意されたところである。特に、米国、韓国とは、密接な協力を進
めることとしている。

２．事業計画
本調査は、環境省の企画・立案の下に、国立環境研究所が研究実施機関として

ユニットセンター（全国に10カ所程度・大学や研究機関を想定）の協力を得て実
施する。ユニットセンターは、地方自治体と連携しつつ地域内の協力医療機関と
の緊密な共同関係において調査を実施する。
また、本調査は、妊婦初診時に調査対象者を募集・登録し、出生児が12歳にな
るまで主に質問票により健康状態を追跡する出生コホート調査である。登録後は、
質問票の調査とともに、母体血や臍帯血、母乳などの生体試料も採取・保存し、
化学物質などの分析を行うものである。調査期間は、３年間の参加者登録期間と
胎児期から12歳になるまでの追跡期間を通算し、平成22年度から平成36年度まで
の15年間を予定している。
調査の実施にあたっては、各センターの人件費、試料の分析費、参加者や協力
医療機関への謝金等の他、国民や学界・産業界への広報、国際協力、パイロット
事業の継続などの必要経費が見込まれる。

・スケジュール
平成20年 ～ ワーキンググループにて詳細な調査計画の検討

パイロット調査実施
平成21年 9月 本調査の基本計画（案）を示す
平成22年 1月 ユニットセンター（全国10カ所程）を内定

10月 本調査の参加者登録開始
平成25年まで 3年間にわたって参加者を募集

その後、子どもが12歳になるまで追跡調査を行う
平成37年 中間取りまとめ

３．施策の効果
近年、妊娠異常や先天奇形、子どもの免疫・アレルギー疾患や内分泌・代謝異
常、精神神経発達異常などが増加しており、子どもの健康に様々な問題が生じて
いることが明らかになってきている。
本調査を実施することで、子どもの発達に影響を与える環境要因を解明し、子
どもの脆弱性に着目したリスク評価、リスク管理体制を講じることにより、次世
代育成にかかる健やかな環境が実現するとともに、少子化対策の推進にも貢献す
る。
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妊婦健診時に登録（病院受診時）

・生活状況アンケート

・妊婦血液採取

出産 ・出生児の成育状況確認

・臍帯・臍帯血の採取

・母乳の採取

１歳時
半年おき

・身体発達チェック
・精神神経発達チェック

12歳あたりまで

小児疫学調査の実施概要（案）

生体試料の長期保
存（バンキング）

主な化学物質濃度
の測定

後年、分析が可能

全体調査：アンケート主体
詳細調査：面談・訪問による調査

２０１０年
（Ｈ２２）

２０１２年
（Ｈ２４）

２０２５年まで
（Ｈ３７）

環境省「子どもの健康と環境に関する全国調査」（エコチル調査）

新規出生コホート調査の立ち上げ

調査対象者の登録完了
（約10万人）

中間取りまとめ

国際比較
海外の調査との連携

米国 予算110億円(2008年)
0～21歳、10万人(予定)

韓国 1500人（予定）
その他太平洋地区のコホート調査等

○小児の発育に影響与える
環境要因の解明

H25：発達障害（先天異常）の要因解明
H30：小児アレルギー（アトピー・喘息等）

の要因解明
H36：精神神経発達障害（学習困難等）

の要因解明

小児の脆弱性を考慮したリスク管理
体制の構築

調査のスケジュール
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小学校
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高校

子どもの異常の増加 子どもに影響を与える要因

先天奇形：ここ２５年で２倍に

アレルギー疾患（喘息）：ここ３０年で３倍に

・子どもの心身の異常の増加
・複合的な要因と多種の異常・障害

原因解明のため、大規模な疫学調
査の実施が不可欠



既存化学物質等安全性点検・評価事業 ３１６百万円（２６７百万円）

環境保健部企画課化学物質審査室

１．事業の概要

「2020年までに化学物質による人の健康や環境への影響を最小化する」

という国際目標の達成のため、改正化審法が平成21年5月に公布された。

これにより、良分解性物質も含め、すべての上市された工業化学物質を対

象として、一定量以上化学物質を製造・輸入する事業者からその数量や用

途を届け出させ、「優先評価化学物質」（約1,000物質程度）を国が絞り

込んだ上で、事業者に安全性試験の結果等を求めつつ、国が安全性評価を

行う仕組みとなった。安全性評価の結果、環境影響の懸念の高い物質は、

特定化学物質に指定して規制・管理が行われることとなる。また、衆議院

・参議院経済産業委員会の附帯決議においては、安全性評価の作業スケジ

ュールを明確にすること、簡易な安全性評価手法の開発を進めること、安

全性評価の透明性・客観性を確保すること等が求められている。

このため、2020年までにすべての工業化学物質の安全性点検を終了させ

るためのロードマップの策定を行うとともに、改正化審法に基づくスクリ

ーニング手法、安全性評価手法を確立する。また、国の関与が必要な安全

性情報は自ら収集し、化学物質の安全性評価を推進する。

２．事業計画

平成２２年度～

・化学物質安全性評価ロードマップ策定事業【新規】

・既存化学物質等のスクリーニング手法検討調査【継続】

・生態毒性簡易推計手法開発調査【継続】

・監視化学物質生態毒性予備試験実施事業【組替拡充】

・優先評価化学物質等生態毒性予備試験実施事業【継続】

・高生産量化学物質有害性評価実施経費【組替拡充】

３．施策の効果

2020年目標の達成に向けたロードマップの明確化及び改正化審法における

包括的化学物質管理体系に基づく一連の評価スキームの確立により、数多く

の既存化学物質の安全性が不明のまま製造・使用されている実態の解消が図

られる。



既存化学物質等安全性点検・評価事業 316(267)百万円 [H22(H21)]

化審法の改正（平成21年）
• これまで法の対象とされていなかった良分解性物質も対象に追加。
• 既存化学物質を含むすべての化学物質について、一定量以上の製造・輸入を届出
• 国がスクリーニングを行い、優先評価化学物質（1000物質程度と想定）を指定。
• 優先評価化学物質について、有害性情報、用途情報等を収集し、国が安全性を評価

2020年目標の達成
に向けた化学物質
安全性評価ロード
マップの策定事業

（新） 14(0)

既存化学物質のリスクが明らかでないまま
製造・使用が続けられている
（約２万物質中、点検済みは約１６００物質）

高生産量化学物質

官民協力安全性情報収集・発
信プログラム（平成17年度～）

一般の既存化学物質

政府による既存化学物質安
全性点検

安全性情報の提供
化審法データベース「J‐Check」

• 既存化学物質等のスク
リーニング手法検討調査

（継続） 52(52)
• 生態毒性簡易推計手法
開発調査 （継続）77(77)

高生産量化学物質有害性評価実施事業（拡充） 42(31)
• 官民連携プログラムの活用
優先評価化学物質等生態毒性試験等実施事業（拡充）

103(71)
• 必要に応じて国が毒性試験
監視化学物質生態毒性予備試験実施事業（継続） 27(36)

※ 衆・参附帯決議： ・安全性評価の計画策定 ・簡易手法の開発
・中小企業の支援 ・情報提供と国際共有



アジア・太平洋地域等における化学物質管理制度国際調和推進事業

６０百万円（３１百万円）

環境保健部企画課化学物質審査室

１．事業の概要

世界の化学産業において中国・インド等のアジア地域の占める重要性は

大きくなっており、アジア地域で製造され国際的に流通する化学物質や各

種製品はますます大きな部分を占めている。このため、アジア各国におけ

る化学物質管理制度の確立と適正な運用は、我が国及び地域における環境

汚染を防止する上でも重要である。平成21年5月に改正された化審法の衆議

院経済産業委員会の附帯決議においても、アジアをはじめとする関係各国

との国際的な協調の下に対策を推進し、我が国の化学物質管理スキームを

事実上の国際標準とすべく努力することが求められている。

このため、平成19年度以降進めてきた日中韓化学物質政策ダイアローグ

を継続・発展させ、化学物質の試験法・優良試験所基準等の調和、既存化

学物質の安全性点検、危険有害性分類の調和等の作業を進める。

加えて、平成22年度より、アジア・太平洋地域における化学物質管理制

度の連携と調和のための産学官のネットワークを構築し、化学物質管理制

度確立への支援、化学物質安全性情報の共有、制度調和に向けた意見交換

等を行う。

２．事業計画

平成22年度～

・試験法、毒性評価法等調査【継続】

・化学物質管理他のための評価手法等の国際的な連携・情報共有推進事業

【継続】

・アジア・太平洋地域化学物質管理ネットワーク構築・運営事業【新規】

・日中韓化学物質審査規制制度調和推進事業【継続】

３．施策の効果

中国をはじめとするアジア・太平洋地域における化学物質管理能力の強化

及び化学物質管理制度の国際調和の推進により、同地域における日本のプレ

ゼンスの強化、化学物質管理を効率的・効果的に進めることができる。



日本

化審法
（1973)

欧州
6次修正指令
（1979)

米国
TSCA
(1976)

韓国

有害化学物質
管理法（1991)

中国

新化学物質環境
管理弁法（2003)
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主要国の化学工業出荷額（2006年、単位10億米ドル）

欧州
REACH 
（2006)

日本

化審法改正
（2009)

日中韓化学物質審査規制制度調和
推進事業（継続） 21(21)
• 「化学物質政策ダイアローグ」を2007年
より開催

• 試験法・優良試験所基準等の調和、既
存化学物質の安全性点検・分類の協
力 等

アジア・太平洋地域化学物質管理
ネットワーク構築・運営事業

（新規） 25(0)
• 産学官のネットワークを構築
• 化学物質管理制度確立への支援、安
全性情報の共有、制度調和に向けた
意見交換 等

アジア・太平洋地域等における化学物質管理制度国際調和推進事業 60(31)百万円
[H22(H21)]

化学物質管理制度に関する国際調和の取組

1970                         1980                          1990                          2000

OECD ：データの相
互受け入れ（1981)

OECD ：高生産量化学
物質プログラム（1987)

ヨハネスブルグサミット
2020年目標（2002)

SAICM 2006

先進諸国
では化学
物質管理
手法の国
際調和が
進展

化学物
質の製
造等がア
ジア諸国
にシフト

試験法、毒性評価法等調査(継続)
4(4)

化学物質管理のための評価手法等の
国際的な連携・情報共有推進事業
(継続) 10(7)



(優先評価化学物質を対象に追加)

化学物質環境安全性総点検調査等調査研究費 531百万円（424百万円）

環境保健部環境安全課

１．事業の概要

化学物質環境安全性総点検調査（化学物質環境実態調査）は、化学物質

の一般環境中での残留状況を調べる調査であり、把握した結果は、「化学

物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化審法）及び「特定化学物

質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化管

法）を施行する上での基礎資料等に用いられる。

化審法については、平成21年度における法改正 に伴い、既存の化学物＊

質を幅広く視野に入れ、これまで規制の対象としていた「環境中で分解し

にくい化学物質」に加え、「環境中で分解しやすい化学物質」についても

対象とすることとなり、製造量、輸入量等を考慮して新たに優先的な安全

性評価の対象とされる化学物質（優先評価化学物質）の数は約1,000と推定

されている。

これらの物質については、様々な規制等を検討していく上で、環境残留

実態を把握しておくことが極めて重要であることから、順次、調査に取り

組んでいくこととする。

＊化審法改正に伴う附帯決議

「暴露実態を考慮した施策の実施及びその効果等の的確な把握のため、製造・使

用の現場、環境中、人体・動植物の体内の化学物質の残留量等を測定するなどの

モニタリングを十分に行い、その結果を施策に着実に反映させること。」

２．事業計画

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度以降

・化学物質環境実態調査

（分析法開発等調査を含む）

３．施策の効果

新たに対象となる化学物質について、環境中の存在状況の監視に資する

基礎データを取得することにより、それらの環境残留実態の推移を把握で

き、化学物質による人の健康や環境への影響の評価及び必要な規制に資す

ることができる。



現行化審法に基づく化学物質環境実態調査

詳細環境調査

 現行化審法に係わる調査

改正化審法に基づく化学物質環境実態調査(平成22年度～)

(t) 第一種監視化学物質 (t) 優先評価化学物質 モニタリング調査(POPs以外)

10,000～ 約20% 詳細環境調査

約５００
物質

優先評価化学物質
の製造・輸入量割合
（想定）

製造・輸入量、用途を基にしたスクリーニング評価

第二種特定化学物質への指定

第二種・三種監
視化学物質の製
造・輸入量割合

調査物質数
約10物質程度/年

第二種特定化学物質への指定

第一種監視化学物質（37物質）

優先評価化学物質
【約1,000物質】

約５００
物質

～10,000

第二種監視化学物質（944物質）
第三種監視化学物質（124物質）

ExTEND、初期環境リスク等
の施策に係わる調査

調査物質数
約40物質程度/
年（想定）

調査物質数
約20物質程度/年

ExTEND、初期環境リスク等
の施策に係わる調査

約４０％

約６０％

改正化審法に係わる
調査

調査物質数
約20物質程度/年

10,000～

【化学物質環境実態調査（現行）】

初期環境調査

初期環境調査

モニタリング調査(POPs以外)

【化学物質環境実態調査（Ｈ22年度～）】

製造・輸入量1,000ｔ以上

第二種/第三種
監視化学物質
【1,068物質】

第二・三種監視
化学物質以外

の
化学物質

10,000
～1,000

1,000
～１

約30%

約50％



費 309百万円（148百万円）POPs（残留性有機汚染物質）監視事業

環境保健部環境安全課

１．事業の概要

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約(POPs条約)は、長期継

続的なモニタリングの実施を締約国に対し義務づけており、我が国におい

ては、平成14年度より現在POPs条約の対象となっている12物質群のうち10

物質群(ダイオキシン類は別途調査)について、国内モニタリング調査を実

施している。

このPOPs条約において、これまでの12物質群に加え、新たに9物質群の

新規POPsが第4回締約国会議において追加決定されたことから、平成22年

度以降は、これら新規POPsについても国内においてモニタリングを実施

し、また、東アジアにおけるPOPsの環境中での存在状況の推移を正確に把

握し、将来的な協力体制を構築していくために実施している東アジアPOPs

モニタリング事業（我が国の国内モニタリングポイントの辺戸岬が重点調

査地点 とされている）においても、環境中の存在状況の経年変化を把握※

する。

さらに、今後は、東アジア地域周辺諸国が一貫して分析まで行えるよう

技術協力をすることにより、同地域におけるPOPs条約履行に係る協力体制

をより一層強固なものとする必要があることから、重点調査地点を設置す

ることとなったベトナムとの協力を開始し、分析技術能力の確立を図る。

※高頻度（毎月1回）でモニタリングを実施する地点

２．事業計画

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度

以 降

・全国POPｓ残留状況(辺戸岬含

(10物質群) (19物質群)む)の監視事業

・東アジア地域のPOPs残留状況

(10物質群) (19物質群)の監視事業

・ベトナムへの技術協力

３．施策の効果

新規POPsについて、環境中の存在状況を監視することにより条約の履行

の一層の推進を図り、POPsによる環境リスクの効果的な削減に資する。ま

た、我が国が主体となって、東アジア地域における技術協力を行うことに

より、同地域のPOPs対策の実施を一層促し環境リスクの効果的な削減に資

する。



第11条：国内及び国際的な環境モニタリングを実施すること
第16条：モニタリングデータを活用した条約の有効性の評価を行うこと

平成13年5月 「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（POPs条約）」採択
平成14年8月 日本がPOPs条約を締結→「POPsモニタリング調査」の開始（１０物質群）
平成16年5月 POPs条約発効
平成17年6月 国内実施計画の策定

POPs条約

平成21年5月
第４回POPs条約締約国会議（COP４）→新規POPs対象物質（９物質群）の追加決定

POPs（残留性有機汚染物質）監視事業費

平成22年度～ 新規POPsを含めたPOPsモニタリング調査の実施の必要性

条約規制開始時の平成22年度からモニタリングデータを取得し、その後の
経年変化を把握することが必要不可欠

H20年11月 第6回東アジアPOPsモニタリングワー

キングショップにおいて、重点調査地点としてベトナ

ムが候補地とされた。

Ｈ22年度～ ベトナムにおける高頻度モニタリング

に係るサンプリング開始（月1回）
⇒ 分析技術の確立が必要

日本とベトナムによる相互の分析により、 POPs分
析技術を確立させる。

※ベトナムは、中国南西部や東南アジア地域の新興工業

国と国境を接していることから、モニタリング結果は東アジ

アにおけるPOPs対策施策の構築のために必須。

重点調査地点として、辺戸岬（日本）が既に選定

され、平成21年度より１０物質群についてモニタ

リングしているところであるが、平成２２年度より

９物質群を追加する。

重点調査地点

（日本： 辺戸岬）

重点調査地点候補地点

（ベトナム：タムダオ）

東アジアPOPsモニタリング

新規POPsのモニタリング



72百万円（0百万円）（新）水銀規制に関する条約制定対応

環境保健部環境安全課

１．事業の概要

国連環境計画（UNEP）では、平成13年以来、地球規模での水銀対策につ

いて議論が行われてきており、21年２月に開催された第25回UNEP管理理事

会では、22年に条約制定のための政府間交渉委員会を設置し、25年の第27

回UNEP管理理事会までに成案を得ること、また政府間交渉委員会の準備の

ための作業部会が21年に開催されることが決定された。

我が国は、これまでの交渉においても、水俣病経験国として、世界的な

水銀取組の強化、多くの国が参加する枠組みの構築の重要性を指摘し、法

的拘束力のある文書の制定と自主的取組の強化を並行して推進することを

提案してきており、アジア太平洋地域及び世界全体の検討の促進に貢献し

てきた。本格化する条約交渉において引き続きリーダーシップを発揮して

いくという観点から、また、我が方の主張をより明確かつ重層的に交渉の

場に訴えるという観点から、政府間交渉委員会を我が国において開催する。

また、UNEPにおいては、水銀管理に関する情報共有を目的としたパート

ナーシッププログラムが行われており、その一つの分野である廃棄物管理

について、我が国がリード国となったことから、廃棄物分野の活動報告や

今後の予定についての情報交換を通して、効果的に廃棄物管理分野のパー

トナーシッププログラムを推進するため、パートナーシップ参加国・国際

機関等による「廃棄物管理分野パートナーシップ会合」を開催する。

２．事業計画

区 分 22年度 23年度 24年度

・政府間交渉委員会日本国開催

・水銀ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ廃棄物会合

３．施策の効果

本格化する条約交渉において引き続きリーダーシップを発揮していくと

いう観点から、我が方の主張をより明確かつ重層的に交渉の場で訴えるこ

とが可能となる。



○ 国際交渉の主導
・交渉自体への知的貢献によるリーダーシップの発揮（交渉内容のコンセプト、
具体案等の提示）
・政府間交渉委員会の我が国での開催、アジア太平洋地域会合の開催
・UNEPの決定に基づく自主的取組にも積極的に関与（水銀パートナーシップ
廃棄物分野のリード）

（参考：別予算で実施予定の事業内容）

○ 条約が国内に与える影響の分析、対応の検討（大気への放出管理、輸出
削減、長期保管等条約に含まれるであろう内容が我が国に与える影響の分
析及び国内施策での対応を検討し、国際交渉へもフィードバック）

○ 水俣病経験国として、水銀条約の交渉をリード
○ 平成25年２月に決する水銀条約交渉の進捗に応じ
我が国の主張を効果的にインプット

○ 特に我が国の家電、蛍光灯、鉱さい等からの水銀回
収の実態、輸出入に係る検討を進め、適切に国際交
渉を導く必要あり（廃リ部、水・大気局と分担）。

○ 平成22年度に我が国において政府間交渉委員会を
ホスト。

国際的な水銀対策の強化 （「水銀条約」交渉対応）

○ 平成14年12月 世界水銀アセスメントの公表
○ 平成21年２月 第25回UNEP管理理事会において水銀規制に関する条約制定に向けて平成22年に政府間交渉
委員会を開催することに合意。（平成25年２月の第27回UNEP管理理事会で検討結果を報告し、条約化）

背景

緊急性

○ 平成22年に交渉が開始。

○ 平成25年１月までに５回程度政府間交渉
委員会を開催し、第27回UNEP管理理事会
（平成25年2月）に検討結果を報告。

交渉スケジュール（今後詳細決定）

我が国の取組

（１）政府間交渉委員会開催

（２）水銀パートナーシップ廃棄物分野
会合開催

（参考：別途予算要求している内容）
○我が国における高精度の環境監視
○水銀等有害金属に係る国際削減戦略構築事業

・ 水銀等有害金属のマテリアルフロー把握及
び排出インベントリ作成事業

・ 有害金属排出・使用抑制のためのBATガイド
ライン策定事業

○アジア太平洋地域における将来濃度予測

平成22年度要求の概要



（新）ナノ材料の環境影響未然防止方策検討事業 70百万円（0百万円）

環境保健部環境安全課

１．事業の概要

近年技術開発が進んでいるナノ粒子については、今後大規模に商品化さ

れ、環境中への排出が見込まれているが、それによる健康や環境への影響

も懸念されていることから、毒性評価に関する試験手法、環境・生体中の

動態等に関する知見の集積及び試験法、ナノ粒子の特性を踏まえた環境リ

スクの評価方法の確立が課題となっている。

このため、平成20年度から試験法等の検討を行い、平成21年3月に検討内

容を「工業用ナノ材料に関する環境影響防止ガイドライン」としてまとめ、

ナノ材料の人及び動植物へのばく露を未然に防止するための管理方策を事

業者に示したところである。

このガイドラインにおいては、今後の課題として、国と事業者が連携し、

ナノ材料の環境中挙動の確認に必要な測定方法の開発、管理技術の有効性

の確認等を行うことが必要とされている。このため、平成22年度より、管

理技術の有効性の確認、濃度レベルだけではなく形状にも着目した毒性評

価に関する試験手法の開発、挙動も含めた測定方法の開発等の実証研究を

行い、新たな環境リスク評価方法の確立に関する検討を行う。

２．事業計画

区 分 22年度 23年度 24年度

・管理技術の有効性確認検討(廃棄物焼却)

・毒性試験方法検討(生態毒性)

・環境中挙動解明手法(測定法）検討

３．施策の効果

ナノ材料の管理に関し、環境保全の観点から必要な、試験方法、測定方

法、管理技術の整備を行うことにより、事業者との協力の下、リスク低減

に向けた取組をより促進することができる。



ナノ材料の環境影響未然防止方策

・ナノ材料は今後大規模な商品化に伴い、環境中に排出されるおそれ
・環境・生体中の動態に関する知見の不足
・カーボンナノチューブによって中皮腫が見られたとの研究結果
・また、OECDナノマテリアルWGを中心に、各国において環境への影響を防止する
ための管理促進が必要とされている。

背景

・平成21年３月に環境省が公表した「工業用ナノ材料に関する環境影響防止ガイドラ
イン」（以下「ガイドライン」と言う。））の適切な実施が必要。
・平成21年５月に開催された第２回国際化学物質管理会合においても、ナノ材料の環
境管理の強化を決定。

緊急性

平成22年度予算要求内容
●ガイドラインにおいて示された「今後の課題」
への取組
・ヒト及び動植物への影響の確認（試験方法）
・測定方法の開発
・環境中での挙動、実態把握
・管理技術の有効性の確認 等

ナノ材料の適切な環境管理に向けて

検討に当たって
●他省庁と連携協力

・経済産業省・・・事業者における取組、産総
研、
ナノ拠点（H21補正予算）
・厚生労働省・・・労働者（労働安全衛生部）・消
費者（医薬食品局）への直接のばく露

●OECDとの連携協力



水俣病総合対策関係経費等

１１，４７１百万円（１１，４７１百万円）

環境保健部企 画 課 特 殊 疾 病 対 策 室

水俣病発生地域環境福祉推進室

１．事業の概要

平成21年７月に成立し、公布・施行された「水俣病被害者の救済及び水

俣病問題の解決に関する特別措置法」に基づく救済措置等の円滑な実施に

向け必要な措置を講ずる。

また、すべての水俣病被害者が地域社会の中で安心して暮らしていける

ようにするため、医療と地域福祉を連携させた取組を進めるほか、環境保

全と地域のもやい直しの観点からの施策を推進する。

さらに、水俣病の経験と教訓を引き続き国内外に発信する。

２．事業計画

（１）救済措置に関連した措置

「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」に

基づく救済措置の方針について、関係者の意見を聴きながら策定をし、

救済措置の方針が決定した後、速やかにかつ円滑に対応できるよう所要

の予算を計上する。

（２）地域環境福祉施策

水俣病発生地域における医療・福祉対策及び「もやい直し」・「もや

いづくり」を目指す多彩な活動を推進する。

① 胎児性水俣病患者や高齢化した水俣病被害者等の地域生活を支援す

る事業

② 離島等における医療・福祉レベルの向上のための事業

③ 慰霊行事や地域のもやい直しを推進する事業 等



（３）その他

以下の事業を引き続き実施する。

・水俣病被害者等医療費等支給事業

・水俣病被害者等手当支給等事業

・健康管理事業

・公害医療研究事業

・水俣病検診機器整備事業

・水俣病国際貢献推進事業

・チッソ(株)に対する支援措置

３．施策の効果

すべての水俣病被害者が安心して暮らしていける環境づくり、もやい直

しの推進、水俣病のような問題を二度と起こさないための教訓の伝達・継

承に資する。



 

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊

急措置事業費              １１０百万円（１１０百万円） 

 

環境保健部環境安全課環境リスク評価室 

 

１．事業の概要 

 茨城県神栖市においては、通常自然界には存在しない有機ヒ素化合物であるジ

フェニルアルシン酸による環境汚染に起因すると考えられる健康被害が生じてい

るが、ジフェニルアルシン酸による環境汚染を通じた人への影響等については、

十分な科学的知見に乏しく、かつ、早急な対策が求められている状況にある。こ

のような状況を踏まえ、ジフェニルアルシン酸による汚染が確認された井戸の水

を飲用に供していた住宅に居住し、又は居住していた者であって、ジフェニルア

ルシン酸のばく露が確認された者（対象者）に対して、引き続き医療費等の給付

及び健康管理調査等を実施するとともに専門家による調査研究を継続する。 

 

２．事業計画 

事 業 内 容 ２０年度 ２１年度 ２２年度～ 

医療費等の給付    

健康管理調査等の実施    

小児支援体制整備事業    

調査研究の実施              
 ※公害等調整委員会での裁定及び臨床検討会での検討等により変更となる可能
性がある。 

                                              

３．施策の効果 

 対象者に対して、健康診査を行うとともに、医療費等を支給することによ

り治療を促し、著しいばく露を受けたと認められる者に対して、病歴、治療

歴等に関する調査等を行うことにより、発症のメカニズム、治療法等を含め

た症候及び病態の解明を図り、もって、その健康不安の解消等に資する。 

 



茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事業

＜趣旨＞神栖市における有機ヒ素化合物(ジフェニルアルシン酸)のばく曝露が確認できる者に対し、健康診査を行
うとともに、医療費等を給付することにより、治療を促すことを通じて、当該者に係る症候及び病態の解明を図
り、もってその健康不安の解消等に資する。

健康管理調査の実施 (健康状態等に係る報告票の提出による調査を3年間実施、病歴、治療歴等の調査を初年度に実施) 

＊当初３年間実施とされていたが、平成18年度第1回臨床検討会において、継続が必要との意見があり、健康管理調査の2年間継続を決定、また、

平成20年度第1回臨床検討会において、継続が必要との意見があり、緊急措置事業の3年間継続を決定

＜対象者＞
①有機ヒ素化合物汚染井戸飲用住宅への居住要件を満たし、
②毛髪・爪検査等によりばく露が確認された者

専門家による検討会
(環境省)の審査を経て
確認

医療手帳の交付

特
に
汚
染
の
著
し

い
井
戸
水
の
飲
用

者 入
院
歴

な
し

入
院
歴

あ
り

•医療費(自己負担分を公費負担)

•療養手当(通院：月15,000円、
入院：月25,000円)(併給なし)

•健康診査(年1回)(公費負担)

•健康管理調査費用＊(月20,000円)   【3年間】

•健康管理調査協力金(300,000円) 【初年度当初】

•健康管理調査費用＊(月20,000円)   【3年間】

•健康管理調査協力金(700,000円) 【初年度当初】

＜給付内容＞

＜実施状況＞
・申請受付開始日
平成15年6月30日

・申請者数等
(平成21年8月10日現在)
申請者 565名
医療手帳対象者 153名
うち健康管理調査対象者 30名
申請棄却者 408名
分析調査中等 0名

・臨床検討会の開催状況
平成21年度
第1回… 7月7日

（平成15年度は9回、平成16
年度は4回、平成17年度は3
回、平成18年度は2回、平成
19年度は3回、平成20年度は
2回開催）



有機ヒ素化合物の汚染源周辺地域における高濃度汚染対策

２８４百万円（２４１百万円）

環境保健部環境安全課環境リスク評価室

１．事業の概要

茨城県神栖市では、有機ヒ素化合物であるジフェニルアルシン酸を高濃度に含

む巨大なコンクリート様の塊が発見されており、このコンクリート様の塊や周辺

の高濃度汚染土壌を掘削・除去し、その処理を平成２０年３月までに完了したと

ころである。

しかしながら、汚染源周辺地域では、現在も地下水から10mg/L（ヒ素換算値：

環境基準の1,000倍）以上の有機ヒ素化合物が依然として検出されるなど、高濃度

の有機ヒ素化合物による汚染が確認されている。

このような状況を踏まえ、汚染源周辺地域を対象として、汚染地下水の処理に

よる高濃度汚染対策を実施するものである。

２．事業計画

高濃度汚染対策は、平成１５年１２月の閣議決定に基づく対策の一環として、

地域及び期間を限定して集中的に実施するものであり、これまで平成２０年度に

おいて、揚水による効果的な対策手法についての検証を終え、平成２１年度より、

汚染地下水を継続的に揚水し、その処理を実施するものとしている。

平成２０年度～２３年度 Ａ井戸近傍において高濃度汚染対策を実施

３．施策の効果

シミュレーションによれば、高濃度汚染対策を実施することにより、Ａ井戸近

傍の地下水中に残存している有機ヒ素化合物の90％以上を除去することが可能と

されている。

また、汚染地下水は、主として深層部の地下水の流れに沿って移動しているこ

とが確認されているが、高濃度汚染対策を実施することにより、これらの移動・

拡散する有機ヒ素化合物の量を大幅に減らすことができ、健康被害の未然防止に

資する。



  

 

 

 

 

 

 

 B地区及び ABトラック 
南西地域その周辺を含む 

 
（Ａ地区高濃度汚染地下水の影響あり） 

 

Ａ地区 
高濃度 
汚染地下水 

 

 

 

 

 

 

 

 
B地区及び ABトラック 
南西地域その周辺を含む 

 

（適切な環境管理） 

Ａ地区 

※ 現 時 点 で も

10mg/L:環境基準
1000 倍を超える
汚染を確認 
 

高濃度汚染対策の実施

により、Ａ地区の高濃度

汚染と当該汚染による

影響を緩和する 

有機ヒ素化合物の汚染源周辺地域における高濃度汚染対策 
 

○ Ａ井戸周辺地域で確認されている高濃度の有機ヒ素汚染地下水について揚水・処理を行い、新たな被

害の未然防止を図る。  

      

 
   高濃度汚染対策の実施 

※シミュレーション結果 
対策なしでは、Ａ地区の環

境基準の達成までに約 60
年必要。 

○高濃度汚染対策 
・Ａ地区高濃度井戸周辺において、地下水の集中的な揚水・

処理を実施 
（これにより残存する有機ヒ素の９０％以上を除去） 

高濃度汚染対策のほか、関係者

が連携して、下記対策を実施し、

新たな被害の未然防止を図る。 
・ 井戸水の飲用・使用自粛 
・ 上水道への転換 
・ 地下水モニタリングの継続 



一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査

２６５百万円（９４百万円）

環境保健部企画課石綿健康被害対策室

１．事業の概要

石綿取扱い施設周辺などで一般環境経由による石綿ばく露の可能性のあ

った代表的な地域において、石綿のばく露歴や石綿関連疾患の健康リスク

に関する実態を引き続き把握するとともに、新たに有所見群と無所見群の

２群を設定し、各群に属する住民を対象に、問診、胸部Ｘ線検査、胸部Ｃ

Ｔ検査等を実施する。

全調査対象者に対して、定期的な検査（年１回）、適切なフォローアッ

プを行いながら、石綿関連所見の変化や石綿関連疾患の発生状況を把握し、

２群間の比較を含めた解析を行う。

２．事業計画

調査対象地域それぞれにおいて、これまでの調査で得られた知見を活用

して、平成２２年度より対象者を大幅に増加させ、新たに有所見群と無所

見群の２群を設定し、調査期間を５年間とした実態把握調査を開始する。

区 分 21 22 23 24 25 26

石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査

(3地域：大阪府泉南地域、尼崎市、鳥栖市) H18～

(6地域：奈良県、羽島市、横浜市鶴見区 ) H19～

(7地域：北九州市門司区 ） H21～
石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査【改編】
(7地域：上記 ） H22～

３．施策の効果

一般環境経由による石綿ばく露の可能性があった代表的な地域において、

新たに、

①２群間の石綿関連疾患リスクの差の有無の把握

②定期的な検査の有効性に係る解析

を行い、得られた成果をその後の石綿関連施策に反映させる。



次期健康リスク調査のイメージ

石綿取扱い施設周辺などで一般環境経由に
よる石綿ばく露の可能性のあった代表的な
地域の住民
（対象者数を大幅に増加）

対
象
者

定
期
的
な
検
査
等

問診、胸部Ｘ線、
胸部ＣＴ、等

問診、胸部Ｘ線
最終年に胸部ＣＴ、等

有所見群 無所見群

成果をその後の石綿関連施策に反映

調査期間終了後、
・２群間の石綿関連疾患リスクの差の有無の把握
・定期的な検査の有効性に係る解析
を行う。

対
象
集
団
設
定

・石綿関連所見を詳細に把握
・中皮腫、肺がん等に罹患した場合は把握
（毎年の調査実施結果を集計・公表する。）

５
年
間
程
度
実
施



石綿関連疾患に係る医学的所見の解析調査・還元等事業

８５百万円（４１百万円）

環境保健部企画課石綿健康被害対策室

１．事業の概要

石綿健康被害制度については、その創設時、国会において、最新の医学

的知見の収集等に努め、その結果を踏まえて、必要があれば制度の見直し

を行うよう求められている。

指定疾病である中皮腫や肺がんの診断方法については医学的知見が十分

確立されているとは言えず、専門家でも診断に困難をきたす場合が少なく

ない。

適切な診断手法の確立のためには、症例を蓄積し、臨床・画像・病理等

の各分野が連携して解析・検討を行うことが重要である。平成２２年度に

おいては、継続するテーマに加え、新たに特殊な中皮腫の鑑別診断方法、

実施して解析・検討石綿小体数計測による認定基準の追加に関する調査を

を行い、その成果を医療関係者に還元することによって、迅速かつ適確な

。診断に資する

２．事業計画

区 分 19 20 21 22 23 24 25

○医学的所見解析調査

女性の腹膜中皮腫の解析

石綿による肺がんの解析

腹膜中皮腫及び細胞診による解析

石綿小体計測に関する精度管理

中皮腫の病理組織分類、分子生物学的な指標

特殊な中皮腫の鑑別診断方法に関する調査

石綿小体計測による認定基準の追加に関する調査

○調査結果の医療関係者に対する還元事業

３．施策の効果

研究によって得られた検査・診断方法に係る成果を医療従事者に還元す

ることにより、医療機関においてより正確な診断が行われ、迅速な救済が

なされることが期待できる。また、制度を見直す際の参考となる知見を得

ることができる。



石綿関連疾患に係る医学的所見の解析調査・還元等事業

診断 医学的判定
・中皮腫
・石綿による肺がん

○指定疾病（中皮腫、肺がん）について、救済制度で認定された症例や医療機関において診断された症例から、
疾病の進展、検査・診断の状況及びその結果に関する情報を収集し、これらを解析する。

○得られた結果について、石綿関連疾患を取り扱うことの多い全国の医療機関に対し、講習会等によって、普及
啓発を図る。

医療機関 環境大臣

解析

すみやかな救済へ

還元等

情報の収集

情報の収集

中皮腫の診断手
法、
石綿小体の計測 ・
評価手法 等

医療従事者向け講習等




